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情報処理サービス業基本問題調査報告書

(各論のまとめ)
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この報告書は、 日本 自転 車振興会 か ら競輪収益 の一部 で ある

機械工業 振興資金の補 助 を受けて 実施 した 「わが国情報 処理 に

関する動 向調査 」の一 環 として と りまとめたものであ ります。
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一
「情報処理サービス業基本問題調査報告書」

正 誤 表
各論のま とめ

頁 行 誤 正

序 9
●

全て 総て

8 6
■

あり得るか あり得るが

18 22
●

意志表示 意思表示

30 11
●

表2-4 表2-5

31 図2-2
53年 (パ ッチ サー ビス)88.2% 85.8%

〃 〃 (オ ン ライ ンネ ッ トワー クサ ー

ビス)14.6%

14.2%

〃 57年 (バ ッ チサー ビス)74.5% 72.5%

〃 〃 (オ ン ラインネ ッ トワー ク サー

ビス)28.2%

275%

〃 60年 (バ ッ チサー ビス)64.1% 62.5%

〃 〃 (オ ン ラ インネ ッ トワー クサ ー

ビス)38.3%

375%

33 4
,●

貢献するべし 貢献すべ く

36 9 30.8% 30.2%

42 図2-8 4.自 社(団 体)で …
●

4.自 社(自 団体)で …

43 図2-9 8.自 社(団 体)で …
●

8.自 社(自 団体)で …

90 9 (64～64%) (64～46%)

102 9
●

拘束される 拘束される

117 17

●

(1970年10日 以 降) (1970年10月 以 降)

125

〃

表 争一17

〃

(電 電公社の小計)60

(合 計)159

65

164

131 7
・

機室保護 機密保護

139 6
●

助政策 助成策

141 7 計74.0% 計75.0%

146 表4-6
●
パッチ(%) バ ッチ(%)

177 6
ワ

その妥当性を捻証し、 その妥当性を検証し、

198 1
●

人材育材 人材育成

199 10
●

公的有資格取得 公的資格取得

231 11

■

問題 といいそ う 問題といえそう

262 2
▼

座構審 産構審

314 20
,

知識集的化 知識集約化

323 2
●

振興索 振興策
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頁 行 誤 正

325 表7-1 単位.百 万 円

331 20 その後4年2月 その後44年2月

339 26
-

機情法問題た動 き 機情法問題の動き

340 4
●

機情報 機構法
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業界実態調査(各 論1)

頁 行 誤 正

18 8

●

各11社 11社

20 4
●

2社 20社

24 図2行 目
■

コ ン ピ ュ ー タ ・ メ ー カ ー コ ン ピ ュ ー タ メ ー カ

〃 グラフの中 表12 削 除

〃
● ● ●

図2-5表12 図2-5

30 4
・ ・ ● ■ ● ● ●

… …64%が オ ン ライ ン ……63%が パ ッチサ ー ビス

30 図2-7
●

パ ッチサ ー ビス バ ッチ サー ビス

〃 図2-7

53年 (バ ッチサ ー ビス)88.2% 85.8%

〃 〃 (オ ン ライ ンネ ッ トワー クサ ー

ビス)14.6%

14.2%

〃
図2-7

57年 (バ ッチサー ビス)74.5% 72.5%

〃 〃 (オ ン ライ ンネ ッ トワー クサ ー

ビス)28.2%

275%

〃 図2-7

60年 (バ ッチ サー ビス)64.1% 62.5%

〃 〃 (オ ン ライ ンネ ッ トワー ク サ ー

ビス)38.3%

3τ5%

〃 14 (何 故 か、 合 計 は1.00%を こ

え る。)

削 除

31 表2一9
●

60億 円以下 60億 円以上

50 18 調備の提供 設備の提供

51. 13 完 等条件 完備等条件

〃 24 指示する 摘示する

57 21
◆

開拓 」 「 開拓」

59 6 競合 もある。 競合 もあ る」

62 3
■ ■

養蚕 蚕食

64 20
●

共存共営 共存共栄

65 9
●

パ ッ ケ ー パ ッ ケ ー

〃 15
●

ネ ッ トワー ク の精 薬 ネ ッ トワー クの構 築

66 4 す ることあ り」 す ることあ り)」
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頁 行 誤 正

66 5
●

ウ2処 理 より ウス処理 より

〃 8
●

有利さえの 有利さへの

67 10

■

サー ビス業が サ ー ビス業 に

〃 15 ン分類は ンに分類は

69 20

■

恐威を感ずる。 脅威を感ずる。

〃 26 期待している 期待している」

70 5
■

交流となり 主流となり

72 21
●

社用法人 社団法人

75 3
■

r通 産省が 通産省が

〃 6 我が国の 『我が国の

〃 17 い る。 い る。 』

〃 22

●

伺い します。』 伺い します。

〃 8 従 うよりない 従 うよりない」

82 7
●

振興等は 振興策は

〃 14

●

異端は左いが 異論はないが

88 1
●

国定資産税 固定資産税

〃 9
●

ナ シ ョナル ・プロジェク ト的 の ナシ ョナル ・プロジェク ト的な

91 10 機情懐に よる…… 「機構 法に よる………

〃 13 責任上必要。 責任上必要」

98 18
●

オ ン ライスは オ ン ライ ンは

〃 23

●

「受記計算は 「受託計算は

99 13
■

打触 接触

102 22 「特効率 …… 「特効 薬 ………

104 9 す でに4万 …… う 。 す で に4「 万 … …'一

106 6 … … …な らない 。
… … … 左 らない 」

114 11 … … … で は ない か
。

………ではない か)

〃 14

■

IBMを しのぶ IBMを しの ぐ

116 25
●

人間 トランク 人 間を ランクに

117 20

●

徹定して 徹底して

118 4
●

隔差 格差

120 3
■

その重な もの その主なもの

121 5
『

ミ ニ コン指導 型 ミニコン主導 型

〃 19 競争 ・原理 競争原理
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ユ ーザ 実態 調 査(各 論2)

頁 行 誤 正

6 図1-4
●

回線使用料 回線使用費

〃 〃 保守料 保守費

9 図1-5
●

(小 型)1,000万 円以上4万

円未 満

(小 型)1000万 円以上4,000

万円未満

13 表1-1 年平均伸び率 年平均伸び率(%)

〃 〃 11～99 1～99

22 9
■・●・

=Σ(Xi十Yi十Zi)×LiIi ==Σ(Xi十Yi十Zi)× αi

〃 10
●

=ΣXiLi十 αΣ(Yi十Zi) =ΣXiαi→ 一αΣ(Yi十Zi)

〃 14 Li αi

25 12
●

社 内 トー タル 国 内 トー タル

28 22
■

プ ログラムなどにより プ ログ ラ ム左 ど,よ り

47 6 X1/(c2-y2)=β X・/(・2-y1)=β

〃 14 x1+x2十y1 X1一 トx2」-y1=T十 α

67 図2-9

`
5・ ・i多多え171350(327)1
6・・物161218(20.4)

1
5・・iZ列171218(204)

6..巳16135。(32.7)
.

68 6 委託適 用業務の種類は コンピュー

タ化 されてい る業務の

業務を委託している割合は コンピ

ュータ化している業 務の

71 図2-11

(注)

回 答 サ ンプ ルの … … 公務、地 方自治体につい ては、

回答サンプルの………

72 図2-12

(下 図)

縦軸に0～10の 目盛 りを付す。

79 図2-19 ・ 一寛 々公社のサー ビス(A) ×一 一一 ×電 々公社のサービス(A)

〃 ×←→く外風 外資)系 のサー ビス(C)
.・ 外国(外資)系のサービス(C)

82 図2-21

(注)

棒 グ ラ フ1,143社 棒 グラフ:委 託 会社数1,143社

〃 〃 折 線 グ ラ フ560サ ン プル 折線グラフ:回 答サンプル数560

83 図2-22 有 能 なSEプ ログラマが ・・……

●

有能 なSEや プログラマが ……

88 5

●

自社(団 体)要 因の 自社(団 体)要 員の

90 26 ① パンチ業や
●

① パンチ作業や

92 図3-4

(下 図)

●

ビー フ ロー ド対策 ピー ク ロー ド対策

95 図3-7

(注2)

回答サ ンプル×××××は (回 答××/× ×)は

97 2
・ ●

ユーザが多 く高 くな っている ユーザが多 くな ってい る

98 25
●

抑制要因とと 抑缶腰 因と
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頁 行 誤 正

101 図3-10
■

外注費用規模別 とソフ トウェア 外注費用規模別 ソフトウェア

107 6
●

コ ン ピュ ー タ要 因不 足 コ ン ピュー タ要 員 不足

109 図3-16 従業 員規模 の表示 を左方向へ1つ ずつ移動 する。

イ.100人 未 満の表示を現在 ある位置 と全体の間(縦 線の下)

へ移動す る。 以下各表示 を左方向へ。

ロ.現 在 の2ρ00～5ρ00人 の位置へ 「5,000人 以上 」の表示

へ 記入。

111 表3-2 (優 れ た ソフ トウェ アの提供 、
●

1位)鉱 学 鉱業

(フ ァ シ リ テ ィ ・ マ ネ ジ メ ン ト、
●

3位)鉱 学 鉱業

117 図4-1

12項

●

(機 能向上のコス ト低下) (機 能向上 とコス ト低下)

119 5 見 方 を してお・り、20.5%に … 見方をしている。また全体の205%

〃 21 メ リットやサー ビスや内容 の優

秀性が あれば、

メ リットがあり、またサー ビス

や 内容 が優 れていれば、

112 5 とい うことを強 く とい うこ とは、経営効率 化とい

う課題の 中で、外注化 とい うこ

とを強 く

126 表4-3

}129頁 の次にさし替え127 表4-4

129 図4-6 (回 答115サ ン プル)

■

(回 答1154サ ン プル)

135 2 作 成 コンサルテーシ ョン 作 成 や コンサ ル テー シ ョン

151 図4-18

(中 図)

100人 未 満(右 側) 100～299人

168 10 43節 の 4.3節 の

〃 20
●

日を向けさせる 目を向けさせる

169 図4-25
■

情報処理サービスに利口

用に………

情報処理サー ビス利口

用………

173 表4-16 ∠ム自社(団 体)の 委員 ∠△ 自社(団 体)の 要員

175 表4-17
、

∫*今後

*()の サンプル数は、今後 …176 表4-18

177 表4-19

184

} 193頁 の次に さし替え
185
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頁 行 誤 正

184 12 x20.0.5 x20.05

財務 関係実態調査(各 論3)

3 表1-2 (イ)財 務諸表 の作 成 ・合 計 ・5

位 の 数

14

8 表1-7 そ の他の要素 ・計33 35

16 (注2)
●

o部 門費の割賦基準 o部 門費の配賦基準

25 4
●

限 られた人員 の必要 …・・… 限 られた人 員で必要 ………

34 23 そのような会計資料 そのような企業の会計資料

35 19 販売量 販売費

技 術関係実態調査(各 論5)

1 18
●

持 って くるか 持 ってい るか

〃 19
■

関係) 関連)

41 20 担が大 きく、 担が大 き く」、

46 7 ハ ー ド 、 メ ー カ ー ハ ー ド ・ メ ー カ ー

51 7 ・委託業の減少 ・委託業務の減少

海 外 調 査(各 論6)

104

105
104頁 と105頁 が 入 れ替 っている、

177 図3-6 削 除

〃 図3-7 1.図3-6に 訂 正

〃 〃 2タ イ トル=現 在 の シス テ ム ・

モ ジ ュ ラー化

〃 〃 削 除

一7一
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序

ボ 噂

,

この調 査報 告 書 は 、当 財 団 が 、 社 団 法 人 日本 情 報 セン ター協 会 に調 査 委 託

した 「情報 処 理 サ ー ビス業 基 本 問題 調 査 」の結果 を取 りま とめ た もの です 。

情 報 処理 サ ー ビス業は 、 わ が 国にお け る コ ン ピュー タ利用 の高度 化 に 重要 な

役 割 を果 す もの と期 待 さ れ てお りま す。

こ の よ うな動 向に 鑑 み 、同 協 会 で は、 「情 報 処 理 サー ビス業基 本 問題 調 査 委

員 会 」にお け る将来 ビジ ョ ン検討 に 資す るため 、 会 員の ほ か 、 一 部専 門調 査 機

関 の協 力 を得 て 、調 査 を行 い 、 一応 そ の結 果 を 「各 論 の ま とめ 」と して の本 書

の ほ か、6冊 の各 論(別 記)に ま とめ てお りま す 。

したが って 、本 書 お よ び各 論 の全 て は、 情 報処 理 サー ビス業 の立 場 か らま と

め た もの で今 後 、学 識 経 験者 、政 府 、 関連機 関等 の 代表 者 に よって 構成 され る

前記 委員 会 にお い て の検 討 の ため の 資料 とな る もの です 。 こ こに 、 調査 に ご協

力 を頂 い た 関係 各位 及 び委 員 、研 究 員 に厚 く感 謝 す る と と もに 、本 書 に 対 し広

く建 設的 な ご意 見 を賜 わ り、 わ が 国 情 報 処 理 サ ー ビス業 の 発展 に 貢献 す る こ

とを念願 す る次 第 です 。

昭和54年3月

ー
〔別 記 〕各 論 は次 の とお りで す。

1.業 界 実 態調 査

2.ユ ー ザ実 態調 査

3.財 務 関係実 態調 査

4.経 済 性 比較 実態 調 査

5.技 術 関 係 実 態調 査

6.海 外調 査

財 団法人 日本情報処 理開発協会

会 長 上 野 幸 七

ン
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6

8

6

〈専門委員会〉

委員長

主 査

委 員

情報処理サー ビス業基本問題調査会

専 門 委 員 会 お よ び 研 究 員 名 簿

緑

信

夫

郎

吉

泉

郎

孝

生

夫

市

三

豊

彦

雄

士

昭

昭

満

之

嗣

二

篤

照

順

大

和

信

暁
、
達

啓

健

明

哲

誠

弘

智

雄

平

田

木

立

橋

塚

村

西

林

上

木

村

田

村

本

永

澤

井

山

田

鳥

松

甲

育

児

石

大

川

小

小

後

鈴

田

戸

中

橋

福

古

堀

丸

吉

山

㈱ 群 馬 電子 計算 セ ンタ ー

(社)日 本情 報 セ ン ター協会

㈱ 日本 ビジネスコンサルタント

静 岡放送 ㈱

静 岡電子 計 算 セ ン タ ー

セ ンチ ュ リリサ ーチ セ ン タ㈱

㈱ 山梨計 算 セ ンタ ー

㈱ データプロセスコンサルタント

㈱ 東洋情 報 シス テ ム

京都 電子 計 算 ㈱

㈱ 協 栄計算 セ ンタ ー

㈱ 東 洋情 報 シス テ ム

日本電 子 計 算 ㈱

三 井 情報 開発 ㈱

㈱ 日本 システムディベロップメント

㈱ ケイ ケ ン計 算 セ ン ター

日本情 報サ ー ビス ㈱

常務取 締役
常任理事

企画部長

計算業務課長

取締役

常務取締役

経営情報本部

コンサルティング営業部長

シス テム監査室課長

営業本部主幹

技術応用課長

総合企画室次長

社会 システム事業本部

専務取締 役

専 務取締 役

企画 開発部

㈱ ビジネス・コンサルテイング センター 専務 取 締 役

㈱ 両 備 シス テ ム ズ

㈱ 中央 計 算 セ ン ター

センチュ リ リサ ー チ セ ン タ㈱

㈱ 山形 電子 計 算セ ンター

(財)日 本 情 報処 理 開発協 会

常務取締役

営業部長

取締役

情報処理課長代理

技術調査部調査課長
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二

樹

則

義

郎

秀

夫

夫

雄

弥

一

郎

昭

仁

子

次

子

一

郎

三

平

哲

修

三

二

紀

二

,
浩

精

直

泰

康

三

展

孝

秀

恒

香

賢

悌

幸

由

博

和

亮

宏

宏

昇

泰

井

木

沢

田

毛

城

田

岡

崎

沼

地

川

保

藤

田

藤

田

本

中

尾

田

勢

馬

田

心

音

青

池

油

石

岩

梅

大

尾

柿

菊

北

久

斉

坂

佐

下

杉

関

田

西

西

早

早

細

究研く

㈱ イ ンテ ック

㈱ 日本 ユ⊃くック総 合研 究所

㈱ 野村 総 合研 究 所

コ ン ピュー タ サー ビス㈱

㈱ エ フ ・ア イ ・ピー

㈱ 西武 情報 セン タ ー

㈱ イ ンテ ック

日本 電 子計 算 ㈱

コ ンゼ ユ 一 夕 ・エ ー ジ社

㈱群 馬 電 子 計 算 セ ン ター
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1日 本 の 情 報 サ ー ビ ス 業

亀

我 が国 の経 済 は、 昭 和30年 代 か らの重 化 学 工 業化 政 策 に よって急 速 な成 長

を遂 げ て きた が、 重 化学 工 業 を 中核 とす る、 いわ ゆ る資源 エ ネル ギ多 消費 型 産

業 は 、 資源 に乏 し く、 そ のほ とん どを海 外 に依 存 して い る我 が国 にお い ては 、

極 め て基 盤 の不安 定 な もの で あっ た といえ よ う。 一 方 、経 済 成 長 の反 面 、 生 活

自然 環境 の悪 化 、海 外 との貿 易 収 支 の不 均 衡 等 、数 多 くの問題 が未 解 決 の ま ま

に放置 さ れ て きた。

昭 和48年 に発 生 した オ イル ・シ ョ ックは 、 この よ うな我 が 国産 業 の 根本 的

転 換 を迫 る もの で あ った。 そ の結 果 と して、省 資源 、省 エ ネル ギ、技 術集 約化

等 の要 請 に応 え得 る知 識集 約 型 産業 の育 成 が 、我 が 国 の重 要 な政 策 課題 とな っ

た の で ある。

情 報 サ ー ビス業 は 、資源 には乏 しいが 、 教 育水 準 の高 い我 が 国 に とって 、 極

め て適 した産 業 で ある。 事実 、 当該 産 業 は 、近 年 の情報 化 に対 す る ニ ー ズの 高

ま り、 コ ン ピ ュー タ リゼ ーシ ョンの進 展 等 に よ って着実 に拡 大 しつ つ あ り、今

後 、 我 が 国 の産 業 構造 を知識 集 約 型 に変 革 して い く上 で、 中核 的 な存 在 とな る

べ く期 待 さ れ る産 業 で あ る。

■

●

1・1情 報 サ ー ビ ス 業 の 定 義

情 報 サ ー ビス 業 は 「情 報 とい う財 を、 人 間 と情 報 機器 とを活 用 して 、科

学 的 に処理 し、 そ の結 果 を顧 客 に提 供 す る こ とを業 と して収 益 を あげ て ゆ

く企 業 で あ る」 と定義 す る こ とが で きる。

行政 管 理 庁 「日本 標 準産 業 分類 」 に従 え ば 、 当該 産 業 は以 下 の4つ に分

類 さ れ る。

・ソ フ トウ ェア業:電 子 計 算 機 の プ ログ ラム の作成 及 び そ の作 成 に関 し、

調 査 、 分 析 、助 言 な どを行 う事業 所 を い う。

・情 報 処 理 サ ー ビス業:電 子 計算 機 を 用 い て、委 託 さ れ た 計 算 サ ー ビス

一1－
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(顧 客 が 自 ら運 転 す る場 合 を含 む)、 パ ンチサ ー ビス な どを行 う事 業 所

を い う。

。情 報 提供 サ ー ビス業:各 種 の デ ー タ を収 集 、 加工 、蓄 積 し、情 報 と して

提供 す る事 業所 を い う。

・そ の他 情 報 サ ー ビス業:市 場 調 査 、世 論 調 査 な どの よ うな他 に分類 さ れ

な い情 報 サ ー ビス を行 う事 業 所 をい う。

1.1.1情 報サ ー ビス業 の 設 立 動 機

情報 サ ー ビス が 、業 と して成 り立 つ た め の最 も基 本 的 な条 件は、「f青

報 」 とい うものが一 種 の 「財 」 と して認 識 され る こ とで あ る。

「情 報 」 は 「無 体 財 」 で あ り、 か つ 占有 性 が な い が 、 これ を産 業 と

して取 扱 う場 合 、 多分 に経 済 的 価値 を持 ち、 また 「有 体 財 」 的性 格 を

帯 び て くる。 い うな らば 、 「情 報 財 」 と して取扱 わ ね ば な らない もの

で あ る。

試 み に 「有体 財 」 を取 扱 う産 業 に発 生 す る作 業 を列挙 してみ る と、

探 索 、採 掘 、収 集 、 抽 出、 分離 、合 成 、変換 、設 計 、 加 工 、組 立 、 蓄

積 、輸 送 等 々が あげ られ る が 「情 報 」 を取 扱 う産 業 に も、 これ らと言

葉 こそ違 え、 全 く同様 な作 業 が発 生 して い るの で あ る。

した が って、輸 送 業 の ご と く 「情 報 」 をそ の発 生地 点 か ら他 の 地点

に伝達 す る ことは 、 ひ とつ の業 と して成 り立 つ はず で あ り、 加 工 業 の

ご と く、原 料 とな る 「情 報 」 を加 工 し、 あ る 目的 に沿 った 「情 報 」群

を作 り出す こ と も、 ま た しか りで あ る。

この よ うに、情 報 サ ー ビス業 は 「有 体 財 」 を取 扱 う産 業 と全 く同 様

な こ とを、 「情 報 」 を 「財 」 と して行 って い るに過 ぎない 。

実 際 、情 報 処 理 サ ー ビス 業 は前 述 の作 業 例 でいえ ぱ 、 主 に 「情 報 」

の合 成 、 変換 、設 計 、 加 工 、組 立 、輸 送 等 を行 って い るの で あ り、情

報 提供 サ ー ビス業 は、 「情 報 」 の収 集 、抽 出、分 離 、 合 成 、 加 工 、蓄

積等 を行 っ て い る。 ま た 、 そ の他 情 報 サ ー ビス業 で は、 「情 報 」 の
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探 索、 採掘 、 収集 、 抽 出 、分 離 、 合成 等 を主 な作業 と して い る。

こ こで、 ソフ トウ ェア 業 だけ は 「情 報 」 を直接 取扱 って は い な いの

で、 情 報 サ ー ビス業 の 中 では他 と異質 の機 能 を果 してい る。 ソフ トウ

ェア業 の機 能 とは 、他 の情 報 サ ー ビス 業(あ るい は 一 般 ユ ー ザ の 情

報 処 理 部 門)の 作 業 ツール の一 部 を提供 す ること で あ り、 む しろ コ ン

ピ ュー タ製造 業 や 回線 業 に近 い存 在 とい って よい。

以 上 の よ うに考 え る と、情 報 サ ー ビス業 の設 立動 機 とい うの は、 他

の産 業 と全 く同 様 に、 その 根本 が付 加価 値 再 生産率 を向 上 させ る こ と

に あ った といえ るの では な いだ ろ うか 。換 言 すれ ば 、 「誰 に もできる」

こ とでは あるが、 それ を少数 の入 間 が、 分業 として 「専 門 的 」 に 行

うこ と に よって、 均質 で コス ト ・パ フォ ー マンス の高 い 作業形 態 に し

てゆ くとい う、 いわ ば社 会 的 必然 性 に従 って当該 産 業 が発 生 したの で

あろ う。

では 、 各 企 業 の 設 立 を 促 した具 体 的動 機 には、 どの よ うな もの が

あった の で あろ うか 。

第1に 、 電 算 機 メ ー カ直 営 の 、 ハ ー ドウ ェア ・セ ール ス の た め の

サ ー ビス機 関 と して設 立 さ れ た企 業。 第2に 、 大 企 業 の 情 報 サ ー ビ

ス部 門 が分離 独 立 して設 立 さ れ た企 業。 第3に 、 数 個 の 企 業 ま たは

団 体 の共 同 利 用 の ため に設立された企業。第4に 、 専 門 特 化 した技 術

領域 でのサ ー ビス を 行 うこ と を 主 体 として、 自主 独立 的 に設 立 した

企 業 。

以 上4つ の形 態 が考 え られ るが、 いず れ にせ よ、前 述 した 付 加価 値

再 生 産率 の向上 とい う基 本 的 な方 向 に沿 って設立 さ れ た とい うこ とに

は、 疑 い の余 地 が な い。

1.1.2情 報 サー ビス業 の構 造

情 報 サ ー ビス業 の構造 は 、 そ の歴 史の浅 さ故 に他 産 業 ほ ど明確 な形

には な って い ない が、 両 者 の 間 に基本 的 な構造 の差 が あ る訳 では な い。
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例 え ば 当業 界 にお い て も下 請構 造 とい え る よ うな もの が生 まれつ つ あ

る こ と も事 実 で あ る。

た だ し、現 段 階 におけ る当 業 界 の下 請 構造 は、 単 に同 一 内 容 の 業務

が移 行 して い るに過 ぎず 、 各段 階 毎 に付 加価 値 が 加 え られ る とい う構

造 には 発達 してい ない。

具体 的 にい えば 、発 注 者 か ら直接 受 注 した業者 が、 そ の業 務 の一 部

もし くは、 全部 を下 請 に再 発 注 す る場 合 、 そ こには何 らか の付 加価 値

が 加え られ ね ば な らない はず で あ る。 例 えば 生産 技 術 の移 行 ま た は指

導 とか 、 業務 の分 析 ・標 準 化 等 は再発 注 者 自身 が な すべ きこ とで ある

に もか か わ らず 、 実 際 には、 ほ とん どな さ れ な いま ま に下 請 へ再 発 注

さ れ て い る よ うだ。

この よ うな仕事 の流 れ では 、各 段 階 の 業 者 が正 常 に業 務 を遂 行 し、

正 当 な利 益 を生み 出す とい う、本 来 あ るべ き業 界 構造 に は な らず 、 当

該 産 業 の発 展 に と って も、決 して プ ラス に な る もの では な い。

一 方 、顧 客 ニー ズ の多様 化 と、 対応 す る我 々業 界 の個 々の企 業 の も

つ技 術 力や 設 備 力 とのバ ランス に よっ て、 各 企業 にお のず か ら専 門領

域 が生 じ、 ま た、 そ の専 門領 域 内 での営 業 力 の大 きさ に よって、 その

企業 の サ ー ビス可 能 な商 売 圏域 が 、 お のず か ら定 ま っ て くる。 この よ

うに して、 当 業 界 内 に お いて もい ろ い ろ な形 の専 業 者 が発 生 しつ つ あ

る。 具 体 的 には 、 「専 門特 化 型 」 、 「地 方 型 」 、 「全 国 規 模型 」 とい

う3つ の型 が顕 在 化 しつ つ あ る とい え よ う。

技 術 力、 営 業 力 、 資本 力 の増 強 は 、 どの業 界 に お い て も、 そ の 業界

の専 業 者 とな るた め の不 可 欠 な課 題 で あ るが、特 に我 々の業 界 に お い

て は、 そ の ウエ ー トが高 い もの で あろ う。

これ らの課題 に対 して、 そ れ ぞ れ の企 業 が同程 度 の 水準 に、 同 時 に

到達 す る もの では な い だけ に、 企 業 間格 差 が必 然 的 に起 き、階 層 構造

を生み 出 す こ とにな るの だ ろ う。 我 々は 、 この必然 過 程 に潜 む あ らゆ
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る危 険性 を 除去 しなが ら、 これ を素 直 に受 け 入 れ なけ れば な らな い で

あ ろ う。

1ユ.3情 報 サー ビス 業 の市 場 構造

通 産 省 「特 定 サ ー ビス業実 態 調 査報 告書 」(以 下 、通 産 統 計とい う)

に よれ ば、 過 去5年 間(昭 和48～50年)の 業種 別 市場 構 成 比率 の変

化 は あま りなか った といえ よ う(表1-1)。 この間 、比 較 的大 きな

比 率 を 占め て い た業種 は 、鉱 業 ・製 造 業 、 金 融 ・保 険 ・運輸 ・電気 ・

ガス ・水 道 業 、公 務 で あ り、 これ らだけ で全体 の約60%を 占め て い

た。

トレン ド予 測 では、今 後 と も、 この 比率 が 大 き く変 化 す る こ とは な

い とい う結果 で あ るが 、我 が国 の経 済 が安 定成 長 を続 け てい く中 で、

当該 産 業 に対 して期 待 さ れ る、 国民 の福 祉 、 生活 の充 実 にか か わ る重

要 な役 割 を、今 ま で以 上 に積極 的 に果 た して ゆ くな らば 、今 後 、 電 気

・ガス ・水道 業 等 のい わ ゆ るユ ー テ ィ リテ ィ産 業
、 あるい は、 医 療 ・

教 育 ・公 害 監 視 等 の 社会 シス テ ム に対 す る市 場 は よ り大 きな ウエ ー ト

を 占め て くるはず で あ る。

一方 、業 務 別 市 場構 成 比 は、 過去5年 間 に大 きな変化 を示 して い る

(表1-2)。

特 に ソフ トウ ェア開 発 、要 員 派遣 の伸 び が著 しく、逆 に そ の他 計算 、

マ シ ンタ イ ム販 売 の比率 は、 徐 々に低 下 して い る。

ま た通 産 省 機械 情 報産 業 局 の 予測 に よれ ば 、今 後 の オ ン ライ ン需要

は著 し く上 昇 し、昭 和60年 の 売上 高 は 、 昭 和49年 の27.8倍(2,139

億 円)に 達 す る。 これ は、新 規 オ ン ライ ン業務 の伸 び だけ でな く、 パ

ッチ業務 か らの移 行 も大 きな要 因 とな るは ず であ る。

今 後 、 この オ ン ライ ン化 の進 展 に伴 って 、情 報処 理 セ ン タの リソー

ス ・シ ェア リン グ も急 速 に伸 び てゆ くで あろ う。

当委 員 会 の業 界実 態 調 査 に よれ ば、 コン ピ ュー タ保 有 ・非 保 有 別顧
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客数 比 率 は、今 後 、非 保 有 顧 客 の方 に ウエ ー トが移 って ゆ くもの と予

想 さ れ て い る。 しか しな が ら、非 保 有顧 客 を含 む 潜 在 市場 を顕 在 化 さ

せ る こ とは 、次 第 に困難 にな る こ とが予想 され、 一 方 で、我 が 国 の全

情 報 処 理 量 の うち、 当該 産 業 の取 扱 い分 が、 わず か10%に 過 ぎな い

とい うこ とを考 え 合 わ せ る な らば 、 む しろ 、我 々専 業 者 と して は、 コ

ン ピュー タ保 有 顧 客 の 市 場 の 開拓 を今 後 の課題 とすべ きでは あ るま い

か。

昭 和51年 発 表 の産 業 構造 審議 会情 報 産 業部 会 の報 告 に よれ ば 、 昭

和60年 度 におけ る情 報 処 理 マ ー ケ ッ トは、 コ ン ビ=・ 一夕保 有 顧 客 か

らの 売上 が全 売上 の48.4%、 コ ン ピ ュー タ非保 有 顧 客 か ら の 売 上 が

39.9%、 残 りの1L7%は 、 コ ン ピ ュー タ ・ メー カ か ら と な っ て い

る。

もし、 コ ン ピ ュー タ保 有 顧 客 か らの需要 を伸 ば す こ とが 出来 るな ら

ば、 それ は 、我 々が 、 コ ン ピュー タ保 有顧 客 よ り高 い技 術 を持 って い

る こ との証 明 とな り、 当然 の こ と と して、非 保 有顧 客 か らの需要 も増

加 す るはず で あ る。

要 は、 コ ン ピ ュー タ保 有顧 客 か らの需 要 が必 然 的 に増 加 す る よ うな

企 業体 質 を、我 々 自 ら作 り上 げ て ゆ か なけ れ ば な らない とい うこ とで

あ る。

t
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表1-1情 報 サー ビス業務 の契 約先産業別年間売上高及び構成比(年 次別)

年 次 計
農 林
水 産 業

鉱 業 ・

製 造 業
卸'小 売 業

建 設 ・

不 動 産 業

金 融 ・保 険

運 輸 ・電 気

ガス ・水道業

サ ー ビ ス 業 公 務
個 人

(一般消費者)
そ の 他 同 業 者 か ら 本社 ・支社 から

48年 16τ163 1,775 40,033 23β97 4,224 37381 13,361 26,977 591 7915 9,044 2,465
実

数 49年 245,264 3,230 56β16 40,312 6,505 52,147 17452 37719 678 13,908 10,630 6,369

合 50年 275,091 4,510 62,282 44,074 6,694 55,872 20,978 47706 669 15,687 ll,499 5,119

万
円 51年 306,967 4,059 72,431 38,653 5,564 65,951 27984 52,473 728 17380 15,725 6,019
)

52年 412,582 4,954 98,790 53,215 7270 81,657 34,460 58,637 1,155 25,667 24,136 22,642

構
48年 100.0 L1 23.9 14.0 2.5 22.4 8.0 16.1 0.4 4.7 5.4 L5

成
49年 100.0 L3 23.0 16.4 2.6 21.3 71 15.4 0.3 5.7 4.3 2.6

比 50年 100.0 L6 22.7 16.0 2.4 20.4 76 173 0.2 5.7 4.2 1.9

冤 51年 100.0 L3 23.6 12.6 L8 21.5 9.1 17.1 0.2 5.7 5.1 2.0
)

52年 100.0 1.2 23.9 12.9 1.8 19.8 8.3 14.2 0.3 6.2 5.9 5.5

表1-2情 報 サー ビス業務 の種類別年間売上高及び構成比(年 次別)

●

`

年 次 事 業 所 数 計 事 務 計 算 その他の計算

ソフ トウエア

開 発 ・

プログラム作成

カ ー ドパ ン チ
マシンタイム

販 売
要 員 派 遣

情 報 提 供

サ ー ビ ス
各 種 調 査 そ の 他

実
48年 1,105 167163 61,161 9,261 21,647 22,348 11,803 12,081 τ620 13,761 τ480

数 49年 1,322 245,264 88,191 11,623 35,168 33,537 14,137 18,569 13,046 23,542 7451

言 50年 1,276 275,090 88,936 14,629 42,082 41,214 13,790 24,457 14β76 22,237 13β71

万
円 51年 1,276 306,969 105,704 12,678 46,990 42,589 16,317 32,469 12,057 25,123 13,042
)

52年 1,640 412,581 123,927 14,650 77307 55,410 1τ348 52,564 23,811 31,148 16,415

構
48年 一 100.0 36.6 5.5 12.9 13.4 71 72 4.6 8.2 4.5

成
49年 一 100.0 36.0 4.7 14.3 13.7 5.8 76 5.3 9.6 3.0

比 50年 一 100.0 32.3 5.3 15.3 15.0 5.0 8.9 5.2 8.1 4.9

紘 51年 一 100.0 34.5 4.1 15.3 13.9 5.3 10.6 3.9 8.2 4.2
)

52年 一 100.0 30.0 3.6 18.7 13.4 4.2 12.7 5.8 76 4.0

通産省編 「特定サービス業実態調査報告書 」より。
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1.2情 報 サ ー ビ ス業 に お け る(社)日 本 情 報 セ ン タ ー 協 会 の 位 置 づ け

情 報 処 理業 務 は 、 大別 して 、 シス テ ム設 計 、 ブ ・グ ラム作成 な どの 「 ソ

フ トウェ ア開 発 業 務 」と、 入 力 デー タや 出力帳 票 類 の作 成 を行 う「入 出力

業 務 」お よびそ れ らに よ って 電算 機 を利用 して処 理 を行 う 「デー タ プ ロセ

シン グ業 務 」とか らな ってい る。 オ ン ライン化 や 新 しい 入 出 力機 器 の 出 現

な ど、 情報 処 理形 態 の進 展 に よって 変化 は あ り得 るか、 基本 的 に は変 らな

し(o

これ らの情 報 処理 業 務 は 、 もち論 、一 般 コ ン ピ ュー タ ・ユー ザー や メー

カー 等 にお いて も行 われ て い るが 、 「対 価 を得 て 」「業 と して 」行 ってい

るの が 、 情報 サー ビス業 、 い わ ゆ る情報 処理 専 業 者 で ある 。

こ う した情 報 サー ビス業 の うち、顧 客 の需 要 に応 じて ソフ トウェ ア開発

の み を専 業 に 行 うのが ソ フ トウェ ア開発 業 で あ り、 デー タ プ ロセ シ ン グ業

務 を行 って い るの が情 報 処理 サー ビス業 であ って 、 この2者 が 、現 在 わが

国情 報 サー ビス業 の 大宗 を 占め てい る。

わ が 国 の場 合 、 ソ フ トウ ェア開 発 企業 と情 報 処 理 サー ビス企 業 とは 必 ら

ず し も明確 に 分別 され て お らず 、曲 ソ フ トウェア産業 振興 会 と㈹ 日本 情報

セ ン ター協 会 の 両 方 に加 盟 す る企 業 も相当 数 み られ る。

しか し、 情 報処 理 サー ビス業 の場 合 に は 、 コン ピュー タを使 って デ ー タ

プ ロセ シ ングを行 うの を業 と して い るわ け であ るか ら、 その ため の ソフ ト

ウ ェアの 開 発 や入 力 デー タの 作成 も当然 行 って お り、 そ の意 味 では 、 「一

貫 情 報処 理 企 業 」 ともい え よ う。

も っ と も、情 報 処 理 サー ビス業 で も、 「他 人 の 需要 に応 じて 」の ソフ ト

ウェア 開発 業務 のみ を行 う業 を兼 業 してい る企 業 もあ る し、入 力 デー タの

作 成 は 専 門 企 業 に外 注 す る傾 向 も強 ま って い る。 また、 今 後 ソ フ トウェ ア

の 流通 性 が高 ま れば 、 ソフ トウェ ア業 界 と情報 処 理 サー ビス業 界 との 関連

は 、 い っそ う密接 に な って くる と思 わ れ る。
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こ うした 情況 下 で、 ㈹ 日本 情 報 セ ンター協 会 の会 員 が情 報 サー ビス業 に

占め る位 置 づけ をみ て み る と、 以 下 の よ うに な る。

昭 和45年6月 、 通 産 省 の認 可 を得 て設 立 され た。 会 員数 の変 遷 は表1

-3の とお りで あ る
。50年 を ピー ク に、最 近 会 員数 がや や減 少 して い る

が 、小型 セ ンタの退 会 が多 い の に対 して 、入 会 は、比 較 的 大 型 セ ン タが多

い 。

表1-3は 、特 定 サ ー ビス 業 実 態調 査報 告書 と情報 処 理 サー ビス業 等 台

帳総 覧 な どに よ って 、業 界 に 占め る当協 会 会 員 の シ ェア等 を算 出 した もの

で あ る(52年 度 の数 値 で あb、 会 員 の総 売 上 高 は 、一 部推 定 を含 む)。

この表 で もわ か る とお り、 企業 数 に お い ては12%の シ ェ アな が ら、売

上 高 にお・い て は62.6%の シ ェ アを 占め てお り、1人 当b売 上 高 をみ て も、

全 体 の1.5倍 の生 産 性 で あ る。

情 報 処 理 サ ー ビス 業 は 、従 業 員50名 以 下 の 中小 企業 が65%ま で を 占

め る業 界 で あるが 、 本 報 告 書 で後 述 す る よ うに業 界 構造 そ の もの も"二 極

分 化"の 傾 向が 進 み つ っ あ る。

こ うした状 況 か らみ て 、今 後 、当 協 会 の 会 員 が業 界 に 占め る ウエ ー トは

ます ます高 くな り、会 員 の動 向 が そ の ま ま 、情 報 処 理 サ ー ビス業 果 の大 宗

とな って くる とみ る こ とが で き る。

表1-3(社)日 本 情 報 セ ン タ ー協 会 会員 の シ ェア

企業数 総売上高
総 従

業 員 数

1社当 り年

間 売 上 高

1社 当 り

従業員数

1人 当 り

年間売上高

業 界 全 体
社

1,009 ・3
,069

億円 人
「

59,025
④ 百万円
305

◎ 人
58
⑪ 万円
520

会 員
社

122
億 円 ・

1,923

人

24,722
⑧ 百万円
1,576

◎ 人
203
⑪ 万円
777

会員ρシ・ア 12% 62.6% 41%
%一 ・・ %一 ・・ %、 一・・
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1.3情 報 サ ー ビ ス 業(専 業 者)の 役 割

いか な る産 業 にお いて も・専 業 者 と して社 会 に認 め られ るた め に は、少

な くと も、以 下 の3つ の要件 を満 た して い なけ れ ば な るまい。

第1の 要 件 は 、 その担 当 す る領域 につ いて 「任 せ られ る」 とい う評 価 を

顧 客 か ら受 け る とい うこ とで あ る。

そ の た め に は、担 当 す る領域 で、 生産 す るすべ ての物 、サ ー ビス に つ い

て、 そ の経 済 性 、先 取 性 、安 全性 、安 定 性 、 継続 性 を明示 し、 か つ、 それ

を顧 客 が評 価 す るに必要 な情 報 を も提供 しなけ れ ば な らない。

具 体的 に いえ ぱ、 見積 リコス トの妥 当 性 や コ ス ト ・パ フ ォ ー マ ン ス 測

定 方 法 を明 示 した り、 提供 す る技 術 の水 準 を他 と比較 で きる状 態 で示 す と

い う よ うな こ とを しなけ れ ば な らな い。

当然 の こ と と して、 品質 保 証 や ライ フ ・サ 千 クル上 の保 証 につ いて も明

示 しなけ れば な らな い。

第2の 要 件 は 、任 せ られ た領 域 に つ い て 、 「責 任 を持 つ こ とを保 証 で き

る」 とい うこ と であ る。

例 え ば ・我 々の提供 した財 や サ ー ビス 等 を顧 客 が使 用 また は 利 用 して い

る場 に お い て、何 らか の 事故 が発 生 し、 そ の発 生原 因 の ひ とつ に我 々の 提

供 した 財 や サ ー ビス等 が含 ま れ て い る場 合 には、 そ の責 任 を どの よ うな形

で と るか とい うこ とを明 示 しなけ れ ば な らない。

当然 、無 限 の範 囲 に 及ぶ責 任 を とる とい うこ とは不可 能 で あるか ら、 責

任 の とれ る範 囲 を も明示 す る必 要 が ある。 この範 囲 の大 小 も専 業 者 と呼 ば

れ るか否 か を決 定 す る、 ひ とつ の要 件 に な る で あろ う。

第3の 要 件 は、 「ス ケ ール ・メ リ ッ ト」 を生 み 出す こ とが で き る とい う

こ とで あ る。

これ は 、逆 に いえ ぱ、 メ リ ッ トを生 み 出す こ との で き るス ケー ル に な る、

と もい え よ う。

例 え ば 、 作業 工 程 を、 で き るだけ 単 機 能 工 程程 に分割 しぶ各 工程 種 別 ご
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とに特 有 の設 備 ま たは人 材 を配 置 し、各 工程 種別 に技 術 を特 化 させ て い く

こ とに よ り、全 体 の パ フ ォ ー マ ン ス を 向 上 させ て い く、 とい うよ うな こ

と で ある。

これ は、 何 も我 々業 界特 有 の要 件 では な く、重 工業 が発 展 して きた歴 史

を見 れ ば、 一 目瞭 然 の こ と で あ る。

この よ うな努 力 をす る際 には 、我 々の 仕 事 のや り方 の改 善 の面 で、 従来

行 わ れ て きた サ イ エ ンス的 な ア プ ロー チ では な く、 エ ン ジニ ア リング的

な ア プ ロ ーチ をす る必 要 が あ るだ ろ う。

1.3.1サ ー ビス の 内容

情 報 サ ー ビス業 のサ ー ビス は 多種 多 様 で あ るが 、 こ れ を 、 ユ ー ザ

側 か らの ニ ーズ に よって 分 け て み る と、以 下 の4種 類 に大別 で き るで

あ ろ う。

第1に 、 リソ ース の提 供 で あ る。

これ は 、 キ ーパ ンチ ャ、 オペ レー タ、 プ ログ ラマ 、SE、 管 理 者 、

等 々の人 材 の提供 を始 め、CPU、 周辺 機器 、 端末 機器 等 の ハ ー ドウ ェ

ア、 高 級言 語 、特 定 問 題 向 言 語 、DBMS、LP等 の ソ フ トウ ェアや

各 種 マテ リアル 、時 に は、 これ らを運 用 す るため の 関連 資金 等 々を提

供 す る こ とで あ る。

提供 の方 法 には、 リー ス 、 レ ンタ ル、 売 り切 り等 、種 々の方 法 が と

られ 、 そ の提 供場 所 も顧 客 サ イ トの場 合 、 自社 内 の 場 合等 さ ま ざま で

ある。

第2に 、 リソース 利 用技 術 の 提供 で ある。

これ は 、 リソース をい か に 利 用 す れば 最 も良 い結果 を生 み 出す こ と

が で きる か、 とい うこ とを コ ンサ ル テ ィン グす る こ とで ある。

例 え ば 、 シス テ ム評 価 、 自動 運 転 サ ー ビス等 が この範 ち ゅ うに入 る

もの で ある。

第3に 、情 報 財 の 提供 で あ る。
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情 報 財 につ いて は先 に も述 べ た が、 ここ で い う情 報 財 は、 加 工工 程

の各 レベ ル で生産 さ れ るす べ て の情報 財 を指 して い る。

例 えば 、 入 力 業務 で提供 す る情 報財 は、 キ ーパ ンチ後 の カー ドとか

フ ロ ッ ピー ・デ ィ ス ク とか 、M/Tな どの形 で提供 さ れ る もの で あ

る。 給 与 計 算 業務 で提 供 す る情 報 財 は、 計算 結果 と して の給与 明細 票

や各 種 統 計表 で あ る。

この よ うに情 報 財 とい って も、 そ の加 工 レベ ルに よっ て財 と して の

付 加価 値 は異 な るが、顧 客 は、 そ れぞ れ の ニ ー ズに よっ て、 いず れか

の加 工 次元 に おけ る情 報 財 の提供 を要求 して い る もの と考 え る。

第4に 、 情 報 財 利 用技 術 の提供 で あ る。

こ れ は 、 情 報 財 を 、 顧 客 サ イ トの 利 用 に お い て 、 どの よ うに利

用 す れ ば 最 も 効 果 的 で あ るか とい うこ とを コ ン サ ル テ ィ ン グ す る

こ とで あ る。

例 えば 、 在庫 管 理 業 務 の計算 結果 に もとつ いて、発 注 ポ イ ン トの変

更 をす る こ とに よ り、在庫 コス トを低 減 させ る方 法等 を コ ンサ ルテ ィ

ン グ した り 、 生 産 ラ イ ンの設 備 変更 とか 、 標準値 の更 新 等 の提 言 を

す る こ と等 が 、 このサ ー ビスの 内容 で あ る。

以 上 の4種 類 の サ ー ビス を通 して、情 報 処 理 に関 す る あ らゆ る レベ

ル の要 求 に応 え て ゆ くこ とが 、情 報処 理 サ ー ビス業 の専 業 者 と してな

さね ば な らな い本 質 的 な サ ー ビス で あろ う。

1.3.2サ ー ビス の 品 質

我 々の提供 す るサ ー ビス の品 質 を測 定 す る尺度 は 、 あま り明 確 では

な い。

例 え ば 、長 さ とか重 さ とい う もの で品質 を表 わ した り、温 度 や湿 度

で、 そ の 品質 を表 わす こ とは で きない。

しか し、 品質 が わか らない ものに代 価 が 支払 わ れ るはず は な いの で

ある か ら、何 らか の形 で品質 が表 わ さ れて い る もの と考 え られ る。
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こ の観 点 に立 っ てみ る と、 我 々の 提供 す るサ 』 ビス の 品質 は、顧 客

の 要求 と、 どの程 度 マ ッチ した もの を提供 して い るか とい う「一致度」

に よって測 られ て い る もの では ない か と考 え られ る。

顧 客 は、 我 々が 提供 す る各 種 の サ ー ビス が要 求 す る レベ ル に達 して

い るか否 か を 、提供 物 の精 度 、TAT(タ ー ン ・ア ラウ ン ド・タイム)、

保 守性 、安 全 性 等 々の 面 で判 断 し、 その 品質 を評 価 して い るはず であ

る。

この よ うに、 評価 の段 階 で品質 が測 られ て い るの で あ るな らば 、我

々が品質 を向 上 させ るた め に なさ ね ば な らな い こ とは、以 下 の2つ に

集 約 さ れ よ う。

第1に 、 顧 客 の要 求 を正 し く把 握 す る とい うこ とで ある。

これ は、 単 に顧 客 の い って い る こ とや表 示 した こ とを、残 らず 把 握

す る とい うこ と では な く、顧 客 の真 の要求 を読 み 取 る とい うこ と で あ

る。

顧 客 の要 求 が なぜ 出 た のか 、要 求 の 出た真 の理 由 は何 か 、 とい うこ

と を把 握 す る技 術 を身 に つけ なけ れ ば な らな い。

第2に 、 顧 客 の要 求 を実現 す る 「場」 の管 理 状 態 を明確 に す る とい

うこ と で あ る。

これ は、 要 求 に対 して満 足 で きる もの を生 産 して くれ て い る。 また

は確 か に生 産 で きるは ず で あ る とい うこ とを顧 客 に納 得 して も ら うと

い うこ とで あ る。

例 えば 、 作 業 環境 の 問題 とか、技 術 水 準 で あ る とか 、検 査 方 式 の明

示 とか で、 生産 方式 を明 示 した り、 作業 者 の 管理 、 工程 の管 理 、 機密

・安 全 に関 す る管 理 等 々、管 理 方式 を 明確 にす る と い うこ とで顧 客 に

納 得 して も ら うの で あ る。

特 に、 や や もす る とプ ロダ ク ト技 術 に のみ走 りが ち で あ る我 々に と

って は、 マ ネ ジ メ ン ト技 術 の面 に おけ る努 力 が 欠 け て しま う可 能性
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が あ る。 この両方 の技 術 が確 立 され て こそ 、専 業 者 と して、 高 品質 の

サ ー ビス が提供 さ れ るの では な いだ ろ うか。 ・

1.3.3サ ー ビス の 高 度化

サ ー ビス の高度 化 とは 、既 に述 べ て きた サ ー ビス の内 容 や サ ー ビス

の 品質 を高 めて い くとい うこ とで あ る。

サ ー ビス の 内容 を高 度化 す る とい うことは、 サ ー ビス 品種 を多 くす

る とい うこ とば か りでは な く、 サ ー ビス の形 式 を、顧 客 に と って、 よ

り利用 し易 い形 にす る とい うこ と も含 まれ てい る。

例 えば 、情 報 財 の提供 とい うサ ー ビス にお い て、 従来 、数 千 セ ッ ト

の 用紙 に出 力 して いた もの を、 マ イ ク ロフ ィル ム で提供 す る よ うにす

る(も ちろん 、 コス トは従来 以 下 で)と か 、 加工 次元 を高 め て提供 す

る とい うよ うな こ と で ある。

また 、 よ り操 作性 の高 いハ ー ドウ ェア を提供 す る とい うよ うな こ と

も必要 に な ろ う。 これ は 、我 々が ハ ー ドウ ェア を製 造 して提供 す る と

い うこ とだ け でな く、 ハ ー ドウ ェア ・メ ー カ に 対 し、 顧 客 の ニ ー ズ'

を先 取 りした設 計 書 を提示 し、 そ の上 でハ ー ドウ ェ ア ・メ ー カ に 製

造 させ る とい うこ と も含 まれ る。

ま た、 サ ー ビス の品 質 を高度 化 す る とい うこ とにつ い て も、 例 え ば

OSに よって変化 す る こ との な いア プ リケ ー シ ョンを 提供 す る こ とに

よっ て、 シス テ ム ・ライ フサ イクル を延 ば す ことが 出来 る よ うにす る

とか 、処 理 時 間 を短 縮 す る とか い う よ うな努 力 に よって、 コ ス トを低

減 さ せ 、顧 客 へ の売 価 を安 くす る とい うこ と等 を考 え ね ば な るまい。

ま た、 安 全対 策等 につ い て も、十 分 な配 慮 が必 要 で あ る し、 そ の た

め の努 力 を積極 的 に行 わ ね ば な らな い。

さ らに、 サ ー ビス の 内容 、 サ ー ビスの品 質 を同時 に高 度化 す る こ と

が重 要 で あ る、 とい うこ と も忘 れ て は な らない。

そ のた め の有 効 な手段 の ひ とつ と して考 え られ る こ とは 、情 報 処 理
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に 関す るア セ ス メン トを 行 うこ とで ある。

これ は 、将 来 のた め に 、今 どの よ うに情 報 処 理 サ ー ビス を行 うべ き

で あ るか 検討 す る とい うこ とで ある。

例 えば 、事 前 管 理 を 適 正 に 行 え ば、情 報 処 理 量 が低減 す る とい う

事実 を考 え て み て も、 ア セス メン ト努 力 が高度 化 の た め に必要 不 可欠

な要 件 で あ る こ とがわ か る。

以 上 述 べ た努 力 を、今 後 と も実施 し続 け る こ とに よ っての み 、真 の

専 業 者 と して全 産 業 及 び 国 民 に対 して そ の責任 を全 うで き る。

∫

1.4情 報 処 理 サ ー ビ ス 業 の 将 来 ビ ジ ョ ン

昭 和45年 の 設 立以 来 、 常 に業 界 の健 全 な発 展 を第一 義 と して、 各種 の

活 動 を して きた当協 会 と して、新 た な経 済 環境 に直 面 した現 在 、 従 来 か ら

の行動 をさ らに推進 す る と と もに、時 代 の 要 請 に合 致 した 、 よ り高度 な 目

標 をか か げ 、全 会 員 一致 協 力 の上 、真 の専 業 者 団体 と して成 長 す るた め に、

以 下 の将 来 ビ ジ ョン をか かげ る もの で あ る。

1.4.1事 業 者 と して の 基盤 確 立

現 在 、我 が国 の産 業 の うち、世界の トップ水準 に ある産 業 、例 え ば 自

動 車 、電 気 機器 、 機械 鉄 鋼 分 野 で も、 そ の創 生期 に あ って は、欧 米 の

列強 か らみ れば 、 後発 組 で あ り、 生産 形 態 は労 働 集 約 的 で あ り、製 品

の品質 の保 証 もさだ か でな か った。 製 品 の品質 の改 善 、生 産 効 率 の 向

上 に大 き な役 割 を果 す標 準 化 に対 す る取 組 み も、各 企業 が バ ラバ ラ に

推進 して い た。

情 報 処 理 サ ー ビス業 の現 状 は 、 この 当 時 の事 情 にか な り似 て い る と

推 定 さ れ る。 つ ま り、 外 資 系 企業 の攻勢 に さ らされ 、 日米 の シス テ ム

・ギ ャ ップ、 ソ フ トウ ェア ・ギ ャ ップ等 が い わ れ、 か たや 、 生産 形 態

も労 働 集 約 的 で あ り、標 準化 の遅 れか ら品質 の保 証 もさ だか では な い。

一 部 標 準 化 に 対 す る取 組 み が 行 われ て い るが 、 それ も、個 別 企 業 が

ぜ
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バ ラバ ラに推 進 して い て、 目立 った効 果 を上 げ て い ない。

コ ンパ イ ラ言 語 、情 報 処 理 用 語 、 コー ド等 にJIS規 格 が 定 ま って

い るが、 その対 象 とす る範 囲 は、情 報 処 理 サ ー ビス製 品 の 生産 販 売 、

ない し供 給 の 根幹 を なす 管理 ・運 用技 術 の分 野 の うち、 ご く一 部分 で

しか な い。

我 が 国 の、 自動 車 、 電 気機 器 等 の産 業分 野 を、今 日あ らしめた大 き

な要 因 の一 つ と して、 官 民一 体 とな った業 界 の標 準化 の推 進 に よる品

質 の改 善 、生 産 効率 の向 上 が あげ られ る。 この標 準 化 は 、単 な る「物」

の規格 に と どま らず、概 念 、 生産 形 態 、管 理 技 術等 広範 囲 に わ た る も

の で あ る。 一 例 を あげ れば 、 工 業標 準 化法 の制 定 とJIS認 定 工場 制

度 等 にみ られ る効果 的 運 用 が あげ られ よ う。

知 識集 約 産 業 の一翼 を担 うべ く、 そ の成 長 が、国 家 的 、 社 会的 に要

請 され て い る当 業 界 は、 そ の要 請 に応 え るた め に、情 報 処理 サ ー ビス

業 の生 産販 売、 な い し供 給 の根 幹 を なす 管理 運 用技 術 の設 定 と、 それ

を早 急 に実 施 す る必要 が あ る。

標 準 の設 定 は、個 々の企 業 が バ ラバ ラに や るの では 、 ロス も大 き く

ま た限 界 もあ る。 国 の指 導 を仰 ぎなが ら、 業界 が一 団 とな って取 組 む

こ とが必要 で あ る。

この よ うな標 準化 を、 当協 会 と して 強 力 に推進 す る こ と こそ 、事業

者 と しての 基 盤 が確立 す る もの で あろ う。

当然 の こ となが ら、標 準 化 の恩恵 を受 け るた めの条 件 、例 え ば 、営

業 力、 技 術 力 、人 材収 集 力等 につ い ては 、各 企業 が 、 そ れぞ れ の立 場 、

経 営 ポ リシ ーの上 で確立 しなけ れ ば な らず 、 そ のた め の協 会 活動 も、

強 力 に推 進 した い。

1.4.2事 業 者 と しての 顧 客サ ー ビス

近 年 、 リク ワイ ア メ ン ト ・エ ン ジニ ア リン グ とい う言 葉 が各 界 で重

要 視 され てい る。 や や もす る と、 画一 的 な製 品 に よって 、需 要 者 ま で
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を も画 一化 させ て しま い そ うな大量 生 産 方式 が、 今 、見 直 され ね ば な

らな い時期 に達 してい る こ とを、 ま さ に 象徴 してい る。

生 産 者 の 側 か らみ た場 合 、 同種 の製 品 を多量 に生 産 す る こ とが、非

常 に好 ま しい こ とは事実 で ある。 生産 ライ ンの設 計 に して も、 労 働 者

確 保 の 面 にお い て も、少 品種 多 量 生産 方 式 は 多品 種 少 量 生産 方 式 よ り、

高 い効 率 を見 い 出 し得 る し、 お のず か ら利益 の向 上 も容 易 で あ る。 し

か し、 そ こには、 需 要 者不 在 、極 端 にい え ぱ、顧 客無 視 的 な 行動 が発

生 す る。

製 品 が不 足 して い る、 いわば 、需要 過 多 の時代 には、 この よ うな行

動 も許 さ れ得 た の で あろ うが 、今 や、 そ の よ うな時代 は過去 の もの と

な り、顧 客 が 自分 の ニ ー ズに応 じて、最 適 な製 品 を選 択 す る時 代 にな

って い る。 しか しな が ら、 生産 設 備 も労 働 力 そ の もの も、す で に、少

品種 多 量 生 産 型 に整備 され て い る現 状 下 では 、必 ず し も、顧 客 ニ ー ズ

にの み合 致 させ た製 品 を生産 す るだけ では 生産 側 の正 常 な運 営 が 出来

ない。 この よ うな需要 側 の意 志 の変 化 と、 供給 側 の従 来 か らの体 制 と

の ギ ャ ップ を埋 め る一 つ の方 策 と して 、 リク ワイア メン ト ・エ ン ジニ

ア リング が重要 視 さ れ て きたの では な い か と推察 さ れ る。

我 々の業 界 にお い て も、 この 事実 は確 か な もの で あ り、 ます ます そ

の重 要 度 が高 ま りつつ ある。 特 に 、情 報 処 理 サ ー ビス の 面 に お い て は、

そ の最 終 生産 物(顧 客 に納 入 さ れ る もの)が 、顧 客 側 の場 に お い て、

さ らに加 工 さ れ た り、 も し くは そ の もの を利 用す る こ とに よっ て、 他

の全 く異 質 の製 品 を生産 す るた め に利 用 さ れ た りす るだけ に、 一 般 の

消 費財 の よ うな、顧 客 ニ ー ズの把 握 ・反 映 では、 十分 な製 品 を生 産 す

る こ とが 出来 ない。

ゆ え に 他産 業 の そ れ とは 、 や や異 な った 意 味 の リク ワイ ア メ ン ト ・

エ ン ジ ニ ア リング の確 立 が 必要 とな ろ う。

ま た 、 そ の 確 立 を 行 う場 合 、単 に、 我 々業 界 内部 での み 、方 式 を
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定 め るの では な く、 ハ ー ドウ ェア ・メー カ、 ソフ トウェア ・メー カ、

需 要 者 、 及 び この 関連 の学 識 経験 者等 との、 各 種 の研 究 ・調 査 ・実験

等 を行 い 、 そ の 上 で 最 良の方 式 を設 定 す る必 要 が あろ う。

この よ うな過 程 を経 て確 立 さ れ た リク ワ イア メン ト ・エ ン ジニ ア リ

ング を十 分 に活 用 した時 、 真 の 顧 客 サ ー ビス が 行 え る もの で あ る。
`

、

●

1.4.3事 業者 と しての信頼性の向上

コン ピュータを中軸 とす る情報 システ ムが、今後の社会

経済の発展 にお よぼす影響 は きわめて重要 であり、情報 の

処理提供 を業 として営む情報処理産業 に課せ られた使命 は

ま ことに重大 である。

情報処理 の正確性 と迅速性 を保持 し、情報の安全性 と機

密性 を確保 す るため、情報処理 にたず さわるものは、職業

秩序 を維持 す る高度 の倫理水準を保 ち、 もって職業 の権威

を高め、その機能 を完全 に発揮 しなけ れば ならない。

情報処理産業の中核た る社団法人 日本情報センター協会

に加盟す る各社は、 この 自覚 に もとづ き、企業体質 を強化

整備 し、委託者の理解 と協 力の もとに業務 の質的水準の向

上 と信頼性の確保 に努 め、 もってわが国情報化 の健 全な発

展 に寄与せん とす る ものである。

これ は、 昭 和51年 に 当協 会 が定 め た情 報 処理産 業 倫理 綱 領 の冒 頭

の一文 で あ る。我 々の産業 が持 って い る、 社 会的 責 任 を強 く認 識 し、

そ れ を再 確 認 した意 志表 示 で あ る。 この倫 理 綱領 で も強 調 して い る通

り、 信頼 性 の向上 は、情 報 処理 サ ー ビス専 業 者 と して、 健 全 な 企 業運

営 を 行 うた め に 、 不 可 欠 な条 件 で あ り、 この 目標 が達 成 され なけ れ

ば 、我 々が専 業者 と して この業 界 を代 表 す る権 限は与 え られ ない。

信頼 性 の向上 は、 個 々の企 業 が 、 そ れぞ れ の経 営 ポ リシ ー に もとづ
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い て実施 す る部 分 が大 半 で あるが、協 会 と して推進 す る部 分 も多 々 あ

る と考 え る。 例 え ば 、公 開 の原 則 に もとつ い て、 会員 各 社 の実 態 を一

般 に周 知 さ せ るこ とに よ り、正 しい認 識 を、需 要 考 及 び 関連 諸 団体 に

与 え た り、 需要 者 が、 よ り高品 質 のサ ー ビス を得 るため の 、選 択 尺度

を明 示 した りす る こ と も必要 で あろ う。 ま た、 需要 者 の抱 え て い る問

題 点 を集約 し、 そ の解 決 策 を検 討 し、 よ り信頼 され る会 員 育成 の た め

の 指導 ・教 育 も、 実施 しなけ れ ば な るま い。

前述 の ご と く、 信 頼 性 の 尺度 は限 界値 を持 って お らず 、 も うビれ で

よい、 とい う段階 は決 してな い の で あ る。

要 は、"今"と い う現 実 の時 間断 面 で、最 も高 い水 準 の思 考 ・技 術

・生産 ・製 品 を 提 供 す る努 力 を、継 続 して実 行 す るのみ で あ る。 これ

を推進 す る こ とが、 当協 会 の最 大 の 目的 であ ろ う。

1.4.4将 来 ビジ ョンの 遂行 方 針

'ここ に掲 げ た 当協 会 の ビ ジ ョンを遂 行 す る途 上 には 、数 多 くの解決

しなけ れ ば な らない 問題 点 が予 想 さ れ る。

周 知 の通 り、 我 々業 界 の各 社 は、 そ の発 生 の過 程 、企 業的 背 景 、 業

務 の内 容 ・目的 等 、 どれ一 つ と って もきわ め て多様 で あ り、 また経 営

規 模 の面 にお い て も大小 さ ま ざま で あ る。 いわ ん や 、経 営 理念 の 面 に

お い て は、 ま さ に千差 万別 で あ る とい え よ う。 した が って、画 一 的 な

認 識 を求 め る こ とや 、総 括 的 に判 断 し、結 論 づ け る こ とは、非 常 に困

難 で あ り、 かつ 、 か な りの危 険 を伴 う もの で ある。

しか しな が ら、 よ り高 い立 場 か ら考 察 す るな らば 、個 々の企 業 を と

りま く、 社会 的 環 境 や経 済 的 環 境 は同一 で あ り、 さ らに我 々に期 待 さ

れ る社 会 的責 任 もま た同 一 で あ る。 よって 、 いか に個 々の企 業 が 、 そ

れぞ れ の立場 を主 張 した と して も、 所詮 、 そ れ は業 界 内 でのみ 通 用 す

る論 理 で あ り、他 の 業 界 な か んず く顧 客か らみ た場 合 には、 ま っ た く

無 意 味 な主張 とい わ ざ る を得 ま い。

一19一

/

'



こ うした観 点 に立 てば、 この将 来 ビジ ョン を遂 行す るた め には 、当

初 、 か りに多少 の犠 牲 を払 って も、将 来 の真 の 姿 に向 って 勇気 を もっ

て決 断 力 を行使 しなけ れば な らな い。 また 、 そ のた め に有 効 な施 策 を

考 え て、 関連 す る行政機 関 に対 して提 言 を行 うこ と も重 要 であ る。

、

匂
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2市 場 の 実 態 ・と 動 向

2.1市 場 の 実 態

情 報処 理 サ ー ビス業 の提 供 す る サ ー ビスの範 囲 は、 きわ め て高 度 な科 学

技術 計算 に代 表 され る知 識 集 約 的 な分 野 か ら、 技 術要 員の 派 遣、 デ ー タ ・

エ ン トリーな ど、 労働 集 約 的 色 彩 の 強い分 野 ま で、 きわ め て幅 の広 い もの

で あ る。 ま た、 受託 業 務 の処 理 方 式 にお い て も、 デ ータ ・イ ンプ ッ トか ら

始 ま る通 常の オ フ ライ ン ・バ ッチ処 理 方 式か ら、 リモ ー ト ・ジ ョブ方式 、

オ ン ライ ン ・リアル タ イ ム方 式 ま で、 い くつ かの 方 式 が存 在 す る し、 今 後

は、 デ ータ ・ベ ース か らの情 報 検 索 な ど も盛 ん に な る こ とが予 想 され る。

サ ー ビス分 野 や サ ー ビス 方式 の多様 性 に対 応 して、 情 報処 理 サ ー ビス企

業 に も、 どの分 野 に 重点 をお くかに よって、 た とえ ば デ ー タ ・エ ン トリー

専 業・ ソ フ ト開 発 専 業・ 要 員派 遣 専 業・ デ ー タプ ロセ スの 受託 を 中心 に関

連 分 野 ま で を取 扱 う総 合情 報処 理 サ ー ビス 業、 い わ ゆ る マル チサ ー ビス ・

ベ ンダ な ど、 多様 な 形 態 が存 在 す る。

本 章 で は、 まず 、 情 報 処 理 サ ー ビス業 の顧 客 の 内訳 か らみ てみ よ う。

21.1保 有 客 、非保 有客 の割 合

情 報処 理 サー ビス業 の 顧 客 に は、 コ ン ピュー タ を保 有 してい る もの と、

保 有 して い ない もの とに分 け られ る。

保 有 客 と非保 有 客 の割 合 は 、 設立 当初21%対79%で あ った もの が、

53年 に は36%対64%と 、 保 有 客 の ウエ イ トが 高 ま って きて い る

(図2-1)。 売上 高 でみ て も、 設立 当初 は42%対58%で あ った も

の が 、53年 に は58%対42%と 保 有 客 の ウエ イ トが高 ま って きて い

る(表2-1)。

この ように 、 設立 当 初 か ら現 在 へ か け て、 客 数 的 に も売 上 げ 的 に も、

保 有 客 の ウエ イ トが 高 ま って きた原 因は、 表2-2か ら もわ か る よ うに、

非保 有 客 よ り も保 有 客 の 方 が 、1顧 客 当 りの売 上 高 が 大 き く、 そ れ だけ

効 率 が いい か ら、 保 有 害 に 重 点 をお いた 戦 略 を展 開 して きた こ とに よる

とみ られ る。
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今 後 、60年 へ 向 け て も、 若 干 の 変 動 は あ るにせ よ、 基 本 的 なパ ター

ンは 変 わ らな い と予 測 され る。

、

53

年

57

年

274客 一1社 当 り

平 均顧客数

ペー 保 有客

60

年

・← 非保有客

図2-1 保有 ・非保有別の顧客数推移
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表2-1保 有 ・非 保 有別 の 売 上 高比 率

軟客別 設立 当初 53年 57年 60年

保 有 客 42% 58% 52% 52%

非 保 有 客 58% 42% 48% 48%

表2-2保 有 ・非 保有 別1客 当b売 上 高

.(単位:百 万円)

軟客別 設立 当初 53年 57年 60年

保 有 客 16 23 34 38

非 保 有 客 6 9 12 17

イ

21.2業 種 別構 成

情 報 処 理 サ ー ビス業 の マ ～ケ ッ トを、 顧 客 の 業種 別 に 分 け る と、 表2

-3の よ うに な る。

表2-3業 種別 売上高構成比

業種 年次 設立当初 53年 57年 60年
53籏
初
60㌔
年

メ ー カ 72% 44% 51% 50% 66倍 31倍

製 造 業 233 154 17.4 1&3 71 33

同 業 者 1.3 1.8 28 ao 144 53

非 製 造 業 425 455 392 427 11.4 26

官 公 庁 192 2&8 26.3 237 131 28

そ の 他 65 90 9.1 73 15.4 22

合 計 1000 1000 1000 10α0 1α6 28
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●

コ ン ピ ュー タ ・メ ー カに つ い て み れ ば 、情 報 処 理 サ ー ビ ス業 は、 ハ

ー ドウ ェア ・メ ー カの デ モ ン ス ト レー シ ョ ン ・ル ー ムない しは バ ック

ア ップ ・セ ンタ と して 発 足 した も の が 多 い の で、設 立 当初 に お け る割

合 は比 較 的 大 きいが 、 そ の後 、 セ ン タが 力 をつけ るに従 って 、 ウ エ イ ト

は低 下 して きた 。今 後57年 へ か け て伸 率 が や や鈍 いの は、 今 後 ソ フ ト

ウ ェア開発 に重 点 を拾 こ うとす る 中堅 ク ラス の もの が、 メー カ か らの

発注 を期 待 してい る もの とみ られ る。

製 造業 の割 合 は、 設 立 当初 か ら現 在 まで に低 下 して い るが、 非製 造 と

官公 庁 が伸 びた た め とみ られ る。

同 業 者 間 の取 引 きは 、 全体 に 占め る比率 こそ低 いが 、伸 率 と して は 当

初 か ら現 在 ま で も最 も高 い し、60年 へ 向 け て も最 も高 い予 測が 出 てい

る。 これ は、 業界 内 での 機能 分 化 、 階層 構 造 化 が進 ん でい る こ と を示 し

て い る とい え よ う。

この ように、 業種 別 市場 は、 大 きい 方 か ら 「非製 造 業 」、 「官公 庁 」、

「製 造 業 」、 「そ の他 」、 「コ ン ピ ュー タ ・ メー カ 」、 「同 業者 」の

順 の ま ま、53年 か ら60年 へ 推 移 し、 大 きな変動 は な く、 非製 造 業 と

官公 庁 が 需 要 の70%弱 を占 め続 け てい くとみ られ る。

しか し、 各 業種 別 の市 場の 伸 び は 、市 場 規 模 とほぼ 反対 で あ り、 伸 率

の高 い方 か ら 「同業 者 」、 「製 造 業 」、 「コ ン ピ ュー タ ・ メー カ 」、

「官 公 庁 」、 「非製 造 業 」、 「そ の他 」の順 で あって、 概 して 、現 在 規

模 の小 さ い分 野 ほ ど成 長性 が 高 い とみ られ て い る こ とに な る。

しか し、 さ らに細 か く、 売 上 高 ランク別 に業 種別 市 場 の構 成 比 とそ の

変 化予 測 をみ てみ る と、企 業 規 模 でか な りの差 異が あ る こ とが わ か る

(表2-4)。
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表2-4 規模別 にみた業種別 売上高構成比

%

ー

N

O
ー

売上 年

メ ー カ 製造業 同業者 非製造業 官公庁 そ の他 計

53年60年 53年60年 53年60年 53年60年 53年60年 53年60年

1億 一5億 円 5466 4995 8870 5192α7 266478 2584 100%

5億 一10億 円 6344 70130 a747 374398 322269 135112 〃

10億 一20億 円 113151 258239 60103 3714α4 16148 3755 〃

20億 一40億 円 3.91.1 149226 1,522 251131 21,021.6 336394 〃

40億 一60億 円 524.4 168173 1.01.4 4a3473 271242 6,654 〃

60億 一 0503 1271&4 α001 624461 218325 2527 〃
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た とえ ば 、 コン ピュー タ ・メー カの比 重が 大 きい のは10億 ～20億

円 ク ラス、 製 造 業 に 強 い の は10億 円 ク ラス以上 で あ る。 同業 マ ー ケ ソ

トに対 す る指 向性 が 強 い の は20億 円ク ラス以下 で あ って 、そ れ 以 上 に

な る と この よ うな指 向 は殆 ん ど影 をひそ め る。 非製造 業 は どの ク ラスに

と って も最 大の 市場 で あ るが、 売 上 規模 の大 きい企 業 ほ どそ の比 重 は相

対 的 に大 きい。 官公 庁 か らの需 要 は 相対 的に低 下 す る との 見 方が 支 配 的

な なか で、5億 円 以 下 と60億 円以上 の両 端の ク ラス に おい て は大 幅 な

伸 び を予 想 してい る。 もちろん 、 これ は対 象 とす る官 公庁 の 相違 ない し

は対 象 とす る業 務 内容 が 異 るため であ る か も知 れ ない。

2.1.3業 務 別 構 成

情 報 処 理 サ ー ビス業 の マー ケ ッ トを、 そ の処 理 業務 の 内容別 にみ る と、

表2-4の ように な る。

表2-5業 務別売上高構成比

(%)
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13

.

12

③
そ
の
他
計
算
受
託

2

3

4

4

②
科
学
技

術
計
算
受
託

12

8

6

11

ω
事

務

計

算

受

託

40

48

44

38

業

務時

期

初当立設

年53

年57

年60
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設立 当初 か ら現 在 へ か け ての 最 も顕 著 な変 化 は、 マ シ ンタ イ ム販売 の

比率 が 著 し く減 少 して い るこ とであ る 。 これ は、 情 報処 理 サ ー ビス企 業

が 多 く設 立 され た30年 代 後 半 か ら40年 代 前半 は、 コ ン ピ ュー タの普

及 台 数 もまだ少 な く、 コ ン ピ ュ ータの 時 間貸 しをす る こ と自体 に 意 義が

あ った こ と と、 だ か ら、 設立 され たば か りで ま だ 固 定 ユー ザ を持 た な

か っ た セ ン タが 、 営 業 の か な りの ウエ イ トを マシ ンタ イ ム販売 にお か

ざる を得 なか った とい う事 情 に よる。

第2は 、 事 務 計 算 と ソフ トウ ェ ア開発 の増 加 で あ り、 これ は、 創 業後

年 を経 る に従 って、 本来 の業 務 が 着実 に増 加 して い った こ とを示 して い

る。

次 に、53年 現 在 か ら57年 、60年 の将 来 へ 向 けて の最 も大 きな予

測 され る変 化 は、 現在 の主 流 で あ る事務 計 算 受 託 の 比率 が 減少 す る こ と

と、 ネ ッ トワ ーク ・サ ー ビス の比 率 が 増 加 して くる こ とで あ る。

今 回 の ア ン ケ ー ト調 査 で、 将来 「最 も発展 す る とみ られ る業 務 」と、

逆 に 「最 も減 少 す る とみ られ る 業 務 」を あげ て もらったが 、 そ の 結果 は、

以下 の とお りであ る。

〈 最 も発 展 す る とみ られ る業 務 〉

① ネ ッ トワー ク ・サー ビス

② ソフ トウ ェア開 発

③ 要 員 派 遣 サ ー ビス

④ そ の 他

⑤ 事 務 計算 受託

⑥ ソ フ ト ・パ ッ ケー ジ販 売

19件

16件

9件

4件

3件

2件

35%

2.9%

16%

7%

6%

4%

ネ ッ トワー ク ・サ ー ビスが 最 も増 大す る とみ られ て い るの は、 い うま

で もな く、 分 散 処 理 化、 オ ン ライ ン化が 進 む とみ られ るか らで あ る。

ソ フ トウ ェア 開発 業 務が 最 も発 展 す る とみ る理 由 と しては 、 コ ン ピュ

ータ の普 及 と ソフ トウ ェア要 員 の 不 足 とい う一般 的 な理 由 の他 に 、 「分
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散 処 理 が進 む と、 それ をサ ポ ー トす る ソ フ トも必要 に な って くるか ら」、

「多様 なハ ー ドの 出現 に よって、 アプ リケー シ ョン ・ソ フ トの 需 要 も拡

大す るか ら 」な どの 理 由が あげ られ てい る。

〈 最 も減少 す る とみ られ る業 務 〉

反 対 に 、最 も減 少 す る とみ られ てい る業 務 は、

、

① デ ー タ ・エ ン トリー

② 事 務 計 算 受託

③ マ シ ン タ イム販 売

④ 要 員 派遣 サ ー ビス

⑤ 科 学 技 術 計 算受 託

とな って い る。

17件

13件

8件

3件

1件

40%

30%

19%

7%

2%

デー タ ・エン トリーが最 も減少 す る とみ る の は、最 も発 展 す る業務 と し

て ネ ッ トワー ク ・サ ー ビスが あげ られ て い るの と裏 腹 の事 情 に あ る。

事 務計 算受 託 が減 少 す る とみ られ るの も、 これが ネ ッ トワー ク ・サ ー

ビスに切 り替 わ るか らとみ られ るため で、 そ の点 で は、 表2-4の 区分

けの しか た に 問題 が あ った とい え る。
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2.1.4市 場 に お け る新 しい変 化

業 界 に新 しい イ ンパ ク トを与 えて い る もの の一 つ に ミニ コ ンや オ フ ィ

ス コ ンの 出現 が あ る。 これ らが、 情 報 処 理サ ー ビス業 の市 場 に拡 大 作 用

を 及ぼすか縮少作用 を もつか の評価 は 表2-6の とお りで、 数 学 的 に偏 差

値を み る限 り評価 が分 散 してい る と考 え る ほか は ない。

しか し、57年 と60年 とにつ い て、 プラ ス作 用側 の み につ い て み る

と、 明 らか に プラ ス側 に シフ トして お り、 短 期 的 には 楽観 悲観 があ い 半

ば し、 中期 や や 楽観 とい え る。 ミニ コ ン、 マ イ コ ンは明 らか に市 場 を 掘

り起 こ し、 また 、パ ッチ 処 理難 点 で あ る入 力 問題 を 解決 す る。 従 っ て、

情 報 処 理 サ ー ビス業 として は分 散 処 理 方 式 に よ る受 託業 務 処 理 の 中に取

り込 む べ きで あ ろ う。

表2-6ミ ニ コン、 オ フ ィス コ ンの 影 響度

(昭 和57年)(昭 和60年)

+30%以 上
1社

(2.1%)

+20%位
4社

(8.3%)

+10%
11社

(22.9%)

影 響 な し
10社

(20.8%)

一10%以 下
13社

(27.1%)

一20%位 4社

(8.3%)

一30%位
一

(一)

無 回 答

、

5社

(10.4%)

+30%以 上
5社

(10.4%)

+20%位
6社

(12.5%)

+10%
11社

(22.9%)

影 響 な し
5社

(10.4%)

一10%以 下 8社

(16.7%)

一20%位 5社

(10.4%)

一30%位 3社

(6.3%)

無 回 答
5社

(10.4%)
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、

さ らに、 今 後 は、 コン ピュー タ ・メー カ と して も 、 人 件 費 の かか る

ソフ トウ ェア ・コス トの比 率 が増 大 して くるにつ れ て、 ア プ リケー シ ョ

ン ・ソ フ トを 無償 で ユ ー ザ に 提 供 す る こ とは 困 難 にな り、 い わ ゆ る

"ア ンバ ン ド リン グ"が 促 進 され るで あ ろ うか ら
、 それ だ け情 報 処 利 サ

ー ビス業 へ の ソ フ トウ ェア需 要 も増大 して くるもの とみ られ る
。

他 の技 術 イ ンパ ク トは 、 オ ン ライ ン問題 で あ る。 大 規模 な オ ン ライ ン

リアル タ イ ム処 理 は別 と して も、 通信 回 線 利 用 に よ る デ ー タ ・ギ ャザ

リン グ、 小規 模 な リモ ー トバ ッチ処 理等 は、 小 規 模 セ ン タ で も容 易 に

利 用 し得 る手段 で あ る。 これ に よって、 フ ィー ドバ ック時 間 が短 縮 され 、

顧 客 や 対 象 業 務 が拡 大 され るだ け でな く、省 力化 の効 果 も大 きい。 この

た め に、 表2-4に おい て もネ ッ トワー ク処理 は60年 には16%の 売

上構 成 比 率 に達 す る と予想 さ れ るわ け で あ る。

さ らに、 パ ッチ とオ ン ライ ンの売 上構 成比 率 の 予測 を 問 う質 問 で は、

図2-2の よ うに高 い オ ン ライ ン比率 を 示 してい る ので あ る。

ま た、 後述 の 「(6)業界 構 造 の変 化」 でみ られ る よ うに、 多 くの企 業 で、

単 一 県 型 か ら広 域 圏 型 へ、 広 域 圏 型 か ら全 国型 へ と、 商 圏 の 拡大 指向 が

強 い わ け で あ る。

そ うして、 通 信 回 線 の利 用 は、 情報 処 理 サ ー ビス業 の 商 圏 拡大 の 手段

と して大 い に利 用 され る もの で あ り、 それ だ けに、 現 行 の 利 用 制 限 が緩

和 され る こ とが、 業 界 か ら強 く望 まれ てい るので あ る。

◆

一30一



53年

オ ン ライ ン

ネ ッ トワ ーク

サ ー ビス

14.6%

バ ッ チ サ ー ビ ス

88.2%

一 ⇒

57年

オ ン ラ イ ン

ネ ッ ト ワ ー ク

サ ー ビ ス

28.2%

オンライン

ネットワー ク

サ ー ビス

38.3%バ ッチサ ー ビス

64.1%

バ ッ チ サ ー ビス

74.5%

∂

図2-2パ ッチ、 オ ン ラ イ ンの 売上 構 成 比 推移

,

2.1.5業 界 の功 績

単 一県 型 、 広域 圏 型、 全 国型 の タ イ プ別 に製 造 業 、 非 製造 業 、 官公 庁

向 け サ ー ビス の規 模 を み る と、 表2-7の とお りであ る。

これ を み る と、 全 国型 、 広域 圏型 、 単 一県 型 の 間 に、 官公 庁 を除 い て、

1顧 客 当 りの 売 上高 に おい て4～5倍 の差 が あ る こ とが わ か る。

あ る特 定 地域 を とっ た場 合、 そ の 地域 に お け る顧 客 の数 は、 恐 ら く、
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一 般 的 には 、 広 域 圏 型 や 全 国型 よ りも単 一 県 型 の方 が 多 い で あ ろ う。

しか も、 単 一 県 型で 今 回 の ア ン ケー ト回答 会社 は単一 県 型 の 中 で も最 大

規 模 に属 す る もの が 多い こ とを 考 え る と、 平 均 的 な単一 県 型 の1顧 客 当

りの売 上 げ は さ らに小 さ くな る可 能性 が あ る。

表2-7商 圏 タ イ プ別1顧 客 当 り年 間売 上 高

㌔

●

■

当 初 53年 57年 60年

製 造 業

単 一県型
73

(1.1)

387

(9.3)

631

(10.8)

861

(12.9)

広域 圏型
742

(7.6)

1,240

(34)

1,222

(52)

1,840

(58)

全 国 型
1,660

(7.4)

1,889

(43)

3,857

(44)

2,288

(133)

非製造業

単一県型
323

(9.3)

408

(632)

367

(115.1)

328

(169.9)

広域圏型
597

(17)

882

(67)

749

(98)

1,305

(112)

全 国 型
1,529

(12)

1,891

(167)

3,251

(149)

3,739

(231)

官 公 庁

単 一県型
279

(4.2)

1,577

(25.9)

1,289

(29.7)

2,043

(27β)

広域圏型
1,567

(1.2)

2,964

(9.1)

2,605

(20.4)

3,315

(23.4)

全 国 型
2,452

(7)

1,920

(67)

2,763

(67)

3,350

(135)

()内 は顧客数 単 位:万 円

1顧 客 当 り売 上 げ が小 さい こ とは、 機 械 の コス トパ フ ォーマ ン スが悪

い こ との他 に 、1シ ステ ム 当 りの パ フ ォー マ ンスが悪 い こ とを も意味 す
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る。

単 一 県 型、 つ ま り、 地 方 の情 報 処理 サ ー ビス業 は、 こ う した恵 まれ な

い 環境 の 中で、 デー タ 処理 を とお して、 地 場 産 業 の 合理 化、 ひ い て は地

域 社 会 の 情報 化 に貢 献 す るべ し、 地 道 な努 力 を して い るの で あ る。

21.6今 後 の伸率 予 測

情報 処 理 サー ビス業 の総 売 上高 は 、 昭 和49年 度 か ら52年 度 へ の4

年 間 で、 年 平 均24.4%の 伸率 を示 して きた 。

会 員 を 対 象 と した今 回 の実 態 調査 では 、 図2-8に み られ る よ うに 、

平 均20%の 伸率 とな って い る。

これ を、企 業規 模別 に み る と、 大手 の方 が 伸 率 が高 か った 一 一 とい う

傾 向 がは っ きbと 現 わ れ て い る。 売 上高 「1億 円以 下 」17.6%、rl

億 ～5億 円 」14。7%、 「5億 ～10億 円 」16.8%と 、10億 円 以下

の ランクが 、 いず れ も平 均 の20%を 下 回 って い るの に対 して 、 「10

億 ～20億 円 」24.2%、 「20億 ～40億 円 」35.0%、 「40～60

億 円 」19.8%、 「60億 円以 上 」27.0%と 、ほ とん どが20%を 上

回 る成 長率 を示 して い る。

ま た、 「25%以 上 」の伸率 を示 した11社 中9社 が 、 売 上高10億

円以 上 の企 業 で あ った。

それ では 、 今 後 昭和60年 へ 向 け て 、 どの よ うな成 長 を示 す とみ られ

るか を表 わ したの が図2-4で あ る。

各社 とも、 今 後 は若 干 成 長 率 が 鈍化 す る とみ て お り、 「10～15%」

の 二 者で41.6%を 占め てい る。 回 答 企業48社 の単純 平 均(各 成 長 率

ラ ンクご との 中位 数 値 ×企 業 数/総 企 業数)は13.7%に な り、49～

52年 よ りか なb下 回 って くる。
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11社

(22.9%)

錫
以
上

2

5社

(10.4%)

22%

～

24%

6社6社

(12.5%)(12.5%)

回答社の年平均伸 び率20%

4社

3社(8.3%)

(63%)

19%16%13%10%

～ ～ ～ ～

21%18%15%12%

図2-3売 上 高 伸 長 の 推 移
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～

21%
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～
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10社10社
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～

15%

10%

～

12%

7社
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～
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図2-460年 へ の 売 上 高 伸 率 予 測
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2・2取 引 決 定 要 因

2.2.1モ チ ベ ー シ ョンの 実 態

情 報処 理 サ ー ビス 業 にお いて は、 一 般 に、 当初 か らそ れ を 目的 に設 立

され た、 い わ ゆる独立 系企 業 の 他 に、親 会 社 や 関連 グル ー プな ど、 もっ

ぱ ら特 定 の 関係 に ある 企業 の業 務 を 中心 に受 託 して い る もの も多 い。

今回 の 調 査 で は、 こ うした実 態 を把 握す る た め に、 情 報処 理 サー ビス

業 と そ の 大 口 ユ ー ザ(上 位3社)と の関 係 につ いて調 べた。 そ の結 果

が 図2-5で あ る 。

1位

4位 以 下30・2%

合 計53.9%2位

104%

5.5

図2-5上 位 ユー ザ3社 の 売 上 け に
占める割 合

回答 企 業48社 の1位 ユー ザは、 平 均 で30.8%の 売 上 げ を 占め て

tsb、2位 が10.4%、3位5.5%と 、 上位3社 あわ せ て46.1%、 実

に総 売 上 げ の半 分 近 くを上位3社 で 占め てい る 。 ち なみ に、53年 に お

け る1企 業 当 り平 均 顧 客数 は166客 であ るか ら、 残 り163客 で残 り

半 分(53.9%)の 売 上 げ を構成 して いる こ とに な る。

直接 比 較 で きる他 産 業 の数 値 は ない が、不 特 定 多数 を顧 客 とす る専 業

者 とい うに して は、 特 定 ユ ー ザ へ の 依 存 率 が高 い と思 わ れ る。

この上 位3社 と情 報 処 理 セ ン タ との 関係 を 「親 会社 」、 「関 連 グル

ー プ 」、 「一 般 ユ ー ザ 」の3種 類 に分け て み る と、以 下 の よ うに な る。
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1位 ユ ー ザ=関 連 グ ル ー プ

親 会 社

・一 般 ユー ザ

2位L一 ザ=一 般 ユ ー ザ

親 会 社

関連 グル ー プ

3位 ユ ー ザ=親 会 社

一 般 ユ ー ザ

関 連 グル ー プ

42.5%

33.8%

22.6%

13.9%

8.5.%

8.3%

72%

4.3%

4.2%

会員 を対 象 と した 業 界 側 の実 態 調査 に よる と、 情 報 処理 業務 の 取 引 関

係 は、 委 託 者 と受託 者 との 間 に特 別の 関係 が あ る場 合 に 多 く成 立 して い

る よ うにみ られ る。

と こ ろ が 、 ユ ー ザ を 対 象 と した実 態調 査 では 、 全 く逆 の結果 が 出 て

いるo

図2-6は 、 情 報 処 理 セ ン タ を 利 用 して い る企 業564社 と、 そ の

委 託 先1,180社 との 関係 に つ い て調 べ た もの で ある。 これ に よる と、

「人的 、 資 金 的、 取 引面 等 で特 別 な 関係 は ない 」の が圧 倒 的 に多 い。

情 報 処 理 セ ン タ が 選 ば れた理 由は、 「地 元 に ある会 社 」「保 有 して

い る コ ン ピ ュ ー タ の メ ー カ系 」で あ る ことが、 選択 の 理 由 に な って い

る 。 ここで 「保 有 して いる コ ン ピュ ー タ の メー カ 系 」とはv業 界 でい

うと ころ の"メ ー カ系 セ ン タ"で は な くて 、 「 自 社 が 保 有 して い る

マ シン と同 系 列 の もの を保 有 して い る セ ン タ 」 とい う意 味 に解 す べ き

と思 われ る。 「地 元に あ る会 社 」とは、 距 離的 に近 い 一 とい うこと で

あ り、 当然 の こ と とい え よ う。

そ れ で は 、 ユ ー ザ は 情 報 処 理 セ ン タ を 選 択 す る際 、何 を重 視す る

の か。 そ の 回 答 が図2-7で ある。

業 界 と して は 「有能 なSE、 プ ロ グ ラ マが い る こ と 」や 「優 秀 な八
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旬 回答 企 業 は564社 、
そ の委 託 先 会 社 は1,180社

委 託 先 の 情 報処 理 サ ー ビス 企業 との関係
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図2-7委 託 先 選 定 の際重 視 した点
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一 ドウ ェア を持 って い る こと 」な どを期 待 され てい る と思 い た い と ころ

で ある が、 現 実 に ユー ザが 選 択基 準 と してい るのは 、 「コス トが安 くて」

「距 離的 に近 くて 」「自社 の種 々な要求 に応 えて くれ て 」しか も「サ ー

ビス が迅 速 な こと 」 一 要 約 す れ ば、"安 くて、近 くて、 速 くて手 軽 な

の

こ と で あ る 。

亀

9

2.2.2ユ ーザ の期 待 す る もの

産業 構 造 審議 会 情報 産 業 部会 の見 通 しに よる と、 昭 和60年 度 の情 報

処理 サ ー ビス業 の マー ケ ッ トは1兆3,070億 円 にな る と予想 さ れてい る。

しか し、 放置 して お い て そ うなる もの では ない。 これ だ けの市 場 を確

保 す るた め には、 情報 処 理 サー ビス業 と して も、 それ な りの努 力 を しな

け れば な ら ない。

何 を なす ぺ きだ と考 えて い るか、 業 界 側 の ア ンケー ト結 果 では 、 以 下

の よ うに な る。

① 技 術 力 の強 化45%

② 経 営基 盤 の 安 定43%

③ 政 府 施策 の 強 化7%

④ 設 備 の 強化4%

⑤ 業 界 の安定2%

これ に対 して、 ユー ザ 側 は ど の よ うに 評 価 し、何 を不 満 と し、 また、

何 を期 待 して い るの だ ろ うか。 図2-8、 図2-9、 図2-10が 、そ れ

らの 回答 で あ る。

デー タ処 理 につ い てみ れ ば、 評 価 され て いる点 は、 「自社 の コ ン ピュ

ー タ要 員の 肩代 り 」「コ ス トが安 くつ くこと 」「能 力 的 に無 理 な仕 事 の

代行 」の順 。

反対 に不 満 を持 って い る のは、 「結 果 の 入手 に時 間 が かか る こ と 」「

変 更 した い と き時間 が か か る 」「自社 で情報 管理 が で きない 」な ど。
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そ うして 、 今後 に期 待す る点 は、 「優 れ た ソ フ トウ ェア の提 供 」「労

働 集 約 的 作 業 の 肩代 り 」「 ピー ク ロー ドの バ ッフ ァ役 」「経 験 と素 養 が

い る作 業の 肩代 り 」等 々の 順 に な っ て い る。

一 般 に
、 ぞ一 ザ が外 部 の 情 報処 理 専 業 者へ 業 務 を委 託 す る際 の 理 由 と

しては 、

① 自社 でや る よ り も安 くで きる とか、 自社 で や りた くない仕 事 を し

て くれ る(か りに これ を 「労働 集 約 的期 待 」とす る)

② 自社 では で き ない こ とをや っ て くれる(こ れ を 「知 識集 約 的 期 待 」

とす る)

の2つ の方 向 が あ るだ ろ う。

図2-10か ら、 ユ ー ザ が 今 後 わ れ わ れ 情 報 処 理 専 業 者 に期 待 して

い る もの に関 して み る限 りでは 、 「優 れ た ソフ トウ ェア の提供 」とか 「

経 験 と素 養 が い る作 業 の 肩代 り 」とい った知 識 集約 的 期 待 と、 「労 働 集

約 的 作業 の肩 代 り 」とか 「 ピー ク ロー ドのバ ッフ ァ役 」とい っ た労 働 集

約的期 待 とが 、 あい半 ば して い る とい え よ う。

こう した、 ユー ザ ・ニー ズ に対 応 して い くため に は、 少 な くと も業 界

と して は、 その 両 面 を満 た して い かね ば な らな い。

個 々の 企 業 と して、 そ の い ず れ の方 向 を とる か、 また、 この両 面 を い

・か に組 み合 わ せ て い くかは
、 企 業 特性 に よって異 な って くる。

しか し、 労 働 集 約 的 期 待 に 対応 してい くた め には、 単 に"肩 代 り りに

終 らな い ため の、 また、 付 加 価 値 を高 め る た めの、 専 業 者 と して の く'ツ

ー ル カが 必要 にな っ て くる。

一 方
、 情 報処 理 サ ー ビス業 を利 用 して い ない 企業 に対 して、 利 用 しな

い理 由 を聞 ぬ たの が、 図2-11で ある。 この 図 で2位 以 下の 「結果 入

手 に時 間 がか か る 」「コス トが高 くつ く 」「変 更 した い と き融通 が きか

ない 」等 の理 由は、 先 に 図2-9で み た 「情 報処 理 サ ー ビス業 に対 す る

不 満点 」と まさ に一 致 して い る。
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図2-8 情 報処 理 サ ー ビス に つい て最 も評価 す る点
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(注1)

(注2)

棒 グ ラ フ:3つ ま で の 回 答 結 果

折線グラフ:上 記 の う ち最 も大 きい もの1つ の 回 答 結 果

回答 サ ン プ ル ××/×xは 前 者 が 棒 ク ラフ、 後 者 が 折 線 グ ラフ に

対 応 す る。

図2-9,情 報 処 理 サ ー ビス会 社 に対 す る不 満 点
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しか し、 最 大の 理 由 と なって い る 「自社 の 要員 で十分 まか な え るか ら」

とい う点 につ いて は、 単 独導 入 と委 託 に つ い ての経済 性 の 比 較 な どに よ

って大 いにPRし て い くべ きで あ り、 今 後 の課題 と して残 さ れ て い る。
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図2-11情 報 処理 サー ビス を利 用 しな い理 由

一46一



2.3競 合 問 題 の 前 進 的 解 消

2.3.1競 合 問 題 とは

自由競 争 経 済 で あ る限 り、 どの 業 界 にお い て も競争 は ある し、新規

参 入は あ る。

しか し、情 報 処 理 サ ー ビス業 にお い て は 、通 常 の 業 界 内で の 競争 の

他 に 、 特異 な状 況 にお・か れ て い る。

第1は 、 公共 機 関で あ る電電 公 社 が デ ー タ通 信 とい うサー ビス を行

って い る こ とで あ り、第2は 、金 融 機 関の コ ン ピュー タ室が 、主 と し

て 預 金 者 を対 象 に 情報 処理 サ ー ビス を行 って い る こ とで あ る。 第3に

は 、一 般 企 業 に お け る コ ン ピュー タ室 が空 き時 間 を利 用 して 副 業的 に

サ ー ビス を行 って い る こ とで あ る。加 え るに、 コ ン ピュー タ ・メー カ

の 振 興 策 と して 設 け られ商 工 会 議 所 に お け る計 算 セ ン タ が 、 こ れ

も民 業 と競 合 す る立 場 に あ る。

そ して 、 最 後 に 、 メー カ の コ ン ピュー タ販 売 が激 化 す れ ばす るほ

ど、 情 報 処 理 サ ー ビス業 の マ ー ケ ッ.トがそ れ だ け蚕 食 され る こ とに な

って くるの で あ る。

業 界 では 、 こ う した 一種 独 特 な競争 関 係の こ とを 「競 合 」ま た は

「競 合 問題 」と呼 ん で い る 。そ して 、 この競 合 問題 は 、 ある と きは 誤

った政 策 の シ ワ寄 せ で あ り、 あ る と きは 、 この 業 界 の 持つ"代 理業"

的側 面 が もた ら した 当然 の 宿命 で もあ る。

競合 問 題 につ いて 、 ア ン ケー トでは 、 競 合 相 手 と して 最 も脅 威 を感

じる もの は 何 か?」 と問 うて い る。そ の 結 果 が 表2-8で あ る。

最 も多 い の が 「 コ ン ピュ ータ ・メ ー カ 」 で あ り 、 次 い で「電 電

公 社 の デ ー タ通 信 サ ー ビス 」、 「金 融 機 関 の 副 業 セ ン タ 」「ユー ザ

の 副 業 」、 「 商 工 会 議 所 の セ ンタ 」の順 に な って い る。
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表2-8脅 威 と感 じる競合相手 の順位

1位 2位 3位

コ ジ ピ ュ ー タ メ ー カ 28% コ ン ピ ュ ー タ メ ー カ 28% ユ ー ザ の 副 業 33%

電電公社のデータ通信 26% 金融機関の副業センタ 28%

・

電電公社のデータ通信 21%

金融機関の副業 センタ 24% 電電公社のデータ通信 22% コ ン ピ ュ ー タ メ ー カ 16%

ユ ー ザ の 副 業 22% ユ ー ザ の 副 業 15% 金融機関の副業センタ 14%

商工会議所系のセンタ 0% 商工会議所系のセンタ 4% 商工会議所系のセンタ 9%

そ の 他 0% そ の 他 2% そ の 他 7%

2.3.2メ ー カ の販 売 戦 争 の 余 波

「 メー カ の 最 近 の販 売 競争 、値 引競 争 は 目に あ ま る ものが あ る。 」

「メー カ の 押 込 販 売 の ため に ユー ザを失 うこ とが あ る。 」

「コ ン ピュー タの セー ル ス マ ンが 全 国に2万 人 い る と聞 い て い る。

も うクル マ並 み だ 。 これ がわ れ われ の業 界 に影 響 を及 ぼ さ ない わけ が

な い 。 」
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面 接 調査 で 聞 か れ た意 見 で あ る。

メー カとの関 係 は 、8つ の問 題 点 が あ る。

第1は 、 コ ン ピュー タの 普及 が、 情 報処 理 サ ー ビス 業 を利 用 して い

る顧 客 を、 単 独 導 入 へ と移 行 さ せ る こ とで あ る。 利 用 者 に と って その

方 が経 済 的 で あ る な ら、 自由経済 社会 に お い て 止 を 得 な い こ と で あ

るが 、 メー カ 間の 過 当 競 争 の 結 果 と して の押込 販 売 は、決 して顧 客

に正 常 な電 算 機利 用の 便 益 を もた らす もの では ない 。

第2は 、 上 記販 売競 争 と関連 して くる が、 ソ フ トウ ェアの無 料 サ ー

ビスが 、 情 報 処 理 サ ー ビス業の 価 格 体 系 の確 立 を阻 害 して いる こ とで

あ る 。

元 来 、わ が 国 では 無形 の サー ビス に対 す る価 値 が 正 当に 評価 され な

い風 習 が あ り、そ の 是 正 のた め に 、業 界 と して は 長年 苦 労を続 け て い

る わ け だ が 、 そ れ を妨 害 してい るの が 、 コ ン ピ ュ ー タ ・メー カ 自身

で あ る。

第3は 、 将 来 、技 術 革 新 に ょ って コ ン ピュー タの コス トが 低 減 して

くる と、 メー カ自 身 が 情 報 処 理 サ ー ビ スの 分野 へ進 出 して くる可 能

性 が あ る こ とで あ る。

メー カ対 策 と して は 、 単 独 導 入 が有 利 か情 報 処 理 サ ー ビス業 へ の

委 託 が 有利 か とい う点 に つ いて 、 顧客 が 自主 的 に判 断 し得 る よ うな基

準 を 、 業 界 が積 極 的 に提 示 し得 る よ うに な る こ とで あ る。

2.3.3電 電 公 社 との 競 合

今 回 の ア ンケー トにお い て 、電 電 公 社 に最 も脅 威 を感 じる と しだ も

の は2位 で あ った が 、 これ を商 圏 別 に み て み る と、

(1)単 一 県 型 セ ン タ で は 、 ① 金 融 機 関 、 ② ユ ー ザ の 副 業 、③ メー

カ、④ 電 電 公 社 の順 、

② 広 域 圏 型 セ ン タ で は 、 ① メー カ 、 ② 公 社 、 ③ ユー ザ の 副 業 、
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、

④ 金 融機 関 の順 、

(3)全 国 型 セ ン タ で は 、 ① 電 電 公 社 、 ②L-一 ザ の 副 業 、③ メー カ

の 順 、

と な って い る 。

つ ま り、 商 圏が 拡 が る につ れて 、電 電 公 社 を脅 威 とす る 割 合 が 高

くな つて い る。

40年 代 後 半 にお い ては 、業 界に と って電 電 公 社 問題 は、 主 と して

地 方 都 市 にお・い て 、DRESSやDEMOSに よ って 、 セ ン タが 顧

客 を奪 わ れ る とい う形 で現 わ れ て い た。

次 い で 、 民 間情報 処 理 サ ー ビス業 が オ ン ラ インサー ビス を 開 始 して

くる に従 って 、競合 は 、 二面 性 を帯 び て くる。

52年3月 に当協 会が ま とめ た 「情 報 処 理 サー ビス 業動 態 調 査報 告

書 」に お・い て は、

「… オ ン ライ ンサー ビス を提 供 す る民 間 情 報 処 理 セ ン タが 増 えて

くるに 従 って 、新 しい極 面 での 競 合 が 始 ま って きた 。従来 は バ ッチ

セ ン タ の み の 競 合 で あ っ た が 、オ ンラ イ ンサー ビスの 普及 に よ り

二 面性 を 帯 びて きた 」

と報 告 して い る。

そ して 、 今 回 の調 査 にお い ては 、 前述 の よ うに、 全 国型 セ ン タが 最

も公 社 に 脅 威 を感 じて い る。

面 接 調 査 の報 告 で も、 「DRESSに 顧 客 を奪 わ れた 」とす る声 よ

り も、む しろ 「DRESS、DEMOSに 力 を入 れ る よ り も、通 信 回

線 の 制 限 撤 廃 に努 力す るべ きで あ る 」とい った意 見 の方 が 多 くな って

きて い る。

一50一



23.4金 融機関 との競合

金融機関と情報処理 サー ビス業 との競合は、金融機関 またはその系

列の計算 セ ンタが 、 預 金 獲 得 や融 資 と関 連 して、取引先の情報処理

業務 を受託する場合に発生 して くる。

この場合 問題 になるの は

①預 金 や 融 資 等 に 関連 して行われるので、民 間サー ビス業が受託

するの と比較 して、営業上の条件が異 なること。

②処理形態 と しては、銀行の事務 セ ンタ 自身 が や る場 合 と、 系列

の センタへ 委 託 す る場 合 とが あるが、後者の場合で も、銀行 員自身

が営業活動を行 う場合が 多いので、判然 と区別がつ かない。

一 などの点 であ る。

大蔵省は、さる50年7月 に、金融機関が関連 会 社 に行 わ せ る業

務 につ い て 自粛 を要 望 す る銀 行 局 長 通達 を 出 す と同時に、金融機

関の系列セ ンタが、売上げの10%以 上を銀行の顧客以 外で増 やそ う

とす る場合 には、① 銀行 を連想 させ る名称を使 っては ならない、② 銀

行 の マシンを利用 しては な らない一 な どの行政指導 を行 って きた。

相手が銀行 であるだけに、競合の事実は なか なか表 面化 しに くい。

従 って、業界 と しては、大蔵省 に対 して先の銀行局長通達の完全実

施を要求 してい くべ きで ある。

2.3.5一 般ユ ー ザ の副 業

不 況の 長 期 化 と と もに 、 一般 企 業 の コ ン ピュー タ室 が 副 業 的 に情 報

処 理業 務 を受 託す る 傾 向が 増 え て い る。

この場 合 問題 に な っ て くるの は 、 「ど うせ 遊 ん で い る コ ン ピュー タ

だ か ら 」とい った考 え方 か ら、 きわ めて 低価 格 で 受 託 して 、 そ の結 果 、

業 界 の取 引秩 序 を乱 す こ とに な って くる、 とい う点 で ある 。

根 本的 には 、 業 果 が"専 業 者"と して の力 をつ け る こ とに よって対抗
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し 「良貨 が悪 貨 を追 放 す る 」よ うに な る以 外 に 、対 策は ない で あろ う。

業 界 に 、 業 者 法の 制定 を希 望す る声 が あるの は、 こ う した 事 情 が背

後 に あ るか らだ が 、 目下 直面 して い る安 全対 策 問 題 等 が ユ ー ザ に 正

し く評 価 され 、専 業 者 と して の信 頼 を得 る ことが 、恩 貸 を追 放 す る こ

とに つ な が って くる ことが好 ま しい 。

＼

●

2.3.6商 工 会 議所 系セ ン タ

中 古電 算 機 の 市場 育成 とい うメー カ対 策 に 端 を 発 して 設 け られ た

「小 規 模企 業 記 帳機 械 化 電 子計算 機 設 置 費補助金制度 」は、商工会 議所

や 商 工 会 連合 会 が これ らの 中古 コ ン ピュー タを導 入 す る際 には 、わ ず

か15%の 価 格 で買 い取 れ る よ うに 補 助 をす る制 度 で 、49年 に設 け

られ て以 来 、商 工 会 議所21個 所 、 商 工 会連 合会25個 所 に 設置 されて い

る。 そ の 後 、52年 度 か ら制度 が変 わ り、 中古 機 の代 りに 小型 新 機 種

を対 象 とす る こ とに な り、国お よび都 道 府 県が 各50%ず つ補 助 す る

こ と とな った が 、都 道府 県 の 財政 難 か ら、 新制 度 にな って か らは 、 ま

だ1個 所 も導 入 さ れて い な い。

従 って 、現 在 競合 して い る商 工 会議 所 はいず れ も、 旧 制度 の も とで

設 立 さ れ た もので あ る。 と ころが 、 この 制度 で は 、 設 立 か ら3年 間 は

制度 の 主 旨にそ って小 規 模 企業 の 記帳 代 行 業務 を実 施 す る義 務 を負 わ

され て い る。

そ の3年 間 の義 務 を果 した セ ン タが 今 後 ど こ ま で 一 般 市 場 の 業 務

を取 り込 ん で い くか 、注 目され る ところ で あ り、本 制 度 で設 け られ た

セ ンタ の 業 務 範 囲 に つ い て 、何 らか の"線 引 き"を す る必 要 が あ る

と思 わ れ る。
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2・3・7外 資 系企 業 との 競 合

わ が 国の 情 報 処理 サ ー ビス業 と外 資系 企 業 との競 合 の 問 題 は、 さ し

当 って は そ れ ほ ど顕 在 化 して い る とは い え な い 。 しか しなが ら、 これ

は わ が 国の 産 業史 の過 去 の 経 験 か ら明 らか な よ うに 、 例 え ば 、 日本I

BM、 日本 コ カ コー ラの よ うな多 国籍 企 業 の成 功 例 か らみ て 、気 が つ

い た時 に は 、 最 早 完 全 に 手 遅 れ だ った とい う状 況 に な る可能 性 は き

わ め て高 い。す な わ ち 、 多 国籍 企 業の 戦 略 は きわ めて 長 期 的 で 、か つ

用意 周 到 で あ って 、 日本 的 な 息 の 短 か い 、 短 視 的 な もの とは 質的 に

完全 に 異 なるものであ る。 日本IBMが 初 め て 日本 市 場 に 姿 を現 わ した

の は 、 昭和10年 代 で あ る。 コ カコー ラは 、 自由化 され る10数 年 前

か ら 日本 市場 を徹底 的 に研 究 して いた。 確 か に 、米 国系 の 、 大 手情 報

処 理 サ ー ビス業 の 日本 進 出熱 は一 段落 した といえ るが 、 既 進 出企業 は

着 々 と基 盤 を 築 きつ つ あ る 。

(1)現 状

既 に 進 出 した企 業 の 主 な もの と して は、 米 国 のGeneralElect-

ric社 が 日本 の㈱ 電 通 と合 弁 形 態で 進 出 した もの 。Comshare社 が大

型 公 認 会 計 士 事務 所 の ㈱ ミク ・経理 と合弁形 態 で進 出 した もの。 また 、

Tymshare社 は総 合 商社 の㈱ 丸 紅 と合 弁 形 態 で進 出 した もの。

す なわ ち、㈱ 電 通 国 際情 報 サ ー ビス、 ㈱ ミ ・ク ・コム シ ェア、㈱ 国

際 タイ ム シ ェアな ど で あ る。

また 、 単独 進 出 した もの と して は 、CDCの 子 会社 で あ るDSFE

(DataServiceFarEast)が あ る。

さ ら に、絶 対 忘 れ られ て な らな い もの と して 、 日本IBMに よる デ

ー タ ・サ ー ビス が あ る
。 ま た 、米 国大 手の マ ル チ ・サ ー ビス ・ベ ンダ

で あ るCSCは 、 ㈱ 三 井 情 報 開 発 と技 術 提 携 を行 っ た。

これ らの 進 出企業 の うち、 ミ・ク ・コム シ ェアは 、 経 営 不振 に陥 い

り、㈱ 日本 情報 サ ー ビス に 買収 さ れた 。
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こ う した 進 出企 業 の実 態に つ いて は、 経 営 内容 が 公 表 され て お らず 、

明確 な状 況 分析 は 行 い得 な いが 、GE、CDC、 国際 タ イ ム シ ェアに

つい て は 、 着 々とそ の基 礎 を築 きつ つ あ る と思 わ れ る。特 に 、GEと

電 通 の 合 弁 企業 につ い て は、 わ が 国の代 表 的 な長 期 金 融 機 関 や都 市銀

行 に対 して 、 強 固 な カス トマ ・ベー ス を築 い て い る と伝 え られ る。

(2)民 族 系情 報 処 理 サー ビス 業 に与 え る イ ンパ ク ト

これ らの 外 資 系情 報 サー ビス 業(実 質 的 には米 国系 とほぼ 同義 で あ

る)と の 競 合 は 、 そ の重 大 性 に もか か わ らず 、 か な り長 期的 な問題

で あるた めに 、 目先 き的 に 出漬 す る問 題点 の 処理 に応接のい とまが ない

わ が 国の 斯 業 の 関係 者 は 、 ただ 投 手 して傍 観 して い る状 況 で ある。

この 問題 の 困難 さは 、 ひ とつ に は、 そ の 本質 的 理解 が きわ め て難 し

い こ とに あ る。外 資系 情 報処 理 サー ビス の 最大 の 問題 点 は 、その ほ と

ん どの もの が、CPUの ユー テ ィ リテ ィを、 その 親 会社(も し くは提

携 会 社)の 本 拠 地 の大 コ ン ピュー タ ・セ ンタ に 国 際 通 信 回 線 経 由 で

依 存 して い る こ と にあ る。

例 え ば 、電 通国 際情 報 サ ー ビスは 、 ク リー ブ ラ ン ドに あるGEの 大

型 コ ン ピュー タ ・セ ンタ にCPUパ ワー を依 存 してい る。 ・また 、D

SFEは 、 米 国 のCDC/SBCの コ ン ピュー タ ・ セ ン タ に 依 存 し

て い る。

ま た、 国際 タ イ ム シ ェアは、 米 国 タ イム シ ェア社 の クー パ テ ィー ノ

の コ ン ピュー タ ・セ ンタ のCPUパ ワ ー に 依 存 して い る。 これ は

す なわ ち 、国 際通 信 回線 を利 用 した 、 「空 き時間 の 利用 」で あ り、 さ

らに ーまた 、回線 利用 に よ る ソ フ トウ ェア ・ギ ャ ッ プ、 マネ ジ メ ン ト・

ギ ャ ップを有 効 的 に 活用 した強 力な営 業 方 法 といえ る。

「空 き時 間 」を利 用 した価格 設 定 は 、米 国 流の 厳 密 な独 禁法 解釈 で

は 、不 公 正 取 引 とさ れ る もの で ある 。 この 点 に つ い ては 明 らかで あ っ

て 、 例 えば 、米 国 の東 海 岸 で の 強力 な販 売 力 に 基 づ く安 価 なパ ンを、
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西 海岸 へ 空 輸 す る こ とに よ って 同値 で販 売 した場 合 、違 反 と された判

例 が あ る。

いず れ に せ よ、 米 国の 情報 処理 サ ー ビス業 は 、そ の 業 を容 易 に認 知

す る とい う経 済合 理 的風 土 の うえ に 、情 報 価値 へ の 認識 の 高 さ、NA

SAに み られ る 国家 に よる需 要 創 出の 恩 恵 を差 別 され る こ とな く享 受

し、 電 電 公 社 の よ うな 市 場 参 入 者 も な く、 か つ 、無 制 限 かつ 自 由

な 通信 回線 利 用 と再 販 売 を是 認す るVANの 認可 を享 受 し、 日本の4

倍 弱の 大 きな 市場 を活 用 して 、 日本 の10倍 以 上 の企 業 ス ケー ル を も

ち 、か つ 時 差 の恩 恵 に 浴 し高収 益 力 を誇 って い る。

こ うした 、 ハ ー ドウ ェア ・ギ ャ ップ、 ソフ トウ ェア ・ギ ャ ップ、 マ

ネ ジ メ ン ト ・ギ ャ ップが 国際 通 信 回線経 由、わ が 国 に直 接 的 に もた ら

さ れて い る こ との 重 要 性 は 、 長期 的 視 点 に立 って 、強 く認 識 され る必

要 が あ る。

しか も、 こ れは 米 国 に と どま らず 、世 界 的 な ネ ッ トワー クの 拡張 問

題 と して も と らえ られ る必 要 が あ る。

さ らに分 析 す れ ば 、 米 国系 企業 の 進 出は 、大 型 総合 情 報 処 理業 者

(マ ル チ ・サ ー ビス ・ベ ンダ)と して の 側 面 と、 国 際NIS(ネ ッ ト

ワー ク ・イ ン フ ォ メー シ ョン ・サ ー ビス)業 者 と しての 側 面 との二 面

性 が あ る。 い ま 、後 者 の 側 面 に 視点 をお い て論 ずれ ば 、次 の とお りで

あ る。

イ)国 際 ネ ッ トワー クは 、 国 内 ネ ッ トワー ク の発 展 的 形 態 に ょる も

の で あ る。

ロ)国 際 ネ ッ トワー ク で あろ うが 、 国内 ネ ッ トワー ク で あ ろ うが 、

ネ ッ トワー ク業 の 本 質 は 、装 置 産 業 の性 格 を もち 、 ス ケール ・

メ リッ ト、す なわ ち、 操業 度 が決 め 手 で あ る。

要 は 、 中央 の ホス ト ・コ ン ピュー タ群 に ア ク セス さ れ る端末 数

が 投 下 資本 の 回 収 の 鍵 とな る。
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ハ)NISは 、情 報 処 理 サー ビスの 最 も先 端 的 な サー ビス形 態 で あ る

と と もに 、情 報 処 理 サー ビス 業 者 に とって の 最 大 の シ ェアを も

つ プ ロダ ク ト ・ミックス(商 品配合 種 別)で あ る。

こ こで 、繰 り返 え して 、 強 調 さるべ き点は 、一定 規 模 の コ ン ピュー

タ ・ネ ッ トワー クに とって 、そ の経 済 性 は 、いつにかか って、 アクセス

量(す なわ ち、販 売量)な の で あ り、 端末 数 の 多い もの は、 少 ない も

の に 必 ず勝 つ ので あ る。す な わ ち、 「規模 の 利益 」が決 定 的 なの で あ

る。

従 って 、 「国 際 ネ ッ トワー ク形 成 」を、産 業的 側 面 か ら観 察 した場

合 、そ れ は 、 国内 ネ ッ トワー クが 国外 に 向 って端末 数 を増 加 させ 、「ス

ケー ル ・メ リ ッ ト 」を一 層増 加 させ よ うとす る営業 活 動 に ほ か な らな

ho

情 報処 理 サー ビス業 の 本質 は 、 バ ッチ ・オ ン リー とい え ど も、 終局

的に は 、共 同利 用の 経 済 性 なの で あ る か ら、本来 、 共 同 利 用 者 が 多け

れ ば 多い ほ ど経済 性 が 向上 す べ き性 質 を もつ もの で あ る。 ま して や 、

ネ ッ・トワー ク ・サ ー ビスにお・い て は 、そ れ が如 実 に あ らわ れ るの で あ

る。

海 外調 査 に よ って明 らか な 通 り、 英 国 では 、 この 点 に 気 がつ くこ と

が 遅 す ぎた 。

そ の 結果 、英 国 の情 報処 理 サー ビス 市場 は 、世 界の 多 国籍 企 業の 草

刈 り場 と化 し、ADP、ATKINS、BOEING、CDC、C-

OMSHARE、TYMSHARE、UCC、HONEYWEII、IBM、

LUCUS、NCR、CSCの 米 国勢 の ほ か、CSI(フ ラ ンス)、

SIA(フ ラ ンス)、IPSHARP(カ ナダ)、DATACE-

NTRALEN(デ ンマー ク)が 入 り乱 れて争 って い る。

最 後 に 、 ヨー ロ ッパ の 例 で 明 らか な よ うに 、 この 分 野 で も、最 も恐

るべ き もの は 、IBMとCDCで あ る。
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2.4通 信 回 線 問 題 に つ い て

2.4.1通 信 制 度 の変 遷

電 子 計 算 機 を電気 通 信 回線 に 接 続 して行 うデ ー タ通 信 は 、 昭 和39

年 頃 か ら始 ま った が 、大 型 電 子 計 算機 を共 同 して設 置 した り、 また 、

計 算 セ ン タ 、 情 報 セ ン タ等 が オ ン ラ イ ン で 計算 業 務 や 検 索業 務 を

行お・うとす る動 きが 強 くな った 。

しか し、 当時 の 公 衆電 気 通 信 法 で は専 用線 の 共 同利 用 や 他 人 使用 は

厳 し く制 限 され て お り、 ・また、 加 入電 話 回線 の端 末 に電 子 計 算機 を接

続す る こ と(い わ ゆ る公 衆通 信 網 の 開放)は 認 め られ てい なか った。

昭和44年 、 この よ うな 回線 の利 用 制 限 反 対 へ の キ ッカ ケ と して

① 電 電 公 社10年 後 の ビジ ョ ンが示 した デ ー タ通 信 に関 す る ビジ ョン

へ の 反 発 、② 訪米 情 報 産 業特 別 調 査 団(団 長 ・故北 川一 栄 氏)が 政 府

に示 した提 言 、③ 三 井 ～平 和相 互 両 銀 行 の専 用 回 線 オ ン ライ ン化 問 題

等 が あ った。

第1の 電 電 公 社10年 後 の ビジ ョ ンで あ るが 、 これ は 昭 和42年4

月 に電 電 公 社 経 営 調査 室 の試論 と して 明 らか に され た もの で 全体 的 に

情報 産 業 は 電 電 公 社 が一 手 に引 き受 け る よ うな 印 象 を与 え た。

次 い で 、 第2の 北 川 調 査 団 の 提 言 は 、 昭 和44年1月 に明 らか

に された もので、 これまで もや もや して い た通 信 回線電電公社独 占への 不

満 をは っ き り 「通 信 回線 を 自由か つ 効率 的 に利 用 で きる よ う法 律 、制

度 を再検 討 せ よ 」と政 府 へ 質 した もの で あ る。 第3の 三井 ～ 平 和 両行

の 専 用 回 線 オ ン ライ ン化 問 題 は 、 前 記2点 の 具 体 的 な問題 点 と して

指 摘 され た の で あ った。

郵 政 省 は これ に対 して 、電 子計算 機 に接 続 す る デ ー タ通 信 回線 の利

用 制 度 を現 実 的 ・段 階 的 に整 備 してい く方針 を固め、昭和44年 秋 、郵政

審 議 会 デー タ通 信特 別 委 員 会(委 員 長 ・藤 井 丙 午 新 日鉄 副社 長)の 答
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申 を受 けて 、① 企 業 グ ルー プ等 の ため に デー タ通 信 回線 が共 同 利 用 で

きる制 度 と② 計 算 業務 や検 索業 務 の た め に不 特定 多数 者 に デ ー タ通 信

回線 の 利 用 を可 能 とす る制 度 を新設 す る方 針 をたて た 。

こ の よ うに 、 昭和45年 、 わ が 国 では コ ンピュー タ との 関連 に お・け

る通 信 に 関 し議 論 が沸 騰 した 。

本 問題 につ い て、産 業 構 造 審議 会 をは じめ、経 済 団 体 連 合 会 、 日本

経 営 情報 開 発 協 会(当 時)等 は多 くの提言 を行 った。 これ らの基 本 と

な って い る考 えは 、 通 信 回線 を全 面 的 に 管理 して い る電 電 公 社 が

(1)「 通 信 に 関す る役 務提 供 」す るの で は な く、 「回線 を貸 す 」とい

う考 え方 へ解 釈 を改 め 、

② 異 主 体 間の ネ ッ トワー ク、情 報 産 業 の ネ ッ トワーク の形 成 、公 衆

交換 回線 網 の 利用 等 を 自 由化 し、

(3)通 信 回線 の量 と質 の 整 備 と料 金 の 低 廉化 を行 うとい うもの で あ っ

た 。

政 府 は 、電 電 公 社 を米 国 にお け る 自由競争 の原 則 が 貫 か れ て い る通

信 会 社 に 近 い ものに す る必要 が あ り、そ の結 果 、 コン ピュー タ と通 信

回線 が 潭 然 一体 とな り情 報化 に寄 与 す る こ とに な ろ う。

この時 に あ た り、 同年9月5日 、郵政 省 は 「デ ー タ通 信の ため の 、

い わ ゆ る通 信 回線 開 放 に 対す る基 本 方 針 」を発 表 し、 同 年10月9日 、

「デ ー タ通 信 の ため の 通 信 回線 の 利 用 制 度 」に関 し、郵 政 審 議 会に 諮

問 し、 同審議 会 は 、 デ ー タ通 信特別委員会 を設け審議 し、同年10月13

日、 本 件 に 関 し答 申 して い る。

① 電 子計 算 機 と これ を利 用 す る端 末 との 間にの み 終 始 す る デー タ伝

送 に 利用 す るた め 「デ ー タ通 信 サ ー ビス 」を行 う。

② 一定 の企 業 グル ー プ等に お・い て 、電 子計 算機 を設 置 して行 う各 種

事 務処 理 等に 要 す る デ ー タ伝 達 の 利 用 に供 す るた め 「デ ー タ通信 回

線 網 サー ビス 」を行 う。
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③ 加 入 電 話 網 を デ ー タ通 信 に 利 用す る こ とにつ い て は ・ 今た だ ちに

認 め られ ない が 、早 期 に実 現 す る よ うに検 討 す る。

④ デー タ通 信技 術 、料 金 な らびに経 営 等 の 問題 に関 して は、 積極 的

な施 策 を講 じる。

以 上 の施 策 は 、我 が国 の オ ン ラ イ ン化 推 進 の た めに 大い に寄 与 す る

もの と して 、評 価 され て よい 。 しか しなが ら、 情 報産 業 に たず さわ る

者は 、 米 国 の先 進 的 現 状 を よ く調査 し、 コン ピュー タの利 用 が 遠 隔地

よ りの 共 同 利用 が 本 命 で あ り、 回線 の完 全 な 自由化 を要 望 す る と同時

に 、 自己 の オ ン ライ ン処 理 に関 す る技 術 の 向上 を図 り、万 全 を期 す る

必要 が あ る とした。

昭和45年12月9日 、 コ ン ピュ ー タの 受 託 計算 会社 約100社 で

組 織 す るθ 日本 情 報 セ ンター協 会(稲 葉秀 三 会 長 ・当時)は 井出郵政相

に対 して、 「公衆電気通信法一部改 正に対す る要 望 書 」を提 出 した 。同要

望 書 の 主 な 内容 は つ ぎの とお・りで あ った 。

1.電 電 公 社 の デ ー タ通 信 サー ビスは 、 民 間の 情 報 処理 サ ー ビス業 、

情 報 提供 サ ー ビス 業 の 経 営 を著 し く圧 迫す る もの で あ り、 今 回の 法

律 改正 に 当 って は 、電 電 公 社 が実 施 す る デー タ通 信 サー ビス業務 を

① 公 共 的 シス テム② 先 導 的 な技 術 開発 シス テ ム の範 囲 に限 定 し、

法 律 に そ れ を 明文 化 す べ きであ る。

2.通 信 回 線 の 開放 に関 して 、 一般 民 間企 業 と情 報 処 理 、提 供 サ ー ビ

ス業 者 とに 異 な った 制 限 を設 け な い よ うに して ほ しい 。

3.民 間 企 業 が行 うデ ー タ通 信 業 務 の た めの 通信 回線 利 用 に 関 しては

原 則は 自由 と し、制 限 は 最 少限 に と どめ るべ きで あ る。

4.電 電 公 社 と民 間企 業 が デ ー タ通 信業 務 の 実 施 に 関 し、 疑 義 ま たは

紛 争 を生 じた場 合 の調 整 の ため に 、 中立 的 な第 三 者 に よる裁 定機 関

を 設 けて ほ しい 。

この よ うな紆 余 曲折 は あ ったが 、 昭 和46年9月1日 、公 衆 電気 通

信 法の 一 部 が改 正 され た 。 この改 正 に あた って 、民 間情 報処 理 サー ビ
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、

ス 業者 の 要 望 は 、 あ ま りと りあ け られ な か った 。 しか しなが ら
、種 々

の 制約 は あ った が 、 民 間業 者が デー タ通 信 回線 に コ ン ピュー タを結合

して 使用 で きる よ うに な った 。

そ の 後 、 昭 和51年7月 の 制 限緩 和 に ょ って 、 複 数の 電 子 計算機 と

複数 の 端 末 を含 む シス テ ムが条 件つ きで 認容 され た 。

現 在 ・ 多 くのNIS(ネ ッ トワー ク情 報 シス テ ム)を 構 成 して情 報

処 理 サ ー ビス を行 うこ とを志 して い る業 者 は 、 「内容 を変 更 す る こと

の ない 、情 報 の 伝 達 」す なわ ち 、電 信 ・電 話 は独 占的 キ ャ リアが 、・そ

の 他 の 広 義 の情 報 処理 を と もな う通 信 は 、 民 間の バ イ タ リテ ィー と創

意 に まか せ て も良い の では ない か と考 えて い る。

米 国 にお い て は 、FCC(連 邦通 信 委 員 会)は 、 コ ン ピュー タ と通

信 の結 合 に よる サ ー ビスにつ い て 「メ ッセー ジ交 換 サー ビス 」(伝 文

を変 更す る こと な く送 受 交換 す るサ ー ビス)と 「遠 隔 デー タ処 理 サ ー

ビス 」、 さ らに これ らの 複合 した もの と して の 「複合 サー ビス 」とに

区別 し、 メ ッセ ー ジ交換 サー ビス 及 び混合 サー ビス の 中で メ ッセー ジ

交 換 サー ビス を 中心 とす る もの につ い ては 通 信 事 業者 が 行 うべ きサ ー

ビス と し、そ の 他 は 自由参 入 を認 め るこ と と した 。

NISを 指 向す る情 報 処 理 業者 は 、 日本 の通 信 政 策 も、 自由経 済 社

会 を指 向 して い る 国際 的社 会 の一 員 と して 、近 い 将 来米 国 なみ に な る

こ とを期 待 し、そ れ を前提 と して事 業 計 画 を立 案 し、 推 進 して い る。

2.4.2通 信 回線 運 用 の 改善

通 信 回線利 用 につ い て の諸 問題 は、 電 気 通 信法 との 関 連 な しに 論ず

る こ とは 出来 な い。 しか し、 と りあえ ず の 改 善 に つ いて 、情 報 処理 サ

ー ビス 業 者 は 何 を最 も重要 課 題 と してい る か に つ いて 考 え て み よ う。

コ ン ピュー タの利 用 形 態 が オ ン ライ ン化 し、 広 域 化 、分 散 化 した 現

在 にお い て は 、情 報 処 理 にお け る通 信 の役 割 は 、 きわ めて 大 きい もの

が あ る。 コ ン ピュー タとコン ピュー タの 間の 通信 、 コ ン ピュー タ と端 末

間 、 あ るい は端 末 機 同 志 の通 信 がそ れ で あ るが 、 これ らは 、従来 の 電
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信 電話 とは 性 格 を 異 にす る。

す なわ ち、 電 信 電 話 が 、処 理 を と もわ ない トラ ンス ペ ア レ ン トな通

信 で あるの に対 し、 コ ン ピュー タに よる情 報 処 理 と結合 した通 信 の場

合 には 、通 信の 過 程 にお け る処 理 が 、 きわ めて 有 用 で ある とい うこ と

で あ る。

これ らの 処 理 とは 、 例 えば 次 の よ うな もの で あ る。

・デー タの パ ケ ッ ト化 に よ る通 信 回 線 の有 効 利 用

・伝 送 エ ラーの 検 出 と修正

・伝 送速 度 、 プ ロ トコー ル等 の変 換

・蓄 積 交換

・同報 代行 通 信

この よ うな新 た な 価値 の 付 加 され た通 信は 、 付加 価値通 信 と呼 ば れ

るが 、価 値 の 付 加 自体 コ ン ピュー タで 行 わ れ る とい う偶 然 が 重大 な問

題 を 提起 す る こ とにな る。 す なわ ち、 ア プ リケー シ ・ンと しての 処 理

も含め 、 デ ー タ処 理 と通 信 とが あま りに も緊 密 な 関係 とな り、 これ ら

の 間 の 線 引 きが 、 きわ め て 困難 に な った の で あ る。歴 史 的 には 通信 は

公 的 機 関の 独 占す る と ころ で あ り、 も しコ ン ピュー タ通信 を電 信 電話

と同一 視 す る な らば 付 加価 値 通信 を民 間 に 開放 す る こ とが 出来 な くな

るが 、他 方 、 付 加 価 値 通 信 は 、 サ ー ビス の 多 様性 と きめ細 か さの要 求

され る業務 で あ る こ とか ら、 民 間 に 委 ね られ る べ き性 質 の も ので あ

る とい うジ レ ンマが 生 じた 。

米 国の 連 邦通 信委 員 会(FCC)は 、 この 新 しい 情 況 に 対応 して 、

1973年 コ ン ピュー タ通 信 を従 来 の電 信電 話 と切 り離 し、 付加 価 値

通信 を民 間 に開 放 した 。 か くして 、 タ イ ムネ ッ ト、 テt/ネ ッ ト、 グ ラ

フネ ッ ト等のVAN(ValueAddedNetwork)業 者 が 誕 生 した の で

ある 。 さ らに 、FCCは1976年 、VANの 付加 価 値 に 関す る条 件

を緩 め 、民 間の 創 意 ある 付 加 価 値 サー ビス が 新 た な コ ン ピ ュー タ通 信
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の 需 要 を喚 起 す る もの であ る以 上 、 回線 再 販 にいか な る制 限 も加 え ら

れ るべ きで は ない とい う裁 定 を下 した 。

さて 、 わ が国 では、 昭 和46年 通 信 回線 が、 デ ー タ通信 の た め に開

放 さ れ 他人 使用 や共 同使 用の 制 度 が 確立 さ れ た ものの 、 デ ー タ通 信が

`

公 衆電 気 通 信 法 の枠 内 にお・かれ た た め 、 民 間の情 報 処理 業 者 が メ
ッセ

ー ジ交 換 を含 む処 理 を行 うこ とは禁 止 され た
。 した が って 、 わが 国で

は 、VAN業 者 の 存在 は 法 的 に認 め られ ない。 しか しなが ら、VAN

に 対す る潜 在 的 需要 は 強 い もの とみ られ る。

今 後 、 デ ー タ通信 は 飛 躍 的 に発 展 す る もの と予測 され て い る。 ま ず

需 要 の 面 か らい えば 、 デ ー タ量は 増 大 し、 オ ン ライ ンは ます ます 広 域

化 の 一途 を た ど るで あ ろ う し、情 報 処 理技 術 の発展 に よ り、 図形 情 報

シス テ ムの 普 及 や コ ン ピュー タと フ ァク シ ミ リの一 体 化 な ど、新 しい

形 態 での 通 信 の 需要 が 発生 す る もの と思 わ れ る。他 方 、 供 給 面で は 光

フ ァ イ バ 、 宇 宙 通 信 、 デ ジ タ ル 通 信 等 の 技 術 の 発 展 はめ ざま し く、

通 信 は、 さ らに高 速 化 、 低廉 化 す るで あ ろ う。

この よ うな情 況 に あ って、 わ れ われ 情 報 処 理 サ ー ビス 業 者 の は た し

得 る役 割 は 大 な る もの と信 じて い る。 近 い 将 来電 電 公 社 が サ ー ビス の

開始 を計 画 し てい る新 デ ー タ網(DDX)サ ー ビス の よ うな、 米国 にお

け るVANサ ー ビス を、 民 間の 情 報処 理 サ ー ビス 業 者 の 機 動 力 と バ イ

タ リテ ィー を も充 分活 用 す る ことが 、 ひい ては 我 が 国 の オ ン ラ イ ン需

要 を増 加拡 大 す る こ とに つ な が るの では ない か と考 え る。

24.3.通 信 回線 利 用上 の 問 題 点

通信 回線 利 用 上 の問 題 点は 、 現 行 の デ ー タ通信 関係 法令 に対 す る問

題 ともい え よ う。 時代 と共 に法 律 の 改 正 は 逐 次行 われ て きて い るが 、

デー タ通 信 を と りま く環 境 の変 化 や 通 信 回 線 の利用 形 態(ニ ー ズ を も

一62一



含 めて)の 変 化 が あ ま りに も激 しす ぎる ため に、 一般 経 済 活 動 の要 求

どお りの回線 ネ ッ トワー クを設 計 す る と、法 律 に抵触 す る部 分 が 発生

す る場 合 が あ る。各 種 の 団体 ・協 会 ・連 合 会 か ら、 現行 法 の改 正 に 関

す る要 望 が提 出 され て い る のは 、 この よ うな背 景 に もとつ くもの で あ

ろ う。

将 来 の デー タ通 信 は 、 おそ ら く、 単 一機 能 シス テ ムか ら総 合 シス テ

ムへ発 展 して ゆ く もの と考 え られ る。 又、利用 技 術 の面 で は 、従 来 の

閉 鎖 的 シス テ ムか ら複 数 の コ ン ピュー タを結 合 した コ ン ピュー タネ ッ

トワー ク シス テ ムに変化 して ゆ くもの と考 え られ る。 この よ うに 、通

信 回 線 を も含 め た総 合 情 報処 理 シス テ ムの利 用技 術 の高度 化 は 、今 後

も増 々高 ま る こ とが 予 測 さ れ る。 この よ うな事 態 に 鑑 み る と、 デー タ

通 信 関 係法 令 を云 々す る場 合 、単 に、 現 時 点に お け る利 用 ニ ー ズに適

合 させ んが た め の検 討 に 止 ま る こ とな く、 国際 的 視 野 を持 っ た上 で 、

将 来 の 、真 に あ るべ き通 信 回線 利用 形 態 に 対す る考 察 も加 え た、 先取

的 な法 改 正 を検 討 しなけ れ ば な らな い で あろ うとい う意 見 が多 い 。例

え ば 、 回線 料 金問 題 につ い て 次 の よ うな意 見 が あ る。 「我 が 国 の 回線

料 金 は 、一概 に は い え ない が 米 国 の7～8倍 で あ る。 情報 処 理 が 国 際

的 な広 が りを持 ち始 めて い る現 在 、 料金 体 系 も国 際的 な レベ ル での 整

合 性 が 必要 に な ろ う。 諸 外 国 と比 較 して 同等 も し くは そ れ以 下 の料 金

で サー ビスで き る こ とは 、 民 間 の情 報処 理 サー ビス業 者 に とって 、そ

の 機 動 力 とバ イ タ リテ ィー を高 め るば か りでな く、先 進 国 の 一員 と し

て も、 国 と して 当 然検 討 しな け れ ば な らない もの では ない か と考 え る」。

又、 この他 に も 「公衆 電気 通信 法 」で定 め られ て い る 「特 定 通 信 回線

使 用 契 約 に係 る電 気 通信 回線 の 他 人 使 用 の制 限 」を始 め、 回 線 利用 制

度 上 の問題 と して 、 現 実 の 回線 利 用 ニー ズに即 応 で き る よ うに して ほ

しい とい う意 見 が 多い 。
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3技 術 問 題 の 今 後

3.1情 報 処 理 技 術 に つ い て

我 が国 の 情 報 処 理 セ ン タの 出 現 は1950年 代後 半 頃 か らで あ る。 当

時 は科 学技 術 計算 が 中心 で あ った よ うだが 、情 報 処 理 セ ン タ の 案 内 書 な

どをみ る と、数 値 計 算 や統計 計算 の ライ ブ ラ リが充 実 して いて 、低 廉 な費

用 で手 軽 に問題 解 決 が で き ると あ る。 つ ま りコ ン ピュー タが ま だ 珍 らしか

った時 代 か ら、 利 用技 術 、す なわ ち どの よ うな ソ フ トウェ アが そ ろ らて い

るか とい うの が セー ルス ・ポイ ン トで あ ったわ け で あ る。

今 日、情 報 処 理 セ ン タ千 余 の 多 きを数 え、受 託 計算 の 内容 も科 学技 術

計算 は も とよ り、 事 務 計 算、 デ ー タベ ース ・サ ー ビス 、 オ ン ライ ン ・サー

ビス な ど多様 化 して きて い るが、 そ れ が顧客 の ニ ーズ を先 取 りし、 かつ 反

映 させ るた め に ソ フ トウ ェア資 源お よび開 発 ・運 用 に たず さわ る 人的 資 源

を備 え た もの で なけ れ ば な らない こ とは、20数 年前 か ら変 わ ってい ない。

ユ ー ザ 実 態 調 査 の 結 果 を み て も、外 部 の情 報 処 理 サ ー ビス を利 用す る

のは コス トが 安 くつ くか ら とい う理 由が51%も あ る と と もに、利 用 した

い ソ フ トウェアが そ の情 報処理 サ ー ビス業 者 に あ るか らとい う理 由が37

%あ る こ とは注 目して よい結果 で あ る。

ハー ドウェ アは 固 体 回 路技 術 の進 歩等 に よ り価 格 が ま だ まだ 低 下 してい

く傾 向 に あ り、普 及 も一 層進 む と思わ れ るが、 ソ フ トウェア につ い ては 人

的 資 源 が よ り ど ころで あ る以 上、 専 業者 として の技 術 蓄積 の 質 ・量 が将 来

を左 右す るは ず で あ る。

技 術 問題 の実 態 調 査 に お・いて も、情 報 処 理 費 用 の構 成 を ハー ドウェア関

連 費 用 と ソフ トウェ ア関 連 費用 とに分 け た場 合 、 ハー ドウェア比 率 の平 均

は現 在45.7%に 対 し、 昭和57年 で39.6%、 昭和60年 時点 で は33.5

%と 予 測 さ れて お り、 そ の理 由 と して ソフ トウ ェ ア要 員 の増 加 や ソフ トウ

ェア関連 業 務 の 比 重 の増 加 が主 に あげ られ て い る 。

一 方、 研 究 開 発 費 は 全 回答 会社 の平均 で売 上比 率3.3%が 現 状 で あ るが、

将 来 は全 回 答 会社 平均 で 同比 率6.5%に まで 高 め た い として い る。 ちな み
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にIBMの 研究 開 発 費の 割 合は 売上 比 率6%前 後 で 推 移 して きてい る。

ま た分 野別 で は、 コ ン ピュー タ ・シス テ ム、 シス テ ム技 術、 応 用技 術 に

対 す る 関心 が 高 く、 依 然 として 急激 な進歩 を とげて い る情 報処 理 技 術 を専

業 者技 術 として何 とか 身に つ け て い きた い とい う意 気 込 み が感 じ られ るの

で あ る。

しか しなが ら、 ユー ザ調 査 に み る情 報 処理 費用 の コス トが 相 対 的 に安 く

てす む とい う評 価 を 今後 も維 持 して い くため に は専 業 者技 術 の 育 成 だけ で

は 限 界が あろ う。 ハ ー ドウ ェア 設備 お よび 、 ソ フ トウェア 資源 を常 に 先取

的 に保 持 して い くこ と も必 要 で あ ろ う。 しか し、 こ れ は財務 体 質 の悪 化 に

つ な が るお そ れ もあ り、 歴 史 も浅 く、産 業 として の基 盤 もまだ脆 弱 な情 報

処理 サ ー ビス業 界 に とって は 、そ の 整備 は 容 易な こ とで は ない 。

技 術 問 題 の実 態 調 査 に お・い て そ れ等 に 関す る対策 と して 、 設 備 投資 面 や

技 術 者教 育 面 で の 財政 的 な保 護 を政府 に望 む 意 見 も もち ろん あ ったが 、そ

の他 に 、 ソフ トウ ェア ・パ ッケー ジの 流通 、 ハ ー ドウェ ア資 源 の共 用 とい

った、 同業 他 社 との 資 源 の融通 を図 り、 合理 化 を 図 って い く意 見が 多 く見

受 け られ た。

資 源 の共 有、 融 通化 を進 めて い くうえで技 術 的 に解 決 しな けれ ば な らな

い 課題 は多い 。

ソ フ トウェ ア面 で は ドキ ュ メ ンテー シ ョンの標 準 化 、使 用言 語 や ジ ョブ

制 御 言語 の 標 準化 、 あ るい は変 換 ツー ルの 開 発等 が あげ られ よ う。

ハー ドウェ ア面 で は コー ドの標 準化 、一 語 長 の相 違の 整 合 な どが あ る。

オ ン ライ ン ・ネ ッ トワー ク面 では 回 線制 御 手 順 の標 準 化 あ るい は変換 手

段 の開 発 があ る。

大 きな流 れ として は ソフ トウェア もハー ドウェア も、 オ ン ラ イ ン ・ネ ヅ

トワー ク制 御 も標 準 化 の 方 向 に あ るが 、 これ 等の技 術 の実 現 を ハー ドウ ェ

ア ・メ ー カ や ソ フ ト ウ ェ ア ・ハ ウス等 にま かせ る だ けで は な く、情 報 処

理 セ ン タ業 も 自 ら の た め に技 術 分担 を してい く自覚 が 必 要 で あ る。 そ の
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点 で実 態 調 査 に み る情 報 処 理 セ ン タ業 に 関 す る技 術 分担 の認 識 度 は総 体 的

には 良 とし て も、 た とえば マ イク ロ コン ピュー タや ミニ コ ン ピュー タの よ う

な超 小 型 コ ン ピュー タに関 す る認 識 の あま り高 くない こ とが気 にか か る。

実 態調 査 の結 果 か ら感 じるの は資 源の 共 有 化 、 融通 化等 の 合理 化 策 は企 業

間 での協 業化 や業 界 の再 編成 問題 な どにつ なが って い く大 きな課題 で あ り、

した が っ て 、(社)日 本 情 報 セ ン ター協 会 と して この 問 題 に 取 り組 む プ

ロ ジ ェ ク トの 必 要 性 で あ る 。 す で にIPA特 定 プ ロ グ ラ ム で 異 機 種 間

結 合 プ ログ ラムを完 成 させ た実績 もあ り、そ の経験 が土 台 に な り うる はず で

あ る。

技 術 問題 の実 態調査 に つ いて は、 設 問 の あ いま い な点 、 多 くの意 見横 雪 も

あ り、答 え に くい面 が 多 くあ った に もか か わ らず 、 極め て熱 心 な回答 が 得 ら

れ 、 また 注 目す べ き意 見 も多か った こ とは 、専 業 者 として の技 術確 立 に 関 す

る意 識 の 高 さ を裏づ け て い る とい え よ う。

3.2情 報 処 理 技 術 の 動 向

今 か ら8年 前、 ア ウエ ルバ ッ・・はIFIP(国 際 情 報処 理 連 合)の 大 会 に

お け る、 「技 術 予 測1971年 」 とい う招 待 講 演 の なか で、技 術 予 測 の3大

前提 として つ ぎの こ とを述 べ てい る。

(1)情 報 処 理 産 業 が成 熟 期 に達 した こ と。

コ ン ピュ ー タは世 界的 にみれ ば、 現在70,000台 以 上 が 設置 され て い

て 、 もはや1950年 代 の 幼 児期 で もなけ れ ば 、1960年 代 の激 動 の 青

春期 で もない 。

(2)に もか か わ らず、 コ ン ピュー タの利用 は ま だ未 熟 であ る こ と。

ハ ー ドウェ アは 過去25年 間 に 劇 的 な進 歩 を とげ たが 、利 用面 で は た だ

単 に計 算 機(カ ル キ ュ レ一 夕)や 会 計機 に と って かわ る もの として の み と

らえて きた 傾 向が ある 。 しか し、 よ り社 会 に密 着 した効果 的 な ア プ リケ一
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シ ョ ンを考 え る機 は 熟 して い るの であ る。

(3)ハ ー ドウェア技 術 の進 歩は 今 後 も 目ざま しいで あ ろ う。

そ れ は 固 体回 路 の 高 集 積化(LSI)が 設計 や 費用 効果 の 向 上面 で コ

ン ピュー タに与 え る影 響 が 極 め て大 き くな る徴 候 がす で にあ らわ れ て い

るか らで あ る。

上 記 アウエルバ ッハの予測 は、 今 日ま で の情 報 処理 の発 展動 向 を的 確 に予

測 して い る とい え る で あ ろ う。

1977年 現 在 、世 界 にお・け る コン ピュー タの保 有 台 数 は15万 台 、 買

価 換 算 に して822億 ドル(16兆4,000億 円)と い うめ ざま しい 浸透

状 況 は 、 ハー ドウェア の た ゆ み な い性 能 向上 もさ る ことな が ら、利 用面 に

お け る努 力 、す なわ ち ソフ トウ ェア 開発 の 重要 性 を一 層認 識 させ る 結果 に

もな って い るので あ る。

,

3.2.1ハ ー ドウ ェア 技 術

電 子 計算 機 シス テ ムの発 達 の推 移 につ いて 表3-1に 概 要 を 示す 。

表3-1電 子 計算 機 シス テ ム発 展の 概 要

(「米国:電 子計算機の歴史 」bit臨 増1972-8を 参照にして作成)

世 代 年代 主素子
加算 柴

(μs)
主 記 憶 × 補助記憶苓 システ ム概念 代表的機種

黎 明 記 1940 リレー

真空管
102

水銀遅延回
路
102語

MARK-1(1944)
ENIAC(1946)
EDSAC(1949)

第1世 代 1950 真空管
10 薦 ド曇ム

磁気 トラム

5字10

ハー ドウェア中心

機械 語

アセンブラ

UNIVAC-1(1951)
IBM701(1952)
IBM650(1953)

第2世 代 1960 トラン

ジスタ 100

磁気 コア
104語

磁気 テープ

7字10

汎 用 プ・グラム言 語

(コ〃%ラ)オ ン刻 ン

シ久テム(リモ ートバッチ)

IBM7000(1958)
IBM1041(1959)

第3世 代 1965

1970

集積回路 10-1 磁 気 コ ア

105語IC

メモ リ10β 語

磁気 ディスク

9字10

オペレーティングシスラム

仮想記憶

TSS

IBM360(1964)
シ リース

IBM370(1971)
シ リース

第4世 代 1980 超LSI 10-2 超LSI

106語 く一

磁気 ディスク

1011字

新 素子

分散処理

デ ータベース

問題向言語

?HM4000シ リーズ

普性能 はオーダを示 す
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'

電 子 計 算機 の発 達 に とって 重要 なで き ご とが過去 に2つ あ った。 第

1は フ ォン ・ノ イ マン等 に よる プ ログ ラム内蔵 方式 で あ り、第2は ト

ラ ンジス タの発 明に よ り論 理 素子 が真 空 管 か ら半 導体 固 体 回路 に代 わ

った こ とで あ った。

固体 論 理 素子 は 第3世 代 に 入 って集 積 回路(lntegratedCircuit)

に お きかわ った。 これ に よ り電子計 算 機 は価 格 の低 下 と性 能 の 向上

(速 度 、信 頼 性 、 大 き さ等)が 一 層促 進 され る ところ とな った。 半 導

体 技術 の進 歩 は表3-2に 示す とお りで あ るが、現 在 のLSIで は5

ミ リ四 方 の チ ップ上 に2,000ゲ ー トか ら3,000ゲ ー ト(ト ラ ン ジ

ス タ換 算 で10,00'O個)程 度 の実 装 が普 通 にな っ てい る。真 空 管 を

18,800本 使 用 し、1辺 が30mの 部 屋 を 占め て 、120KWの 電

力 を 消費 した とい わ れ る最 初 の 電子 計算 機(ENIAC1946年 、ペ ンシル

バ ニ ア大 学)は そ れ か ら20数 年後 に は数 ミ リ四方 の1チ ップにCPU

(中 央 演算 処 理機 構)が お さま る よ うに な った わけ で あ る。

表3-2集 積 回路 の推 移

集積 分類 ゲ ー ト 数 実 現 年

ト ラ ン ジ ス タ 1' 1958

・IC(SSI) 10 1967

MSI 30 1971

LSI' 100〈 1976

超LSI 10,000< 1980年 代

IC:IntegratedCircuit

SSISmallScaleIntegration

MSIMediumScaleIntegration

LSILargeScaleIntegration

超LSI:VeryLargeScaleIntegration
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LSI化 に よ る小 型化 が電 子 計算 機 と社 会 との む す びつ きを一 層強

め た こ とは間 違 い な く、低 廉 な専 用機 能 型 の電 子 計 算 機、 汎用 電子 計

算 機 と リ ンク した処 理機 能 の 分散化 とい った使 わ れ かた の み な らず 、

産 業 機 械 や民 生 機 器 の 自動 制 御 系へ の 応 用 とい っ た 目に ふ れ な くて も、

よ り社 会生 活 に密 着 した用 い られ かた が増 えて きて い る。 そ の よ うな

種 類 の電 子 計算 機 は 、 まず1965年 に あ らわ れ(DEC社 のPDP

-8
、 ミニ コン ピュー タ、 略 して ミニ コ ン と 呼 ば れ る)、 つ い で

1971年 にマ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ(マ イ コ ン 、INTEL社 の

4004)と 呼 ば れ る もの が あ らわ れ た。 両 者は そ の後 性 能向 上 が著

し く、 計算 機 との 概 念 の 区別 は 今後 一 層 むず か し くな って くる と思 わ

れ るが 、 現 時 点で は おお む ね表3・一一3の ように分類す ることがで きる。

表3-3電 子計 算 機 の 分類

介

分 類 1語 長 主記憶容量 CPU速 度(μs) 価格(万 円)

汎 用

コ ン ピ ュ ー タ
32ビ ッ ト<一 65KB～12MB 1～ ω 310

ミ ニ

コ ン ピ ュ ー タ

16・ 》32ピ ッ ト 16K王 ←4MB 10～1
210

マ イ ク ロ

コ ン ピ ュ ー タ

4～16ビ ッ ト 1K】}》32KB 100～10
110

*・1KBは1024バ イ ト、MBは1,・000KB

*2CPU速 度 は オ ー ダ を 示 す

*3価 格 はCPU部 分 の 買 取 価 格 の オ ー ダ
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(1)ハ ー ドウェ アの 性能

過 去30年 間の 情報 処理 機 器 の性 能 の 向上 につ い て概 略 を述 べ る。

① 速 度 の 向上

記 憶 素子 や論 理 素 子 の開発 お よび先ま わ り制 御 や 並列 動 作 とい

った 制御 方 式 の 考案 で処 理速 度は 世代 ご とに1桁 速 くな って い る。

ENIACは 加 算 が670回/秒 の単 位 で あ り、IBMの 機 種 に

よ る各世 代 ご との比 較 をし てみ る と表3-4の よ うに な る(関 連

図表 、 表3-1)。

表3-41BM機 に よる世 代 の推 移

世 代 機 種 処理命令/秒

第1世 代(1953年) 700シ リー ズ

(大 型機)

700

第2世 代(1958年) 7000シ リー ズ

(大 型 機)

5,000

第3世 代(1965年)

(1976年)

360/30

370/138

(中 型 機)
30,000

(中 型 機)
238,000

4

② 記憶 容 量

*1 の主 記 憶
装置 は水 銀 遅 延回 路 に よ り1語34ビ ッ トEDSAC

で512語 で あ った と い う。 第1世 代 の 主 記憶 装置 の 主流 は磁 気

*2ドラムで
、容 量 はIK語 か ら4K語 程度 で、 ア クセ ス ・ タ イ ム

(情 報 の読 み 出 し/書 き込 み に 要 す る時 間)は2ミ リ秒 か ら8ミ

リ秒 ぐらいで あ った 。 磁気 コアの 時代 を経 て、現 在 の 記 憶 素子 は

ICが 大 半で あ り、 容量 は 小型 機 で65Kバ イ ト、 中型 機 で512

Kバ イ ト、大 型 機 で は1メ ガバ イ ト*3か ら最 大16メ ガバ イ ト

で・ アク セス タ イ ムは数 百 ナソ 秒*4か ら数 十 ナ ノ秒 に な っ て

い る。 主 記憶 容 量 増 大 の推移 を図3-1に 示す 。IC記 憶 素子 の
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採 用 に よ り、1ビ ッ ト当 りの 素子 価格 は きわ め て安 価 に な った

(図3-2参 照)。IC素 子 の価格 は 図3-3に 示す とお り、

集 積 度 が 関係 す る。79年 に入 って か ら1チ ッ プ64Kビ ッ トの 超

LSIの は し りとい って もよい 素子 を採 用 した機 種(IBM43

XXシ リー ズ)が 発 表 され は じめ て い る。

主
記
憶
容
量

(
語
)

107

lO6

105

104

103

lO2

195054586266

西 歴 年

図3-1

707478

磁気 ドラム

磁気 コア

IC

主記憶容量の推移

32

16

8

4

2

図3-21ビ ッ ト当 りの価 格 推 移
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ビ

ッ
ト

当

り

の

価

格

*1.

＼磁 気
コア ・
、
、

1K々{IC

チツ4Kチ ップ

碧プ 悪 チ・ブ

*2.

*3.

*4.

196519701975180

図3-3記 憶 素子 の価 格推 移(UNIVACNEVVS189号 より)

・今 日の電 子計 算 機(プ ログ ラ ム内蔵 方式)の 基 礎 を なす最

初 の 電子 計 算 機 、1949年 に ケ ン ブ リ ッジ大 学 で完 成

1Kは1,024

1ナ ノ秒 は10億 分 の1秒

1メ ガバ イ・ト(1MB)は1,000Kバ イ ト

③ 信 頼 性

ENIACに は18,800本 の 真 空管 が 使 わ れ た。 個 々の真空

管 の寿 命 自体は1万 ない し2万 時 間 ほ どは あ るが、 これ程 の数 に

な る と、12時 間ま った く誤 ま りな く動 作 させ る ため に は誤 動 作

亘る
率10分 の1と い う高 信 頼管 が必要 とされ た とい う*

0

1948年 に発 見 され た半 導体 を利 用 した 回路 素子 、 トラン ジ

ス タは真 空 管 に似 た 働 ら きを持 つ だ けで な く、大 き さ重 量 、 消費

電 力 、寿 命 の 点 か らい って真 空管 よ り格 段 に優 れ て い る こ と、

ま た製 法 上、 均一 の 品質 の もの を大 量 に製 造す る こ とが可 能 で 、

経 時 変化 の点 で も真 空 管 よ りもは る か に優 れ て い る な どの 多 くの

*Goldstine,TheComputerfro皿Poscaltovo皿

Neuman
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特 徴 に よ り、1950年 代 の後 半 か ら真 空管 に代 わ りは じめ、 第

2世 代(1960年 代)か らは 真 空 管 は完 全 に過 去 の もの とな っ

た 。

しか し、 素子 として の信 頼性 は 向 上 して も(基 本 的に は テ ンナ

イ ン とい わ れ る99.9… ・・…9%の 高 純度 の 半 導体 を製造 す る高

度の 技 術 お よび設備 を要 求 され る)、 他の 構 成 要 素や 、 回路 技 術 、

環 境 条 件 な どの 要 因 に よ り、電 子 計算 機 か ら障害 を完 全 に取 り除

くこ とは で きな い。

第2世 代 以後 は 、信 頼性 を向上 させ るた めの 諸機 能 を電子 計 算

機 自身 が持 つ よ うに な って きて お・り、 今 日の電 子 計 算 機 シス テ ム

で は 、障 害 の 正確 な検 出お よび 自動 回 復 を指 向 した機 能(RAS

機 能 とい う)が と り入 れ られて い る。

RAS(Reliability,Availability,Serviceabil-

ity)機 能 は ハー ドウ ェアの 障害 を検 出 した 場合 、 命 令の再 試

行 な どに よ り 自動 回 復 を 試み る(情 報1ビ ッ トの エ ラーはError

Check&Correct機 能 に よ り 自動 回復 さ れ る)。 回 復 不 可能

と判 断 した場 合 に は 、 障害 部 分 を論 理 的 に切 り離 し、 シ ステ ムの

運 転 を続け る よ うにす る(フ ェ イ ル ・ソ フ ト)機 能 と障 害情 報 の

収 集 、 編集 機 能 な どを持 って い る。 ま た シス テ ム運用 時 に お け る

信頼 性 対 策 とし ては 、 フ ァイル保 護 の ための 機 能(パ ス ワー ド等)

や オペ レー タ ・コ マ ン ドの使 用 制 限、利 用者 の資格 チェ ッ クな ど

の 機 能 を持 つ よ うに な って きて お り、RAS機 能 専 用の マ イク ロ

プ ロセ ッサ を内 蔵 して い る もの もあ る。

④ 操 作 性'

電 子 計 算機 シス テ ムの操 作性 は 年 々向 上 して きて いる。IC化

され て い る最近 の 電 子 計 算 機 シス テ ムで は電 源 を入 れ てか ら、 何

らか の方 法 で オペ レー テ ィン グ ・シス テ ム を主 記憶 装 置 に格 納 す
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●

る手 順 が必 要 だが 、 この 操 作 はほ とん ど 自動化 に近 くな って きて

い る し、 昨 今の 省 力化 事情 を反 映 し て24時 間 無 人運 転 や 省 力的

運 転 の ための 機能 を持 つ システ ムが あ らわ れ て きて い る。

周 辺 装 置 に お・い て は 磁気 テー プ装 置 へ の リー ルの着 脱は ワ ンタ

ッチ に な って 省 力化 効果 を あげ て い るが 、 大容 量 磁気 デ ィス クの

性 能 向上 と大 容 量 記憶 シス テ ム(IBM3850等 、1012バ

イ ト)の 出現 に よ り磁気 テ ー プ装 置 に よ る フ ァイル処 理 は 、今 後

は む しろ従 的装 置 にな って い くだ ろ う。

オ ペ レー シ ョンが磁気 テー プ装 置 か ら開 放 され る こ とは 省 力化

運 用効 率 の向上 に大 きな効 果 が あ り、 磁 気 テー プ ・り一 ルの かけ

ま ちが い な どの 心 理的 負 担か ら も開 放 さ れ るこ とに な る。

今 後 は オ ン ライ ン ・シス テ ムの普 及 に よ り、 分 散処理 が 一 般化

さ れ て くるの で 、中 央 の電 子計 算 機 の 運 用 管理 は監 視 業 務が 主 体

に な るだ ろ う。 オ ン ライ ン ・シス テ ムの 端 末 装置 に は マ イク ロプ

ロセ ッサ が組 込 ま れ て、 入 出力 処理 や デー タ編 集 な どにお いて 機

能 の分散 化 と操 作 の 容易化 が一 層進 んで くるもの と思 わ れ る。

⑤ 省 資 源化

ENIACは 電力 消 費量 が120KW(150KWと の 資料 も

ある)、 重 さが30ト ンあっ た とい うが、 そ れ と比べ れ ば現 在 の 電

子 計算 機 は 集 積 度 で1万 倍 、電 力 消 費量 で は千 分の1か ら1万 分

の1の オ ー ダ に はな って い る。 ち なみ に1チ ッ プの マ イ ク ロプ ロ

セ ッサの消 費 電 力 は1W前 後 に な って い る。 汎 用の 電 子 計算 機 で

も79年 の1月 未発表のあったば か りのIBM4331で は64K

ビ ッ ト/チ ッ プの記 憶 素子 と、704ゲ ー ト/チ ッ プの 論理 回路

の 採用 に よ り、 従 来 の同 型磯 の半 分 の消 費電 力 です む よ うに な り、

特 別 の冷 房 設備 を 必要 とせず 、普 通 の事 務室 に 設置 可能 とい う。

超LSI(表3-5参 照)の 出現 に よる1980年 代 が電子 計算 機
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システムの第4世 代の到 来 といわれているが、その ときには現在

の大型電子 計算機のCPUは 、1チ ップに実現 されてい るとい う

(そ の他に電源、冷却装置等が不必要 になるか ら卓上計算機程度

にはなろ う)。 高集積化 の技術は省資源について も極めて高い効

果 を示すこ とが よくわか る。

表3-5超LSIの イ メ ー ジ

特 徴 現 状 超LSI

容 量' 4,000ビ ッ ト 数 百 万 ビッ ト

速 度 1～2ns/ゲ ー ト 0.1～0.3ns/ゲ ー ト

形 状 ロ ッ カ ー程 度 卓上計算機程度

価 格 1円/ピ ッ ト 0.2～0,5円/ビ ッ ト

信 頼 性 1 故 障率1/100

(2)性 能 評価 の問 題

性 能 評価 は定 性 的 な 尺度 と定 量的 な尺 度 に わ け て考 え る こ とが で

きる。

定性 的 な尺 度 と して よ く知 られて い るの が命 令 の ミックス 法 で ギ

ブ ソシ ・ ミックス とい わ れ て い る もの が そ もそ もの 原典 な の だが 、

これ はGibson氏 が7本 の 科学 技 術 計算 プ ログ ラ ムの実 行命 令 を ト

レー ス して そ の 出現 回 数 の 統計 を と り、 個 々の命 令 の 荷 重 を求 め た

もので あ り、表3-6の ケー ス1の よ うな値 に な って い る。 この考

え 方は各 命 令の 実 行 時 間 さえ わ か れ ば、 簡 単 に個 々の電 子 計算 機の

性能 を比 較 ・評 価 し得 る とい う こと なの で、 性 能 評 価の 標 準 的 な 尺

度 がそ の後 確 立 して ない こ もあ って 、 よい方 法 なの か ど うか釈 然 と

しな い ま まに 、 しか し手 軽 な評 価 方 法 と して ひ ろ ま って しま っ た感

が ない とはい え ない 。
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表3-6い ろ い ろ な ギ ブ ソ ン ・ ミ ッ ク ス の 荷 重

命 令 ケース1(%) ケー ス2(%) ケー ス3(%) ケー ス4(%)

ロ ー ド&ス ト ア 31.2 33.0

}33.0
固定加算&減 算 6.1 19.0 65.0

比較 3.8 4.0 4.0

分岐(無 条件) 17.5 17.5

}'22・0
〃(条 件) 16.6 6.5 6.5

浮動加算&減 算 6.9 5.8 70

浮動乗算 3.8 3.2 4.0

浮動除算 L5

、

1.3 2.0

固定乗算 0.6 6.0 0.6

固定除算 0.2 2.0 0.2

桁移動 4.4 4.6 4.6

論理積&和 1.6 1.7 1.7

リテ ラル命 令 5.3

イ ン デ ッ ク ス 18.0 19.0

浮動加算(長 語) 1.5 73

〃乗 算(〃) 0.8 4.0

〃除算(〃) 0.3 L6

`

1

とこ ろで現 在 の ギ ブ ソ ン ・ミック ス とい わ れ て い る もの は原 典 と異

な る荷 重 の もの のほ うが よ く使 わ れ てい る。 代 表 的 な もの を表3-6

の ケ ース2～ ケー ス4に 示 す 。

コマ ー シ ャル ・ミック ス(別 名 ビジネス ・ギブ ソン ・ミッ クス と も

い う:表3-7)は ギブ ソン ・ ミック ス が そ もそ も科 学技 術 計 算 プ

ログ ラムの 分 析 に よ ってつ くられ た もの で あ るの で 、 事務 計算 の 特 性

を考 慮 して新 た に考 案 され た もの の よ うに み え る(出 典 が は っき り し

ない ま ま よ く使 わ れて い る)。

一76一



表3-7コ マ ー シ ャ ル ・ ミ ッ ク ス の 一 例

命 令
⌒

荷 重(%)

演算命令 9

比較 24

移動(MOVE) 25

無条件分岐 31

編集 4

入/出 力準備 7

定 量的 評価 の方 法 は 、 一 般 的 な もの として ベ ンチ ・マー ク ・テス ト

が あ る。 これ は典 型 的 ない くつ か の プ ログ ラ ムを選 定 し、 そ れ を電 子

計 算機 に実 際 にか け るの で あ る。 これ は や り よ うに よ って は フ ァイル

処理 性 能 やオ ペ レー テ ィン グ ・シス テ ムの効 率 等 も含 め た シス テ ムの

総合 的 な評価 も可 能 な の で、実 用的 な方 法 とい え るが 、 購入 を前提 と

した機 種 選定 作業 時 で な い 限 り、 費用の 点で 気 軽 に や る わけ に は い か

ない。 また 希 望 ど お りの シス テ ム構 成は そ う実 現 で きる もの で は ない

し、 発表 され て か ら半 年 な い し1年 の機 種で は プ ロ トタ イプす らな い

場 合 もあ る。 オ ン ライ ン ・シス テ ムの ベ ン チ ・マー ク ・テス トとな る

と同一 条 件下 で 複 数 機 種 の評 価 をす る こ とは極 め て 困 難 で あ る。 つ ま

りベ ンチ ・マー ク ・テ ス トは 環境 条 件 の設 定 が 思 う よ うに な らな い こ

とが 多い の で、 そ の 場合 には測 定 結 果 の 評価 も限定 的 に な らざ る を得

な い。

現状 では シス テ ム全 体の 性 能 を評価 す る これ とい った決 め 手 は 乏 し

い といわ ざ る を得 な い が 、 つ ぎの よ うない くつ か の方 法 か ら総 合 的 な

評 価 を 行 う こ とが 一 般 的 で あ る。

'
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①CPU性 能

。 ギ ブ ソ ン ・ミックス値 お よび コマー シ ャル ・ミック ス値

・標 準 問 題 に よ るベ ンチ ・マーク ・テス ト。多項式 、 逆行 列 、数 値 積

分 な ど.

② プ アイ ル処 理

o標 準問 題 に よる ベ ンチ ・マーク ・テス ト。分 類 ・併 合、 磁気 デ ィス

ク装置 の ラ ンダ ム ・ア ク セス な ど

③ オ ン ライ ン処理

。シ ミュ レー シ ョンに よる解 析

。CPUに 最大 負 荷 を か けた状 態(大 きな ジ ョブ を バッ ク グ ラ ウン

ド ・ジ ョブ として実 行)で 少 な くと も複 数 の端 末装 置 か ら所 定 の

操 作 を行 う。

④ 総 合性 能

。① 、② あ るい は① ～ ③ を何 回 か く り返 し、単位 時 間 当 りの処 理 性

能(ス ル ー プッ ト)を 求 め る。

ベ ン チ ・マー ク ・テス トにお・いて は そ の シス テ ムに と って で きるだ け

ク リテ ィ カル な状 態 をつ くり出す よ うに プ ・グ ラムや処 理 手 順 を工 夫 し

て お くこ とが 望 ま しい 。

す な わ ち コン ピュー タの 実際 性 能 は個 々の使 用 環 境条 件 に よ って変 っ

て くる ボ トルネ ッ ク(た とえ ば 演算 速 度 、 主記 憶 容量 、 フ ァイ ル速 度)

で 限 定 さ れ る か らで あ り、 ベ ン チ ・マー ク ・テ ス トはそ れ を み つけ 出す

手 段 に な り得 るか らで あ る。

表3-8にCPU性 能 を 中心 に したあ る機種 比 較の デ ー タを示 す 。表

中IBM370/168はFORTRANコ ン パ イ ラの最 適 化 の効 果 が 強

くあ らわ れ、HITACM-180は 高速 演 算 付 加 機構 が機 能 して い るの

で ベ ンチ ・マー ク ・テ ス トの 性 能 比 は公 称 ギブソン ・ミックスのそれ より

も よい 結 果 が 出て い るが 、大 型機 に な る程CPUの 価格 性 能 比 が よ くな
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る傾 向が あ らわれ てい る。

表3-8ギ ブ ソ ン ・ ミ・クス値 とベ ン チ ・マ ー ク 値 と の 相 対 比 較

(FACOM230/25を1と し て)

機 種 名 発表年度
公称GM

((μs))
相対性能

100元

逆行列 醐
相対性能

CPU

価格 σブ円)
相対比

A
IBM
360/50 1964 推 定6.25 L5

祈172
4.4 798 5.4

B
FACCM
230/25

1968 9.56 1.0
苦1320

1.0
普2147

1

C
TOSBAC
3400/41 1968 5.78 1.7

苦ll58
2.0

苦3291
2.0

D
HITAC

8450
1971 3.34 2.9 130

'
2.5 535 3.6

E
IBM
370/168

1972 推 定0.3 31.9 2.5 128.0
苦41921

13.1

F
TOSBAC
5600/160 1973 L3 74 50.5 6.3 573 3.9

G
ACOS
700

1974 0.9 10.6 43.2 7.4
.

738 5.0

H
HITAC

M180
1974 0.25 38.2 6.5 . 49.2

苦41
,500 10.2

1
COSMO
900

1976 1.6 6.0 63.0 5.1 554 3.8

J
AOOS

800
1976 0.49 19.5 24.1 13.3 985 6.7

苦1

苦2

苦3

苦4

10～50元 の処理時間の グラフか ら読取 った値

131KB

65KW

lMB'

主記憶容量

〃

'

〃

ー79一



(3)情 報 処理 の性 能 と費 用

Datamation誌 の1976年5月 号 に第2世 代 と第3世 代 の200

*万 ド
ル電子 計算 機 に関 す るつ ぎの よ うな記 事 が あ る。

1960年 に 発表 され たIBM704と1975年 に発 表 され た 、

IBM370/145を 比較 した もので 、IBM704に 対 し370は 、

o主 記憶 容 量

0ア クセ ス ●タイ ム

o加 算 速度

o磁 気 テー プ転送 速 度

oカ ー ド読 取 速 度

oカ ー ドせ ん孔 速度

oラ イ ン プリ ンタ速 度

とな って い る。

16倍

48倍

10倍

80倍

6倍

3倍

13倍

日本で 初 め て 誕 生 した 電 子 計 算 セ ン タ は1956年 の富 士電 算機

計 算所(有 隣電 気 精機)で あ るが、 当 時のFACOM128と い う1〕

し・一 計算 機 の 使 用料 は1分 間150円 とあ り、10元 の連立 一 次 方程

式 を解 く計算 料 金 は1,550円(約10分 か か る)と あ る。

今 日の 大 型 コン ピュ ー タ、た と えばTOSBAC5600/160で

同様 の 問 題 を解 け ば 、0.15秒 で、10円 に も満 た ない で あ ろ う。実

際 に は10円 で 処理 して くれ る計 算 セ ン タ は お そ ら くな い であ ろ う

が 、 単純 比較 で は、
.20年 間 で150倍 の コス ト・パ フ ォー マン スの

向 上 が あ った とい う ことに な る△

図3-4に この 数 年 に発 表 された電 子 計 算 機 シス テ ムの なかで、

CPUの レ ンタ ル価 格(CPUお よび512KBの 主 記 憶 装置 の み)

が500万 円/月 前 後 の 機 種 に関す る性 能 推 移 を示 す 。 年代 とと もに

*Frank,W,L,TheSecondHalfofCo皿puterAge,

Datamation,May,1976
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コス ト ・パ フ ォー マ ンス が 向上 して い る傾 向 を 読み とる こ とがで きる。

価
格

×
性
能

50

40

30

20

発 表 年 度

図8-4コ ス ト ・パ フ ォ ー マ ン ス の 推 移

注)価 格 は 主 記 憶512KBを 持 つCPUの み の レ ン タ ル 価 格

性 能 は ギ ブ ソ ン ・ ミ ッ ク ス 値

11BM870/135(価 格 ×性 能 は 推 定)

2HITAC8850

3FACOM230/48

4FACOM230/38

5ACOS600

6M160K

7ACOS500

(4)ハ ー ドウェア技 術 へ の取 り組 み 方

い ま まで ハー ドウェ ア技 術 の発 展 動 向 につ いて そ の概 要 を述 べて き

た。 た しか に ハー ドウェアの価 格性 能 比は過 去 着 実 にか な りの 速度 で

改 善 され て きて お り、 この傾 向は今 後 も当 分続 くで あ ろ う。 また オ フ
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イス コ ン ピュー タ、 ミニ コン ピュ ー タ、 マ イ ク ロコ ン ピュー タの急 成

長 は社 会へ の情 報 処理 の浸 透 を一層 確 か な ものに して くれ るだ ろ う。

し か しなが ら、 導 入後 数 年 を経ず して よ り高度 な ハー ドウェ アが 出

現 す る よ うな技 術進 歩の な かで 、情 報 処理 セ ン タ業 は ハ ー ド ウ ェ ア

技 術 に ど う とり組 んで い くべ きな の で あ ろ うか。

技 術動 向 の実 態 調査 にお いて も、 コン ピュー タ ・シス テ ムの技 術の

重 要性 お・よび影 響度 に関す る認 識度 は かな り高い。

ひ とつは 、 技 術動 向 を 的確 に把 握 し 、八 一 ドウ三 ア技術 の 水 準 に 関

す る認 識 を確 か な ものに して い くこ とであ ろ う。 自社 の 業 務環境 に適

合 した ハー ドウェ アを も っ と もよい タイ ミ ングで 活用 して い くため に 、

そ して ハー ドウェア ・メー カの お仕 着 せ で な い シス テ ム構 築 を行 ってい

くため に は確 か な眼 を身 に つ け る努 力 が必 要 であ る。 そ れ は(ハ ー ド

ウェ ア技術 に限 らない が)常 日頃 の調 査 ・研 究活 動 の積 み重 ね の なか

か らあ らわ れ て くる もの に違 い な い。

も うひ とつ は 、 評価 技 術の 確 立 で ある。 最 適 な ハー ドウェ ア ・シス

テ ムを ど う自社 環境 に と り入 れて 、 サー ビス環境 を整備 して い くか。

それ に は シス テ ム導入 時 の評 価 お よび運 用 段階 にお ける評 価 の 双方 が

重 要 なの で あ る。 支払 い得 る費 用 、 システ ムの 互換 性 な どの 限 定 条 件

のな か で、 い か に費 用効 果 の 高 い、 かつ 運用費 用 の低 い ハー ドウ ェア

・シス テ ム を選 ぶ か とい うこ と と、運 用 段階 にお・いて は シス テ ムの ボ

トル ネ ックを 見つ け 出 し、 そ れ の 技術 面 お よび運 用面 で の対 応 策 を講

じ られ る よ うにす る こ とで あ る。

要 は 情 報 セ ンタ ・オ リエ ン テ ッ ドな ハ ー ドウ ェア ・シス テ ム を構 築

す る気 構 え と技 術 を身 に つけ る とい う こ とで あろ う。

た とえば 、汎 用 の オ ペ レー テ ィン グ ・シ ステ ム(以 下OS)は バ ッ

チ 、 オ ン ラ イン、TSS等 様 々な利 用形 態 を同時 に処 理 す るた め にか

な り複雑 で か っ大 型 化 して きて い る。 大 型 コン ピュー タ ・シス テ ムで
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は 必 要 な 占 有 容 量 が1メ ガバ イ ト以 上 に もな って きて い る。 この よ

うなOSは い くつか の利 用形 態 が 適 当 に ミックス され て い る場 合は よ

くバ ラ ンス して い るが 、 あ る利 用形 態 の 処理 量 が増 大 す る と、そ こが

ボ トルネ ックに な り、 ス ルー プ ッ トが 極 端 に悪 くな る こ とは よ く経験

す る と ころで あ る。 また 、TSSサ ー ビk用 に少 数 の端 末 で あ る に も

か かわ らず、 多 くの 資 源 を割 当て ざ る を得ず しか もそ とで 利 用 さ れ る

CPU時 間 はわ ず かで あ るの に、 バ ッチ処理 の スル ー プ ッ トが 悪 くな

った とい う経 験 もあ る。

上 記 例 は あ る汎 用OSに お け る経 験 例 で あ るが 、 そ の システ ムの性

質 を事 前に よ く見 きわ め 、何 が ボ トル ネ ッ クに な り得 るか とい う こ と

を認 識す る技 術 の 重要 さを強調 する意味であえて述べた・そ の意 味 は ・ ム

ー ドで シス テ ムを導 入 す る こ とを 防 ぎ、 冷 静 な客 観 性の あ る シス テ ム

評価 技 術 を育成 して い くこ とが 、情 報 処 理 セ ン タ業 の 独 自性 を 確 立

してい くこ とに つな が る と信 ず る か らで あ る。

●
(社)日 本 情 報 セ ン ター協 会 にお・け るハ ー ドウェア技 術 の 研 究課 題

と して検討 して みた い こ とは 、機 能 分化 を前 提 に した コ ン ピュ ー タ ・

コ ン プ レ ックス の研 究 で あろ う。 汎用 のOSは 総 花的 な メ リッ トが あ

る には ちが い ない が、 ハ ー ドウェ ア資 源 を 多 く必要 とし、 オー バ ヘ ッ

ドも多 くなる。 汎用OSの 全 機能 の うち利用 して いる部分 はそ う多 く

は ないは ず で あ る(リ リース 後 、 半 年 な い し1年fcっ て か らOSに バ

グが 見 つ か る こ とは 、 そ う驚 くに あfcら ない)。kと えぱTSS専 用

機 を 設 置 した い 時 、 ミニ コ ン ピュ ー タで 十 分 満 足の い くシス テ ムが 構

築 で きる場 合 もあ る。

従 って 、情 報 処 理 セ ン タ業 が 、 よ り 少 な い資 源 で稼 動 率 を高 め、

費用効 果 をあ げて い くfcめ に は、 機 能 を分化 させてOSの 効率 を高 め・

必 要 な らば他 の 特 化 機 能 を持 つ コ ン ピュー タ と結 合 を図 る機 能 、 いわ

ゆる コ ン ピュー タ ・コ ン プレ ッ クス、 あ る いは ポ リプ ロセ ッサ、 広 域
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に は コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ トワー クの 研 究が今 後の技 術 面 に お け る重要

な 課題 に な り得 る と思 う。

3.2.2ソ フ トウ ェア技 術

(1)ソ フ トウェアの 概 念

プ ログ ラム 内蔵 型 の電子 計 算 機 が1949年 に 出現 して以 来 情 報

の 歴 史 は、 性 能 改 善 の著 しい ハ ー ドウェ アの開 発 とぼ う大 な量 に お

よぶ ソフ トウェ ア開発 の 歴 史で あ った。

ソ フ トウ ェア と い う用 語 は電 子 計 算 機を ハー ドウェア と総 称す る

の に対 して 、そ の電 子 計算 機 に処 理 手順 を与 え るための 一 連 の手 続 、

す な わ ち諸 々の ブ ・グ ラムを総 称 す る用語 として使 わ れ てい る。 電

子 計算 機(ハ ー ドウェア)だ け では 自動情 報処理 組 織 とは い えず 、

そ れ に処理 手 順 を与 え る ソ フ トウェ アが 備 わ って は じめて 自動情 報

処理 組織 とい え る(図3-5参 照)。

電 子 計 算 機 組 織
(自動情報処理系組織)

ア
)
手
順

ウ

手遠(

ナ ペ レー テ ィ ング ・システ ム

(制 御 プ ロ グ ラ ム)

ユ フ

⊥イ

否 フ

イ リ

ζお
zよ

ムび

ノ、一 ド ウ .エ ア

(金 物 類)

一 一 一 一 「

外

部
補

助

記
憶

装

置

図3-5電 子 計 算 機 組織 の 概 念 図
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電子 計算 機 の 利 用が 、 誕生 以来 わ ず か30年 で今 日の よ うに 普 及

した理 由の ひ とつ は 何 とい って もそ の処理 速 度 の 向上 であ る。EN

IACの 時 代 に 砲弾 の弾 道 計 算 を30秒 でや って のけ(こ の仕 事 が

主 目的)、 実 際 の着 弾 よ り も速 い とい うの で 、 「弾 よ りも速 く」 と

い う キャ ッチ フ レー ズが あ った とい う(一 松 信、 電 子計 算 機 と二 進

数 、 日本 評 論社)。

も うひ とつ の理 由が 、 電子 計 算 機 の処理 手 順 を容 易 に 作成 す る作

業 、 す な わ ち プ ・グ ラ ミン グの容 易性 で あ る。 処 理手 順 の 作成 とは

電子 計算 機の理 解す る言 葉(機 械 語、 命 令語 な ど とい う)で 処理 手

順 を記述 す る作業 で あ る。 この 一連 の 処理 手 順 は 電子 計 算 機の記 憶

装置 にま ず格 納 され、 つ い で制御 装 置 が 記憶 装 置 か ら逐 次、命 令語

を と り出 し て きて解 読 し、 そ の意 味 す る とこ ろに従 って 処理 を 実行

す るわ け で あ る。 この プ ログ ラ ム内蔵方 式(EDVACの 設 計 に 参

画 したVonNe皿lan等 の考 案)に よ り、 電子 計 算 機 は 多 様 な処 理

の 可 能性 を持 つ 自動 情 報 処理 機 械 とな り、 今 日の 発 展 をま ね くに至

った の で あ る。

プ ログ ラ ミングの 本 質 は 、30年 後 の 今 日で も基 本 的 に は変 わ り

が な いが 、 そ の や り方 には変 化 が 見 られる。 初 期 の プ ログ ラ ミング

は機 械 語 そ の もの で プ ロ グ ラ ミン グ をした。 この 機 械 語 とい うの は、

数 字 の 羅 列 で あb、 た とえ ば01な らば加 算 、02な らば 減算 と

い う ように 、 何 十種 類 か の命 令 語 を憶 え な ければ な らず 、記 述 も大

変 で あ った。 そ こで 命 令 語 を人 間が憶 え やす い よ うに 象徴 化 して 記

述 を容 易 な もの にす る工 夫 が は じま り、 た と えば 「加 算 」 と記 述 す

れ ば、 そ れは あ らか じめ 用意 さ れて い る翻 訳 プ ログ ラム(ア セ ン ブ

ラ)が 、 「01」 と解続 して電 子 計 算 機に 与 え る よ うな や り方 に な

った。 この よ うな傾 向 は プ ロ グ ラ ミン グの容 易 性だ け で は な く他 に

も利点 の あ る こ とが わ か った 。 機械 語 は 電子 計算 機 固有 の 言 葉(方
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言)で あ り、 この言 葉 で 作成 した プ ログ ラ ムは 、他 の種 類 の 電子 計

算 機 でそ の ま ま実 行 す る ことは まず 不 可能 で ある。 ところ で 「加 算 」

とい う言 葉 は 人 間 の 日常語 に近 い共 通 の言 葉(標 準語)で あ り、 こ

の 共通 語 で作 成 した プ ログ ラ ムは どの 電子 計 算機 に で も翻 訳 プ ロ グ

ラムさ え 用意 されて いれ ば使 用す るこ とが で きる。 つ ま リプ ログ ラ

ムの 共通 性 とい う重 要 な概 念 が 出て きた わ け であ る。

プ ロ グ ラ ミン グ言 語 の 歴史 は 日常 語 の 記述 に、 よ り近 づけ る汎 用

プ ログ ラミ ン グ言語(コ ンパ イラ)の 開発 と適 用 分野 ご とに記 述 の

容 易 さ を ね らった問 題 向 き言 語 の 開発 が 主体 で あ った。

ソフ トウェ ア 開発 の 歴 史は 初 期 か ら中期 に かけ ては上 記の プ ログ

ラ ミン グ言 語 の 開発 が 中心 で あ り、つ い でIBM360に よる第3

世 代 の 幕 開 け が 、 オ ペ レ ーテ ィン グ ・シス テ ムの幕 開 け に もな っ

た(表3-1参 照)。 オ ペ レー テ ィン グ ・シス テ ムは電子 計 算 機 の

使 用効 率 の向 上 をね らい として 、種 々の 制 御 プ ログ ラム を統 合化 し

た もの で あ る。 電子 計 算 機 の もつ 資 源、 す なわ ち記憶 装 置、演 算 装

置 、 入 出力 フ ァイル装 置等 を効 率 よ く活 用 して処理 能 力 の増 大 を 図

り、 操 作性 や保 守性 を向 上 させ る こ とに 目が 向い て きたわ け で あ る。

今 後 に お い て も ソフ ト ウェ アの 開発動 向は プ ・グ ラ ミン グ言 語お よ

び オペ レーテ ィ ング ・シス テ ムの 高 度化 にむ け られ よ う。 そ こには

利 用 者 か ら見れ ば 、電 気、 水道 や テ レ ビの ように特 別 な技 術 を要 さ

ない で 電子 計算 機 を利 用で きるこ とが 予 想 さ れる反面 、そ の裏 で は 、

そ の よ うな サ ー ビス を確 実 な もの にす る ため の、 高 度 な ソ フ トウェ

ア開 発技 術 の存 在 が 必要 とな って くるので あ る。

(2)ソ フ トウ ェ アの 費用

情報 処 理 全 体 に かか る費用 の うち、 ハ ー ドウ ェ ア 費 用 が 占 め る

割 合 は 年 々減 少 傾 向 に あ る(表3-9、 図3-6参 照)の に対 して

ソ フ トウェア にか か る費用 は 年 々上 昇 傾 向 にあ る。
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表3-9世 界の汎用電子計算機設置状況

国 名 設置台数 設 置 金額(百 万ドル) 金額 シェア(%)

ア メ リ カ合 衆 国 61,120 37287 .466

日 本 19319 8,331 10.1

西 ド イ ツ 10,660 6,527 7.9

イ ギ リ ス 8543 4,794 ξ8

フ ラ ン ス 9,186 4,768 5.8

カ ナ ダ 3,372 2,301 2.8

イ タ リ ー 4491 2,119 2.6

オ ラ ン ダ 2,469 1254 15

、

ス イ ス 1,723 1ユ44 1.4

そ の 他 自由諸 国 15228 8,170 9.9

ソ連 ・東 ヨー ロ ッ パ 15229 5,494 6.7

合 計 151,340 82ユ89 100.0

(コ ン ピュー タ白書,1977年 度 版,1976年 末 現缶IDC調 べ)

80

70

60割

50

合40

30

(%)20

10

機械設備費(CPU,周 辺機

器,端 末)
人件費+外 注費

72737475

図3-6 情 報 処 理 の 費 用 傾 向(コ ン ピュ ー タ白書 、
1976年 度 版)
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BOEHMは 米 国国 防省 の 情報 処 理 費用 の 分析 を した結 果 、 ソフ ト

ウェ ア費 用 の 割 合は ハー ドウェア費 用 の割合 よ りもすで に 多 くな って

いて 、1985年 頃 には情 報処理 費 用 の大 部 分は ソフ トウ ェア費用 に

よ って 占め られ る であろ う と述べて い る(図 一7)。
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図3-7

19701985

ハ ー ド 費 用 と ソ フ ト 費 用 の 相 対 関 係

BOEHM:TheHighCostofSoftware

Softwareworld(Vol.6,No.1,)175

ソフ トウェ ア費 用 の 調査 、 分析 に 関 し ては 多 くの報 告 が 見受 け られ

るが 、 ソ フ トウェ ア費 用 の上 昇は ソフ トウェ アの 必 要 量の増大 お よび

それ につ い て いけ ない生 産 性 の低 さに加 えて 、 ソフ トウェア 品質 が 決

して 高 くない ことに 原 因 のあ るこ とが 指 摘 さ れて い る 。
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表3-10電 子計算機組織 の性能 改善度

性能改善度(速 度向
上x価 格低下)

1950～1965
1960～1965

に お ける平均

1965～1970

に おけ る平均

内 部 記 憶 1.000～2000 12 20

論 理 回 路 100～200 5 10

磁 気 テ ー プ 50～100 4 10

大 容 量 記 憶 50 7 10

プ ロ グ ラム生 産 性 多分4 1.5 2

喜安善市;通 信と情報,NHK清 報科学講座⑤

ソフ トウェア 関連 費用 の 調査 、 分析 が進 む に つ れ て、 ソ フ トウェア

の生 涯 費 用(開 発 、 運 用)に おけ る保 守費用(ソ フ トウェ ア修 正 、機

能 拡 張)が 大 きな割 合 を占め る ことが指 摘 さ れて きて い る。BOEH

Mに よれば ソ フ トウェア の保 守費 用 は現 在 、情 報 処理 費用 の40%を

占めて い るが 、1985年 に はそ れ が60%に なるとい う(図3-8)。

100
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対
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図3-8

1970

ソ フ ト ウ ェ ア保 守 費 用

ソ フ トウ ェ ア

1985年
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ソ フ トウ ェ ア 生 涯 費 用 全 体 の な か で み れ ば 、 保 守 費 用 が70～80%

を 占 め る こ と に も な る と い う。OS/360に お・い て は 、 リIJ－ ス18

の 保 守 費 用 は2年 間 の うち に 開 発 費 用 の3倍 か か った とい わ れ て い る

(ALBERTS、rTh・6・ ・n・mics・f・ ・f・・。req。 。li、y

・ssu・ …C」 ・NCC、1976).

そ し て 保 守 費 用 の 多 くは ソ フ ト ウ ェ ア の エ ラー 修 正 に 費 や さ れ 、 そ の

費 用 は ソフ トウ ェ ア 生 涯 費 用 の47.6%に も な る(表3-11参 照)

表3-11エ ラ ー 費 用

開 発

工 程

運 用

工 程
合 計

全 生 涯 費 用

に対す る比率
47.5 50 97.5%

エ ラーによる費用 48 50

全生涯費用に対

するエラー比率
226 25 476%

(ALBERTS,NCC.1'976)

一 方
、 発生 す る エ ラーの大 半 は 開発 工程 に おけ る設 計 に起 因す る エ

ラー で あ り(64～64%)、 設 計 エ ラーの修正 費 用 は全 エ ラー修 正

費用 の80%を 占めて い る(表3-12参 照)。
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表3-12エ ラ ー 分 析

エ ラ ー 原 因 エ ラー頻度(%)

設 計 エ ラ ー 64～46

シ ンタ クス エラー 15

ロ ジ ッ ク エ ラー 21～38

全 エ ラー コ ス'ト

の80%を 占め る

保 守 費 用 の 占め る割 合の 大 きさ に代 表 され る よ うに ソ フ トウェアの

生 涯 費 用は 結 局 開発 工 程 に大 き く影 響 され る こ とは 明 らか で あ り、 そ

の た め ソラ トウ ェア の生産 性 の 向 上お よび品質 の 同上 の た め に、 ソフ

トウェア生産 技術 の改 善 が 大 き な課題 とな って い る。

ソ フ トウェ ア生 涯 に つ いてAI.BERTSは い ろ い ろ な調査 、 文 献

か ら図3-9の ような理想形 を示 している。横 軸 が 時 間軸 、 縦 軸 が 費用 で

あ る。

費

用

要

求

フ

ェ
ー

ズ

概

念

フ

ェ
ー

ズ

開発 フェー ズ

60% 32%

運 用 フェー ズ

コ ス ト(%)

F・5緋 ・・叶一 ・・%+37一
時 間(%)

図3-9ソ フ ト ウ ・ ア ラ イ フ サ イ ク ル の 理 想 形
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時 間 軸 に づ い て い えぱ 、概念 工程15%、 要 求 工 程8%、 開 発 工 程

(設 計 、 プ ログ ラ ミン グ、 デ バ ッグ、 テ ス ト)40%、 運 用段 階37

%と して い るが、 実 際 に 国防 省の い くつ かの 大規 模 シ ス テ ムの 生 涯 年

数 を16年 として モ デ ル化 して み る と表3-13の よ うにな る。 これ

に よれば 開 発 段階 と運用 段階 の割 合 は生 涯 年 数 で50%ず つ(8年)

で あ る 。

開発段階にお・いて、概念工程 は

30%(4.5～5年)、 開 発工

程 は 生 涯 年 数 の わず か12%

(2年)の 期 間 に集 中 してい る。

保 守 費用 を50%と して(今

後 の 品質 保 証 技 術 に期 待 した最

小 見積)、 上 記 の 大規 模 ソフ ト

ウェ アの時 間 軸 を適 用 した ソフ

トウェ アの 生涯 曲線 は 図3一

表3-13 実際の ソフ トウェア

生涯年数の例

工 程 比 率 年

概念工程

要求工程

開発工程

運用工程

30%

8%

12%

50%

45～5

L5*

2

8

16年

*概 念 工 程 と6カ 月 間 オ一一ーパ ラッ プ

10の よ うに な る。 開発工 程 の2年 間 に全体 の47.5%の 費用が集 中 し、

図3-9の 理 想 形 とは ず い分 異 な っk形 に な ってい る。

1.09。

12345678910111213141516

1=φ1-→ φ21φ3k-一 φ一

図3-10複 雑 な ソフ トウェ アの生 涯
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大 規 模 ソフ トウ ェア の開 発 工程 の 費用 分 析の 結 果 を表3-14に 示

す 。 検証 費用 が開 発 工程 費 用 の約 半 分 を 占めて い る こ とが 目に つ く。

ソフ トウェア 開発 にお いて は 一 般 則 と して 、 分 析 ・設 計40%、 プ ロ

グ ラ ミング20%、 検 証40%の 割合 が よ く使わ れ る が、OS/360

の 開発 責 任者 で あ った 元IBMの ブル ック スは その 著 書の な かで 、 ソ

フ トウェア計 画 を立 て る と きに各 工 程配 分 を つ ぎの よ うに して い る と

い う。(Brooks,Jr・1山 内 訳 、 ソフ トウェア開発 の 神 話、 企 画 セ ン

タ,1977)

設計1/3

コー デ ィ ン グ1/6

単 体 試験 と初期 の 総 合 試 煉1/4

総 合試 験1/4

上記 配 分 比 率 は 表3-14の 分析 結果 に近 い値 とみ なす ことが で き

よ う。

表3-14大 規 模 ソフ トウ ェアの 開 発工 程

プ ロ ジ ェ ク ト 分析,設計
コーディ ング

デ バ ッ グ
検 証

SAGE

NTDS

GEMINI

SATURN

OS/360

39

30

36

32

33

14

20

17

24

17

47

50

47

44

50

平 均 34 18 48

ソフ トウェア開発費の一般則

分析 ・設計,プ ログラミング,検 証

40-20-40

(%)(%)(%)

(3)ソ フ トウェア の 流通

電 子 計算 機 シ ス テ ムに よ る情 報 処理 の 浸透 に伴 い 、 ソフ トウェ アの

量 お よび質 が 重要 視 さ れ て きて い る。 ソ フ トウェ アの 必要 量 は10年

で10倍 に な る(マ ッ クル ー アの 経 験 則)よ うな状 況 下 に もか かわ ら
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ず 、 過去1962年 か ら1972年 の10年 間 に ソフ トウェア の生産

性 は2倍 しか 上 昇 して い な い(C・Weiisman)。 しか もソ フ トウェ

アの 開発 看 た る情 報 処理 技 術者 の不 足は 年 々強 まる傾 向に あ る。 人件

費の 上 昇 に よ り、 ソフ トウェ ア開発 の 費用は 年 々上昇 傾 向 に あ る。 た

とえば2,000ス テ ップの給 与 計算 パ ッケー ジの 開 発 費 用は1959

年 に9万 ドルか か った が 、現 在 では16万 ドル 近 くか か る とい う(A

CT社 、tzク ト社長 、JECCニ ュース 、1978、1)。

この よ うな ソフ トウェ アに与 え られた 困難 な課 題 を解 決 す る方 向 と

し て2つ の 傾 向 が 見 られ る。

第1は ソフ トウェ アの生 産 性、 保 守性 、 信頼 性 を あげ る ため の、後

述 す る ソ フ トウェ ア生産 技 術 の 向上 手 段の 研究 で ある。

第2は 、 ソ フ トウェ アの流 通 であ る。 人件 費の 上 昇 や 運用 経 費の削

減 問題 な どがか らん で現 実 に は ソフ トウェアの 自社 開発 に は 限 界が あ

る。 ま た給与 計 算 プ ログ ラムや 、 同種 企 業 の適 用 業務 プ ログ ラ ムには

似通 った性 質 も多 い は ず であ り、 同種 ソフ トウェア の重 複 投 資 を して

い るこ と も考 え られ る。 ソフ トウ ェアを流 通 させ るた めに は市場 の形

成 が必要 で あ るが 、 従来 は ソ フ トウェア の言 語の標 準化 の問 題 、文 書

化 、機 能 の モ ジュー ル化 概 念 が乏 しか った ことお・よび、 わが 国で は 自

社 開発 性 向 の強 か った こ とな どに ょ り、一 部 の メ ー カ や 団 体 な ど小

規 模に 行 わ れ て い るにす ぎなか った。 今 後 は現実 に ソフ トウェア 調達

の必 要性 に せ ま られ る割 合が 多 くな るこ と もあ り、 ソ フ トウェ ア流通

の ため に 必要 な ソフ トウ ェア条 件 も整備 され る傾 向 に あ るの で 、 ソ フ

トウェアの 流 通 は さか ん に な る こ とが予想 され る。

表3-15に 示 すJECCの 調査(EDP関 係 投 資 現 状 調査 、JE

CCニ ュ ース 、1g78.7.1)に ょれ ば 、 す べ て 自社 開 発 す る

企業 が1,330社 中945社(71.1%)で あるが 、 必 要時 に は メー

カや ソ フ ト ウ ェ ア ・ハ ウスへ 依 頼 す る企 業 が あわせ て26.7%に な
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り、 ま た ソ フ トウェ ア ・ハ ウスが 開 発 し た プ ロ グ ラム ●パ ッ ケー ジや

他 社 の 開 発 プ ログ ラム を購 入、使 用 す る企 業 も6.8%に な る。 今後 良

い もの が あ れば 買 って利 用 したい 企業 は13.4%、 自社 開発の ソフ ト

ウェ ア を売 る意 向の あ る企業 は8.3%あ り、 これ らの動 向 か ら ソフ ト

ウェ ア流 通 機 運 は 熟 し て きた として い る。

質 の 良 い ソ フ トウ ェア が流 通 す る よ うにな れ ば 、そ れは 多重投 資の

防 止 に な り、 ま た ソ フ トウェアの標 準 化 、.品 質 管理 の普 及 を 必然 的 に

もた らす こ とに な る に 違 い な い 。

表3-15汎 用適 用 業 務 ソ フ トウェ ア利 用 状 況

総数1550社

質 問 項 目 回答企業数 比 率

Aア プ リ㌃一 シ ョンズ ・ソフ トウェアはすぺて 自社 で開発 している 945 71.1

B必 要な場合はメー カに開発を依頼 275 20.7

C必 要 な場合 はソフ トウェア ・ハウスに依頼 80 6.0

Dソ フ トウェア ・ハ ウスに よる既存 のパ ッケー ジを購入' 45 3.4

E他 企業が開発 した ソフトウェア ・パ ッケー ジを購入 して使用 してい る 45 3.4

F他 企業が開発した ソフトウェアで良いものがあれば購入したい 178 13.4

G自 社 開発のソフ トウ ェアで良いものがあれば売 りたい 111 8.3

H今 後新たに適用す る ソフ トウェアは増 える一方である 613 46.1

1今 後 の見通 しとして,も うほ とん ど増えない 83, 6.2

Jそ の他(メ ーカ との共同開発,無 償提供に よるものがほ とん ど) 38 2.9

(JECC調 査,JECCニ ュース1978.7.1)

④ ソ フ トウェ アの 価 値

ソ フ トウェ アの価 値 は生 涯 費用 と信 頼 性 の2つ の 観 点か ら論 じる こ

とが で きる。

生 涯 費用 は 開 発 費 用 と運 用費 用 に わけ て考 え られ る。 費用 の 面か ら

の価 値 は 開発 の 容 易 性 を 追求 す る こ とに よ る開 発 費の低 減 と、使 用 性

の向 上 、保 守性 の 向 上お よび シス テ ム資源 の 有 効 利 用 を図 る こ とに よ

る運 用 費 の低 減 に あ る。 信頼 性 の 向 上の ため に は、 ソフ トウ ェア生 産
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技 術 の 向上 、 作業 の標準 化 お よび 品質 管理 の 適 用が あげ られ る。

o生 涯 費 用の 低 減

●開 発 費用 一 開発 の容 易 性

●運用 費 用 一 使用 性 の 向 上、 保 守 の容 易性

シス テ ム資 源 の有効 利 用

O信 頼性 の 向上

●生 産 技 術の 向上

●作業 の標準 化

●品 質 管理

ソフ トウ ェアの 価値 を 把 握す るた め、 ソ フ トウェ アの 品質 特 性 を明

確 に して定 量 的 に評価 で きる こ とが望 ま し い。 図3-11はBOEHM

に よ る ソ フ トウェ ア品 質特 性で あ る(次 項 ㈲ で概説 す る)。

ソ フ トウ ェアの生 涯 費用 の低 減 お よび、 信 頼性 の向 上 のた め 、 ソフ

トウェ アの生 涯 にわ た って 関 連技 術 の 確 立 、 向上 が望 ま れ る。 図3-

12は ソフ トウェアの生 涯 とそ の 関連 技術 の 関係 を示 した もの で あ る

が、 ソ フ トウェア生産 技 術 体 系 として は、 図3-13に 示す よ うに 、

さ らに管 理技 術、 評 価技 術 を加え た と らえ 方 をす る必 要 が あ ろ う。

(5)ソ フ トウェ ア品 質特 性(図3-11参 照)

使 用性(usability)

ソフ トウ ェアがそ の ま ま の状 態 で どの 程 度使 い ものに な るか と

い う度 合

信 頼 性(reliability)

ソフ トウ ェアが 定 め られ た環境 条 件 下 で定 め られ た期 間 、 定 め

られ た機 能 を実 行す るこ とが で き る度 合

自己包含 性(self-containdness)

他 の プ ログ ラムに依 存 し ない で 、 自分 自身 だけで 必 要 な機 能 を

果 た す こ とが で きる度 合
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正 確 性(accuracy)

プ ロ グ ラムが 必 要 な だけ の精 度 を もつ 正確 な 出力 を 生成 し う る

度 合

完全 性(・ ・mpleteness)

プ ログ ラムのす べて の部 分が揃 って い るか否 か 、 ま た そ れ らは

十 分 なで きあが りで あ るか否 か と い う度 合

堅 固性/イ ン テグ リテ ィ(robustness/integrity)

プ ログ ラム仕 様で の 前 提条 件 に対 す る違 反 が あ って も、 正 し く

実 行 し続 け る こ とが で きる度 合

無 矛 盾性(consi8もency)

プ ログ ラムの 内外 に対 し、 表 記 法 、用 語、 記号 な どが首 尾 一 貫

し、 統一 が とれ て い る度 合

効 率(efficiency)

ソ フ トウ ェアが 資 源 を浪 費す る こ とな く目的 を果 たす 度 合

計 測 性(accountability)

プ ログ ラ ムの 動 作状 況 を どの程 度 まで 把握 で きるか とい う度 合

装 置効 率(device-efficiency)

プ ログ ラ ムが 関連 す る装 置 の 能 力を どの程 度 活 用 して い る か と

い う度 合

ア クセ ス容易 性(accessibility)

プ ログ ラ ムの機 能 や 関 連装 置 を選択 して 、 どの程 度 自由 に使 用

で きるか とい う度 合

操 作性(human-engineeri皿9)

ユー ザの時 間や エ ネル ギー を浪 費 させ な い た めに 、 どれ ほ ど操

作 しや す い か とい う特 性

堅 固 性/イ ン テ グ リテ ィ(robustness)

略

_97一



ア ク セ ス容 易 性(acce8sibility)

略

伝達 性(communicativeneSS)

入 力 され る もの と 出力 さ れ る もの の わか りやす さ

テ ス ト容 易性(testability)

プ ロ グ ラムの テ ス トや性 能 の 評 価が 行 い やすい 度 合

計 測 世

路

ア ク セ ス容 易世

路

伝 達性

略

自 己記 述性(self-descriptiveness)

プ ログ ラム 自身 が どの程 度 そ の 目的 、 仮定 条 件、 入 力、 出 力要

素、改 訂 版番 号 な どを一 目瞭然 の形 に 記 述 して い るか。

構 造 性(structuredness)

プ ロ グ ラムに対す る変 更 ・修 正 な どが 局所 的 な もの です む よ う

に プ ログ ラ ムが どの程 度 構 造化 され て い るか とい う度 合

理 解 性(understandabi]ity)

ソフ トウ ェアが理 解 しや す い よ うに な って い るか 否 か とい う度

合

無 矛 盾性

略

構 造世

路

簡 潔性(conciseneSS)

不要 な情 報 は はぶ き、有 用 な情 報 だ け が簡潔 に ま とめ られて い
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るか 否か とい う度 合

明 瞭性(1egibility)

プ ログ ラムを読 む こと に よ って 、機 能 な どを容 易 に認 識す る こ

とが で きる度 合

更 新 性(modifiability)

ソフ トウェア の変 更 の しや す さ の度 合

構 造性

略

拡 張 性(augmentability)

プ ログ ラムの拡 張 が 容 易 で あ る度 合

携 帯 性(rportability)

他 の種 類 の計算機 で 容 易 に 動作 し うる度 合

装 置 独立 性(device-independence)

装 置固 有 の性 質 、 仕 様 に とらわ れ ない 度 合

自己 包 含世

路
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、

・

Software、

Quality

(品 質)

Usabihty

(使 用性)

Portab▲1ity

rellab11ity,

(信 頼 性)

eff`ciency

(効 率)

humanEng.

(操 作性)

te8tability

Maintainability(テ ス ト容 易 性)

(保 守 性)

Understandabilit

(理 解 性).

、modifiability

(更 新 性)

B・W・ .Boe㎞,QuantitativeEvaluati。n。fS。ftwareQua!ity,

宮 本 東 谷:ソ フ トウ ェア ・エ ン ジ ニ ア リ ン グへ の道(1),b▲t,Vol.9,No.4,pp-19～25,(1977)よ り引 用.

図3-1・1ソ フ ト ウ ェ ア 品 質 特 性

Deyice-IndePendece(装 置 独 立 性)

elf-Containdness(自 己 包 含 性)

Accuracy(正 確 性)

C。mP1・t・ ・es.・(完 全 性)
..

R・bu・t・ …/1h・ ・
.・ri・y(堅Wイ ンテグ リテρ

ConsiStency(無 矛 盾性)・

ccountability(計 測 セ主).

DeviceEffic▲ency(装 置効 率)

Accessibility(7ク セ ス容 易性)、

Communicativness(伝 達 性) ,

Self-DescriPtiveness(自 己 記述 性)

Structuredness(構 造 性)

C .onciseness(簡 潔{生)

Legibility(明 瞭皇土)

Augmentabiいty(拡 張 性)

Proc.2ndInt.Co .nt.S/WEng.,1976・

の

一100一
'



(6)ソ フ トウ ェア生涯 に お け る 関連技 術(図3-12参 照)

工 程

シ ス テ ム 概 念

↓

ソフ トウ ェア要 求

↓

基 本 設 計

↓

詳 細 設 計

↓

コーディ ング&テ 公 ッグ

↓

開 発 テ ス ト

↓

確 認 テ ス ト

試運転(受 入テスト)

↓

運 用&保 守

文 書 化

ー

ー

分

析

設

計

一'一「 司

性 能,設 計要求仕 様書

関 連 技 術

概念定義技術

1司 実施概 念 とテス ト計画
.

③

④

インタフェースと基本仕様書

詳 細 設 計 仕 様 書 と一

プ ロ グ ラム ・マ ス タ フ ァイル

ーー一圃
三'計 仕様 書 とプログラムリス ト

図3-12

操 作説明書
一

ソフ トウェアの生涯 と関連技術

⊥

設計技術

基本設計

詳細設計

プロミラミンク言語

プログラミング技法

テスト技術

保守技術
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① シ ス テ ム概念

シス テ ム要求 の 確立

効 果 の確 認

ソフ トウ ェアの概 要 見 積

② ソフ トウ ェア要求

概 念 の 具体 化

ハー ド、 ソフ ト、 ユ ー ザの相 互作 用 の規 定

シス テ ム性 能 、 負荷 の 決定

(シ ス テ ムの 品質 特性 は こθ)段階 で の内容 に 拘束 され る)

③ 基 本 設計

要 求 に 見 合 う設計 概 念 の 提 供

他 に取 るべ き方 法 の検 証

方 法 の 選択 、 テス ト計 画

④ 詳 細 設 計

デ ー タ構造 の定 義

サ ブ シス テ ムの定 義お よび サ ブ シス テ ム間 イ ン タ フ ェース

プ ログ ラ ムの 詳細 仕 様

テス ト手 順

(シ ス テ ムの 品 質特 性 は③ 、④ の工 程 で決 定 され る)

⑤ コ ーデ ィン グ&デ バ ッグ

詳 細 設 計 に も とつ いて コー ド化

コー ド化 された プ ログ ラ ムの誤 り修 正(デ バ ッグ)

ドキ ュ メン トの修 正

⑥ シス テ ム確 認 テス ト

モ ジ ュ ール ご と に③ の テス ト計画 に したが って確 認 テス トを行

い 、④ の詳 細 なテ ス ト手 順 に よる確認 を行 う。

シス テ ム全 体 があ らか じめ 定 め られ た受 入 れ基 準 に 合格 す れ ば
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実 際 の稼 動 環 境 に近 い状 態 で受 入 れ テス ト(試 運 転)を 行 う。

⑦ 運 用お よ び保 守

ソフ トウ ェアの 開発 段階 が ⑥ に よ り終 了 す れば 、 ソフ トウェア

の実 用期に入 る。稼動訓 練、稼動中の問題 報告、障害対策、機能

修 正 な どの 作業 が ある。

(7)ソ フ トウェ ア生 産 技術

ソフ トウェ アの 生産 技術 は 、 図3-13の よ う に体 系化 して 考 え

る こ とが で きる。

以 下 これ 等 に つ い て技 術 動 向の概 略 を述 べ る。

ソフトウェア生産技術

関連技術 評価技術 管理技術

概念定義技術

プログラミン

グ 技 術

設計技 術 組 織

テス ト技術 保 守 技 術 工 程 管 理 品質 管 理

図3-13ソ フ ト ウェア生 産技 術 体 系

費用管理

① 概 念 定 義技 術

問題 、 要求 の 提 示 に対 して現 状 の 調 査 、 分 析 を 行 い 、 ソ フ ト

ウェア の要 求 を明 確 化 し、機 能 の定 義 づけ を行 う。

分 析工 程 は ソフ トウ ェア開 発 を リー ドす る重 要 な 段 階 で あ るに
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●

もか か わ らず 、概 念 定義 技術 が 新 しい 分野 で あ る こ とも あ り、 あ

い ま い なま ま、 つ ぎの設 計 工 程 へ 進 み が ちで あるが 、 要求 の 見 落

しや 無理 、 矛 盾が あ とで発 見 され れば、 そ れは 開発 の や り直 しお・

よび 費 用増大 をま ね くこ とに な る。

最近 の技 術 動向 と しては 要 求 仕 様 の 明確化 を図 るた・め に、 定 義

の言 語 化 と解 析の た め の プ ログ ラム化 が あげ られ る。

〔例 〕SOFTECH社 のSADT(StructuredAnalysi8

andDesigDTechnique)問 題 や ア プ リケー シ ョンを 図

解 的 に トッ プダ ウ ン法 で 解 析 してい く技 法

`

Input

data

Controldata

〔
:
↓

'

yh.WdA

」

、

、/

ノ

、

、
'

、

ン■白・

システム

全 体

上位 レベル

下位 レベル

Personne1

〔例 〕data

Output

data

B[ank

check
「f
orms

Print

payroll

checks

。最 も一般的 な抽象 化モデルか ら

・次第 に具体 化レベ ルまで ブレー

クダウ ン してい く。 これ等 を他

の アナ リス トが レビュー し,改

良す る。

。システムが 何をなすべ きか を定

義 して い く。

。デー タ とアクテ1ビ テ ィの2つ

のモ デル を作る。

Processor

Generating

act1VIty

P・ ・。・。d(

checks/

Supply

forms

Computerized

payrollsystem

Dataモ デルの()はActivity

モデ ル例のPrintpayroll

checksに 対 応 させ た例.

Control

activity

(Controlcheckinventory)

DataUsing

駕 襯ly
checks

Storagedevice

Stacker

device

フ ォ レス ト;ソ フ トウェア とソフ トウ ェアハ ウスの 未来像.ソ7ト 協 リポー ト.No .12,pp11～22.

図3-14
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② 設 計技 術

設 計 は分 析工 程 で 明確 にな った要 求 機能 を最 適 に実 現 す る ため

の プ ログ ラム仕様 や デ ー タ構 成 を決 定す る。 設 計技 術 は大 き く、

基 本 設計(方 式 設計 、 概 要 設 計 、機 能 設計 な ど ともい う)と 詳 細

設 計(プ ログ ラ ム&デ ー タ設 計)の2つ に分 け られ る。

。基 本 設計

要 求 仕様 に もとつ い て 、新 シス テ ムの 基 本 方 針 の決 定 を 行

う。す な わ ちデ ー タ構 成(入 出力 情 報)、 処 理 方 法 の設 定 等 で

あ る 。

。詳 細 設 計

基 本 設 計 の決 定 仕 様 を実 際 に使 用す る ハー ドウェア ・シス テ

ムで 実 現 す る ため に、 プ ログ ラム仕 様 お よびデ ー タ構 成 を決 定

す る。

設計 技 術 の動 向 とし ては 設計 ミスを少 な くし、設 計 の記 述 内容

の読 解性 を高 め る た め 、設 計 言語 の提 案 や 、 モ ジュー ル設 計 、

構 造 化 設計 な どの 動 きが あ る(StructuredProgrammlng、

ワー ニ エ法等)o

わ が 国の情 報 処 理 高 度 化 政 策 に おい て も、 ソフ トウェ ア品 質

の 向 上要 素 と して こ の設 計技 術 を 重要 視 した 研究 が と りあ げ ら

れて い る。

oプ ログ ラムの モ ジュー ル 化

ソフ トウ ェア ・モ ジュー ル技 術 組 合 、1973年 ～1975

年、3カ 年、 補 助 金30億 円

設計 計算 、 経 営管 理、 自動 制御 、 オペ レー シ 。ン ズ ・リサー

チ、事 務処 理等 の 分野 ご との ソフ トウェア の モ ジュー ル化 の

研究
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。ソ フ トウェア生産 技 術 の 開発

協 同 シス テ ム開 発株 式 会 社 、1976年 ～1980年 、5カ

年、 補助 金75億 円

プ ログ ラ ム製造 工 程 の 自動 化 ソフ トウェア ・モ ジュー ル を

自動 組 み立 て す る道 具 立 を開発 す る。

・モ ジ ュー ルの 統 合管理

・モ ジ ュー ルの 編集 、 組立 、更 新

・テ ス トと ドキュ メン テー シ ョ ンの 自動化

③ プ ログ ラ ミング

詳 細設 計 仕 様 に も とつ いて プ ログ ラ ミング言 語 に よ り処 理 手 順

とデ ー タ セ ッ トを記 述(コ ーデ ィ ン グ)す る。

プ ログ ラ ミ ング言語 は 当初 の ハ ー ドウ ェア命 令(機 械語)の 直

接 的 な記 述 か ら、 ハー ドウェアに と らわ れない 、 よ り自然言 語的

な体 系 に近 づ いて い る。 そ れは 設 計 仕 様 に対 応 した記 述の しやす

さ 、記 述 され た ブ ・グ ラ ムの読 み やす さに 関係 して くる。

設 計 技術 の構 造 的 お よび モ ジ ュー ル化 設計 の動 向 を反映 して 、

プ ロ グラ ミング言 語 に も構 造化 記 述 の 導入 がは じま 一て い る(P

ASCAL、BLISS、FORTRAN/SP)o

プ ログ ラ ミング も設計 技 術お よび プ ロ グ ラ ミング言 語 の 動向 を

反 映 して構 造 化 、 モ ジュー ル化 技 術 が と り入れ られ て い る だけで

な く、 プ ログ ラ ミン グ規 約(わ か りや す く、単 純な 構造 にす るた

め の 諸規 則)の 設定 な どの動 き もあ る。

た とえ ばBOEHM、JACOPINIに よれば プ ログ ラムの

記 述 は 図3-15に 示す3つ の構 造 で 十 分で あ る こ とが 証 明で き

る と し て い る。 す な わ ち、 あ る機 能 単位 に ブ ・ック化 され た プ ロ

グ ラ ムは 連続 した一方 向 の 流 れ か、 条 件 に ょる分 岐 か、 一定 条 件

までの くり返 しのいずれかの組合せ で記述 で きるとい うことである。
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以上 の よ うに構 造 化 設 計 に写 像 的 に対 応 した構 造 の プログ ラ ム

を記 述す る こ とが プ ログ ラ ミン グ技 術 の最 近 の動 向 で あ る。

↓
S

W

S

↓
(1)逐 次 処理

:B

(2)岐(3)反 復

図3-15プ ロ グ ラ ムの 基 本 構 造

S:プ ロvク 化 された

プログラムモジュール

④ テ ス ト技 術

テス トは コーデ ィン グさ れた プ ログ ラムが 要求 機 能 を 満 足 して

い るか 、設 計 仕 様 書 どお りに 記 述さ れ て い るか を確 認 す る作業 で

あ る。

ソ フ トウ ェア の エ ラー を修 正す る作 業が 生 涯 費 用 に 占め る割合

は 極め て大 きい(保 守 費用 は 全 体 コス トの70%に な る といわ れ

て い る)の で 、 テス トに よ って プ ログ ラ ムの正 しさ を確 認す る作

業 が重 要 に な る。

と ころ で、 ソ フ トウ ェアの テ ス トに かか る 費用 も開発 費 用全体

の40～50%を 占め る こ とが知 られて い る。 設 計仕 様 のす べ て

の論 理 条 件 を テス トす る ため に は 、多 量 の テ ス トデー タや テス ト

プ ログ ラムの準 備 が 必 要 とさ れ、 結果 の確 認 に もそ れ 相 当の 時 間

が かか るが 、す べ て の パ ス を テス トす る こ とは実 現 不 可 能 で あ る・

あ るい は 、 テス トは 誤 りの存 在 を示す こ とは で き るが、 誤 りが 存

在 しな い こ とを証 明す る こ とは で きない とい う表 現 な どに テス ト

の 性 格が い い あ らわ され て い る。

テス トの 負担 を軽 くす るた め に は、 ソフ トウ ェアの 作 成 段階 で

4
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誤 りの 存 在 の可 能 性 をで き るだ け 少 な くす る こ とが あげ られ る。

要 求 定 義技 術 や設 計技 術お・よび プ ログ ラ ミング技 術 の改 良 に関す

る 多 くの 手 がか り解 明の 努力 も、 ソ フ トウェア作 成 の 品質 を高 め

るこ とが テス トや保 守費 用の 低 減 につ な が る との ね らい が あ るわ

け で あ る。

テ ス ト技 術に 関 す る動 向 として は 、 テ ス トの方 法 論 と して トッ

プダ ウ ン ・テス ト法 、 ボ トムア ッ プ ・テ ス ト法 な どが ある。'ま た 、

条 件 表 法 とい うもの もあ るが 、 これは プ ログ ラムの仕 様 等 か ら条

件 表 を 作成 レ そ こか らテス ト項 目を導 びい て テス トデー タを作

成 す る 。 また テス トを支 援 す るた めの テス ト支 援 ツー ルの 開発 例

もい ろい ろ発 表 され てい る。

⑤ 保 守 技 術

保 守 作 業 に は、 運 用段 階 に入 った ソ フ トウェア に発生 す る エ ラ

ー の改 修 作業 と、 機 能拡 張 の ため に行 わ れ る改 良 作業 が あ る。

ソ フ トウ ェ アの 費用 を生 涯 費 用 として と らえ た場 合 、保 守 の 費

用 が全 費 用の70～80%と 極 め て大 きな割 合 に な る ことが 指 摘

さ れ て い る。

保 守 を容 易 な もの に して い くた め に は 、で き あが っだ ソフ トウ

ェ アが 修 理 作 業 も更 新 作業 もしや す い もので な けれ ば な らず 、 こ

れ は 結 局 開発 段階 での技 術 で決 定 さ れ る。 保 守 の容 易 性 とい う こ

とか ら品質 特 性 を と らえて み る と、 テ ス ト容 易 性、 ソフ トウェ ア

記 述 の 理 解 性 、修 正や更 新 作 業 の容 易性 があ け られ る(図3-

11参 照)。

従 って保 守性 の 高い ソフ トウ ェア を つ くるた め に は、 これ らの

品 質特 性 が分 析 、設 計 、 プ ログ ラ ミ ング段階 で 十 分考 慮 され て い

る必 要 が あ る。実 際 、 各 段階 で の技 術 改善 の様 々な 研究 に は保 守

性 も十 分反 映 され てい る と見 る こ とが で きる。
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この他 に保 守 作 業 を 支援 す る技 術 とし て エ ラー を 分析 す る道 具

立 、 更 新 作業 を容 易 な ものに す るため の道 具 立(修 正 、 再 編成 、

文 書管 理 等)な どの 開発 が行 な われ て い る。

⑥ 管 理技 術

問 題 が提 示 さ れ 、要 求 仕 様 を 明確 に し、 限定 さ れ た期 間 内に 開

発 して 施 行、運 用 を行 う、 い わ ゆ る プ ロ ジ ェク ト開発 にお い ては 、

そ の プ ロジ ェク ト全体 を 通 して の計 画、実 施 、 評価(Plan,Do,

See)が 行 わ れ る。

ソ フ トウェ ア開 発 にお・いて も、 この よ うな プ ロジェ ク ト管 理 技

法 が 適 用 さ れ る。 と ころ で 、 ソ フ トウェ アの 開発 は同 一 仕様 の 製

品 を大 量 に 生 産 す るの では な く、 要求 に 応 じて製 品化 す る生 産 で

あ り、 いわ ゆ る多 品種 少量 生 産 的 な性 質 を持 ってい る。 従 って 、

長 い 間 、個 人 、 個 人 の 質 に依 存す る職 人 芸的 な 開発 形 態 が 多か っ

た こ とが た びた び 指 摘 さ れ て い る。 これ は 科学 的 な 管理 の不 在 と

い うこ とで あ り、 た とえ ば科 学 的 管理 の 重要 な要 素 と 思わ れ る、

生産 と検査 の 分 離 があ い ま い で あ り、 開発 者 自身に よる 自己検 査

の比 重 が 極 め て 高 い な どの特 徴が あ る。

この よ うな 開発 形 態 が 今 日招 いて い る問題 点 は、

・ ソ フ トウェ ア 開発 費用 の増 大

。生 涯 費 用 に 占め る保 守 費用 の増 大

で ある。 そ こで、 ソ フ トウェア生 産技 術 に 関す る様 々な改 善 の 試

み が な され て い る と同時 に 、 ソ フ トウェ ア生産 の 科 学 的 管理 を 目

指 して 、 管理 技 術 に 関 す る提 案 もさ かん に 行 な わ れ てい る 。 こ こ

では 、以 下の 各項 目に従 って 、管理技 術 の 動向 の 概 略 を あげ る。

イ 工 程 管 理

ロ 品 質管 理

ハ 費 用 管理
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i

組 織

ホ 標 準 化

へ 管理支援手法

イ 工 程 管理

a工 程 の 明確 な定 義 ソ フ トウェアの生 涯 の 把 握

b科 学 的 な ソフ トウェア開発 の手法 の 採用

c資 源の 見 積 り、作 業 者 の能 力 の評価 お よび ソ フ トウェ

ア品質 の 評 価の 定 量 的基 準の整 備

dプ ロ グ ラマ教 育 お よび プ ログ ラマ能 力評価 基 準 の 確 立

ロ 品 質 管理

ソフ トウェ ア生涯 費用 の 増大 は 、保 守費 用 の 年 々の比 率

増 大 に もあ らわ れ て い る よ うに 、 ソフ トウェアの 品 質 の 良 、

悪 が 大 き く影 響 して い る。

ソフ トウェ ア生 産 の あ りか たは 既述 の よ うに種 々研 究 さ

れて い るが 品 質 管理 の面 か らは 、まず ソ フ トウェ アの品 質

特 性 を 明確 に す る こ とが 望 ま れ る(図3-11参 照)。

つ ぎに 、 ソフ トウ ェア品 質 を測定 、評 価 す るた め に 品質

特 性 の定量 化 をす る必要 が ある。最 近 、定 量 化 の 試 み がい

くつ か報 告 され てい る。

品質 管 理 に必 要 な項 目と しては以 下 の もの が あげ られ る 。

a

b

c

d

e

f

品質 目標の確立

評価項 目の記述

デー タの収集

評価基 準の確立

品質改善

手法、道具立の開発

一110一



ハ 費 用 管理

計 画 段階 に お・いて は 厳密 な 費 用 見積 りを行 い 、実 施 段 階

に お いて は デ ー タ収 集 を的 確 に行 い、金額 換算 し、 見 積 り

との ず れ を把 握 し調整 す る こ とが 肝要 で あろ う。

見 積 り方法 とし て 、TRW社 で採 用 してい る方 法 をあ げ

て おぺ 。

。 平 滑化 外 挿法(1969年6
.月～1970年9月)

.成 功 した プ ロジ ェク トの 記録 か ら、 イベ ン ト、 費用 、

開 始 時期 、 期 間 を調 べ 、 実行 期 間(%)対 費 用(%)の

表 を 作成 す る。

この 表 を用 いて 、 相似 と差 違 を確 認 し費 用 見積 りを行

う。

この 見 積 り総 人 月を も とに 、作 業 時 期お よび作業 内 容

を意 識 し た 月毎 の 人員配 分 を行 う。 人員 配 分 の カー ブは

初 期 は 少 人 数 、そ して漸 増 し、 あ る時 点か ら漸 減 して い

く形 に な る よ うに各 工程 配 分 を調整 す る。

。 費 用見積 リア ル ゴ リズ ム(1970年10日 以降)

費 用 が 命 令数 に比 例す る とい う仮定 に も とつ くア ル ゴ

リズ ムに よる。

各 ルー チ ンに対 し、 オ ブ ジ ェク トの命 令 数 、 種類 、 相

対 的 な難 易度 を決 定 し、 費 用 デー タベ ー ス か ら命 令 当 り

の 金 額 を用い て 試算 す る。

つ ぎに設計 者 が 各 サ ブ プ ログ ラ ムの大 きさ と複雑 さ と

を 見積 る。

TRW社 は この シス テ ムをSPREADと 呼 び、 す べ

て 計 算機 で 見積 処理 して い る。
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二 組 織

ソフ ト ウェアの 大規 模、 複 雑 化 は 多人数 に よる組 織化 され た

作業 形 態 を必要 とす るが 、 プ ロ ジェ ク ト管理 の効 果 が 組織 の 運

用 い か ん に よる こ とは よ く知 られ て い る。

ソフ トウ ェア機 能 別(用 途 別)の 組織は 大規 模 ソ フ トウェア

・シス テ ムの 開発 では 、 プ ロジ ェ ク ト中心 の考 え方 が 乏 し く、

責 任 範 囲 が 明確 に な らず 、 全 体 の調 整 、統 一 が と りに くい 。

プ ロジ ェク ト別 組 織 は 、 実 施 に あた って そ の 目的 達 成の ため

の 管理 者 を決定 す る と同時 に 権 限 と責 任 を与 え、 時 宜 的 に各 分

野 か ら適 した要 員 を確 保 し て組 織 を 編成 す る。

例 と して 次の よ うな もの が あけ られ る。

oチ ー フ ・プロ グ ラ マ ・チー ム

IBM社 がIPT(ImprovedProgrammingTechno-

logies)に 採 用 して い る 管理 技 術

oア ダ プ テ ィブ ・チー ム

Weinburgの 提 唱す る もの で チー ム内の上 下 関係 を な く

し、 中核部 の 設 計 を複数 の 人 間が 受 け持 って互 い に検 討 を重

ね なが ら作業 を進 めて い く方法 。

ホ 標 準 化

目標 を設定 し、 管 理お よび 作業 を しや す くす る もの で以 下 の

よ うに分類 さ れ よ う。

a運 用 ・管 理 標 準

プ ロ ジ ェク トの 計 画 、組 織 全 般 に つい て、 そ の運 用お よ び

管理 を 円 滑 に行 うた め の標 準

b技 術 標 準

設 計 工程 、 製 造 工程 にお け る作 業標 準 や文 書化 標 準、 記 述

方式 の規 定 、 記 述 内容の 規 定 、 形式 標 準等
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なお 、標 準化 の効果 として は 、 次 の とお り とな ろ う。

0

0

0

0

0

プ ロ ジェ ク ト費用 の 低 減

作業 期 間の短 縮

プ ロジェ ク ト進行 状況 の速 や か な把 握

プ ロ ジェ ク ト進行 状 況 の 統 一 的管 理

作 業 品 質 の均 一 化 、技 術 力 の 蓄 積

へ 管理 支 援 手 法

IPT(IrnpornvedProgra㎜ingTechnologies)に つ

い て例 示 す る。 これ はIBMの ソフ トウェ ア開発 に適 用 され て

い る もの で、 構 造化 され た設 計 お よび プ ログ ラ ム記 述 と チー フ

プ ログ ラ マ制 、 ブ ・グ ラ マの事 務 的 作業 か らの 解放 、 徹 底 した

再 検討 が大 きな 効果 を あ げ る とい う。

効果的プログラム開発技法

プログラミング技法 管理のための手法

複 合 設 計

(モら 一ル化設計)

トッ プ 。ダ ウ ン

プ ロ グ ラ ミ ン グ

構 造 定 理 と

コー デ ィング

チー ムオペ レー シ ョ ン

と ウ ォー ク ・ス ル ー

HIPO(階 層

的入出力処理言〔述)
プログラム設計言語

ト
ーポ
助

リ

サ麓

フ
駕
ロブ
開

ラ

図3-16効 果 的 プ ログ ラム開発 技 法
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3.23シ ス テ ム 技 術

シス テ ム技 術 とは 、 ハ ー ドウ ェア、 ソフ トウェア、お よび人 的 そ の

他 の資 源 を用 い て 、定 め られ た 目的 に適 合 した シス テ ムを、 経済 的 お

よび時 間的 制 約 の も とに開発 、構 築 し、高 い 信頼度 を もって運 用 、維

持 し、 高品 質 の ア ウ トプ ッ トを うるた め の技 術 、 とで も定 義 で き よ う。

もち ろん 、わ れ わ れ の対 象 は 、 コン ピュー タを 中心 と した情 報処理 シ

ス テ ムで あ る。

シス テ ムの規 模 が小 さ く、 小 型 コン ピュ ー タに よ るバ ッチ処理 とい

った 範 囲 で は 、 シ ステ ム技 術 の 必要 性が 認識 されることも少ないが、 コ

ン ピ ュー タが 大 型 化 し、 周辺 装 置 の種 類 や台 数が 増 え、 さ らに通 信 回

線 を利 用 して の オ ンラ イ ン化 、TSS環 境 で の運 用 な ど、 シス テ ムの

形 態が 複 雑 化 して くる と、 シス テ ム技 術 の導 入 な く しては 、 目的 に応

じた最 適 な シス テ ムを構 築 す る こ とも、ま たそ れ を効 率 良 く運 用す る

こ とも不 可 能 とな っ て くるで あ ろ う。

一 般 ユ ー ザ に お け る情 報 処理 シス テ ムは 、 目的そ の ものが 明確 に

定 義 され 、 シス テ ムの運 用 形 態 も一 意 的 に決定 し うる場 合 が 多 い。 こ

れ に対 して 、情 報 処 理 セ ン タ の 場 合 に は 、 不 特 定 多 数 の ユ ー ザに

広 い範 囲 の サ ー ビスを 提供 しな けれ ば な ら な い 。 ユ ー ザ の ニ ーズ も

多様 であ り、 ユ ー ザ 間 の 要 求 が 矛 盾 す るこ ともあ り、 さ らに処理 負

荷 の時 間 的 ピー ク の制御 な ど システ ムに対 す る条 件 が 厳 しい 上 に 、一

般 ユ ー ザに 比 べ て よ り 高 い 費 用 対効 果 比 を追 求 しな けれ ば な らな い

とい う問 題が 課 せ られ て い る。 これ らの諸 問 題は 、 シス テ ム技 術 に よ

って解 決 され る もの で あ る。

シス テ ム技 術 は 、 ハ ー ドウェア技 術 、 ソ フ トウ ェア技 術 、 コ ミュ ニ

ケー シ ョン技 術 、人 間工 学 な どの シス テ ムを構 成す る要 素 に関 す る技

術 、工 学 と、そ れ らを総 合 す る シス テ ム工 学 、管理 技 術 、 組織 論 な ど
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広 範 に わた る知 識 と経験 とを要 す る。 シス テ ム技 術 には 、単 一 のパ タ

ー ンな りお手本はない。似 た よ うな シス テ ムは 多数 あ っ て も、厳 密 には

そ れ らの 目的 、 動作 す る環 境 は すべ て異 な ってい るのである。新 しくシ

ス テ ムを構 築 し、運 用 し よ う とす る技 術 者 は 、部 分 的 に は先 進 者 の成

果 を参 考 にす る こ とは で き て も、最 終 的 に はそ れ ぞ れ 独 自の方 法 を案

出 しな けれ ば な らな い の で ある 。 この点 で 、 システ ム技 術 は、 先進 国

の技 術 に頼 る部 分が 多か った 我が国に とって、最 も不 得 意 な分 野 といえ

よ う。 また 、 シス テ ムの構 築 、運 用 には 、 多数 の異 分 野 の 専門 家が 関

係 す る。 この よ うな集 団 の マ ネ ジメ ン トもわ れ われ の苦 手 とす る と こ

ろ であ る。

シス テ ム開発 のそ れ ぞれ の段 階 に応 じて 、 シス テ ム分析 、要 求 ・仕

様定 義 、 シス テ ム設 計 、費用 効 果 分 析 、 プ ロジ ェク ト管理 、信 頼性 分

析 、 シス テ ム評 価 な ど 多 くの シス テ ム技 術 の技 法 、手 法 、 ツー ル、そ

の組み合わせ を駆使 して い く こ とに な るが 、 こ の 場 合 に も定 型 化 さ れ

たパ タ ー ンは な い。 シス テ ム技 術 者 の能 力が そ の 成 果 を決定 す る こ と

に なる 。

シス テ ム技 術 者 には 、広 範 囲 な基 礎 技 術 、応 用 技 術 、そ れ に シス テ

ム工 学 の理 論 と手 法 に関 す る素 養 と、加 え て洞 察 力、 実 行 力そ れ に 円

満 な ヒ ュー マ ン ・リレ ー シ ョンが要 求 され る。 シス テ ム技 術 の習 得 に

完 全 な教 科書 は ない 。そ して、 経験 こそ が シス テ ム技 術 者 の養 成 と シ

ス テ ム技 術 の蓄 積 の 手 段 で あ る とい わ れ て い る。

情 報 処 理 セ ン タ で の シ ス テ ム技 術 は 、 シス テ ム の構築 技 術 と運 用

技 術 に大 別 す る こ とが で き よ う。我が国では、これ ま で シス テ ムの構 築

技 術 は 、 コン ピュ ー タ ・メ ー カに頼 る と こ ろ が 多 く、独 自の技術 の

蓄 積 が ほ とん どな い とい うの実 状で あ ろ う。 しか も現 在 、 サ ー ビス の

オ ン ラ イ ン化 、 コ ン ピュー タの ネ ッ ト ワー ク化 とい う変 化点 に直面 し、
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●

シ ステ ム技 術 の 必要 性 が 眼前 に迫 っ て いる のであ る。 一方 の運 用技 術

につ い て も、 サ ー ビス品 質 の向上 、 さ らに省 力化 、 自動 化 とい った 多

く の問 題 を かか え て い る。

日 ・米 の コ ン ピュ ー タ ・ギ ャ ップ につ い ては 、各 方面 で論 じ られ て

い るが 、最 大 の ギ ャ ップは この シス テ ム技 術 の上 に横 た わっ てお り、

さ らにそ れが 情 報 処理 セ ン タ業 界 にお・いて最 も著 しい とい っ て も過 言

で は ない で あろ う。

(1)シ ス テ ム構 築技 術

シス テ ム構 築技 術 は 、 まず 情 報処理 セ ン タ として の 目標 の 設定 か

ら始 ま り、要 求 ・仕様 定 義 、 シス テ ム分 析 、 シス テ ム設 計 、 ハ ー ド

ウェ アの選 定 、開 発計 画 の策定 か ら、 イン プ リメ/テ ー シ ョンの フ

ェー ズに入 っ て の プ ロ ジェ ク トの進 行 管理 、 シス テ ム完 成 後 の適 確

な評 価 、手 直 しを経 て 、実 際 の運 用 フェ ーズに いた るま で に必要 な

諸 技 術 で ある。 もち ろん 、情 報処 理 セ ン タ として の市場 活動 が開 発

と並行 して行 われ 、そ こか ら もた らされ る要 求 を システ ムに組込 ん

で い か な ければ な らない の は 当然 で あ る。

シ ステ ムの構 築 は 、そ の シス テ ムの ラ イ フサ イク ル に関 してだ け

で は な く、既 存 シ ステ ム と の継続 性 と、後 継 シ ステ ムの予 測 に基 づ

い て行 わ な けれ ば な らな い。 情報 処理 セ ン タ は 、 シ ス テ ム交 替 の

際 の ユ ー ザ ・イ ン パ ク トを最 小 限 にお さえる義務 を負 っ て いる か

らで あ る。 このた め に は 、予 測技 術が 重 要 な役割 を もっ て くる。

米 国 にお い ては 、10年 以 上 も前 か ら、 商業 ベ ース の コ ン ピュ ー

タ・ネットワークが 、資 源 共用 、 負荷 バ ラ ン シング、 相互 バ ック ア ップ

を 目的 と して構 築 され 、さ らに大 手 の情 報処 理 セ ン タ で は 、 イ ン

タ フ ェ ース ・ハ ー ドウ ェアを 自社 で製 作 した り、 自社 の応 用 分 野 、

サ ー ビス環 境 に合 っ た独 自の オペ レーテ ィング ・システ ムを 開発 し

て い る と ころ も多 い。
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これに対 して、我が国では 情 報処 理 サ ー ビス の市 場 規 模 、情 報 処理

セ ン タ の 企 業 規 模 が 小 さ か っ た こ とや 、 通 信回 線 を利用 しての コ

ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ ト ワーク の構 築 が法 制 の面 か ら制 約さ れ て いた こ

と な どに ょり、 シ ス テ ム構 築 の技 術は 極 め て遅 れ て い るのが 現 状 で

あ る。 この よ うな遅 れ を とり戻 し、 今後 起 り うる国 際 競争 に生 残 る

た め の技 術 力強 化 につ い ては 、 ア ン ケ ー ト調 査 か らも各社 が 強い意

識 を もって い る こ とが うかが われ る。

シス テ ムの構 築 に あた っ て、 われ われ が 留 意す べ き技 術 上 の問 題

点 の代 表 的 な もの を 、以 下 に 示 す 。

・ハ ー ドウ ェア 指 向 の シス テ ム構築 か らの脱 却 一 良 い シス テ ム を

構 築 す る には 、 ハ ー ドウ ェア よ り以 上 に 、は るか に ソ フ トウェア

の役 割 の方 が重 要 で あ る。

・処 理 、 フ ァイ ル、 ア ク セス の総 合 化 一 情 報 処 理 セ ン タ に と っ

て、 デ ー タ管理 サ ブ シス テ ム、 ア ク セ ス方 式 の ウェ ー トが 増 え て

くる 。

・高 信 頼 性 の 確保 一 情 報処 理 セ ン タ の公 共 的 役割 の増 大 。

・システ ム分 析 ツー ル の活 用 一 た とえば 、 モデ ル化 に よる シ ミュ

レー シ ョン を用い て の費 用 対 効果 の徹 底 的 追 求 。

・プ ロ ジェ ク ト管理 体制 の確 立 と各 種 ツール の活 用。

・文書 化 技 術 の 採用 一 設計 図 と しての 文書 、 プ ロジ ェク ト進 行 の

際 の コ ミュニ ケ ー シ ョン ・ツー ル と して の文 書 、運 用 ・保 守 のた

め の文 書 。

等 々。

シス テ ム構 築 技 術 の 強 化 に対 す る 問題 点 を2つ あげ る 。

第1は 、 有能 な シ ス テ ム技 術 者 お・よび プ ロ ジェ ク ト管理 者 の不 足

であ る。 米 国 で は 、軍 事 開 発 、 宇 宙 開 発 な ど大 規 模 プ ロ ジ ェク トで
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育 成 され た シス テ ム技 術 者 、 プ ロ ジェク ト管理 者 が 民間 に流 出 し、

そ の 高度 な シス テ ム構 築技 術 が 民間 シス テ ムに活 か され て い る。 同

時 に、 メー カ、 ユ ー ザ と情 報 処 理 サ ー ビス 業 間 の 人 材 の 交流 も

盛 ん で あ る。 これ らの環 境が 、有能 な シス テ ム技 術 を 育成 し、そ の

技 術が 情 報処理 サ ー ビス業 界 で も活か さ れ る とい う結 果 を生 んで い

る。

これに反 し、我が国では 、 シス テ ム技 術 者 は 主 と して メ ー カ 、 そ

れ に一 部 の大 規 模 な ユ ーザの 中 で 育 成 さ れ 、 終 身 雇用 制 の枠組 の

も とにお か れ 、そ の 流 動性 は 高 くない 。 しか も、い ま まで の情報 処

理 サ ー ビス業 の規 模 と内容 か らは、正 直 にい っ て有 能 な シス テ ム技

術者 の成 長 は期 待 しえ なか った。

また 、 シ ステ ム構 築 の際 の プ ロジ ェク ト管理 体 制 に も問 題が あ っ

た の では なか ろ うか。 大 規模 な プ ・ジ ェク トに は 、 トッ プダ ウン方

式 の体 制 が 必要 で あ るが 、 我が国での従来 の進め方は ボ トム ア ップ中

心 で あ り、 この 面 で の組 織 体質 の改革 が プ ・ジ ェク ト管理 者 の育 成

のた め に解 決 すべ き第 一 の課 題 で あ ろ う。 さ ら に、 専 門家 の職業 的

な位 置が 確 立 され て い な い といっ た 根 本 的 な 問 題 ま で 遡 らざる を

え ない か も しれ ない。

この シス テ ム技 術者 不足 の別 の原因 と して 、大 学 にお け る情 報処

理技 術 、 シス テ ム技 術教 育 の問題 を指 摘 す る こ とが で き よ う。

第2の 問題 点 は 、 い まま での情 報処理 セ ン タ の 、 シス テ ムの構

築 は メー カ に ま か せ れ ば よ い 、 とい う姿 勢 に ある の では なか ろ う

か。 もちろ ん 、企 業 規模 、シ ス テ ム規 模 に ょ って 、 メ ー カまた は

他 の外部 依存 も当然 あ り うる。 また 、 メ ー カ、 ソ フ ト ウ ェ ア業 者

との密 接 な連 携 、協 力 も、 システ ム技 術 の強 化 、 向上 に対 して必 要

で ある 。 そ の場 合 、各 自の 役割 を 明確 に認 識 す る と と も に、開発 主

体者 と して の シス テ ム技 術 、 とくに シス テ ム評価 能 力 、 を保 持 す る
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こ とは 絶対 で あ ろ う。 いず れ に して も、 現 在 は 、過 去 の 姿 勢 を反 省 、

再 検 討 すべ き絶 好 の機 会 で あ る。

(2)シ ス テ ム運 用 技 術

情 報処 理 セ ンタ の 技 術 と して 最 も重 視 され て い るの は ・ システ

ム運 用技 術 で あ ろ う。運 用 技 術 につ い て 、 ア ン ケー トで は運 用 管理

技 術 、運 用 自動化 技 術 、安 全 管理 技 術 に大 別 して 設問 して あ ったが 、

そ の いず れ につ い て も高 い重 要 度 と影 響 度 が マ ー クされ てい る。

運 用 管理 技 術は 、 専業 者技 術 と して情 報 処 理 セ ン タ の 要 と な る

もの で あ り、 と くに情 報 処理 の 品質 と費用 に大 きな影 響 を与 え る。

正 確 な運 用 管理 の基 礎 は 、 シス テ ム構 築 の 際 に確 立 され る こ とは

い うまで も ない。 人 間が 関 係 す る周辺 操 作 に つ い て は 、 イ ン ダス ト

リア ル ・エ ン ジニ ア リング(IE)の 手 法 を用 いて処理 の流 れ を分析

し、作 業 の標 準 化 を行 うべ きで あ る。計 数 管理 を行 うた め の統計 値

の 収 集 、運 用 を能 率 的 にす るた め の シ ス テ ム ・サ ポ ー ト、 シス テ ム

の障 害 時 の正 しい処 置 と迅 速 な回 復 な ど、運 用 管理 に組 込 まれ る機

能 は 広 範 囲 で あ る。

運 用 管理 の重 要 な役 割 は 、 サ ー ビス の品質 管理 で ある 。 サ ー ビス

の品質 は 、 オ ペ レ ー シ ョン の品質 、 ソ フ トウ ェ アの 品質 、 ハ ー ドウ

ェア の信 頼 性 な どが 関 係 して くる。 情 報 セ ン タ で の 品 質 管 理 は 、

今後 、定着 す べ き重 要 な概 念 で あ り技 術 で あ ろ う。

コ ン ピュ ー タ応 用 の一 分 野 と して、 オ ペ レ ー シ ョ ン ズ ・ リサーチ

(OR)が あ るが 、 コン ピュータ ・システ ム の 設計 や運 用 の 分 析 こそ

こ のORの 最 も適 合 した 題 材 の ひ とつ で あ る。

各 企 業 とも省 力 化 、 合理 化 に 腐心す る と同時 に 、知 識 集約 型 産業

を 指 向 して い る の に対 して 、本 来 知 識 集 約 型 で あ るべ き情 報処 理 セ

ン タ は 、 そ の 運 用 の 面 で 、労働 集 約型 に近 い感 が あ る。

こ の よ うな点 か ら、運 用 の 自動 化 は焦 眉 の課 題 で あ ろ う。 過 渡 的
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な解決 法 と して は 、周 辺 入 出 力機 器 の操 作 、特 に磁 気 テ ー プ操 作 の

自動化 技 術 が とりあげ られ るで あろ うが 、本質 的 には 、 自動 化 の技

術 は 、

・フ ァイ ル の設 備技 術 とデ ー タ管理 技 術

・端 末 と通 信 回 線 を経 由 して のア セセ ス技 術

・オ ペ レ ーテ ィ ン グ ・シス テ ムを 中心 とす る シス テ ム管理 技 術

の3つ に集 約 され る。

米 国 にお け る大 手 の計 算 セ ン タ は 、 巨 大 な容 量 の フ ァ イル設備

を持 ち、売上 額 の大 半 もフ ァイル使用 料 で 占め られ てい る と聞 く。

しか も、ほ とん ど の ユ ー ザ が 端 末 か ら ア ク セ ス してい る。 コン ピ

ュ ー タ ・コ ン プ レ ック ス に よ り、大 半 の 設備が 二 重 化 され てい て 、

故 障時 の 自動 バ ック ア ップ体 制が と られ て いる。 わ れ われ の 目標 と

す る 自動 化 の大 部 分が そ こに達成 され て い るの を 見 る。

も ちろん 、 これ らの 自動 化 は 、市 場 の 大 き さ や ユ ー ザ ・レベ ル

の高 さ に よって 支 え られ てい る わけ であ り、そ の膨 大 な設 備 投 資 を

考える と我が国 の情報 処理 セ ン タ業 界 に 直 ち に 適 用 で きる とは限 ら

ない。 それ 故我 が国 の 市 場 、 セ ン タお よ び ユ ー ザ の レ ベ ル に応

じた運 用 自動 化技 術 を確 立 す る必要 が あ ろ う。そ して、そ の基 礎 と

な るの は 、 システ ム運 用 の実 態 を把 握 し、問題 点 を抽 出 す る シス テ

ム分析 と投 資 を正 当 化 す る費 用 効果 分析 で あろ う。

今 回 の ア ン ケー トにお い て 、運 用 自動 化 技術 の展 開 は 、 自社導 入

を促進 す る とい う理 由 な らび にFMを 不要 化す る とい う理 由 か ら、

業 界 に マ イナ スの 影 響 を与 え る とい う意 見が3件 あ っ た こ とを特 記

してお く。

安 全 管理 に関 して は 、安 全 対 策 の章 で 詳述 され て い るの で 、 こ こ

では 省 略 す る。 シ ス テ ム技 術 の面 か らは 、 フ ェイル ・・セー フ/フ ェイ

ル ・ソシ トな システ ム の構 築 が 基本 で あ り、ハ ー ドウ ェ ア、 ソフ ト
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ウェア 両 面 か らのデ ー タ保 護機 構 が 重 要 で あるが 、 た とえば 、 デ ー

タ伝 送 の 際 の 暗号 化 な ど、 シス テ ムに対 す る新 しい要 求が 生 まれ つ

つ あ る。

今 回 の調 査 にお い て 、 シス テ ム技 術が 情 報 処 理 セ ン タ に と っ て

極 め て重 要 で ある に もかか わ らず 、 まだそ の レベ ル の低 い こ と、そ

して技 術 力 を強 化 しな けれ ば な らな い こ とにつ い て 、強 い意 識 を も

っ て い る こ とが認 め られた 。 この こ とは 、 各社 の研 究 開 発投 資 の技

術分 野 別 比 率 の数 字 に も現 われ て い る。

しか し、先 進 国 、特 に米 国 に対 抗 し うる シス テ ム技 術 が 、現 在 の

情 報 処 理 セ ン タ業 界 を とりま く環 境 にお・い て 、 各社 が そ の 自己投

資 の範 囲 で どの程 度 強化 、蓄 積 し うる かは 疑 問 であ る。 そ の 意味 か

ら、 ア ン ケ ー トの多 くに は、 自社投 資 に よる技 術 力強化 の他 に、 独

自の応 用 分 野 へ の特 化 、 専門 化 と同業 者間 の協 業 化 、ネ ッ トワー ク

化が 併 記 さ れ て いた の は 興 味深 い 。

シス テ ム技 術 の 強 化 に は 、 メ ー カ、 ソ フ トウ ェア業 界 との密 接

な協 力 、 連携 も必 要 で ある。

また 、 通 産省 の強 力 なバ ックア ップ を期 待 す る こ とは い うまで も

ないo

これ らの 背 景 をふ ま え て、技 術 の交 流 の場 とい うこ とを 中心に 、

シス テ ム技 術 の強 化 に対 す るθ 日本 情 報 セ ンタ ー協 会 の今 後 の役割

は極 め て 重要 で あ る。

3.2.4オ ン ラ イン 技 術

(1)オ ン ライ ン技 術 の変 遷

遠 隔 地 の端 末機 か ら通 信 回 線 を経 由 して 、 中央 の コン ピュ ー タ と

何 らか の や り取bを 行 う"オ ンライン ・システム"は 、1950年 代 末に

xI

始 ま る。 そ れ は ア メ リ カ航 空 の 座 席 予 約 シ ス テ ム(SABRE)や 、

米 国 の 軍 事 シ ス テ ム のSAGE'"2で あ る 。 これ 等 の シ ス テ ム は 、 オ ン
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ラ イ ン ・ リア ル タ イ ム と呼 ば れ 、 デ ー タ 伝 送 や オ ン ラ イ ン の 基 礎 技

術 を 確 立 し、 現 在 も 専 用 シ ス テ ム と し て 、 発 展 した 形 で 生 き て い る 。

一 方
、J・ マ ッカ シーが1959年 に 、 マン ・マシ ン の 会 話 を ベ ー ス

に した コ ン ピ ュ ー タ の 時 分 割 に よ る 共 同 利 用 －TSSを 提 唱 し、 こ

れ を 実 現 した の がMITのCTSS妬3、Multics"4等 で あ る 。 これ は

多 重 処 理 の コ ン ピュ ー タ を1つ の 共 用 資 源 と して 、TSS等 に よ り

共 同 利 用 す る もの で あ る 。 そ して これ 等 の シ ス テ ムが 、 ス トレ ー ジ

管 理 を 十 分 に 行 っ た 多重 処 理 のOS、 会 話 型 処 理 システ ム、 会 話 型

言 語 等 の オ ン ラ イ ン に 必 要 な コ ン ピ ュ ー タ 技 術 の 先 導 的 役 割 を果 し

た と同 時 に 、 コ ン ピ ュ ー タ の 共 同 利 用(ソ ー ス シ ェ ア リ ン グ)、 会

話 型 利 用 、 更 に後 の コ ン ピ ュ ー タ ・ユ ー テ ィ リテ ィ と い う よ う な 、

社 会 的 に イ ンパ ク トを 与 え た 概 念 を定 着 さ せ た 起 源 と も い え る 。

そ の 後 、 コ ン ピ ュ ー タ ・メ ー カ に ょ リ コ ン ピ ュ 一 夕 の 一 層 の 大

型 化 、 多 重 処 理 化 が 進 み 、 通 常 の 汎 用 大 型 シ ス テ ム で は 、 バ ッ チ 、

リモ ー トバ ッチ 、TSS、 リア ル タイ ム 等 、 い ず れ の タ イ プ の 処 理 も

可 能 なOSを 利 用 出来 る よ うに な っ た 。 同 時 に フ ァ イ ル の ア ク セ ス

メ ソ ッ ド と同 様 に 、 テ レ コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン ・ア ク セ ス メ ソ ッ ドが

普 及 し、 オ ン ラ イ ン ・プ ログ ラ ム の 作 成 を 容 易 に した 。

TSSに お・い て 、CTSS,Multics等 が 先 導 的 で あ った と同 様 に 、

む　

コン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー クではARPAネ ットが 、技 術 的 に も社 会

的 に も、 水 先 案 内人 の役 目を果 して きた 。 これは 、米 国 にお・い て 大

学 や 研究 所 等 に設置 され て い る コ ン ピュ ー タを、 ミニ コ ンを ノー ド

と し、新 しいパ ケ ッ ト交 換 を用 い た 、通 信 サ ブ ネ ッ トワー クに接 続

し、全 体 と して コン ピュ ー タ ・ネ ッ トワー クを構 成 す る もので ある 。

こ の原 形 は1960年 代 の 末 に完 成 し、研 究用 の ネッ トワーク として

現 在 で も成 長 しなが ら運 営 され て い る。

1970年 の後 半 では 各国 で 電気通 信 の主 管 庁 等 を 中心 に 、パケット
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交 換 を 用 い た 、 公 衆 網 が 計 画 、 建 設 さ れ て い る 。

一 方 コ ン ピ
ュ ー タ ・ メ ー カ も 、 従 来 の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン の ア

ク セ ス メ ソ ッ ド か ら も う 一 歩 進 み 、 通 信 を コ ン ピ ュ ー タ の 中 に 取 り

込 も う と す る 、 ネ ッ ト ワ ー ク ・ ア ー キ テ ク チ ャ を 確 立 し つ つ あ る 。

ま さ に コ ン ピ ュ ー タ ・ ネ ッ ト ワ ニ ク の 時 代 が 始 ま っ て い る 。

注LSABRE:Semi-AutomaticBusinessEnvironment,Reserch

の 略 語 。SABERに 由 来 し、EとRの 転 置 は 特 に 意 味 は な い 。

注2.SAGE:Semi-AutomaticGroundEnvironmentの 略 。

注3・CTSS・C・m…ib1・Tim'・Sh・ ・i・gSy,t。mの 略 。

注4.Multics:MultiplexingInformationandComputingServ-

iceの 略 、 米 国 国 防 省 のARPAの 援 助 を 受 け たMAC計 画 の1つ の プ ロ

ジ ェク ト。

注5.ARPAnet:米 国 、 国 防 省 のARPA(AdvancedReserchProject

AgenCy)に よ るネ ッ トワーク。'

(2)我 が 国 の オ ン ライ ン ・サ ー ビ ス

.我が 国 で 商業 ペ ース の オ ン ラ イ ン ・サ ビ ースが 開 始 され た のは 、

1971年 の 公 衆電 気 通 信 法 の一 部 改正 に よb、 電 電 公 社 によるデ ー

タ通 信 設備 サニ ビスの 開 始 と共 に 、制 限つ きでは あ るが 、回 線 の他

人 使 用が 民 間 に認 可 さ れ た 時 で あ る。

現 在 、商 業 ベ ー ス のオ ン ライ ン ・サー ビス を行 う情 報 処理 センタ

は 、 つ ぎ の4つ のグ ルL-.プ に分 け る こ とが で き る。 まず 電電 公社

の デ ータ通 信 設 備 サー ビス で 、 これが 市場 の 半 分以 上 を 占め て い る

とい われ て い る。つ ぎに 、米 国 の コン ピュ ー タ を国 際 回 線 に よ り、

TSS主 体 の サ ー ビス を提 供 す る電 通国 際 情 報 サ ー ビス 等 の 、い わ

ば 外 国 系 、従 来 か らの バ ッチ ・サ ー ビス に 、TSS,RJE等 を付加

した国 産 系 、 ま た 、 市況 情 報 サ ー ビス等 の デ ー タや 情 報 の 提 供を主

として行 うもの等 であ る 。 郵 政 省 に よれ ば 、これ等 オンライン ・サー
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ビス を行 う セ ン タ を 情 報 通 信 業 と呼 び 、 うち計 算処 理 を主 と し

て 行 うもの を情 報処 理 業 、 デー タ の提 供 を行 う もの を情 報提 供 業 と

して い る。

郵政 省 の"デ ータ通 信 の発展 のた め に"に よれ ば 、 デ ー タ通信 シ

ス テ ム数 の 推 移、52年 度 の オ ン ラ イ ン ・サ ー ビス の概 況 は 、そ れ

ぞ れ 表3-16、 表3-17の とお りで あ る。

表3-16デ ータ通 信 システ ム数 の推 移(各 年 度 末)

年度末
区 別

46 47 48 49 50 51 52

同一 企業 の
シス テ ム

281 393 608 955 1,219 1《741 2379

国 企業 グ ル ー プ
12 34 66 120 157 178 213

の シ ス テ ム

民間デ ータ通信

事業者のシステム
2 14 32 51 53 80 97

NTT設 備 サービ
13 27 38 42 50 58 60

内
ス の シ ス テ ム

小 計 308 468 744 1,168 1479 2057 2749

同 一企 業 の
シス テ ム

6 6 7 8 ,10 12 16

国 企業 グ ル ー プ
14 19 25 29 29 32 39

の シ ス テ ム

民 間 データ通 信

事業者のシステム
0 0 2 2 3 3 5

KDD設 備サービ
0 1 1 1 1 2 2

際
ス の シ ス テ ム

小 計 20 26 35 40 43 49 62

合 計
(6)
322

(13)
481

(21)
758

(24)
1,184

(27)
1,495

(30)
2,076

(36)
2175

(注)()内 は国 内 と国 際両 方 に ま たが る シス テ ム数 の 再掲
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表3-17 デ ー タ通信 サ ー ビス の概 況

(昭 和52年 度 末 現在)

対 象 業 務 システ ム数 備 考

販売 ・在庫管理 システム サ ブ セ ン タ53

サ ー ビ ス ユ ー ザ 数1 ,147

公 衆 デ ー タ (DRESS) センタ15 端 末 数3475

電 通 信 サ ー ビス 科学技術計算 システムサ サ ブ セ ン タ61

一 ビ ス ユ ー ザ 数1ρ61

(DEMOS,DEMOS-E) センタ6 端 末 数1β05

電 金 融 業 務 26

自動車検査登録業務 1

座席予約業務 1

税務関係業務 8 総 端 末 数6A60
公
各 種 デ ー タ 信 用 ・購 買 ・販 売業 務 2

1システムあたり165

平 均 端 末 数

通 信 サ ー ビス 気象観測情報業務 1

環境情報業務 1

社 生鮮食料品流通情報業務 1

救急医療情報業務 2

官庁会計業務 1

小 計 60

国 際 電 電
国際 オー トメックスサービス 1

オ ー トメ ック ス ・18
ユ ー ザ 数

個 別 シ ス テ ム 1 同 端 末 数184

1 小 計 2

販売 ・在庫管理業務 26 ユ ー ザ 数1β20

民間データ通信業者
証券取 引業務 10

借

総 端 末 数12β00

(70社)

銀 行 業 務

そ の他 の特殊業務

5

9

霧 論轍127

多 目 的 47

1 小 計 97

合 計 159

(注)*の うち 、証 券 市場 の情 報 提 供 の タ ー ミナ ル数 約5,000が 含 まれ て い る。
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以 上 か らもわか る よ うに、 我が 国 にお け る商業 ベ ースの オ ン ライ

ン ・サ ー ビスは 、1971年 の法改 正 以 前 の 、デ ・一夕通信 設備 サー ビ

ス の試 行 役務 の時 代 か ら、 電 電 公社 が 主 流 に なっ て推 移 して きた 。

民 間 に よるオ ン ライ ン ・サ ー ビス ・セ ン タは、 力不 足が あ る とは い

え 、前 門 には 回 線利 用 の 強 い規 制 、決 っ して安 くない 回線 料 金 、後

門に は 、 巨大 な資金 力 を持 つ デ ー タ通 信設備 サ ー ビス と の 競 合 の 間

に は さまれ て い るのが 現 状 で あ る。

(3)今 後 の オ ン ライ ン ・サ ー ビス

現行 の オ ン ライ ン ・サ ー ビスは 、 次 の4つ に分 け る こ とが 出来 る。

トラ ンザ ク シ ョ ン

RJE

TSS

デ ー タベ ース 、 デ ー タバ ン ク

現行 の オ ン ラ イ ン ・サ ー ビス の主 流 は 、事務計 算処 理 を中 心 と し

た 、デ ー タを与 え る こ とに よっ て処理 を行 う(DataDriven)、

い わ ゆ る トラ ン ザ ク シ ョン型 の もの であ る。RJEやTSSは 、現 在

で も、科 学 計 算 や 一 部 専門 分 野 で深 ぐ浸 透 して い るが 、 今後 は問 題

解 決 用 の 汎用 サ ー ビス と して、量 的 に増大 してい くこ とが 予 想 さ れ

る。 デ ー タベ ー ス、 デ ー タバ ンク サ ー ビスは 、現 在 証券 情報 分野 等

で普 及 してい るが 、 今 後米 国 の例 に見 られ る よ うに 、文 献検 索、経

済 情報 、 医薬 ・科 学 情 報 、特 許 情 報等 、 幅広 い分 野 で の ニ ーズが 高

まる と考 え られ る。 また、DBMS等 、 フ ァイル構 築 、検 索 、 管理 技

術 の進 歩 に よ り、単 な る情報 提 供 か ら情 報処理 と組 み 合 せ た形 の汎

用的 、 あ る場 合 は 専 用 的 な サ ー ビス も期 待 され よ う。

コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ ト ワー ク の環境 では 、 これ らの個 々 のサ ー ビ

スの 充実 は も と よ り、 これ らの機 能 を組 み 合せ た サ ー ビス、 また通
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信 サ プ ネ ッ トワ ー ク の付 加 価 値 を含 め た総 合 的 サー ビスが 望 まれ

る。 この総 合 的 な サ ー ビスが ま さ にNIS(NetworkInformation

Service)と 考 え られ る 。

端 末 機 、 ミニ コ ン ピュー タ、小 型 専用 シ ステ ムを持 つ ユ ー ザ は 、

情 報処 理 セ ン タの 運 営 す る コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ トワーク に加入 す

る こ とに よ り、 ネ ッ ト ワーク内 の いず れ の コン ピュー タ等 の資 源 を 、

任 意 に、 好み の方 法 で 利用 出来 る と同 時 に、処理 の結 果 を任 意 の端

末 機 等 に取 り 出す こ とが 出来 る。 ま た 、 この ネ ッ トワー ク の通 信 、

通 信 処理 機 能 を、計 算 処理 との組み 合 せ に よ り、単 独 に で も利用 出

来 る。 通 信 機 能 の単 独 利 用が 盛 ん に なれ ば 、 ネ ッ トワー ク 内の通 信

サ ブ ネ ッ トワー クは独 立 の歩み を始 め、 これ は も う民 間 に よるVA

N(ValueAddedNetwork)に な る。 さ らに、=.一一.ザが 成 長す る

に従 い 、 自社 に個 有 の ネ ッ トワーク を構 成す る こ とに な り、 この ネ

ッ ト ワー ク とセ ン タの ネ ッ トワー ク との接 続 が 発 生 す る。 ま た、個

'
個 の セ ン タの ネ ッ トワー ク同志 の接続 も ある。 この ネ ッ トワーク同

志 の接続 は技 術的 な新 しい 問 題点 とな る。

これ らを実 現 す るた め に コ ン ピュ ー タ ・コ ミュニ ケ ー シ ョンの総

合 技 術 力 を高 め る と同時 に 、大 きな障 害 を乗 り越 え ねば な ら ない。

そ れ は通 信 回 線 の 利用 を含 め た 、 デ ー タ通 信 の 制 度 で あ る。 現在 の

回 線 利用 制 度 では 、制 限 され た 、小 さ な、独 立 の集 中ネ ッ トワー ク

(ネ ッ トワー..クとい え る か ど うか)の 構 築 に とど ま る。 将 来NIS

に よ る総 合 サ ー ビス を 目指 すた め には 、 デ ー タ通 信 制 度 の改 善 に挑

戦 す る道 を 避 け て通 る こ とは 出来 ない 。

(4)異 機 種 間 ネ ッ トワー クの 実 現 に必 要 な技 術

コン ピュ ー タ ・ネ ッ トワー ク と して の 異機 種 コン ピュ ー タの結 合

に は 、2つ の タ イ プが あ る。

① コ ン ピュ ータ ・コン プ レ ック ス
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② 通 信 ネ ッ トワーク を経 由 した コ ン ピ ュ ータ間 結 合

第1の タイ プは コン ピュ ー タ室 の 中 で行 われ る コン ビa－ 夕 ・コ

ン プ レ ック ス で ある。 独 立 した複数 の コ ン ピュ ー タ を、 デ ー タチ ャ

ネル を介.して 、 フ ァイル ブ ロック単 位 で粗 結合 した り、 フ ァイル シ

ェア したbす る。 さ らに、 密結合 に な る と、1つ のOSの 制御のもと

に複 数 の コン ピュー タ を制 御 す る こ とに な るが 、異 機 種 間 では技 術

的 に 困難 な こ とが 多 く、今 後 の大 きな課 題 で あ る。第2の ケース で

は 図3-17の ように 、コン ピュータや コ ン ピュ ー タ ・コン プ レ ック

ス を ホ ス トと して、通 信 回線 また は 通信 ネ ッ トワーク に加 入 、接 続

す る。,

この場 合 、 ネ ッ トワー ク に加 入 す る 個 々 の コ ン ピュ ー タの ネ ッ ト

ワー ク ・ア ー キテ クチ ュ ア間 の整 合 性 、 ま たは 、 中間 に 介 在す る標

準 化 さ れ た通 信 ネ ヅ トワー ク との整 合性 が 問 題 に な る。通 信 を取 り

込 ん だ コン ピュ ー タの ネ ッ ドワーク ・ア ー キテ ク チ ュア や コモン キ

ャ リア に よる 通 信 ネ ッ トワークの標 準 化 され た ネ ッ トワーク ・ア ー

キテ ク チ ュ アは 、大 ま か に いえ ば 、3つ の レベ ルが あ る。 これは 回

線(電 気 的 、物 理 的)レ ベ ル 、OSレ ベ ル、 ユ ー ザ レ ベ ル の プ ロ

トコル階 層構 造 で ある 。 この階 層構 造 は さ らに分化 が 進 み 、そ れ ぞ

れ の レベ ル で の定義 、機 能が より深 く明 確 化 され 、 さ らに標準 化 さ

れ て、そ の仕 様 が 開 放 され よう と して い る 。回 線 レベ ル 、OSレ ベル

等 は各 メ ー カや コ モ ン キ ャ リ ア に 期 待 す る と して も、情 報処理 セ

ン タ に お け る技 術 的 問 題 は 次の よ うに あげ る こ とが 出来 る。

① コン プ レ ック ス の構 築技 術

② ネ ッ ト'ワーク 内 の分 散処理 技 術

③ 通 信 サ ブ ネ ッ トワークの構 築 技 術

④ 高位 プ ロ トコル(ユ ーザ レベ ル)の 技術

⑤ コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワークの総 合 技術
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① 、② 、 ③ につ い て は 、 ユ ー ザ ・ レベ ル の 努 力 が 必 要 な ことは

も ちろ ん で あ るが 、基 礎 と して メ ー カや キ ャ リア に 負 う部 分 が 多

い の で 、④ につ い て少 しくわ しく述べ てみ た い。

回 線 レベ ル(低 レベ ル)、OSレ ベ ル(中 位 レベ ル)で の整 合 性

を とる こ とに よって基 本的 に、 異機 種 コン ピュー タ間 の接続 の道 具

立 てが 準備 され る 。 この 段階 では 、 す で に、 回線 経 由の異 機 種 コン

ピュ ー タ間 の粗 結 合が 完 成 した とい っ て よい か も知 れ ない。 しか し、

これ だ け で はTSS'RJEリ ア ル タ イ ム等 の各 サービス レベ ル で の

整 合 性 は とれ て い ない 。 コ ン ピュ ー タが 異 なれ ば 、 フ ァイル型 式 も

TSSコ マ ン ドも異 なる。 こ こで高位 の ユ ーザ レベ ル ・プ ロ トコ ル

と して通 信 しよ う とす るお 互 い の コン ピュー タに、そ れ ぞ れ で 実行

され る ユ ー ザ プ ログ ラ ム を持 っ て 、 こ の プ ロセ ス間 の通 信 を行 う。

さ らに、 これ に仮 想化 の技 術 を適用 す る。例 えば 、 自分 の ホ ス ト側

のTSSコ マン ド等 を こ の プ ロセ ス で相手 のTSSコ マン ドに 変換 す

る。 この こ とをい い換 え れば 、 自分 の ホス トの プ ロセス は、 相手 側

TSSの 仮 想 端末 機 で あ り、相 手 ホ ス トのTSSに 対 す る、仮想化処

理 を行 って い る こ とに な る。TSSの み な らず 、RJE,リ アル タイ

ム等 、形 態 に応 じた複 数 の プ ロセス を持つ こ とに よって 、 ユ ーテ ィ

リテ ィベ ー スの 異機 種 コ ン ピュ ー タ間 の通 信 が 可能 に なる。

最 後 に、 異機 種 間 コ ン ピュ ー タの接 続 につ い ては 、 技 術 的 な問 題

も重 要 で あ るが 、そ の 実現 には 異 企業 、異 組 織 、国 際 間 の接 続 が 必

要 とな る た め、 デ ー タ通信 制度 や 、 社 会的 ・経 済 的 な問 題 点 を解 決

して い く必 要 が あ ろ う。
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図3-17.コ ン ピ ュ ー タ ・ ネ ッ ト ワ ー ク

`

3.3技 術 動 向 に 対 す る 専 業 者 の あ リ方

3.3.1ユ ー ザ ・ニー ズ の 多 様 化

最 近 、 産業 論 で 、 ハ ヒフヘ ホ産 業 とかABC論 とか いわ れ る こ とが

あ る。 前 者は ハ ウ ジン グ、 フーズ、 ファッション、ヘルス、ホビー等、ハ行 で

始 まる 産業 が 今後 伸び る とい う説 であ り、後 者 は わが 国 産業 発展 はA、

B、Cの 時 代 を 過 ぎてE(エ レク トロメ カ ・エデ ュケ ー シ ョン)、F

(フ ー ド ・フ ァッシ ョン)、G(ギ ャン ブル)、H(ヘ ル ス ・ハ ウ ジ

ン グ)の 時 代 を迎 え る(日 本 開 発 銀行 佐 貫利雄 氏)と い う も の で あ

る。 産業 構 造論 を見 直 して第3次 産業 を細分 すべ きだ ともい われ て い

る。 これ らは いず れ も今後 の社 会 を あ る程度物 語 っ てい る もの とい え'

よ う。 あ らゆ る 産業 を顧 客 と し得 る わが 情報処 理 サ ー ビス業 と して も、

これ らに無関 心 では い られ ない。 今回 の面接 調査 の 中で も、拡 大 す る

分野 と して ソ フ トウ ェア ・オ ン ライ ン ・FMと い っ た 、 い わば 売 り手

か らの分類 とは 別 に 、医 療 、 住宅 、 健康 、 レジ ャー、教 育 、福 祉 、流
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通 、環 境 とい っ た新 市場 もあげ られ て いる。 業 界 の 現 状 か らみ る と

まだ 少数 意 見 か も知 れ ないが 、 少 し目を先 に 向 けれ ば 真剣 に受 け と

め るべ き こ とで あ ろ う。

一 方 、 ユ ーザ ・ニ ー ズ の 質 的 変 化 も起 って きて い る。 面接調 査

の 回答 では 、 ユ ーザ の 要 求 が 高 度 化 ・高 品 質 化 ・複 雑 化 ・巨大化

して きて い る とい う意 見が 多い。 具 体 的 に バ ッチ処理 サ イ ク ルの短

縮 化 ・機 室保 護 の 厳格 化 な ど もあげ られ て い る。 角度 を変 えて ユ ー

ザ 側(ア ン ケー ト)か ら も 情 報 処 理 セ ン タ に 望 む こ と と して ・

TAT(夕 日 ン ア ラ ウン ト ・タ イ ム)の 短 縮 ・融 通 性が1、2位 にあ

げ られ てお・り、情 報処 理 セン タ側 の こ とば で い え ば 、 高 度 化 ・き

め 細 か さが 求 め られ てい る とい え よ う。

以 上 の とお り、 ユ ー ザ の 要 求 は 、 そ の 種 類 の上 か ら も質 の面 か

ら も多様 化 して きて い る 、 あ るい は 、 し よう と して い る と考 え られ

る。 情 報 社会 研 究 所 の増 田米 二 氏 は コンピュータ リゼ ーシ ョンの発展

段 階 を4段 階 に分 け てい る。 巨大科 学 ベ ース、 経 営 ベ ース、 社会 ベ

ース 、個 人 ベ ースが そ れ で あ り、現 在 第2～ 第3の 段階 に あ る と し

て い る。 第2段 階 の対 象 は 経営 体 ・組織 で あ り、効率 追 求型 の コン

ピュータリゼ ー シ ョン で あ るが 、 第3段 階 は 大衆 ・社 会 を対 象 に した

問 題 解決 型 であ る。 さ らに1980年 代 か ら第4段 階 に入 り、対 象は

個 人 ・人 間 で知 的 創造 型 に な る と い う。 先 に 見 た ユ ー ザ ・ニー ズ

の 多様 化は も う一 段進 む わ け で あ る。 情報 処理 サ ー ビス業 は あ らゆ

る産 業 を顧 客 とな し得 るば か りか 、あ らゆ る対 象 を ユー ザ とな し

得 る の で あ り、 ユ ー ザ ・ニ ーズ の 多様 化 は昨 日 よ り今 日、 今 日 よ

り明 日へ と進 み 続 け る で あ ろ う。 情報 処理 サ ー ビス業 にお け る技 術

問 題 を考 え る場 合 に も、 コン ピ ュ ー タ技 術 の 進 歩 と ユ ー ザ ・ニ ー

ズの 多様 化 を常 に 念頭 に置 い てお か ねば な らない とい え よ う。
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3.3.2新 技 術 の受 け とめ方 と対応

今回 の ア ンケ ー ト調 査 にお・い て 、6分 類38項 目の技 術 分 野 を例 示

し、 これ らに関 す る意 識 調 査 を行 っ た。 有効 回答数 が43件 で 、意 識

調 査 とい うには 少 ないが 、 回答 に少 し時 間 のか か る質 問 で あ った割 に

は 熱 心 な回答 が 寄せ られ た上 、 集計 結 果 の バ ラツキ も適 正 で あ り、 い

くつ かの 傾 向 を見 る こ とが で きる。

(1)重 要度 が 高 い とさ れ た もの

① コス ト'パ フ ォー マ ンス の向 上

② 手書 文 字 認識

③ 印刷 漢 字認 識

④ 運 用 自動化 技 術

⑤ 安 全 管理 技 術

これ らの選定 は容 易 に 推定 され る もの で あ り、業 界 へ の影 響度 もプ

ラス 側 に非 常 に大 きい ものば か りで ある。 影 響度 不明 と した 回答 も少

な く、 まず 妥 当 な選択 といえ る。 しか し、 マ イナス影 響 度 の 高 い もの

は全 然選 ば れ てい ない 。

(2)重 要 度 が低 い とさ れ た もの

① 自動 化機 械 の検 知

② 仮 想 記憶 方 式 の実 用 化

③ 音 声 認 識

④ 科学 技 術計 算 サ ー ビス

⑤ 図形 認 識 、解 析

この選定 は① を除 い て意 外 で あ る 。す で にわか りす ぎて 認 識が 少 な

い のか 、全 く逆 に ま だ技 術 未 熟 で 関 心が な いのだ ろ うか。 しか も、 こ

れ らの影 響 は わか らない とす る 回答 も多 く、 プ ラス に もマ イナ ス に も

影 響が 少 ない と答 え て い る(⑤ のみ はや や プラス側)。 影 響が ない も

の に関 心が ない とい うこ とは あ ろ うが 本 当に 影響が ない の で あ ろ うか 。
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先 の ユ ーザ ・ニ ー ズ の 多 様 化 を考 える と少 し淋 しい感 じが す る。

(3)影 響 度 の バ ラ ツキが 大 きい もの

① ミニ コ ン性 能 の 向上 、普 及

② オ フィス コン性 能 の 向上 、普 及

③ コ ン ピュ ータ ・シス テ ムの機 能 特 化

これ らは プ ラスの 影 響 、 マイ ナ ス の影 響 に幅 広 く意 見 が 分 れ 、回

答 者 の 「とま どい」 を感 じさ せ る。 しか し、 これ らに対 す る重要度

は概 して低 い 。考 え方 に よっ て は 、影 響が ど う出る か 分 らない もの

に 関 心 を持 つ こ とが科 学 や 技術 の進 歩 を もた ら して きた の では なか

ろ うか 。

以 上 、 ア ン ケ ー トか らは 模 範 回答 的 、 やや 消極 的 な感 じを 受 ける。

ア ン ケ ー トは 主 と して技 術 担 当部 門 か らの回 答 と推定 され るが 、経営

者 の 受 け とめ 方 は ど うで あ ろ うか。 再 び 面接調 査 か ら推 察 してみ たい 。

全 般 的質 問 、経 営 問 題 、市 場 問 題 、業 界構 造 、技 術問 題 、 政 策問 題 等

に わた っ て 幅広 く技 術 の問 題 が論 じ られ て いるが 、 い くつ か の 傾向 が

浮 び 上 っ て くる。

(1)技 術 問 題 に関 心が 高 い

回 答 者 の約1/3が 技 術 問 題が 重 要 と指 摘 してい る。 因み に これ よ

り重 点が お・かれ た の は経 営 問題 、 業 界 の位 置 づ けで あ り、技 術 問 題

をは さん で 、業 界秩 序 、市 場 問題 、 安 全対 策 、 政 策 問題 とな って い

る。

(2)関 心 の高 い項 目

技 術 問 題 で 関心 の高 い もの は① オ ン ラ イ ン(お よび 分 散処理)、

② ソフ トウェア であ り、 多 くの意 見が 集 中 してい る。

(3)オ ン ライ ン

今後 の経 営 指向 と して オ ン ライ ン指 向が 非 常 に高 く、2/3近 くの

回答 者 が 指 摘 してい る。 とこ ろが 皮 肉 な こ とに市 場 の 見通 しと して
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は 明 る くない と してお り、 問題 は通 信回 線 制度 に あ り、制 限緩 和 ・

料 金 改正 お・よび公 社 の処理 サ ー ビス問 題 の 声 に結 び つ い て いる。

(4)ソ フ トウェ ア

オ ン ライ ン とは全 く逆 に、 ソ フ トウェ ア市場 見通 しは 明 るい と し

なが ら、 経 営 指 向 での 声は 少 ない。 技 術 が 未熟 で生 産 性が 低 く、 ユ

ーザ に よ る ソ フ トウ ェ ア の価 値 評 価が 低 い こ とを指 摘 してい る。

この た め ソ フ トウェ ア業 者 との 協業 化 を望 む声 も多 く、売上 げ 向上

と コス トダウ ンの両 項 目 と も ソフ トウェ アに 注 目 してい る。

(5)技 術 全 般

技 術 問 題全 般 に対 して は、 技 術 力の向 上 を望 む 声が 大 き く、教 育 ・

研 究 ・開発 に努 め てお り、技 術 開 発 力 こそ 生 き残 る道 で あ る とす る

声 が 多い。 ま た、 これ の推進 のた め 、.研 究開発 費 に対す る金 融 ・税

制 面 で の援 助 を求 め る意 見 も多い 。

さ て、 研 究 開発投 資 の現 状は ど うで あ ろ うか 。残 念 なが ら、当 業

界 では 研 究 開発 費 を経理 上 独 立 して扱 っ て い る ケ ースは少 ない と推

定 され る。 ア ン ケー トでそ の現 状 と将来 方 向 を質 問 して い る。上 の

推定 が 裏 づ け られ るか の よ うに 、か な りのバ ラ ツキが 見 られ 、回 答

者 の苦 心 が うかが わ れ る。極 端 な値 を除 き集計 した結 果 に よる と、

研 究 開 発 費 の対売上 比率 は現 状 で平 均3.3%、 将来 は6.5%と なっ

てお・り、 まず 妥 当 な ところ であ ろ う。 さ らに、 これ を技 術6分 野 に

分類 した質 問 の 回答 は つ ぎの とお・りで あ っ た。

① 現 状 では 、 コ ン ピュ ー タ ・シス テ ム、 シス テ ム技 術 、応 用技 術 、

そ の 他 にほ ぼ4等 分 され て いる 。

② 将 来 も基 本 的 には そ のパ ター ンに 変 りは ないが 、前3部 門へ の

投 資 をそ の他 部 門へ 振 り向 け る結果 、 そ の他部 門が32%に 膨 張

す る。

以 上 の結 果 は 平 均像 と して ほぼ 予 想 され る ところ で あるが 、個 々
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には 相 当 のバ ラ ツ キが あ り、 多少 な り とも各社 の 姿 勢が うか がえ る

よ うであ る。

ア ン ケー トでは 技 術 分 野 別 の対 応 策 を質 問 したが 、 回答例5種 の

いず れ か を記 入 した ものが 多 く、 あ ま り生 の声が 聞 け な かっ た。 し

か し、協 業 化(他 業 種)、 ネ ッ トワー ク化(同 業 者 間)の 声が 割 に

多 く・見 られ る・ 当 然 の こと なが ら、技 術 革新 の激 しい コン ピュ ー タ

技 術 に支 え られ る情報 処 理 サ ー ビス業 に とって 、す べ ての技 術 に着

目 し、そ の 推 進 者 とな る こ とは 不 可能 で あろ う。 何 故 な らば 、わが

業 界 の周 囲 に は 各種 の 関 連業 界が 存 在す るか らで あ る。そ こで、 各

技 術 につ い て どの業 界が 推進 を担 当す べ きか 、す なわ ち技 術 分担 を

考 え る こ とは 当業 界 の将 来 方向 や位 置 づけ を探 る上 で重要 な こ とと

考 え られ る。 ア ンケ ー トでは これ につ いて も質 問 した 。分 析 方 法 の

詳 細 は 省 略す るが 、全38分 野 中 、 ハ ー ドウ ェ ア ・ メー カが 分 担

す べ きもの21、 ソフ トウェア業 が 分担 すべ きもの6、 情 報処 理 センタ

が 分 担 す べ き も の11で あ っ た。 内容 を 見 る とそ の差 は 明 確 で あ

り、 記述 言 語 を含 む 開発 テ ー マは ソ フ トウ 土ア業 、 管理 ・サ ー ビス

に類 す る もの は 情 報 処 理 セ ン タ 業 、 そ の他 が メー カ で あ る 。 当

然 の結 果 ともい え るが 、 この辺 に我 が 業 界 の将来 を論 ず る上 での重

要 な ヒン トが か くさ れ て い る よ うに思 われ る。 す な わ ち、 技 術要 素

は 各 々そ の 専 門 の業 者 の 分担 と し、 情 報 処 理 セ ン タ は そ れ らの と

り ま と め を行 う オ ル ガ ナ イ ザ と して の姿 であ る。 これ こそ 情報 処

理 サ ー ビス業 の将 来 生 残 るべ き道 では なか ろ うか。 協 業 化 とい うだ

け の言 葉 で もい い表 わ し得 ない・もの で あ ろ うが 、そ の第 一 歩が 協業

化 だ とも考 え られ る。 面 接 調 査 の中 で も協業 化 の議 論が な されたが 、

ア ン ケ ー トと全 く同 じ く、 メ ー カ,ソ フ ト業 と の協 業 化 を指向 し

てお り、 この 点 に 関 しては 業 界 の 、 あ るい は各 社 内 にお ける1つ の

コ ン セ ンサ ス であ る とい って よい で あ ろ う し、 好 ま しい 方 向 ・姿 勢
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であ る とい え よ う。

さ て、そ れ では 何 を 目的 に協業 して事 に 当 るの か。 当 然 これは ユ

ー ザ 側 に 立 っ た 、 ユ ー ザ の 代 弁 者 と して の も の とい え よ う。 ユ

… ザ ・ニー ズ は 多 様 化
化し、 関 連基 礎技 術 は急 速 に発 展す る。 この

背 景 の も とで 協業 に もとづ き、 オル ガナ イ ザの大 役 を果 す には ど う

すれ ば よいの か。 情 報 処理 サ ー ビス業 の技 術 力の 現 状 か ら考 える と、

か な り遠 い道 程 か も知 れ ない。 しか しなが ら、 この こ とは 情 報処理

サ ー ビス業 の使 命 ・社 会的 責 任 で あ り、重 要 な 役割 であ ろ う。 われ

わ れ を励 ま し、 育て て くれ る のは ユ ーザ で あ る 。 わ れ わ れ を成 長

さ せて くれ る のは 関 連技 術業 界 で あ る。 この二 面 の 状況 は ニ ー ズの

多様 化 で あ り、技 術革 新 の速 さ であ る。 とす る な らば 、 まず 第 一 歩

と して 、 これ ら新技 術 の進 歩 に敏 感 で なけれ は な らな いで あ ろ う。

敏 感 で あれ ば 、関 心 が わ き、 関心 か わ けば 研究 す る。 遠 い人類 の祖

先 か ら進 化 して きた 入 間 の本 性 で もあ り、進化 の 原 動 力 で もあっ た

「敏 感 さ」 を育 て る ことが 現在 の情 報 処理 サー ビス業 に望 まれ て い

る と思 われ る。

3.3.3事 業 者 技 術の あ リ方

専 業 者 とい う用 語 は 比較 的新 しい せ い か 、広 辞 苑 に もないが 、専 業

とい う用 語 は あ る・ そ れ か ら類 推す る と2つ の意 味が あ る。そ の1つ

は 専 門 業 者 で あ り、人 で いえ ば 専 門家 で あ り、 エ キ スパ ー ト、 プ ロ フ

ェ ッシ ョナ ルで あ る。2つ 目は 専 らそ の業 だ け を営 む 業 者 であ り、 専

業 農 家 な ど と使 われ る。 こ こでい う専業 者 は他産 業 の兼業 者 との対 比

か らは 後 者 の よ うに も とれ るが 、情 報処 理 サ ー ビス業 自体 の定 義が 下

しに く く、 今後 の発 展 を考 え る とき前 者 の定 義 に も とづ きた い。 す な

わ ち、他 産業 の兼業 者 との意 識 もさ る こ と なが ら、そ の道 の第1人 者

と して 誇 りあ る名 称 と考 え た い。

専業 者技 術 の定 義 に つい て ア ンケ ー トの結果 を眺 め てみ た い。 い ろ
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い う な表現 が あ るがそ の いわ ん とす る点 は4点 で ある。 第1に 比 較

対 象は 一 般 コン ビュ ー一夕 ・ユ ー ザ で あ る 。 第2に 目的 は 、 「ユ ー

ザ の 要 求 に 適 合 し た 」、 「 ユー ザ へ の 相 談 役 的 な 」、 「ユー ザ

の 省 力 化 の た め 」が あけ られ て い るが 、最 初 の ニ ュア ンス の もの

が 多い。 第3に 程 度 ・方 法(英 語 のHowが ピッ タ リす る)で あるが 、

これは 多 くの 回答 が あ る。 多 いの は 「低 コス トで」 、 「高 品質 の」 、

「高度 の」 で あるが 、そ の他 に も 「高速 に」 、 「高付 加 価値 の」 、

「効率 よ く」 、 「適 確 に」 、 「先 進 性 あ る」 、 「す べ て の サ ー ビス

形 態 を」 、 「安全 に」 等 々か あ る。 さ らに 「低 コス ト」 に は 「長 期

的 に」 、 「短期 的 に」 、 「安定 的 に」 と修 飾 さ れ た もの もあ る・ あ

え て ま とめ れ ば 、 「安 定 的 に低 コス トで高 品 質 の」 とで も なろ うか。

最 後 に行 為 で ある が 、 「提 供」 、 「情 報処理 サ ー ビ ス」 、 「サポ ー

ト」 、 「運 用」 な どが あ り、 「サ ー ビス提 供 」 とま とめ られ よう。

す べ ての言 葉 そ れ ぞ れ に含 蓄 があって切捨 てるに忍 びな いが 、 あえ て

ま とめ る と、 「専業 者 技 術 とは 、 ユ ーザ の要 求 に 適 合 した 高 品質

な情 報 処理 サ ー ビス を安 定 的 に低 コス トで 提 供す る技 術 」 と定義 づ

け られ よう。 しか しなが ら肝 要 な こ とは この技 術 の 育 て 方 、 あ り方

で あ る。

これ の 実 現 の た め に は 、 まず 第1に 「新技 術 動 向 に敏 感 で ある」

こ とが 望 まれ る。 第2に 「常 に教 育 ・研究 開 発 に 努め る」 こ とであ

ろ う。 も ち ろ ん 各 企 業 が す べ て の技 術 に精 通 す るわ け で は な く、

企業 の ポ リシ ーに よっ て取 捨選 択 が 行 わ れ よ うが 、 そ の意 味で も

「敏感 」 に 多 くの テ ー マ を捉 え 、選 定 すべ き対 象 を 多 く持 ち続 け る

こ とが 重 要 で あ ろ う。

以上 、専 業 者 技 術全 般 を通 してみ る と、 多少 幼 稚 で ジ ャー ナ リス テ

ィ ク な表現 で あ るが 、 「専 業 者技 術 に は カキ ク ケ コが 重 要 で あ る」 と

いえ よう。 カ=開 発(ソ フ トウェ ア)、 キ=教 育 、 ク=ク オ リテ ィ=
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品 質 、 ケ=研 究 、 コ=コ ミュ ニ ケ ー シ ョン=通 信 の5つ で あ る・

34提 言

以 上 見 て きた よ うに、 情 報処 理 サ ー ビス業 にお ける技 術 問題 は 次 の よ う

に ま とめ られ よ う。

(1)技 術 力 の現 状は まだ 低 い。

(2)当 業 界 を支 え る コ ン ピュー タ技 術 の進 歩 は 非 常 に速 い 。

(3)当 業 界 の ユ ーザ ・ニー ズ は 、 そ の 種 類 ・質 共 に多様 化 が 進 ん でい る。

(4)技 術 要 素 は 各 々そ の専 門 業 者 の分 担 と し、情 報 処 理 セ ン タ は オ ル ガ

ナ イザ に なる こ とが望 まれ る。

(5)当 業 界 の専 業者技 術 とは 、 ユ ーザ の 要 求 に 適 合 した 高 品 質 な情 報処

理 サ ー ビス を安定 的 に低 コス トで提 供す る技 術 であ る。

(6)こ れ らのた め 、新 技 術 問 題 に敏 感 で、 教育 ・研究 開発 に 努め る必 要 が

あ る。

さ て 、面接 調査 ・ア ン ケー ト調 査等 を通 じて 、 また以上 の 議 論 を通 じて

各 方 面 に対 す る要 望 も出 され て い る。 これ らを対 象別 に 、(1)情 報処 理 セ ン

タ各 社 、(2)θ 情 報 セ ンター 協 会 、(3)コ ン ピュー タ ・メー カ、(4)ソ フ トウェ

ア業 者 、 ⑤政 府 、 に 分 けて 列 記 す る。

(1)情 報 処理 セ ンタ 各 社 に 対 して は 、 と りも直 さず 先 に述べ た とお り、

そ の環 境 を認識 し、 将来 の姿 を考 え て 、新 技 術 に敏 感 で、 研 究 開発 に 努

め よ とい う ことに な ろ う。

(2)(社)日 本 情報 セ ン タ ー協 会 に対 して は、 参 加 各社 の教 育 ・研 究 の 場 を

提 供 し、例 えば 研究 発 表 会 等 を通 じて会 員 相互 の技 術 力向上 に役 立 つ よ

う配 慮 してほ しい 。

(3)コ ン ピュ ー タ ・メ ー カに 対 して は 、 当 業 界 向け の低 コス トで 高性 能

な コン ピュ ー タ ・'シス テ ムの提 供 に努 め て ほ しい。 そ れ は業 界 の エ ゴで

な く、 ユ ー ザ 代 表 者 の 立 場 か ら の 発 言 で あ り、 ひい ては コンピュー タ・
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メ ー カ の発 展 に もつ なが る もの と考 え る。

第2に 、情 報処理 セ ン タ業 と 同 一 の サ ー ビス 分 野 に不 当 な価格 で 参

入 す る こ とを控 え られ た い。

(4)ソ フ トウ ェア業 者 に対 して は 、 ソ フ トウ ェアの開 発技 術 の追 求 を更 に

推 し進 め 、 われ われ に もそ の技 術 力 と成 果 を提 供 してほ しい。

(5)政 府 に対 して は、 第1に は研 究開 発 費 に関 す る金 融 ・税 制 面 での 助政

策 を考 え て 頂 きたい 。 技 術 力 の向 上が 強 く望 まれ る場 に あ り なが ら、そ

の経 営 実 態 は収 益 力 に乏 し く、悪 循 環 を く り返 してい る・ 第2に は通 信

回線 制 度 に関 し⑦ 利 用 制 限 の緩 和 、④ 諸 外 国 に く らべ て適 正 な料 金 、⑨

電 電 公社 の処 理 サー ビス の適 正 化 、 を 望み た い。 オ ン ラ イ ン処理 が 今後

発 展 す る分 野 で あ る こ とは諸 報 告 に見 る とお り明 らか で あ り、 そ の ため

に も、 現行 法制 度 を、 情報 処 理 サー ビス 業 が オ ン ライ ン ・サー ビスを行

うの に適 した もの に改善 さ れ る こ とを、 特 に 強 く望 み た い 。

4

●
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4経 営の実態 と展望

4.1経 営 の 実 態.

情 報 処理 サ ー ビス 業 の創 成 期(昭 和29年)か ら この業 界 も す で に25

年 を経 過 して きた 。 この間 に 我 々業 界の 進 展は 目覚 しい ものが あ り、昭 和

53年 にお い て事業 所 数 は942事 業 所 、 セ ン タ数 に じて1 ,539ヵ 所 を数

え る まで に な った。 もち論 この数 字 の中 には 、 ソフ トウェア専 業 、 入 力処

理 専業 も含 まれ て い るが 、 これ らを除 い て もセ ンタ数 と して1 ,074ヵ 所 と

なっ て い る。

この よ うに 進展 して きた業 界 で あ るが 、 特 に 昌和41年 以 降 の 新 規開 設

件数 が 顕 著 に なっ てい る。 さ らに セ ン タの増加 す る要 因 の 中 で 、専業 者 と

して開 設 され る もの の他 に 、一 般 企業 の電 算室 が 分 離独 立 した もの(い わ

ゆ る ス ピンア ウ ト系 セ ンタ)が 少 な くな く、 こ の業 界 の開 放 的 性 格 、逆 に

い え ば 、 常 に新 規 参入 が容 易 であ る とい う性格 を示 してお・り、 今 後業 界 の

発 展 と将来 指向 を考 え る上 で重要 な問 題 点 とな るの で は ない で あ ろ うか。

本 章 で は 、 この よ うな情 報 処理 サ ー ビス業 を経 営面 か ら とらえ 、そ の実

態 と、 今後 の問 題 点 を考 察 してみ たい 。

今 回 の業 界 実 態調 査 の標 本数 が 結 果 的 に48社 に とどま っ たた め 、 この

結 果 か ら業 界 を 推 しは か る こ とは 、無理 な点 が あるか も知 れ ないが 、そ の

他 関連 資 料 を参 照す ることに よって 、ある程 度 は業 界 の概要 を 把握 す るこ と

は 可 能 と思 われ る『

4.1.1経 営形 態 につ い て

(1)設 立 動 機 か らみ た 形 態

　

数 多 くあ る情 報処理 サ ー ビス業 も、そ れ が 開 設 され るた め には 、

あ る動機 が 存 在す る もので あ り、 この面 か ら現 在 の業 界 を把握 して

み た い 。

まず 表4-1に 示 され る よ うに、 当業 界 の設 立 動 機 は 、 当 初か ら
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専 業 者 と して 設 立 さ れ た ものが 、54.2%と 大 半 を 占め 、 つ ぎに 一

般 企業 か らの 分 離独 立 が20.8%と な っ てい る。 そ の他 、 共 同 利 用 型、

メ ー カ系 列型 とな るが 、 これ らの構 成 比 率 を、 「 コ ン ピ ュ ー タ 白 書

'78年 版」 の数 値 表4-2と 比較 す る と、 ほ ぼ 同 じ傾 向 とな っ てい る。

表4-2か らみ る と、 独立 系 が88.3%と な って いる こ とに対 して、

今 回調 査 の結果 で あ る 、独立 系 の54.2%と 、ス ピンア ウ ト系 の20.8

%と を加え た ものの計74.0%を 独立 系 と見 な して も よい の で、この構

成 比 は ほぼ 実 態 を表 わ して い る と見 る ことが で きる。

表4-1設 立動機別事業所数

＼ ← 独立系 ス ピ ン
ア ウト型

メーカ系
共 同

利 用 型
そ の 他 計

事 業 所 数
26

(54.2%)

10

(20β)

1

(2.1)

6

(12.5)

5

(10.4)

48

(100.0)

表4-2企 業 形態別事業所数

独 立 系 メ ー カ 系 公 共機 関 計

事 業 所 数
832

(88.3%)

50

(5.3)

60

(6.4)

942

(100.0)

(注)コ ン ピ ュ ー タ 白 書'78年 版 よ り

鯵

この 調査 結 果 の 中 で特 に顕 著 な こ とは 、 専業 者 と して当 初 か ら設

立 され た もの に対 して、 一 般 企業 か ら分 離 独立 した ものが 約 半数 を

占め てい る こ とで あ る。特 に 昨 今 の 経済 環 境 の下 で 、 産業 界 の減 量

経 営 指 向 は 強 い ものが あ り、 経 費 低減 の一 環 と して 、電 算 部 門の 分

離 独 立 は 、 今後 と も続 く とみ て 間 違 い は な い で あ ろ う。
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●

この こ とは 、別途 実 施 した ユ ーザ実 態調 査 か らみ て も、

1。 今後 、昭 和60年 末 まで に外 部 の企業 等 か ら 情報 処理 サ ー ビス

を引 受 け、事 業 と してい くか につ い ては 、

① 確 実 に行 う2.0%

② 行 う可 能 性 が 高 い8・6%

③5分5分 で ある8・4%

となっ てお・り、① 、② をあ わせ て少 な く ともIO.6%が 、今後事業

と して行 う可 能 性 を持 っ てい る。

2.今 後 、昭 和60年 末 まで に コン ピュ ータ室 を分 離独 立 す る可 能

性 が あ るか につ い て は、

① 分 離独 立 す る こ とは確 定 的1.o%

② 今後3年 以 内 に実 現す る可 能 性が 高 い1.5%

③ 昭 和60年 末 まで には 実 現す る 可能 性が 高 い …・…・・10.3%

とな っ てお り、① 、② 、③ を あ わせ て12.8%も の 企業 が 、分 離独

立 を考 え て い る。

しか も、現 在 ユ ー ザ の コ ン ピ ュ ー タ室 で あ り なが ら、外部 か

らの 受託 を行 っ て い る企業 が 、19.2%あ り、 そ の内 容 は 、親 会

社 、 関連 会 社 、取 引先 等 で78.4%を 占め てい る。

この こ とは 、 当業 界 の将来 の あ り方 を 検討 す る上 で非 常 に 大 き な

要 素 となる であ ろ う。

以 上 の よ うに、 設立 動機 別 にみ た 企業 が 、売上 げ 面 では 、 系 列 と

どの 程 度 相関 関 係 を持 って い るで あ ろ うか。 これ は 表4-3か らお・

よそ 推 察す る こ とが で きる。 これ か らみ る と独 立 系 はや は り一般 企

業 の売上 占有率 が 高 く、 ス ピン ア ウ ト系 は 、親 会 社 の 占有率 が 高 い 。

共同 利用 系 は 、 関 連 グル ープ 占有 率が 低 いが 、 親 会 社 か らの売上 占

有率 を加 えれ ば 約50.0%と な り、売上 げ 面 か らみ た ス ピンア ウ ト系 、

共同 利 用系 、 メ ー カ系 と も に 、 関 連 企 業か らの売 上 占有率が50.0
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%以 上 を 占め てお り、 経営 面 での 安定 基 盤 で あ る こ とが うかが え る。

また 別 の 見 方 をす る と、主要 な売上けを占め る顧 客 の業種 が 表4-4

か ら推 察 で きる。

独 立 系 セ ン タ の 主 要 売 上 げ の 関 連 先 が 表4-3で は一 般 企業

で あ っ た が 、 表4-4の 業 種 別 を 見 る と 、 官 公需が30.7%と

高率 を示 して い る こ と と、 コン ピュ ー タ ・ メ ー カ か らの 売 上 げ が

19.2%を 占め て い る。 これ は 表4-5の 商 圏別 分 布 と 併 せ 考 え る

ら

表4-3設 立動機 別、主要売上関連先別表

＼ 一 般 企 業 親 会 社 関連 グループ そ の 他 計

独 立 系
20

(76.9%)
4

(15.4%)
2

(7.7%)
一 26

(100.0㈲

スピンアウト系
1

(10.0)
7

(70.0)
1

(10.0)
1

(10.0)

10
(100.0)

共同利用系
3

(50.0)
2

(33.0)
1

(170)
一

6
(100.0)

メ ー カ 系
一 1
(100.0)

一 一
1

(100.0)

そ の 他
3

(75.0)
1

(25.0)
一 一

4

(100)

計
27

(574)
15

(31.9)
4

(8.5)
1

(2.2)
47

(100.0)

表4-4設 立動機別 、主要売上 先業 種別表

＼ コンヒ』 一夕

・メ ー カ

一 般

製 造業
同業 界

一般非

製造業
官 公庁 その他 計

独 立 系
5

(192殉

1
(4ユ%)

一
10
(384%)

8
(30.7%)

2
(τ6%)

26

(100吻

ス ピ ン ア

ウ ト系

1

(100)
3

(30.0)
一

5
(50.0)

一 1

(10.0)
10

(100.0)

共同利用系
2

(33.0)
1

(17.0)
『

3
(500)

一 一 6

(100.0)

メ ー カ 系 一
1

(1000)
一 一 一 一 1

(1000)

そ の 他 一 一 一
1

(250)
2

(50.0)
1

(250)
4

(100.0)

計
8

(170)
6

(12.7)
一

19
(404)

10
(21.2)

4
(8.7)

47
(100.0)

■
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表4-5設 立 動 機 別 、 商 圏 別 表

単 一 県 広 域 圏 全 国 圏 そ の 他 計

独 立 系
12
(46.1%)

10
(38.5%)

4

(154%)
一 26
(100.0%)

スピンアウト系
1

(10.0)
5

(50.0)
4

(4αo)

一 10
(100.0)

共同利用系
2

(33.0)
4

(66.0)
一 一 6

(100.0)

メ ー カ 系
『 一 1

(100.0)
一 1
(100.0)

そ の 他
2

(50.0)
2

(50.0)
一 『 4

(100.0)

計
17
(36.1)

21
(44.7)

9
(19.2)

一 47
(100.0)

と、 あ る程 度 要 因が 推察 で きるの では ないだ ろ うか。 独立 系 セ ン タ

で は そ の46.1%が 単一 県 を商 圏 と してお り、 この ため に 官 公 需

要(地 方 自治体)の 売 上 占有率 が 高い と考え られ る こ と、 ま た コ ン

ピュ ー タ ・メ ー カ の 売 上 占 有 率 が 高 い の は 、 メ ー カ が 資 本 参 加

してい るか 、 も しくは 、電 算機 導 入 に か らむ 業務 の提 供 等が 考 え ら

れ る。表4-4か ら見 て、一 般 的 傾向 と して 、 売上 占有 率 の 高い 業

種 は 、一 般製 造 、非 製 造業 で あ り官 公 庁 も売 上 げ の主 要 を 占めて い

る と同時 に 、 コン ピュ ー タ ・メ ー カ か らの 売 上 占 有 率 か らみ て、

当業 界 は、 メ ー カへ の 業 務 依 存 度 が 決 して低 く ない といえ よう。

.以 上 か ら して、 設立 動 機 別 に特 徴 づ け る とす れば 、

1.独 立 系 …… 商 圏 と して単一 原 型 が 多 く、 売上 先業 種 と しては 官

公庁 、 一 般 企業 が 多い。 また 、 関 連売 上 先 と して は 、 一般 企

業 が 多 いが 、親 会社 の売 上 げ も低 くは ない。

2.ス ピンア ウ ト系 …… 商 圏 と しては 、 広域 圏 、 全国 型 が 圧 倒的 に

多 く、売上 先 業 種 と して は一 般 企業 が 多い 。 ま た 、関 連 売上

先 と しては 、親 会社が 圧 倒 的 ウェ ー トを 占め る。

3.共 同 利 用 型 …… 商 圏 と しては 広 域 圏 型が 多 く、 売上 先業 種 と し
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ては 、一 般 企業が 多い。 また 、 関 連売 上 先 と しては 、 親会 社 、

グル ー プ企業 で約50%の ウエ ー トを 占め てい る。

4.メ ー カ 系 …… 商 圏 と して は 、 広 域 圏 型 も し くは 全 国型 で あ り、

主 要 売上 先 も、系 列 か らが 大 きな ウェ ー トを 占め て い る。

(2)商 圏 か ら見 た 形 態

次 に 当業 界 の 営業 圏(サ ー ビス エ リア)に つ い て考 察 してみ た い。

営業 圏 を単 一 県 、広 域 圏、 全 国 型 と区 分 した場 合 、そ の構 成 は 次 の

とお・りで あ る。

商 圏
単 一 県 広 域 圏 全 国 型

回 答 企 業 数
17社

35.4%

21社

43.8%

9社

18.7%

これ か らみ る と、広 域 圏 サ ー ビスが ほぼ 半数 を 占め 、つ い で単 一

県 サ ー ビス とな り、 全 国 型 は 、 まだ 構 成 比が 低 い。

で は 、 商 圏 の 中で 、 どの よ う なサ ー ビ ス を提 供 して い る の であ ろ

うか 。 これ につ い て は 表4-6が 参 考 と なる。

これ か らみ る に、 単一 県 サ ー ビス の中 で もオ ン ライ ン ・サ ービス

が 約9.0%あb、 売上げの額を別 にすれば 、 オ ン ラ イ ン ・サ ー ビス 率

は 広 域 圏型 の10.2%、 全 国 型 の13.2%と くらべ て 、低 い 率 では な

い。 しか も、昭 和60年 代 にお け るオ ンライン ・サー ビス率は、ほぼ売

上 高 の30%を 超 す こ とを指向 してお・b、 これか らみ て も、単一県型

サ ー ビス とい って も、 オ ン ライ ン ・ネ ッ トワーク の進 展 いか ん に よ

っ ては 、広 域 圏 型 、 全 国型 に な り得 る傾 向が ある。

こ の こ とは 、表4-7の 将来 へ の 指向 をみ れば よ くわか る。昭 和

53年 で単 一 県 型 の 企業 は 、将 来 、特 化 専 門 型 を 指 向す るもの29.4

%、 総 合 型 を指 向 す る もの70,6%と なっ てお・b、 か つ 、 商 圏 と し
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表4-6商 圏 別 、 バ ッ チ 、 オ ン ラ イ ン売 上 割 合 表

形態
パ ッチ(%) オンライン(%) 計(%)

圏 年 次

単 53年 91.1 8.9 100.0

一

県
57年 90.3 9.7 100.0

型 60年 70.3 29.7 100.0

広 53年 89.8 10.2 100.0

域
圏
57年 78.4 21.6 100.0

型 60年 61.8 38.2 100.0

53年 86.8 13.2 100.0

全

国 57年 69.8 30.2 100.0

型
60年 64.4 35.6 100.0

表4-7商 圏 別 、 将 来 指 向 の 業 種 別 表

■

＼ 単 一 県 広 域 圏 全 国 型 計

53年 度商圏 17(100.0) 22(100.0) 9(100.0) 48(100)

特 合 計
5(29.4) 7(333) 一 12(25ρ)

化 単 一県 3<60.0> 1<14。2> 一 4一

専

門 広域圏 2<40.0> 5〈71.6> 一 7_

型
全 国型

一 1〈14.2> 一 1一

総
合 計 12(70.6) 15(667) 9(100.0) 36(750)

A
単 一 県 5<417> 一 一 5一

口

型
広域圏 7〈583> 11〈733> 一 18_

全国型 一 4〈267> 9〈100.0> 13一

()の%は53年 度 商圏 を100.Oと した割合

〈 〉 の%は 特化 ・総合、それぞれの合計 を100.Oと した割合
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ては 、 つ ぎ の よ うな指 向 とな って い る。

単 一 県

17社(100%)

単 果 特 化 型

・社(47・%)＼ ・社 一

総 合 型

5社 〈62.5%〉

広 域 圏 一 特 化 型

・社一 ＼ ご㌘

7社 〈77.8%〉

これか らみ る 限 り、 単 一 県 型か ら広 域 圏 型 へ の営 業 展 開 を指 向す

る ものが 半 数 以 上 を 占め、 しか も、 単一 県 型 の 広域 圏 型 いず れ も、

サ ー ビス内容 は 総 合 情 報処 理 サ ー ビス を 指向 して い る。

これ に対 して 、 昭和53年 で広 域 圏型 の 企業 は 、将 来 時 化 専 門型

を 指 向す る もの33.3%、 総 合 型 を指 向す る もの66.7%と な ってお

り 、かつ 商 圏 と して は 次 の よ うな指 向 とな っ てい る 。

広 域 圏

21社(100.0%)

広 域 圏 一一→ 特 化 型

噛 σ62へ 蕊1㌘

11社 〈68.7%〉

全 国 型 一 ー一 〉 特 化 型

・社(23…/・)＼1社 〈・・…/・〉

総 合 型

4社 〈80.0%〉

●

す で に広 域 圏 サ ー ビス を実 施 してい る 企業 では 、 単 一県 型が 広 域
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圏 型 を指 向す る割合 に くらべ 、 全 国 型 を 指 向す る割 合が 低 い。 む し

ろ、 サ ー ビス の提供 内容 を充実 し、総 合 型 を指 向 して いる の では な

い で あ ろ うか 。 この こ とか ら、 将 来 の商 圏 は、 広域 圏 型 の ー市場 で の

シ ェ ア拡大 競 争 が 激烈 に な り、 これ に全 国 型が 加 わ る とい う非 常 に

厳 しい市 場 争 奪 戦が 繰 り広 げ られ る もの とみ られ る。

(3)サ ー ビス内 容 か らみ た形 態

昭和53年 度 にお け る オ ン ライ ン・ネ ッ トワー クに よる売上げは全

体 の10%程 度 で あb 、、 売上 貢 献度 は ま だ低 い。 昭 和60年 代 の総

売 上 高は 現 状 の約2.2倍 となるが 、1ン ライン ・サービスの 伸び率 は 約

3.5倍 とな る。 しか し全体 の 売上 げ に 占め る割 合 は15%程 度 であ

り、 オ ンラ イ ン ・サ ー ビス につ い て の 需要 予 測は 非 常に慎 重 で あ る

こ とが うかが え る。

表4-8売 上 構 成別 、昭 和53年 、60年 比 較

φ

昭 和53年 昭 和60年 伸び率予測

割 合 ㈲
百万円

売 上 額 割 ㍗
百万円

売 上 額
㈱割 合

事 務 計 算 25,052 48 42,926 38 L71

科 学 技 術 4,286 8 12,112 11 2.82

そ の 他 計 算 1,394 3 ・4 ,413 4 3.16

ソ フ ト 開 発 τ481 14 13,716 12 1.83

ソ フ ト 販 売 50 『 1,277 1 25.54

マシ ンタイム 販 売 1,982 4 3,647 3 1.84

要 員 派 遣 之070 4 6,918 6 3.34

コ ン サ ルテ ィング 5 一 1,144 1 228.8

教 育 訓 練 45 一
1 320 一 71

デ ー タ ・エ ン ト リー 2,060 4 2,305 2 1.12

ネ ッ ト ワ ー ク 4,952 10 17247 15 3.48

情 報 提 供 『 一 2,076 2 『

そ の 他 2,739 5 4,497 4 1.64

合 計 52,116 100 112,599 100 2」6
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一 方 、 ソフ ト販 売 、 コ ンサ ル テ ィ ング業 務 の 伸 び率 予 測 は 、総 売

上 高 に 占め る割 合 は ま だ低 い ものの 、伸び 率 に つ い ては 、 群 を抜 い

てお り、 従来 の我 が 業 界 の主 た る柱 で あ った 受託 計 算 業 務 の 伸 び率

の鈍 化 と、 今後 進 展 が 期 待 され る ソ フ トウ ェ ア販売 とそ れ に伴 うコ

ンサ ル テ ィ ング 等 へ の対 応姿 勢が うかが え る 。

しか し、 この傾 向 も、 企業規 模 に よって か な り異 なる。60年 にお

け る売 上構 成 予 測 を 、 売上 高 ラン ク別 にみ た のが 表4-9で あ る。

ひ とつ の 傾 向が は っ き り と現われている。つま り、大 手 は ネ ッ トワ

ー ク ・サ ー ビス 指 向 で あ り、 中堅 は ソフ トウ ェア 開発 指 向 といえ よ

う。
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表4-9売 上げ ランク別 に見た60年 の売上構成予測

業
務

売
上

高
ラ
ン

ク

11}

事

務

計

算

{2}

科

学

技

術

計

算

{31

そ
の

他
の

計

算

受

託

⊂4)

ソ

フ

ト

ウ

チ
開
発

㈲

ソ

フ

ト

ノミ

ツ

ケ

|

ジ

販

売

巴
シ

ン

タ

イ

ム

販
売

{7}

要

員

派

遣

サ

1
ビ

ス

;
ン

サ

ル

テ
イ

ン

グ

{9}

教

育

訓

練

Od

デ

1

で

;
ト

リ

1

OD

ネ

ζ
ワ

1

ク

サ

1

ビ

ス

02

情

報

提

供

03

そ

の

他

oo

合

計

1～5億 円 66 0 1 2 0 0 8 0 0 0 17 0 6 100

5～10億 円 22 2 2 17 1 0 13 3 0 1 9 1 20 100

10～20億 円 92 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7 100

20～40億 円 41 20 3 18 0 0 2 0 0 0 16 0 0 100

40～60億 円 44 12 3 16 0 1 8 0 0 3 9 0 3 100

60億 円以 上 26 7 5 5 3 7 4 3 1 2 26 5 5 100

平 均 38 11 4 12 1 3 6 1 0 2 15 2 4 100
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(4)売 上 げ か らみ た 形態

表4-10に$り 商 圏 と売上 高 とそ の関 連 をみ る と・ 単一 県 を 商

'圏 とす る 企業の 売上 高 は
、10億 円以 下 が 約半 数 を 占めてお・り、広域

圏 を商 圏 とする企業 は、20億 円以 下 が 過半 数 を 占め てい る 。 そ れ に

く らべ全 国 を 商圏 とす る企業の売上高 は、40億 円以 上 が 過 半 数 を 占

め て いる 。 この こ とか らみ て 、単 一 県 を 商圏 とす'る場 合 に は年 商は

ほ ぼ20億 円程 度 で あb、 これ を 打破 す るた め には 、 広 域 圏 サー ビ

ス に姿 勢 を転 ず る こ と もひ とつ の方法 で あ ろ う。 、

しか し、 マ ー ケ ッ ト ・シ ェアの 拡 大 は 、'「果 してマ ーケ ッ ト ・エ リ

アの 拡 大 のみ を意 味 す る もの では ない と思 われ る。 ・

つ ぎに 各 企業 の売上 け は どの よ うな顧 客 層 か ら構 成 され てい る の

で あ ろ'うか。 まず 、 企業 と顧 客 との関 係 をみ る と 表4-11の とお

りで あ る。.

表4-1'0売 上 高 別 、 商 圏 別 表

'商 圏

売上 高

・単 一 県 型 広 域 圏 型 全 国 型 計
醐

平均売上高

5億 円以 下 5社
・(56%)'

4社

(46%)

一 9社<18>

(1000%)
318.7

6～10億 円
6社

(60%)

4社

、(40%)
一

10社<20>

(100.0%)
729.6

11～20億 円
4社

(33%)

6社

(50%)

2社
"7%)

12社 〈25.(〉

(100.0%)
1.4071

21～40億 円

ム
1社

(17%)

5社

(83%)

6社〈13>

(10α0%)
2,405.5

41～60億 円 一
1社

(20%)

4社

(80%)

5挫 く10.4>

(1000%)
5,300.0

1

61億 円 以 上 一
1社

(25%)

3社

(75%)

4社<8>

(100.0%)
7,352.0

不 明
1社

.(100.0%)

1社<5.0>

(10α0%)

合 計
17社

(375%)

21社

(43.75%)

9社

(18.75%)

48社<100.0>

(100.0%)
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表4-11売 上 ランク別 、売 上 関係先 別 表

く

関係

売上高

一 般 企業 親 会 社
関 連

グル ープ

1

そ の 他 不 明 計

5億 円以上
8社

(89%)

1社

(11%)

一 『 一
9社

(100.0%)

6～10億 円
6社

(60%)

3社

(30%)

1社

(10%)
一 一

10社

(100.0%)

11～20億 円
6社

(50%)

5社

(42%)

1社

(8%)
一 一

12社

(100.0%)

21～40億 円
3社

(50%)

3社

(50%)
一 一 一

6社

(100.0%)

41～60億 円
3社

(60%)
一

1社

(20%)

1社

(20%)
一

5社

(100.0%)

60億 円以上 『 3社

(75%)

1社

(25%)
一 一

4社

(100.0%)

不 明
1社

(50%)
一 一 一

1社

(50%)

2社

(100.0%)

合 計
27社

(56.3%)

15社

(31.3%)

4社

(8.3%)

1社

(20%)

1社

(2.o%)

48社

(100.0%)

売上 げ の主 な る関 係 先 は 一 般 ユ ー ザ で あ り 、 つ い で 親 会 社 、

関 連 グ ル ー プの煩 となっ て い る。 つ ぎに これ ら売上 げ に 占め る、主

要 得 意 先 の割 合 は どの 程度 であ ろ うか 。上 位3社 の売 上 げ に 占め る

割合 は表4-12の 通 りで あ る。

表4-12主 要売上 割合3位 までの売上高 及び割合

●

売上高順位 1位 2位 3位 上 位3位 平 均

平均売上高
及 び 割 合

百万 円%

653,130.2

百万 円%

225,410.4

百万 円%

116.75.5

百万 円%

995,246.1

これ か ら見 る と、総 売上 高 の50%近 くが 上 位3社 の売 上 げ で 占

め られ てい る こ とが わ か る。 これ は 一 見非 常 に安定 性が あ る よ うに
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み え るが 、逆 に上 位3社 に対 す る依 存度 が 高 く、経 営 的 には 危 険 な

要 素 を含 ん で いる とい え る ので は な か ろ うか。 今回 の 調査 に よる と、

表4-12に よb売 上 高 ラン ク別 の顧 客 数 を 見 る と 、 この 点 が 明

確 に なる で あ ろ。 さ らに 、上 位3社 とそ の売上 高並 び にそ れ 以下 の

顧 客 数 とそ の 平 均 売 上 高 を み た の が 表4-13で あ る 。これ に

よ り、上 位3社 の平 均 売上 高 と、そ れ以 下 の平 均 売上 高 との差 は大

きい ことが わ か る。

表4-13-1売 上 高 ラン ク別 、顧 客数

売上高
ランク
5億 円

以 下

6～

10億 円

11～

20億 円

21～

40億 円

41～

60億 円

61億 円

以 上
不 明 平 均

顧 客 数 79 41.1 34.0 21.4 15.0 75.5 2.0 28.0

なお 、 売上 高 ラン ク別 に売 上 関係 先 の割合 を表 わ して い る、 表4

-10と 表4-13-1 、2を 比較 す る と、一 般 企業 との取引 関 係 が多

い売 上 高 ラ ンクは 、5億 円以 下 、6億 円～10億 円 、 で あ りつ い で

41億 円 ～60億 円 と なっ てい る。 また 、親 会 社並 び に 関連 グル ー

プ との取 引 関係 が 多 い売上 高 ラ ン クは 、61億 円以上 が最 も多 く、

つ い で、21億 円 ～40億 円 、11億 円 ～20億 円 となっ てい る。

売上 高 成長 性 に つ い てみ る と、業 界 の 成長 率 平 均 は年 率20.0%

となっ て い る。 さ らに売 上 高 ラ ン ク別 に整 理 した のが 、表4-14

で あ る。

情 報 処理 サ ー ビス 業 の成 長 率 につ い て は 、 情報処 理 振 興事 業協 会

編 「昭和52年 度 情 報処 理 産業 経 営 実 態 調 査報 告 書」(以 下 「IPA

報 告 書」 とい う)の 中で 触 れ て い るの で、 こ こに引 用 す る と、

1.情 報処 理 サ ー ビス業 は4年 間年 率21.4%の 成 長 を 記録 した もの
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表4-13-2

売上 高

ランク

53年 度 上 位3社 の割合46.1%に つ いて 残 り53.9%に つ い て

醐
平 均
売上高

顧客数
百万円
平 均
売上 高

顧客数
百万円
顧客当り
売上 高

百万円
平 均
売上高
顧客数

百万円
顧客当り
売上 高

5億 円以 下 3187 79 146.9 3 48.9 17t8 4.9 35.1

6～10億 円 729.6 41.1 336.3 3 112.1 393.3 38.1 10.3

ll～20億 円 1.40τ1 34.0 648.6 3 216 .2 758.5 31.0 24.5

21～40億 円 2,405.5 21.4 1,10&9 3 369.6 1,296.6 18.4 70.5

41～60億 円 5,300.0 15.0 2,443.3 3 814.4 2,856.7 12.0 238.1

61億 円 以上 τ352.0 75.5 3,389.2 3 1,129.7 3,962.8 72.5 54.7

不 明 一 一 一 一 一 一 一 一

平 均 2,029.0 28.0 935.4 3 31L8 1,093.6 25.0 43.7

表4-14売 上 高 ラ ンク別 、平均成 長率

崩一ンク

伸び率
合 計

5億 円

以 下

6～10

億 円

11～20

億 円

21～40

億 円

41～60

億 円

61億 円

以 上

25%以 上
11
(22.9)

1
(1L1)

1
(10.0)

2
(16.7)

2

(33.3)

3

(60.0)

1

(25.0)

22～24%
5
(10.4)

一 2

(20.0)
　

1

(16.7)

1

(20.0)
1
(25.0)

19～21%
6

(12.5)

2

(22.2)

1

(10.0)

2
(16.7)

1

(16.7)
一 一

16～18%
6

(12.5)

1

(11.1)

1

(10.o)

2
(16.7)

1

(16.7)

1

(20.0)
一

13～15%
3

(6.3)

2

(22.2)

1

(10.0)
一 一 『 『

10～12%
4

(8.3)

2
(22.2)

一 1
(8.3)

1

(16.7)
一 一

7～9%
5

(10.4)
一 2

(20.0)

1
(8.3)

『 一 2

(50.0)

4～6%
2
(4.2)

一 1

(10.0)
1

(8.3)
一 『 一

o～3%
2

(4.2)
一 1

(10.o)

1
(8.3)

一 一 一

不 明
4

(8.3)
1
(IL1)

一 2
(16.7)

一 一 一

合 計
48

(100.0)
9
(100.0)

10
(100.0)

12
(100.0)

6

(100.0)
5
(100.0)

4

(100.0)

平 均 伸 率 20.0% 17.6% 14.7% 16.8% 242% 35.0% 19.8%
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の 各年 度 の成 長率 は 逐 年 下 降 をた どって い る 。

2.実 質 成 長率 は4年 間 年 率7.2%で 一 般 産業 に比 べ て水 準は 高い

もの の、50年 度 を ピー クに して逐年 成 長率 鈍 化 の傾 向が 明 らか

とな って き て吟 る 。

と成長 率 につ い て分 析 が な され てお・り、 今回 の 実 態調 査 では逐 年 成

長率 は 分析 で き なか った ものの 、 平 均 成長率 は 、 ほぼ 同 じ結果 とな

っ て い る。

(5)従 業 員 数 か らみ た形 態

各 企業 の従業 員 数 を も とに して 、そ の形 態 を 推 察 し て み る 。 表

4-15に み る よ うに 、従業 員数 別 企業 数 は 、100～300人

の規 模 を 中位 に して前 後 にほ ぼ 均 等 に 分布 して い る・

表4-15従 業 員 数 別 企 業 数

幽 50人

以 下

51人 卜

100人

101人 ～

300人

301人 ～

500入

501人 ～

700人

701人

以 上
計

企 業 数

(%)

2

(4.2)

11

(22.9)

20

(41.7)、

7

(14.6)

5

(10.4)

2

(4.2)

48

(100.0)

つ ぎに、 将来 指 向 と従業 員 数 の変 化予 測 をみ てみ る。

表4-16は 、 従 業 員 数 と将 来 の 商 圏 指 向 を 表 に した も の で

あ る。 これ か らみ る と、50人 以 下 の企 業規 模 で は 、現 在 の 商圏 を

将来 とも変 え る ことは 考 え てお らず 、 現 状維 持 で あ る。 これ に比 べ

て 、51人 以 上 ～300入 の企業 規 模 では 、単 一 県 型 か ら広 域 圏型 へ

の 指 向が 強 く、 特 に、101入 ～300入 の 企業 規 模 では これが顕著で

あ る。 一 方 、3'00人 以 上 の 企業 規 模 にな る と、 現 状維 持 に 逆 もど

り して い る。
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表4-16従 業員 数 別 商 圏 の将来 指 向

撒一'ク 50人 以下
51人 ～

100人

101人 ～

300人

301人 ～

500人

501人 ～

700人
701人 以上 計

単 一県 1 7 8 1 一 一 17

53
広域圏 1 4 9 4 3 一 21

.年
全 国圏 一 一 3 2 2 2 9

計 2 11 20 7 5 2 47

単 一 県 1 6 3 1 一 一 11

57
広域圏 1 5 12 4 2

'

一 24

年
全国圏 一 一 4 2 3 2 ll

計 2 11 19 7 5 2 46

単 一県 1 3 2 1 一 一 7

60
広域圏 1 8 10 3 2 一 24

年 全国圏
一 一 7 3 3 2 15

計 2 11 19 7 5 2 46

4.1.2企 業 の経 営数 値 につ い て

(1)売 上 げ か らみ た経 営 実 態

将来 指 向 と売上 高予 測 に つ い て各 企業 の売上 高 、 平 均成 長率 、売

上 げ を構 成 す る業 容 等 か ら企 業 の実 態 を考 察 してみ た。 今 回 の調 査

に よる と、売 上 高 と成長 率 につ い ては 表4-17の よ うに な って

い る。

年平均成長率 は20%(昭 和49～52年 平均)を 記 録 して い るが 、こ

の 成長 率 につ い て 、他 の調 査報 告書 と比較 したのが、表4-18で あ

る。 これ らの調 査報 告書で は 「従業 員 数 ラ ンク別 」 に な って い るた め 、

表4-17売 上 高 ラ ン ク別 、 企業 数 、売上 高 、 成 長率 表

題 5億 円

以下

6～10

億 円

11～20

億 円

21～40

億 円

41～60

億 円

61億 円

以上
不 明 計

企 業 数 9 10 12 6 5 4 1 48

平均売上高 百万 円
318.7

百万 円
729.6

百 万円
1,407.1

百万 円

2,405.5

百万 円
5,300.0

百 万円

τ352.0

一 百万円

2,029.0

年平均伸率 %
176

%
14マ

%
16.8

%
24.2

%
35.0

%
19.8

一 %
20.0
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表4-18従 業 員 数 ラ ン ク 別 表

嚇一ンク 50人

以 下

51～

100人

101～

300人

301～

500人

501～

700人

701人

以 上
計 平 均

A

企 業 数 2 11 20 7 5 2 47

,一

平均従業員数 入
42

人
77

人
187

人

374
人
603

人
891

一 人
257

平均 売上 高 醐250
醐
536

醐
1,827

醐
4,538

醐
4,277

醐
6,820

一 醐
2383

平均成長率 %
12.0

%
18.8

%
18.7

%
22.7

%
23.8

%
275

一 %
200

＼ノ ＼7 ＼7 ＼ ノ7
－

B
平均成長率

%
176

%19
.3 、。多 %

19.4
%
2L4

平均売上高 彌 醐
489 1朝 百万 円

4,459 1烈

(注)A=「 基本問題調査会実態調査 」よb

B==「 情報処理産業経営実態調査(IPA)」 より

今 回 の 実 態調 査 も、 これ に あ わせ て 対比 してみ た。

標 本数 の違 いが あるが 、ほ ぼ 傾 向 と して は整 合 してお り、 特 に 平

均 成 長率20%と21.4%は 非 常 に近 い数 値 となっ て い る。

この よ うに 、20%と い う高 い成 長 率 で 推移 して きた 業 界が 、今後

どの程 度 の成 長 率 を予測 して い るの だ ろ うか 。

IPA調 査 に よれ ば 「過 去4年 間21.4%の 成 長 を記 録 した もの の、

各年 度 の成 長率 は逐 年 下 降 をた ど ってお・り 、逐 年 伸 び率 の鈍 化が 認

め られ る」 と して お り、そ の 内容 は表4-19の 通bで あ る。

企 業 規 模 に よ り差異 は あ る もの の、 全 体 と して の傾 向 は 、逐 年鈍

化 して い る。 これ か ら類 推 す る と、 この業 界 は 今後 さ らに成長率 鈍

化 の傾向をた どってい くことになるが、この点につ いて、今回の実態 調査で、

得 た デ ー タか らで は 、 ど うな って い る か。 表4-20で み る とわ か

る よ うに 、平 均成 長 率 予 測(単 純 平 均=成 長率 ラ ンク毎 の 中位数 ×

企 業 数 の和/全 企 業 数 は 、 全 体 で は13.7%と な って い て 、従

来 記録 して きた20.0%を 大 幅 に下 回 る値 が 出 て い る。特 に 、101

人 ～300人 の 企 業 規 模 で の予 測 は 、11.7%で 大 幅 な 成 長 率 低

下 を予 測 してい る。従 来 ま での 平 均成 長率 と昭和60年 ま で の そ れ
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●

とを対 比 した もの を、表4-21に ま とめ てお・く。

表4-19成 長 率 比 較 表

・ 成長率

従業員ランク

49/48年 度 50/49年 度 51/50年 度 52/51年 度 平 均

50人 以 下 24.1% 17.1% 10.0% 19.6% 176%

51人 ～100人 32.0% 175% 13.9% 14.5% 19.3%

101人 ～300人 31.6% 36.0% 2σ6%' 14コ% 25.2%

301人 以 上 36.0% 19.2% 12.8% lL2% 19.4%

全 体 33.7% 24.4% 15.6% 12.9% 2L4%

表4-20昭 和60年 ま で の成 長率 予 測

従業員
ランク

成長率
50人 以 下

51～

100人

101～

300人

301～

500入

501～

700入
701人 以 上 計

22%以 上
一 1(10.0) 一 一 2(40.0) 1(100。0) 4(9,3)

19～21% 1(50.0) 2(20.0) 2(11.1) 一 一 一 5(IL6)

16～18%
一 2(20.0) 一 1(14.2) 2(40.0) 一 5(11.6)

13～15% 1(50.0) 2(20.0) 3(16.7) 3(43.0) 1(20.0) 一 10(23.2)

10～12%
一 2(20.0) 6(33.3) 2(28,6) 一 一 10(23.2)

7～9%
一 一 6(33.3) 1(11L2) 一 一 7(16.2)

4～6%
一 1(10.0) 1(5.6) } 一 一 2(4.9)

o～3%
一 一 一 一 一 } 一

平 均 17% 15% ll.7% 14.1% 18.4% 22.0% 13.7%

計 2(100.0) 10(100.0) 18(100.0) 7(100.0) 5(100.0) 1(100.0) 43(100.0)

表4-2 .1
成 長 率 対 比 表

50人 以 下
51～

100人

101～

300人

301～

500人

501～

700人
701人 以上 平 均

52年 ま で の

平 均 成 長 率
12.0% 18.8% 18.7% 22.7% 23.8% 27.5% 20.0%

60年 ま で の

平均成長率予測
170% 15.0% 11.7% 14.1% 18.4% 22.0% 13.7%
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また 、 売 上高 につ い ては 、 どの程 度 の予 測 を して い る か をみ た の

が表4-22で あ る。

IPA報 告書 に よれば 、情 報処理 サ ー ビス業 の 成 長率 は 、昭和52

年 度以 前4年 間 では2.17倍 とな って い るが 、 これ に比べ て 、 今 回

の調 査 結 果 で は 、57年/53年 成 長 率 は1.5倍 ～2 .3倍 、60年/57

年 は1.4～1.8倍 で あ り、年 を追 うごとに成 長 率 が 鈍化 して い く傾 向

が 出て い る。 これ を業 種 別 売 上高 でみ た の が表4-23で あ る。

表4-22売 上高及び成長率予測

儲
ランク

醐
及び成長1

50人 以下
51人 卜

100人

101人 ～

300人

301人 ～

500人

501人 ～

700人
701人 以 上 平 均

53年 度 百万 円

250.0

百万 円

536.0
百万 円

1,827.0

百万 円

4,538.0
醐
4.2770

百 万 円

6,820.5

百万 円

2β83.8

57年 度 百万 円

500.0

醐
859.9

百 万 円

2,782.0

百万 円

5,850.0
百 万 円

9,933.3

百 万円

15,000.0
醐

3,668.2

60年 度 百 万 円

800.0
醐
1,503.8

醐

3,896.0

百 万 円

2コ53.0
百 万 円

17,495.3

百万 円

2L460.0
醐

6,583.5

57/53年 度 2.0 1.6 1.5 *_
2.3 2.2 1.5

60/57年 度 L6 1.8 L4 一 L8 1.4 L8

(注)*に つ いては、 データ不備 のため除外する。

表4-23業 種別売上高及び成長率 予測

(単 位:百 万円)一一逮
コ ン ピュ ータ

・ メ ー カ
一般製造業 同 業 者

一 般 非

製 造 業
官 公 庁 そ の 他 計

53年 度 105.4 3678 43.2 1,085.4 566.9 215.2 2β83.8

57年 度 185.9 639」 103.4 1,438.8 965.7 335.3 3,668.2

60年 度 3270 1.2071 195.2 2,809.5 1,56LO 483.7 6,583.5

57/ち3年 度 L8 1.7 2.4 L3 1.7 L6 L5

60/57年 度 1.8 L9 L9 L9. 1.6 L4 L8
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② 経 営 指 標 か らみ た経 営 実態

経 営諸 比率 につ い て、今 回調 査 と、IPA調 査 とを比較 しな が ら、

情 報 処 理 サ ー ビス業 の経 営 の実 態 をみ てみ よ う。表4-24は 、 売

上 高 ラ ンク別経 営指 標 で あ り、表4-25は 、 資本 金 ラ ンク別 経 営

指標 で あ る。

表4-24売 上 高 ラン ク別 、53年 経 営指 標

売上 高
指 標

5億 円
以下

6～10

億 円

11～20

億 円

21～40

億 円

41～60

億 円

61億 円

以上
全 体

総資本対経常利益率 16.0 13.2 20.6 18.8 6.2 4.9 15.5

売 上 総 利 益 率 43.8 402 10.7 35.5 17.3 6.0 27.8

売上高経常利益 率 6.0 7.5 5.6 4.1 3.3 1.7 5.6

流 動 比 率 150.1 160.0 154.0 165.9 86.1 9L5 143.0

長期資本 固定比 率 127.1 165.6 176.2 195.1 93.7 38.4 149.2

自 己 資 本 比 率 44.7 23.8 31.6 40÷ 15.0 15.0 3L1

(万 円)
1人 当 り 売 上 高

443 1,140 689 935 900 .
2,435 891

(万 円)
'1人 当 り 人 件 費 215 259 296 314 314 325 280

(万 円)
1人当 り機械装備額

79 132 153 194 138 710 】71

総 資 本 回 転 率 14.8 2.4 2.8 3.8 1.6 2.7 49

機 械 投 資 効 率 71.2 6.8 21.1 14.8 7.4 4.9 23.6

■
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表4-25資 本 金 ラ ンク別 、53年 経 営 指標

資本 金
指 標

5ρ00万 円

以下

5ρ00万 円
～1億 円

1

1億 円～

3億 円

3億 円～

5億 円
5億円以上 全 体

総資本対経常利益率 174 19.2 13.4 4.9 6.3 15.5

売 上 総 利 益 率 3t6 376 lL5 14.5 17.7
、

27.8

売上高経常利益 率 6.5 4.9 5.7 3.7 2.2 5.6

流 動 比 率 162.4 105.8 188.5 61.2 103.0 143.0

長期資本固定比率 152.1 119.8 249.1 54.9 11LO 149.2

自 己 資 本 比 率 30.3 33.4 42.6 15.7 22.7 31.1

(万 円)

1人 当 り 売 上高
867 542 1,168 1,242 1,225 891

(万 円)
1人 当 り 人 件 費

263 242 344 342 335 280

(万 円)
1人当 り機械装備額

159 111 176 433 94 171

総 資 本 回 転 率 74 2.7 2.7 L4 L5 4.9

機 械 投 資 効 率 38.8 9.9 8.9 6.7 5.1 23.6

① 総 資本 経 常利 益 率

総 資 本 経 常 利 益 率 につ いて は、 これ が適 正 か否 か の判 定 は困 難

で あ るが、 企 業経 営 上 必 要 な最 低 利潤 を算 定 す る こ とに よ り、適

・不 適 を お お む ね判 断 す るこ とが可 能 で あ る。

では、 企 業 経 営 上 最 低 限確 保 しなけ れ ば な らな い必 要 利潤 に つ

いてみ てみ よ う。

か りに、 純 利 益 を構 成 す る もの と してつ ぎの3要 素 を あげ る。

"自 己 資 本 に対 す る支 払 利子
.、 つ ぎに"危 険料.(経 済情 勢 、

社 会情 勢 、政 治 情 勢 等 に よ り発 生す る予 測 で き ない フ ユー チ ュア

・ コス ト)並 び に そ の 他 の利益(有 効 適 切 な経 営 に よ り、 また

経 済 ・社 会情 勢 の好 転 等 に よ り生ず る利 益 で あ り、純 利益 とな る

もの)で あ る。 この3つ の要 素(自 己 資 金 利 子 、 危険 料 、 そ の他

`
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利益)の うち、本 当 に 利益 といえ るのは"そ の他 利益.で あ るが1

こ こ では、"自 己 資本 の 利子.と"危 険 料.の 合計 が、 企 業 が成

り立 ち、かつ存続 してゆ くた め に最 低 必要 とす る利益(必 要 利 潤)

で ある との考 え に も とづ け ば 、 どの程 度 の必 要 利潤 を確 保 しなけ

れ ば な らな いか を算 定 して、調 査結 果 と比較 検 討 してみ た い。 必

要 利潤 につ い ての算 式 と必要 なデ ー タ に つ い て は 、 次 の 式 を 用

い る。

必 要総 資本 利益 率(税 引 前)

(自 己 資本 利子 率 × 自己資本 率)+危 険率

(1一 税 率)

つ ぎに、 使 用す るデ ー タ につ い て 自己資本 利子率 を10%と し、

危 険 率 を3%(一 般 製 造 業 での危 険 率 はほぼB%で あ る)税 率50

%で 試算 す る と次 の通 りとな る。

全体 と して は 、

(10%×31.1%,)+3%
ニ12 .2%

(1-50%)

とな る。 これ を是 とす れ ば 、今 回 調 査結果 では、総 資本 経 常 利 益

率 は15.5%な の で 、 必要 利潤 は確 保 で きて い る と考 え られ る。

では 、資本 金 ラ ンク別 にみ る と表4-26の 通 りとな り、 売上

高 ランク別 にみ る と表4-27の 通 りとな る。
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表4-26必 要 利潤 と調 査結 果 の対 比

〃ミ資本経 常利益率

資本 金
ラ ンク

必要利益率 調 査結 果

全 体 12.2% 15.5% 良 好

5000万 円 以 下 12.1% 174% 〃

5000～1億 円 12.7% 19.2% 〃

1～3億 円 14.5% 13.4% 不 良

3～5億 円 9.1% 4.9% 〃

5億 円以 上 10.5% 6.3% 〃

表4-27売 上 高 ラン ク別 、総 資本 経 常利 益 率

'資本経常利益率

売上高
ランク

必要利益率 調 査 結果

5億 円 以 下 8.9% 16.0% 良 好

5～10億 円 10.8% 13.2% 〃

10～20億 円 11.6% 20.6% 〃

20～40億 円 13.6% 18.8% 〃

40～60億 円 9.2% 6.2% 不 良

60億 円 以 上 1L4% 4.9% 不 良

これ か らみ るに、 資本 金1億 円以 上 の企 業 が、 売 上 高 では40

億 円以 上 の 企業 が、必 要 利 潤 の確 保 が完 全 といえ な い状 況 に あ る。

総 資本 回転 率 は 「資本 金1億 円以 上 」 の企業 につ い ては 、 「1

億 円以 下 」 に比 べ て低 く、 売 上 高経 常 利 益率 も低 くな って い る。

また 売上 高 ラン ク別 に み る と、 「40億 円以 上 」 の 企 業 につ いて

は 、 「40億 円以 下」 に く らべ て 、 高 い もの もある が平 均 的 に低
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く、売 上 高経 常 利益 率 も相 当低 くな って い る。

以上の項 目について、IPA調 査 の結果 と比 べ る と表4-28の

通 りとな る。

表4-28総 資本 経 常 利 益率 対 比表

＼ 売上 高経 常
利 益 率

総資本回転率 自己資本比率
総 資本経 常
利 益 率

必 要 利 潤

IPA調 査 3.42 L94 2L9 6.62 *注10 .4

今回の調査 5.6 4.9 31.1 15.5 12.2

(注)前 記 の必要利潤 の考 えに基づ き算定 した ものでIPAの 数値 ではない。

な お、総 資 本経 常 利 益率 につ い て、必 ず し も経 理 規 準 が各 企業

と も統 一 さ れ て い るわけ では な い の で、 ここ に述 べ た必 要総 資本

経 常利 益率 との対 比 が適 当 で あ るか否 か は疑 問 の残 る と ころ で あ

る。

さ て 、つ ぎに 、収 益 諸 指標 を他 産 業 と比較 した もの がIPA調

査 に あ るの で、 これ と今 回 の実 態 調 査 とを比 較 したの が表4-29

で ある。

表4-29収 益 諸 指標 比 較

＼ 売 上 高経 常
利 益 率

総資本経 常
利 益 率

総資本回転率 1人当 り売上高
1人 当 り

経 常 利 益

全 産 業 1.83 2.78 L52 19,810千 円 362千 円

IPA調 査 3.42 6.62 L94 8,004 273

今 回 調 査 5.6 15.5 4.9 8,910 一

これ をみ ると当業界の売上高経常利益率は、他産業に比較 して

高 い。特 に この業界の特 徴 として、営業規模 の割 に使 用総資本 が

少 ないことが、総 資本収 益率 では他 に くらべ て高 い結果 にな って
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い る一因 と も考 え られ る。 現 に、 ほ ん と うの収 益 性 を表 わ す もの

と して考 え られ る指標 で ある。1人 当 り売上 高 や1人 当 り経 常 利

益 な どは 他 産業 よ り低 くな って い る。 これ は 当業 界 が労 働 集 約 型

産 業 で あ るこ とに起 因 す る といえ る と同 時 に 、今 後 の人 件 費上 昇

が収益 力 に大 きな影 響 を与 え る こ とにな ろ う。

② 自己 資本 比 率

自己 資本 比率 につ いて は、平 均 して31.1%と な っ てk・ り、

IPA調 査 の2L9%、 全 産 業 の14.1%に 比 べ て高 くな って い る。

しか し、売 上 高 ランク別 にみ る と、40億 円以 上 の企 業 は、15.0

%で あ り、資 本 金 ラ ンク別 にみ る と、3億 円 ～5億 円 の 規 模 が

15.7%、5億 円以 上 の規 模 が22.7%と 、 平 均 に く らべ 低 くな っ

て い る。 これ は、考 え 方 に よって は企 業 間 の格 差 が著 し く、今 後

の成 長率鈍 化 、競 争 激 化 等 を予想 す る と、体 質 改 善 を強 力 に展 開

しな い限 り、 厳 しい経 営 展 開 を余儀 な くされ るの で は な いか 、 と

、 いえ る。

③ 流動 比率

流 動 比率 につ い ては 、 売 上 高 ラ ンク別(表4-30)と 、 資本

金 ラン ク別(表4-31)に つ い て考 察 す る。

表4-30売 上 高 ラン ク別 流 動 比 率

< 5億 円以下 5～10億 円 10～20億 円 20～40億 円 40～60億 円 60億 円以上 全 体

流動比率 150.1 160.0 154.0 165.9 86.1 91.5 143.0

表4-31資 本 金 ラン ク別流 動 比 率

＼← ㎜万蜘
5000～1億 円 1～3億 円 3～5億 円 5億 円以上 全 体

流動比率 162.4 105.8 188.5 61.2 103.0 143.0
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流動 比率 は 、短 期 の支 払義 務 を短 期 の支払 手 段 で どの程度 ま か

な う能 力 が あ るか を表 わす もの で あ り、流動 比 率 が 高 い程 企 業 の

弁 済 能 力 が十 分 で あ る と判 断 して よい もの で あ る。 ま た、 この比

率 は、200・%程 度 あ る こ とが望 ま しい と もいわ れ て お り、100

%未 満 の企 業 は 、 自転 車操 業 とみ て もよい で あろ う。 この よ うな

観 点 か らみ る と、全 体 と して は143.0%で あ り、IPA調 査 に よ

る116.9%、 全産 業 の109.2%に 比 べ る と高水 準 で あ る。 しか し、

売上 高 ラン ク別 にみ る と、40～60億 円 の 企 業 では86.1%、60

億 円以上 の企 業 では9L5%と な ってお り、 資本 金 ラン ク でみ る

と3～5億 円 の企 業 が61.2%、6億 円以 上 の企 業 が103.0%と 、

低 水準 に な って お り、 これ らの ランク の企業 は、 資金 繰 りに十 分

な留意 をは か る要 が あろ う。

④ 長期 資本 固 定 比率

固 定 比率 に つ いて は 、売 上 高 ラ ンク別 の表4-32と 、 資 本 金

ラ ンク別 の表4-33に つ いて考 察 してみ た い。

表4-32売 上 高 ラ ンク別 固定比 率

〔 5億円以下 5～10億 円 10～20億 円 20～40億 円 40～60億 円 60億 円以上 全 体

固定比率 1271 165.6 176.2 195.1 93.7 38.4 149.2

表4-33資 本 金 ラ ンク別 固 定比 率

べ 5POO万 円以下 印00万 円～
1億 円

1億円～3億 円 3億 円～5億 円 5億 円以上 全 体

固定比率 152.1 119.8 249.1 54.9 111.0 149.2
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全 体 と し て は149.2%と な っ て い る。IPA調 査 で は198.8%、

全 産 業 で は253.4%で あ る。 た だ し、IPA調 査 の 固 定 比 率 の 算

出式 は 固曇§産 ×1・ ・で6b・ この場合 は比 訓 低 い程 朗

資 本 ×100を 使 用 して い るたな状 態 で あ り
、 今 回調 査 は 固定 費 産

め、 比 率 が 高 い程 良好 な状 態 を示 す こ とにな るの で、 単純 比 較 は

出来 な い。

全 体 の149,2%に く らべ て、 売上 高 ランク別 で40～60億 円が

93.7%、60億 円以 上 が38.4%と な ってお り、 資本 金 ラン ク別

では、3～5億 円 の企 業 が54.9%と な って い る。100%を 下 回

る こ とは 、100%と の 差 を短 期 資 金 で補 填 して い る こ とが予 想

さ れ るが 、 も しそ うで あれば今 後 の経 営 を展 開 して行 く上 で、 こ

の点 を十 分留 意 す る必要 が あろ う。

ま た 、 固定 資 産 に投 下 した資 金 は、 長期 間潴 溜 す る もの で あ る

こ とを考 え る と、本 来 は 自己 資 本 を固 定 資産 に投 下 す る こ とが望

ま しい。 この場 合 、 自己 資本 固 定 比 率 が100%以 上 あ る こ とが

望 ま しい といわ れ るが 、今 回調 査 で は、 そ こま で十 分 な調 査 が 出

来 なか っ たの で、変 則 的 な見 方 とは な るが、今 回 の調 査結 果 で自

己 資 本 比 率 が 全体 と して平 均31.1%で あ る こ とを加 味 した上 で、

固定 比 率 の安 全 性 を考 え る必要 が あろ う。

⑤ 支 出費 用 の構成

情 報 処 理 サ ー ビス業 の支 出費 用 の 割 合 は どの よ うに な って い る

の か を表4-34に ま と め た。 支 出 費 目の うち、特 に人 件 費 、 マ

シ ン レ ン タル料 、 外注 費等 につ いて 考 え てみ る。

まず 、人 件 費 で あ るが 、全 体 と しては 、支 出 費用 の46.7%を 占

め て お り、労 働 集 約型 産 業 で あ る こ とが うか が え る。 また 、外 注

費 の うち人 件 費 の代替 と して考 られ る もの(パ ン チ外 注 、 プ ロ

グ ラ ム外 注 、 要 員 借 上 、 ア ル バ イ ト、等)は12.8%と な り、
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これ らを 加え て広 い意 味 で人 件 費 と考 え られ る支 出は59.5%に も

な っ てい る。 またstマ シ ン レ ンタル料 は16.4%と な って お り、 人

件 費 とレ ン タル料 の 占め る ウ ェ ー トが 高 い とい う、 この業 界 の特

徴 が 出て い る。

表4-34売 上 高別 支 出費 用割 合

売上高
費 目

5億 円

以下 ・

5～10

億 円

10～20

億 円

20～40

億 円

40～60

億 円

60億 円

以上
全 体

人 件 費 55.2 53.6 44.4 43.2 40.1 、10.0 46.7

レ ン タ ル 料 13.0 172 19.9 14.4 17.0
.

13.0 16.4

家 賃 5.0 4.4 3.5 4.6 5.3 5.0 4.3

事務用
備 品 ・消 耗 品

0.8 0.9 0.6 0.5 0.6 2.0 0.7

コ ン ピ ュータ用

備 品 ・ 消 耗 品
4.8 3.7 6.2 4.9 2.9 5.0 4.8

通 信 回 線 料 一 0」 0」 0.4 1.0 2.0 0.3

運 搬 費 0.7 L1

,

0.5 0.3

層

0.6
『 0.7

通 信 費 0.7 0.5 0.7 0.9

'
1.0 LO 0.8

教 育 研 究 0.6 α3' 0.4

■9

0.3 0.5 5.0 0.6

旅 費 交 通 費 L3 0.7 L1

`

輻1 L7 10 1.1

ソ フ ト 購 入 費 0.1 0.2 0.1
rl .r

o.ち ・

、

0.9 一 0.3

外注費(パ ン チ) 5.0 4.9 6.1
し
1.17

、

fo.5 20.0 7.6

〃(プ ログラム) 0.7 0.6 Ll
・113 ・ ㌧0

.8 一 0.9

〃(要 員) 1.9 0.9 4.6一

`

8.3 4.4 一 3.6

〃(ア ノレ 冒 ト) 一 2.1 0.6
'0
.7

' 1'0.4 一 0.7

・・'(マ シン借 上) 0.8 0.7 1.3 0.'4 0.'9 一 0.8

〃(デ リバ リー) 0.1 0.5・
『0

.3 1.5
'

、 ㌧0.4
『 0.5

〃(そ の 他) 4.6 0.7 0.5 L4 0.6 一 1.6

そ の 他 費 用 4.6 6.8 7.9 4.3 10.3 36.0 7.6

情 報 処 理 部 門
月 額 経 費

万 円
1,874

万 円
5,790

万 円

11,664

万 円
16,827

万 円
30,000

万 円
54,550

万 円
14,998
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これ らの支 出割 合 をIPA調 査 お よび 「コンピュータ白書'78」

の数値 と く らべ た のが表4-35で あ る。

表4-35主 要 経 費比 較(1)

支 出費 目 人 件 費 外 注 費 マ シンレンタル料

IPA調 査
%33
.3

%17
.5

%16
.0

今 回 調 査 46.7 .15 .7 16.4

コ ン ピュ ー タ 白 書'78 33.2 21.0 22.7

注:コ ン ピュータ白書の数値は、 ソフ トウ ェア業、入力関係業 も含む。

人件 費 に つ い てみ る と、今 回 調 査 の数 値 が相 当 高 くな って い る

が、 これ は、 今 回 調 査 の標 本数 の62%が 大 阪 、 東京 で 占め られ

て い る こ とに も起 因 して い る と思 わ れ る。

外 注 費 につ い て は、差 は あ るがほ ぼ 同 じ範 ち ゅ うの数値 とな っ

て い る とみ て よい だ ろ う。

マ シ ン レ ン タル料 につ い て は、 コ ン ピ ュ ー タ 白 書 は 、 情 報 処

理 サ ー ビス 業以 外 も含 ん だ数 値 で あ り、差 は 当然 出 る もの とみ れ

ば 、ほ ぼ近 似 して い る と考 え て よい。

教 育研 究 費 に つ い てみ る と、 同 白書によれば 、情報処理 産 業 での

1人 当 り費 用 は2.1万 円(年 額)と な るが 、今 回 調 査 に よれば 、

3.8万 円 で、決 して低 い もの では な い。 ちな み に、 全 産 業平 均 は

1.8万 円 で あ る。

人 件 費 、 外 注 費 、 マ シン レ ン タル料 な どにつ いて 、対 売 上 高 比

率 をみ る と、 表4-36の とお りで あ る。
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表4-36主 要経 費 比Wt(i)

＼ 売 上 高人件 費 比率 売 上 高 外 注 比 率 売上 高 レ ンタル比率

IPA調 査 33.3% 175% 20.1%

今 回 調 査 32.3% 16」% 19.0%

これ でみ る と、 お の お のの比率 につ いて 、IPA調 査 の数 値 と

おお・む ね 同水 準 とな って い るこ とがわか る。

次 の情 報 処 理 部 門 の支払 費 目に つ いて 昭 和53年 か ら昭和57

年 、 昭和60年 に 向 け て どの よ うに変 化 す るか を予 測 したの が表

4-37で あ る。総 経 費 の伸 び は 、57年/53年 が1.6倍 、

60年/57年 が1.3倍 とな って い る。 また 、各 費 目ご との総 経

費 に対 す る割 合 は 各年 度 ともほ ぼ 同 じで あ り、将 来 と も大 きな変

化 は きた さず 、従 来 の傾 向 で推 移 す る こ とを、各 企 業 と も予 測 し

て い る こ とがわ か る。

ま た 、売 上 高 の予 測 を表4-38に ま とめ た。
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表4-37売 上高別支 出原価増 加予測表

＼ 5億円以下 5～10億 円 10～20億 円 20～40億 円 40～60億 円 60億 円以上 全 体

人
53年 1,148 3,465 4,755 9,019 7,500 10,500 5,613(37.4)

件 57年 1,981 3,249 6,914 11,086 17,250 16,860 8、181(34.3)

費
60年 3,163 3,944 9,193 12,823 30,000 22,950 10,929(34.3)

機 53年 169 1,006 3,079 2,037 12,000 7,650 2,938(19.6)
械
施

藷

57年

60年

414

552

782

957

2,608

3,765

1,478

L631

30,000

46,800

11,288

15,005

4.511(18.9)

6,437(20.1)

外
53年 92 408 1,545 2,942 5,800 14,900 2,802(18.6)

注 57年 128 218 2,535 2,862 8,120 21,042 4,300(18.0)

費
60年 164 249 3,468 3,062 11,600 28,639 5,677(17.8)

材
53年 39 178 651 i,734 1,200 2,200 857(5.7)

料 57年 47 68 1,229 1,715 2,400 3,062 1,229(5」)

費
60年 54 94 L589 1,938 3,000 4,157 1,559(4.9)

経
53年 426 733 1,634 1,441 3,500 19,300 2,948(19.6)

57年 533 750 1,599 1,2β2 5,250 28,334 4,605(19.3)

費 60年 630 916 2,147 1,562

1

8,050 44,774 6,976(2L9)

53年 1,874 5,790 11,664 16β27 30,000 54,550 14,998(100)

計 57年 3,466 5,063 15,903 19,348 63,000 85,464 23,886(100)

60年 5,128 5,837 2L295 21,927 99,000 ll4,862 31,900(100)

表4-38売 上 高 ランク別 、 売上 高 予測(月 額)

＼ 5億 円以下 5～10億 円 10～20億 円 20～40億 円 40～60億 円 60億 円以上 全 体

53年 2,劉
万円
5β70

万 円
12,072

万 円
20,304

万 円
46,333

万 円
59,516

万 円
17382

57年 4,592 7,514 16,698 26,156 92,100 101,294 29,851

60年 6.855・ 9,705 25,831 32,323 146β67 138,724 44,585
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これ に よれ ば、 売 上 高 の予 測 は 、

57年/53年==L7倍

60年/57年=1.5倍

とな って お'鉱 将 来 は成 長率 が鈍 化 す る傾 向 がみ られ る。 これ に

対応 して、 前 記 の経 費 の 伸 び率 が、 そ れぞ れ1.6倍 、1 .3倍 とな

って お り、 売 上げ の鈍 化 に対 す る経 費 低減意 識 が示 さ れ て い る も

の と考 え られ る。

特 に経 費 の 中 に大 きな ウェ ー トを 占め る人 件 費 に つ い て は、 今

後 の人 件 費 の上 昇 は ま だ続 くと予想 されているためか、昭和57年 、

昭和60年 ともにその割合はあまb低 減 して い ない。 これ は、 人件 費

上 昇 を人 員 低減 でお ぎなわ な い限 り不 可 能 な こ とで は なか ろ うか。

将 来 の人員 計画 を どの よ うに考 え て いるの か をみ る と、表4-

39の 通 りで あ る。 これ に よる と人 員 の増 加率 は
、

57年/53年==1 .3倍

60年/57年=1.2倍

と、 年 を経 るに従 って下 降傾 向 を示 してお り、人 件 費 の上 昇 を抑

さ え るた め に、人 員 の増 加 を避 け よ うと して い る こ とが うか が え

る。

なか で も、 間 接 部 門 の人 員増 は ほ とん どな く、 直 接 部 門 で も、

オ ペ レ ー タ 、 キ ー パ ン チ ャ の 人 員 増 は 、 他 職 種 に く らべ て

低 くな って い る。 オペ レ ー タの増 員 が低 い こ とは 、機 械 の高 性 能 ・

化 に よ る処 理 効 率 の向上 とい う要 因 、 オペ レ ー シ ョンの外 部 委 託

とい う要 因 等 に よ り、人 員 増 加 を極 力抑 え る こ とが可 能 で あ る こ

とに も起 因 して い るの で あろ う。 ま た キ ーパ ンチ ャに つ い て は 、

現在 で も外 注 依存 率 が高 く、 また将 来 はオ ン ライ ン に よる分散 入

力形 態 の進 展 に よって、 デ ー タ ・エン トリー業 務 量 が低 減 す る と

予 測 され る こ と も要 因 と して あげ られ るで あろ う。
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表4-39 売上 高別従業員推移予測

職種 5億円以上 5～10億 円 10～20億Fi 20～4b億 円 40～60億 円 60億 円以上 全 体

53 19 39 78 99 262 200 90

プ ログ ラマ 57 38 50 115 137
'347

.

261 127

60 65 61 135 165 426 314 159

53 6 20 44 61 103 10 36

オ ペ レ ータ 57 9 25 56 70 128 16 46

60 14 27 64 76 144 21 53

53 31 48 66 58 85 18 52

パ ン チ ャ 57 39 49 74 66 112 15 59
1

60 33 51 73 83 134 1-5 63

53 3 6 6 8 41 48 13

営 業 57 4 10 12 11 62 68 20

60 5 14 18 14 75 90 27

53 1 13 17 36 76 64 26

そ の 他 57 2 16 27 38 98 69 33

60 1 19 35 38 113 75 38

53 3 8 14 21 39 25 15

管 理 職 57 5 10 19 25 50 30
'19

60 7 12 22 28 57 36 23

53 64 134 225 284 605 365 231

小 計 57 97 160 303 346 797 459 304

60 125 183 348 403 ,949 551 364

53 3 6 15 19 50 78 20

管理部門 57 4 7 18 48 61 76 27

60 4 9 21 20 74 76 26

53 3 6 7 7 7 11 6

役 員 57 3 6 8 7 7 11 7

60 3 6 8 7 7 11 7

53 70 145 246 309 662 454 257

合 計 57 104 173 329 401 865 546 338

60 132 198 377 431 1,030 638 397

百万
53 373.5 719.7 1,379.3 2.4022 5,444.0 7,151.3 2,383.8

売 上 高 57 571.6 1,140.1 3,232.5 3,447.5 10.7330 13,000.0 3.6682

60 757.0 1.7247 5,103.8 4,590.0 18,973.3 19,000.0 6,583.5

一173一

●

●



4.1.3将 来 へ の経 営 指 向

これ ま で経 営 の 実態 につ い てみ て きた が、 こ こでは 、将 来 に対 す る

経 営 方 針 が ど う指 向 され て い るか をみ てみ る。

○売 上 高 確 保 の た め の将 来 指 向

まず 、売 上高についてみ ると、今後昭和60年 年まで の平 均 伸 び率 は13.7

%を 予測 して い る。 と ころ で、 この売 上 高 を確 保 す るた め には 、 どの

よ うな方 策 を展 開 して ゆ くの で あろ うか。

まず 、情 報処 理 サ ー ビス業 と して 、 どの よ うな タ イ プを指 向 して い

るか につ い てみ る と、

特 定 分 野 を対 象 とす る専 門特 化 型 サ ー ビス を指向する ものが全体の う

ち25%、 残 り75%の 企 業 は、 総 合 情 報 処 理 サ ー ビス型 を指 向 して

い る。 ま た おの お の の分 野 での商圏 につ い て は、専 門特 化 型 では広 域

圏 を指 向 す る企 業 が 、単 一県 型 を指 向 す る企 業 よ りもや や多 いの に く

らべ 、総 合情 報 処理 サ ー ビス型 では 、広 域 圏 、全 国 圏 を指向 す る企 業

が、 約90%と 圧倒 的 に多 い。

広 域 圏 、 全 国圏 を指 向す るた め には 、 オ ンラ.イン ・サー ビスへ の営 業

展 開 を当 然 考 え て お り、今 後 の オ ン ライ ン ・サ ー ビス とパ ッチ ・サ ー

ビス との売 上 比率 をみ る と、 昭 和53年 に は 、パ ッチ ・サー ビス88.2

%に 対 しオ ン ラ イ ン ・サ ー ビス14.6%が 、昭 和57年 に は パ ッチ ・サ

ー ビス74 .5%に 対 し、 オ ン ライ ン ・サ ー ビス28.2%と な り、 昭 和60

年 には 、 バ ッチ ・サ ー ビス64.1%に 対 しオ ン ライ ン ・サ ー ビス38.3%

と、 パ ッチ ・サ ー ビス の 昭和60年/53年 の倍 率1・02に 対 し、 オ

ン ライ ン ・サ ー ビスの倍 率 は4.29と なって い る。

で は、 業容 別 には どの よ うにな るか につ い てみ る と、

1.事 務 計算 昭 和60年/昭 和53年=1.7倍

2.科 学 技 術 計算 〃 〃=2.8〃

3.そ の他 計算 〃 〃=3.2〃
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4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

ソ フ ト開発

ソフ ト販 売

マ シ ン タ イ ム販 売

要 員派 遣

コ ンサ ル タ ン ト

教 育訓 練

デ ー タ ・エ ン トリー

オ ンラ イン ・サ ービス

情 報 提 供 サ ー ビス

そ の 他

全 体

昭 和60年/昭 和53年=

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

昭和60年/昭 和57年=

昭和60年/昭 和53年==

〃 〃

1.8倍

=25 .5〃

=1 .8〃

=3 .3〃

==228 .8〃

==7
.1〃

=1 .1〃

=3 .5〃

3.0〃

1.6〃

=2 .16〃

以 上 の よ うな予測 が なさ れ て い る。特 に事務 計 算 、 デ ータ ・エ ン ト

リーの伸 び 率 が非 常 に低 く、 これ は 、 オ ン ライ ン ・サ ー ビス が進 展 す

るにつ れ て分 散入 力 方 式 が広 が り、将 来 的 に は衰 退 して行 く可 能 性 も

ある業 務 で あ る と予想 さ れ て い る こ ど を表 わ して い る と も考 え られ る。

また ソ フ ト販 売 の伸 び率 が大 きいが 、 オ フ ィス コ ン ピ ュー タ等 の高性

能化 に よる普 及進 展 に伴 うソフ トウ ェア販 売 に、将 来 性 を見 出 した も

の と思 わ れ る。

さ て、 これ らサ ー ビス拡 大 の た め に商 圏 の 拡 張 が 行 わ れ る こ と が

予見 され るが、 商 圏 拡 大 に伴 う営 業所 等 の設 置 につ い て の将来 計 画 を

み ると、本 社 に属 す る都 道府 県 に つ い て は、

昭 和60年/53年 の 倍率 は 、1.2倍 で あ るが 、 そ の 他 の 府 県 へ

の営業 所 設 置倍 率 は2.3倍 とな り、 全体 と して は、1 .9倍 と約2倍 の営

業所 設 置 が今 後展 開 さ れ る こ とが予 見 され る。

これ ま で、 売 上拡 大 につ い てそ の予 測 と、実 現 す るた め の方 策 につ

いて述 べ たが 、今 後 の営 業 展 開 に障壁 とな る もの も当 然 あ り得 る こ と

で あ る。 これ につ い て は 、次 の よ うな結果 が 出 て い る。 まず 、 市場 を
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確 保 す るた め企 業 と して何 を なすべ きか、 また何 を望 むか に つ いてみ

る と、

第1に 、技 術 力 の強化

第2に 、経 営 基 盤 の安 定

第3に 、設 備 の強化

第4に 、 自主 的 な研 究 開発

第5に 、政 府 施 策 の強 化

第6に 、業 界 の安 定

第7に 、 その 他

とな って お り、 各 企 業 お のお のが 、 まず体 質 改 善 に取 り組 む姿勢 を

強 く打 ち出 して お り、 加 え て政 府 に よ る振 興 施 策 を望 ん でい る ことが

わか る。 ま た、 市 場 を拡 大 して行 くた めの方 策 と しては 、

第1に 、 高 度 な開発 技 術 力 を持 つ こ と。

第2に 、 ユー ザ が コス ト的 に メ リ ッ トを得 られ るサ ー ビス を提供 す

る こ と。

第3に 、 一 般 ユ ーザ よ り高度 な技 術 を 提供 す る こ と。

第4に 、経 営 基 盤 の安 定 に よ り、 信用度 を高 め る こ と。

第5に 、 ユ ー ザ ・ニ ー ズを開拓 す るこ とに よ り能動 的営 業展 開 を図

る こ と。

第6に 、安 全 対 策 を強 化 し、 信頼 性 を強 め る。

第7に 、営 業 力 の強化 。

等 、専 業 者 と して今 後 なすべ き必 須 事項 が あげ られ て い る。
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4.1.4経 営 指標 か らみ た 業界 の特 徴

情 報 処 理 サ ー ビス 業 の特 徴 と しては 、一 般 的 に"労 働 集 約型 産 業 で

ある こ とか ら人 件 費 の支 出割 合 が他 産 業 に くらべ て高 い こ と"ま た 、

"装 置 産 業 では あ るが、 その 主 た る もの が レ ンタル制 の電 子 計算 機 で

あ り、 そ の た め使 用 資本 額 は少 な くてす む こ と"等 い わ れ て い る。 こ

れ らの業 界 特 徴 を、経 営 指 標 に基 づ い て、 そ の妥 当性 を捻証 し、 新 た

め て業 界 特 徴 を考 察 して み る。 なお 、経 営 指標 につ い ては 、今 回 の実

態調 査 の結 果 と、IPA報 告 書 の結果 だけ を使 用 す る こ と と した。

なお 、 業 界特 徴 をみ る につ い て、 他 産 業 と当業 界 との比 較 に よる特

徴 点 を表4-40の 経 営 指標 に基 づ いて考 察 して み る。

まず 人 件 費 につ いて み る と、1人 当 り人 件 費 は 、全 産 業平 均2,419

千 円/年 に対 し、情 報 処 理 サ ー ビス業 は平 均2,731千 円/年 で あ り、

12.9%程 、他 産 業 に く らべ 高 い こ とが わか る。

しか し、1人 当 り売上 高 をみ る と、 他 産 業平 均19,810千 円/年 に

対 し情 報 処 理 サ ー ビス業 は平 均8,457千 円/年 であ り、 さ らに1人 当

り経 常 利 益 をみ る と、 他産 業 の362千 円/年 に対 し情 報 処 理 サ ー ビ

ス業 は273千 円/年 とな って い る こ とか らみ て、 情 報 処理 サ ー ビス

業 は 、

1.人 件 費 は他 産 業 に く らべ 約13%高 水 準 で あ る。

2.1人 当 り売 上 高 は他 産 業 に く らべ 約57%程 度 低 くな って い る。

3.1人 当 り経 常 利益 額 は、他産 業 に くらべ約25%程 度低 くなってい る。

等 が顕 著 な特 徴 といえ る。

第2に 使 用総 資本 に つ い てみ る と、 自己 資本 比率 は 、他 産 業14.1%

に対 し、情 報 処 理 サ ー ビス 業21.9～31.1%と な って お り、 自 己 資本

比 率 は、 他 産 業 に比 べ 高 くな って い る。 ま た、 資 本 回 転率 は 、他 産 業

L52回 に く らべ 、情 報 処 理 サ ー ビス業 は1.94～4.94回 とな って お り、

これ も高 くな って い る。 つ い で総 資本 経 常 利益 率 を み て も、 他 産 業
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■

2.78%に くらべ 、情 報 処 理 サ ー ビス 業 は、6.62%～15.56%と な り、

非 常 に 高水 準 に な って い る こ とが わか る。 この こ とだ け か らみ る と、

情報 処 理 サ ー ビス 業 は 、

1.自 己 資本 比 率 が他 産業 に く らべ 高 い。

2.総 資本 回転 率 が他 産 業 に く らべ 高 い。

3.総 資本 経 常 利益 率 が他 産 業 に くらべ 高 い。

等 、企 業 と して は比 較 的 良好 な経 営 水準 を保 って い るか に うか が わ れ

るが 、実 態 は レン タル に よる電子 計算 機 を貸 ビル に設 置 し、小 規 模 の

資本 に よ る経 営 が行 わ れ て い る こ とを考 え る と、 か な らず し も表 面 的

な数 字 を他 産 業 と、 比 較 す る ことに よって当 業界 の企 業 を評 価 す る こ

とは で きな い。

これ か らの傾 向 と しては 、安 全対 策確 立 の た めの投 資、 電 算機 費 用

の コス ト低 減 策 と して の買取 り方 式 が進 む こ とが考 え られ、 使 用総 資

本 が大 き くなれ ば 、現 在 の経 営 指標 もおの ず か ら変動 し、 そ の時 には 、

他産 業 の そ れ と、 比較 す る こ と も意 味 ある もの とな ろ う。

第3に 、 流 動 比 率 につ い てみ てみ る と、 他産 業 の109.2%に 対 し、

情 報 処理 サ ー ビス業 は116.6～143.0%と 、 高 水準 を維 持 してい る。

この比率 につ い て は、 一 般 的 に200%程 度 が望 ま しい とい われ て い

るが、 妥 当 な 水 準 だ とみ て よい で あろ う。 ま た売 掛 債権 回転 期 間 が 、

他産 業 の2,65ヵ 月 に対 し情 報 処理 サ ー ビス業 が1.75ヵ 月 と な っ てk・

り、債 権 回収 が比較 的短 期 間 にな ってい る。 また支 払 債務 回 転期 間 を

み て も、 他 産 業 の2.15ヵ 月 に くらべ情報 処 理 サ ー ビス 業 は1.12ヵ 月と、

これ も短 期 間 に な っ て い る。

これ か らみ る に、支 払 債務 が主 と して、 借室 料 、 マ シ ン レン タル料 、

外注 費 、 等 で あ る こ とを考 え れば 、支 払 サ イ トは短 期 間 に な らざ るを

得 ず 、 この こ とが必 然 的 に売 掛債 権 の回 収 期 間 を短 く して い る要 因 と

考 え て もよい で あろ う。 これ らの こ と も、 他 産 業 に く らべ1つ の特 徴

点 と考 え られ る。
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表4-40経 営 指標 比較 表

業界実態調査
IPA実 態 調 査

情報処理 サービス業 全 産 業

売上 高 人 件 費 率 3LO 33.3 12.2

1人 当 り 売 上 高
千 円

8,910 8,004 19,810

1人 当 り 人 件 費

千 円
2,800 2,663 2,419

1人 当 り経 常 利 益

千 円
一 273 362

売上高経常利益 率 5.67 3.42 1.83

総資本経常利益 率 15.56 6.62 2.78

総 資 本 回 転 率 4.94 1.94 1.52

長期資本固定比 率 149.2 198.8 253.4

自 己 資 本 比 率 31.1 21.9 14.1

売掛 債権 回 転期 間
ケ月

一
1.75 2.65

支 払 債務 回 転期 間
ケ月

一 1.12 2.15

流 動 比 率 143.0 116.6 109.2
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4.2経 営 上 の 諸 問 題

4.2.1は じ め に

経 営 上 の諸 問 題 とい うテーマであるが、大 き くいえ ぱ 、 今 回 の基 本 問

題 調 査 にお い て採 り上 げ られ た問題 は、 す べて 経 営 上 の問題 で ある と

し(え な くもないe

例 え ば技 術 の問 題 に して も、 技 術 そ の もの とい っ た単 独 の ことが ら

も あろ うが、 それ が経 営 に どの よ うな イ ンパ ク トを与 え るか とい っ た

よ うに考 え る場 合 は、 経営 の問題 とな って くる。 市 場 の問 題、 安 全 の

問 題 、 み な然 りで ある。 そ の よ うに考 え る と、 問 題 は 際 限 な く広 が っ

て い くの で、 こ こでは、 基 本 問 題調 査 にお いて行 われ た(社)日 本 情 報

セ ンター協 会 々員 会 社 へ の面 接調 査 で知 り得 た こ と、 及 び ア ンケ ー ト

調査 で 回 答 され た項 目の なか か ら、 経営 に 関す る と思 わ れ る もの につ

い ての問 題 をい くつ か と り上 げ て論 じる もので あ る。

4.22問 題 意 識

まず 経 営 上 の個 々の問 題 に 入 る前 に協 会 々員会社 が 経営 に 関す る項

目 につい て どの よ うな 意識 を もって い るか につい て考 察 す るo

今 回 の 調 査 が 発 足 した とき、 業 界 の基 本 問題 とは 何 で あ るか に つい

て議 論 した結果 、 次 の8つ の項 目 となっ た。 す な わ ち、

(1)情 報 サ ー ビス業 の位置 づ け

(2)経 営 問 題

(3)市 場 問 題

④ 業 界秩 序 と階層 構造

⑤ 技 術

⑥ 安 全 対 策 の確 立

⑦ 海 外 同 業 者 の実 態

(8)政 策
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で あ るo

そ こで、 面 接 調 査 で、 この8項 目の どの項 目 に最 も関 心 が あ る か を

今 回 聞 い た と ころ、 回答21社 中 「経 営 問 題 」を第1位 にあげ たの は

11社 、52%、 「情 報 処 理 サ ー ビス業 の位 置 づけ 」を第1位 に あげ

た の が7社 、33%と なっ て い る。

この こ とは、 「経 営 問題 」とい う項 目に つい ての問 題 意識 の程 度 を

考 え る上 で どの よ うに評価 す べ きで あろ うか。

一 つ の考 え方 と して、 業 界全 体 とい うマ ク ロの立 場 か らす れ ば、

「位 置 づ け 」とい うテー マに関 心 は あろ うが、 これ が ど う位 置 づ け さ

れ よ う と ミク ロ的 に 自社 の経 営 にす ぐに役 立 つ 項 目で もない と も考 え

られ る の で、 企 業 の経営 者 と しては もっ と身近 かの 問題 、 す な わ ち市

場 問題 や業 界 秩 序 、 政 策問 題 とい った広 い意 味 での 経営 に関 す る項 目

に 関心 が集 ま るだ ろ う と予想 してい た ところ、 「位 置 づ け 」とい っ た

項 目に3分 の1の 関心 が集ま ったこ とは、やや意外 であ った 。 この こ とは 常

に 「競 争 激 化 」とか 「収 益低 下 」とい う こ とを よ く耳 にす る割 には、

実 は以 外 に余 裕 が あ るの では な い か 一 と思 わ れ る。 もちろん こ こで

述 べ て い るの は、 項 目の重要 度 をい って い る の.では な く、 関心 の程度

に よる問 題 意識 に つ いて論 じてい る こ とをお こ とわ り してお きた い。

この こ とは、 ア ンケー ト調 査 の 「売上 ラ ン ク別 、 売 上 関係 先別 表 」

(前 掲 表4-11)に み られ る よ うに、 親 会 社 か らの売 上 は全 社平 均

で31.3%、60億 円以 上 の 売上 規 模 の と ころ では実 に75%、 関 連

グ ルー プか らの もの も含 め る と100%を 占 めてk・り、 また、 売上規模

11億 円 か ら20億 円 で は親会 社 と関連 グ ル ー プ で50%、21億 円

か ら40億 円 で も50%を 占め て い る とい った 事 実 か らみ て、 売上 規

模 の 大 き な会 社 に お いて は殆 ん ど親 会 社 や 関 連 グル ー プか らの受 注 で

あ り、 受注 量 が安 定 してい る以 上 、 経営 上 問題 は少 ない とも考え られ る。

とす る と先 に あげ た競 争 激 化 や収 益 低下 といっ た経 営 上 の不安 や 危
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機 感 をい だいて い るの は比 較 的 小規模 の企業 で は ない か と推定 され る。

こ の こ とは、 売上 規 模が 小 さ い5億 円以下 で は11%、6億 円 か ら

1'0億 円 では40%と 、 親 会 社 及 び関 連企 業 か らの比 率 が少 ない こ と

か らも うかが え よ う。

そ こで 関 心度 も この よ うな小 会社 で は先 にい った よ うな身近 な広 い

意味 で の 「経営 問 題 」に、 大 会社 で は 「位置 づ け 」とい っ た マク ロ的

視 野 に立 つ項 目に関 心 が あるの では な いか と推定 され る。 ア ン ケー ト

対 象会 社 と面 接対 象 会 社 とを突 合 す る ことが 不可 能 な の で、 い さ さか

独 断 と偏 見 にみ ちた推 測 をすれ ば、 大 売上 規 模 の会 社 は受注 先 が安 定

してい るた め経 営 も安 定 して余 裕 が あ り、 従 っ て 自社 の経 営 問題 あ る

い は経 営 一 般 とい っ た こ と よ りも、 業 界 の位 置 とか そ うい った こ と

に 関心 が あ り、 一 方小 売上 規模 会社 は、経 営 問題 を身 近 につ か ま え関

心 が 高 い とい え るの で は ない か。 この ことは ア ン ケー トが123社 の

加 盟 会社 中4・8社 か ら しか提 出が なか った こ と、 及 び面 接 訪 問 会社 が

39社 で必 ず し も全 体 を代 表 して い るか ど うか は疑 問 の ある と ころ で

は あ るが 、 これ か らの業 界活 動 を考 え る上 で、 あ るい は 各会 社 が協 会

の 活 動 の フィー ドバ ック を受 け る と きに大 切 な ヒ ン トとな るの では な

か ろ うか。 個 々の会 社 の経営 の安 定 な くして、 業 界秩 序 もあ り得 な い

し、 社会 的 地 位 の確 立 もあ り得 ない と考え、広い意味 での 経営 の問 題 項

目が最 大 の 関心 事 では なか っ た。

4.23人 件 費 と原 価

情 報 処 理 サ ー ビス業 にお いて そ の支 出費用 に対 す る人件 費 の割 合 は

前 述 の 表4-34に み られ る よ うに平 均46.7%で あ るが、 人件 費

に限 っ て再 掲 す る と売 上 規模 に よる差 がある ことがわかる(表4-41)。
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表4-41売 上高規模別人件費 の割合

売 上 高 支 出費用 に対す る人件費 の割合

5億 以下 55.2%

5億 ～10億 53.6

10億 ～20億 44.4

20億 ～40億 43.2

40億 ～60億 40.1

60億 以上 10.0

平 均 46.7

この ことは 、 よ く議論 さ れ る我 々の業 界 が、労 働集 約産 業 で あ るか

ど うか、 あ るい は ス ケ ー ル ・メ リ ッ トの 出 る業 種 で あ るか ど うか に対

して 一 つ の答 を だす 材料 を提供 して くれ る。 そ れ は ま た アン ケ ー ト調

査 にお い て、 「情 報 処 理 サ ー ビス業 はス ケー ル ・メ リ ッ トの ある業 種

と考 え る か ど うか 」の 質 問 に 対 して、79.2%が 「ス ケー ル ・メ リ

ッ トあb」 と答 え て い て(表4-42)、 両 者 は合 致す る が、 前 掲 の

表4-41の 売 上 規 模 に よる表 に よる と、 判 然 とス ケー ル ・メ リッ ト

を 出 せ るよ うにな るには 、一 定以 上 の規 模 にな らね ば な らない こ とが わ

か るo

表4-42ス ケ ー ル ・メ リッ トは ある か

→しメリットの

売上高 有無 有 無 回 答 な し

5億 以 下 778% 22.2% 一

5億 ～10億 60.0 30.0 10.0

10億 ～20億 91.7 8.3 一

20億 ～40億 83.3, 一
16.7

40億 ～60億 80.0 20.0 一

60億 以 上 100 0 一

計 79.2 14.6 6.3
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とす る と小 規 模 売上 の会 社 に おい て は人件 費 の 占 め る割 合 は 大 き く

(50%台)、 ま た 人件 費 は年 々単価 ア ップす る性 質 を もっ てい るの

でそ の圧迫 感 も大 きい ものが あ る とい わ ねば な らな い。 そ こで各社 は

将 来 的 に どの よ うに予 測 してい るかについては、さ き に表4-37で 明

らか で あ る が 再 掲 す る と次 の 表4-43の よ うに な る。(表4-

37は 金 額 値 で ある の で これ を割合 で あ らわ した)

しか し この表は、制作 原 価(製 造 業 にお け る製 造 原 価)に 対 す る人

件 費 の割合 を表 わ してい るの に対 して、表4-41は 支 出費 用 に対 す

る 割合 で あ るの で、 両表 間 には ちが いが あ るが、 将 来 に対 す る考 え 方

を み るの には 参 考 となろ うと思われるので、人 件 費の ところについて表 と

した。 以上 の諸 表 か ら うかが え る こ とは前 に も触 れ たが、

(1)支 出費 用 を採 ろ うと も制 作原 価 を とろ うと もそ の 内 に 占め る

割合 は 余 り大 き な変 動 を 予測 してい ない。 これは人員を増や さな

い 計 画 と考 え られ る表4-39。

(2)従 って ス ケ ール ・メ リッ トの出 る規 模会 社(表4-43に よ

れ ば40億 円～60億 円以 上 会 社)以 外 は 人件 費 の プ レ ッ シャ

ー は今 後 も残 る
。

表4-43制 作 原価 に対 す る人 件 費 の 割 合

売上高

制作原価 に対する人件費の割合

53年 57年 60年

5億 円 以 下

5億 ～10億

10億 ～20億

20億 ～40億

40億 ～60億

60億 以 上

61.2%

59.8

40.7

53.5

25.0

19.2

571%

64.2

43.5

573

274

19.7

61.7%

675

43.1

58.5

30.3

20.0

全 体 374 34.3 34.3
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表4-44人 件 費 ア ップの 吸収 方 法

対策 終身雇用制 職務給制度 年功序列制
そ の 他 無 回 答

売上高ランク を改める を導入する 度を改める

5億 円以下 一% 778% 11.1% % 11.1%

5億 ～10億 一 80.0 30.0 一 10.0

10億 ～20億 一 75.0 25.0 8.3 16.7

20億 ～40億 16.7 50.0 50.0 一 16.7

40億 ～60億 一 60.0 60.0 一 40.0

60億 以上 一 一 75.0 一 25.0

計 4.2 62.5 35.4 4.2 16.7

(横 軸の合計が100%以 上になるのはマルチアンサーの回答があったため)

これ に対 す る各 社 の対策 として、 何 か 有 効 な手 だ てが ない か を ア ン ケ

ー ト調 査 に よっ て求 めた の が表4-44で あ る
。

これ に よる と賃 金 の ア ップ は年 功 に よ る上 昇 をや め て職 務 給へ と移

動、 能 力 に見 合 っ た 報酬 を支 給 し、生産 とのバ ランス を採 る こ とに より

解 決 を図 ろ うとす る姿 勢 が うかが え る。

しか し この質 問 で は、 「そ れ で は具体 的 に どの よ うな方法 で 」とか、

「や り方 で 」とい うよ うな第2段 目の質 問 が され てい ない こ と、 及 び

「そ の他 」に 回 答 の あ った とき の コメ ン トが不足 してい るため、今 一 っ

の突込 ん だ答 が得 られ なか っ た の は残 念 で あ る。

これ を補 足 し よ うと面接 会 社 にお いて質 問 した結果 は、

(1)省 力 化 ・合理 化→ 生 産性 の 向上 → そ のた め の ツー ル の開 発

(2)少 数 精 鋭 主義 → 個 々人 の レベ ル ア ップ

③ 売 上け を伸 ば す(ス ケー ル ・メ リッ トを 出す)こ と以 外 に 吸

収 で きな い

(4)外 注 に切 りか え る

の4つ に大 別 す る こ とが 出来 る よ うな回 答 が得 られた。
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この14つ の うち(4)の 「外 注 に 切 りか え る 」とい うのは 個 々の 会社 と し

ては大切 なことであるが、 業 界全体 と して は誰 かが それ をす る わけ で あ

る の で、 こ こで は 除外 す る と、

(1)ス ケー ル ・メ リ ッ ト追 及 、 か

(2)生 産 性 向 上、 か

に な り、 これ は 当 然 の帰 結 と もいえ る。 ま た これ に似 た よ うなつ ぎの

質 問 をア ンケ ー トで行 った。そ の結果 はつ ぎのようで あ る。

(質 問)

今 後 ソ フ トの開 発 コス トは上昇 す る と思 われ ま すが、 そ の対策 に

つ い て どの ように考 え られます か。 主 な対策 をあけ て下 さ い。(2つ

以 上 で も結 構 です)

(1)顧 客 に請 求 す る

(2)経 営 努 力 に より消化 す る

(3)人 件 費 の ア ップを極 力 お さ え る

(4)生 産能 率 を あげ る ・

⑤ そ の他 。 具 体 的 に記 入 して下 さ い。

(回 答)

表4-45ソ フ トの開 発 コス トア ップの吸 収 方法

① ② ③ ④ ⑤ ⑥
売上高 顧客請求 経営努力 人件費ア 生産能率 そ の 他 無 回 答
ラ ンク 消 化 ソプお・さえ 上 げ る

5億 円以下 55.6% 55.6% 11.1% 88.9% 一 11.1

5億 ～10億 50.0 40.0 10.0 80.0 10.0 10.0

10億 ～20億 66.7 75.0 33.3 75.0 8.3 一

20億 ～40億 66.7 50.0 一 83.3 16.7 16.7

40億 ～60億 60.0 20.0 20.0 80.0 一 一

60億 以 上 75.0 75.0 25.0 100.0 25.0 一

計 58.3 52.1 16.7 81.3 10.4 8.3
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とな り、 も ちろん マル チア ンサ ー で あ るが、人 件 費 のア ップをおさえ

る こ とは困 難 と考 え、 ソ フ ト制 作 面 で生 産 能 率 を上 げ、 また何 らか の

経 営 努 力 に よ りこれ を消 化 しよ う と考 え て い る ことが判 るρ

とす る と生 産技 術 向上 の研 究、 生 産 手 段 の 開発 、 品質 の 保証 とい っ

た プ ロダ ク シ ョン ・エ ン ジニ ア リング を、 真 剣 に技 術 問題 の テ ー マ と

して研 究 ・開 発 実 践 す る と共 に、 とれ を計 測 す る手 段 と して、 また行

動 選 択 の経 済 計 算 と して原 価 計 算(原 価 管理)を 経 営 問題 の テ ー マ と

して研 究 ・実 施 す る必 要 が あ る。

と ころが 、 この基 本 問 題 の 別 冊 で と りあげ た原 価 計 算 に関 す る調 査

とそ の報 告 で も明 らか な よ うに、 管 理 目的以 外 の どの よ うな 目的 の も

の を含 め て もそ の 実施 状 況 は非 常 に低 く、 ア ンケ ー ト発 送123社 中 、

回 答69社 で、 原 価計 算 制 度 を採 用 して い るのは24社 、 そ の割合 は

35%で あ る ことは、 原 価 計 算制 度 だけ が 生 産能 率 上 昇 の手 段 では な

い 等 い ろ い ろの 考 え 方が あろ うと も、 会 計 数 値 が能 率測 定 の メ ジ ャー

とな り得 る もの で あ る こ とは疑 い ない 。 従 っ て、 人 件 費が 原価 中 に大

き な割 合 を 占 め る(も ち ろ ん 情 報 や ソ フ トウ ェ アの価 値 あ る い は

価 格 は 原 価 積 上 方 式 に よ って の み決 定 され る とい うこ とをい っ て い

るの では な く、 産 業 と して、 会社 と して、 制 度 と して の計 算 体 系 か ら

得 られ た価 格 計 算 資 料 に よる説得 力 の強 弱 を論 じて い る もの で あ る)。

か く して生 産 性 を高 め、 品質 の高 い生 産物(情 報)を 通 時 に ユ ー ザ

に 提 供 す る こ と が 、 専 業 者 と して の我 々の社 会 的 な存在 理 由 を高 め

る ゆえ ん で あ り、 あ るべ き方 向 を開 く鍵 で あ る。

そ の生 産能 率 を上 げ る こ とが課 題 となっ て い る こ とか ら、 これ の解

決 を計 る一法 と して原 価 管 理 の方 式 を確立 し、 早 急 に実 践 す る必要 が

あ るo

一 方情 報 の価 値
、 わ け て も ソ フ トの価 値 が去 々され る中 にお い て 、

そ れ を計 測 す る 体 系 が制 度 と して個 々 の会 社 に おい て根 づ い てい ない

一187一



とす れ ば、 世 間 に そ の価 値 を認 めう と主 張 して も説得 力 に欠 け る とい

う反 省 も併 せ 持 つ 必要が あ るの で は な か ろ うか。 この こ とは ア ンケ ー

ト調 査 に お い て、「ユーザ は 情 報 処 理 業 者 に何 を期待 してい るか 」

の質 問 に対 す る回 答 と して、 個 々の会 社 特 有 の こ とを除 け ば大 体 にお

い て、

(1)コ ス トが安 い

(2)納 期 が早 く確実

(3)サ ー ビス の質 が高 い

(4)コ ンサ ルテ ー シ ョンを含 む専 業 者 と して の高 い技 術 力

を ユ ー ザ は 期 待 して い る と我 々が思 って い るが 、 これ に応 え る こ と

が そ の具 体 的方 法 で は なか ろ うか。.

4.24増 益 の 方 法

前 節 にお い て は、原価 とそ の中で大 きな 比 重 を占め る人 件 費 に つい て

論 じた が、 次 に利 益 につ い て どの よ うな意 識 を もって い るか に つ い て

論 じた い。

ア ンケ ー ト調査 は この こ とに関 して2つ .の質問 を してい るoそ の1

つ は利 益 管理 の単 位 につ いて で、 これ に対 しそ の 回答 は表4-46の

よ うに な った。

表4-46利 益 管理 の 方法

回答
売上高ラン 部門 ごと JDBご と 会社全体 そ の 他 無 回 答

5億 円以下 44.4% 一% 33.3% 一% 22.2%

5億 ～10億 60.0 20.0 40.0 一 一

10億 ～20億 41.7 一 50.0 8.3 一

20億 ～40億 83.3 16.7 一 一 16.7

40億 ～60億 80.4 40.0 60.0 一 一

60億 以 上 75.0 50.0 25.0 一 一

計 56.3 14.6 375 2.1 8.3
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ま た、 利益 増 加 の方 策 は 何 か とい う質問 を記述 式 で 行 って い るが 、

これ に 対す る回 答 を順 不 同 で 列記 す る とつ ぎの よ うで あ る。

① 社 ・ハ ー ド運 用 コス トの削 減 と生 産 性 の 向 上。

② 社 ・現 状 低 価 格安 定 を適 正 価格 にす るた め の ユ ー ザの理 解 を

早 く と りつ け る。

・生 産 コス トを極 力下 げ る努 力 をす る。

③ 社 ・業 務 の効 率 化 合理 化 につ とめ シ ェア の拡 大 な らび に機 器

類 の有効 活 用 を は か る。

④ 社 ・システ ムの パ ッケ ー ジ化。

・同一 シス テ ム利 用 の ユー ザ の増 加。

・各業 務別 の リス ク の圧縮o

⑤ 社 ・生産 性 向上 と経 費 の効 率 化。

⑥ 社 ・技 術 力 の 向上 。

・能 率 の 向上 。

・生 産 意欲 の高 揚 。

⑦ 社 ・人 件費 の低 減 化 とマ シ ン レ ンタ ル比 率 の低下 以 外 に方 策

な しo

⑧社 ・将来 性 の ない 不 採 算 部 門 を切 りす て てい く。

⑨ 社 ・オ ン ライ ン化 、 パ ッケ ー ジ化 に よる付 加価 値 生 産性 の 向

上 。

⑩ 社 ・付 加 価値 の 大 き い サー ビス に特 化。

⑪ 社 ・ソ フ ト開 発 の生 産 能 率 向上 。

・設 備 の運 用 効 率 向上 。

⑫ 社 ・資 金 コス トの軽 減 努 力。

・諸 コス トの客 先請 求 努 力 。

⑬ 社 ・一 品 料理 的 開 発運 用 を とめ る・

⑭ 社 ・技 術 能 力 の 向上 。
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・受注 生 産 の 問 合 待期 間の縮 少。

・間接 費 の節 減o

・人件 費対 策 。

⑮ 社 ・利益 率 の高 い分 野 で の売上増 の努 力 をす る。

・社 内合 理 化。

⑯ 社 ・コス ト管理 の徹 底 化 ならび に改 善 努 力 と付 加 価 値 の 創

出 。

⑰ 社 ・技 術 水 準 を上 げ る こ と。 他 で は で きない特 有 技術 を持 つ

こ と。

・上 が保 有 で きれ ば 有利 な条 件 で の受注 が可能 に な り、 必

然 的 に利 益 率 は 上 昇 す る。

⑱ 社 ・ソ フ トの生 産 性 を あげ る。

・コス ト ・パ フ ォー マ ンス の高 い マシ ンの導 入 をす る。

⑲ 社 ・内部 充 実 を計 り生 産性 を高 める と と もに経 費 の 節 減 を計

るo

⑳ 社 ・固定 費 の合 理化 、 具体 策 は模 索 中。

⑳ 社 ・生 産 効 率 の引上 げ。

・高 付 加 価 値 業務 の比 重 を高 め る。

⑳ 社 ・人 員 増 を抑 え る こ と、 効 率 を挙 げ る こ とにつ き る。

⑳ 社 ・合 理 化 に よる経費 の節減 と生 産 能 率 の 向上 。

⑳社 ・設 備 の大 型 化。

・人 材 の確 保 。

・技 術水 準 の向 上。

⑳ 社 ・効 率化 に よ る生 産 性 の向上 。

・冗 費 の節 減 。

⑳ 社 ・コス ト逓 減 と付 加価 値 の高 い商 品 の 開発。

⑳ 社 ・売 上 高 の増 大 を 計 る と共 に一 方 にお い て は 合理 化 ・省 力
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化 を進 め て経 費 節 減 に努 力 す る。

⑳ 社 ・生産 の合 理 化。

・高収 益 業務 へ の進 出(多 様 化)。

⑳ 社 ・業 界 に お け る価 格 統一。

・生 産 効 率 ア ップ。

・ア プ リケ ー シ ョ ン ・パ ッケ ー ジに よるサ ー ビス拡 大 。

⑳ 社 ・ソ フ トウェア作 成 コス トの低 減。

・バ ー・一ドウェア の コス ト ・パ フ ォー マ ンス の追求o

・外注 比 率 の ア ップo

・付加 価 値 の高 い商 品 の開発 。

⑳ 社 ・合 理化 で あ るが特 に 開 発 の ス ピー ドア ップ。

㊨ 社 ・売 上 の伸 長。

・原 価 ○低 減。

⑳ 社 ・規 模 の拡 大。'`

・標 準 化 ・生 産効 率 ア ップ→ 省 力 化。

・汎 用 サ ー ビスの拡 販 。

⑭ 社 ・ ソフ トウェ ア生 産 性 の 向 上。

・ マ シ ン有 効稼 動 率 の向 上。

⑮ 社 ・売上 の拡 大。

・生 産 性 の 向上。

・経 費 の節 減。

⑧ 社 ・生 産性 向上 を 目標 と し、

1.ツ ール の開発

2.技 術 教 育

3.管 理 教 育

⑰ 社 ・各作 業 区 分 の 中 で コス トア ップ要 素 の最 も強 い もの と し

て ソフ ト開 発 が あげ られ る。 各 社 が 重 複 投 資 を 行 うの
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を 排 して 共 同 開発 に当 る こ と。

⑱ 社 ・経 費 の 節減 。

・高 度 なパ ッケ ー ジ ・プ ログ ラム の開 発
o

⑳ 社 ・技 術 力 を高 め付 加価 値 の高 い 仕事 をす る。・

・付 加 価 値 の低 い仕 事 は下 請 を利 用 す る
。

・作業 の効 率 化 一間 接経 費 の節減。

こ こで述 べ られ てい る ことの 多 くは 、方 法 論は い ろ い ろ で も生 産 性

向 上 に よる コス トダ ウ ンに よ って、 利益 を あげ よ う とす るの が大 か た

の 指 向 の よ うで あ る。

今 ま で述 べ られ て きた 議論 か らす れ ば、 「この業 種 は ス ケー ル ・メ

リ ッ トの ある業 種 で あ り、 コス トの大部 分 は固定 費 で変 動 費 が 少な い 」

とす る と・ 固 定費 をカバーす る売上げ以 上 は すべて 売上げが伸び るだけ利

益 が 多 くな り利益 率 を 良 くす るわ け で あ るの で、 利 益 率 増 加 の方 法 論

と いえ ぱ売 上 増 加 とす ぐ結 びつ くと ころ、 これ を あけ て い る会社 は非

常 に数 が 少 ない。

やは り売上けの伸長は、今後余 り多 く望 めない とす る各 社 の予 測 結果 と

それを受けて、これか らは 内部 の経 営 努 力(各 社 の記 述 に よれ ば生 産 性

の 向上)に よって、 これ を行お う と す る 姿 勢 を うか が い知 る こ とが 出

来 る。

これ は面 接 調 査 に よる質問 に おい て、

「従来 業 界 お よび 各 社が た どっ て きた よ らな高 度 成 長 は今 後 期 待

できない と思われますが、今後売上 げを伸ばすための重要項 目とし

て何 を お考 えです か 」

とい うの が なさ れ て い るが 、 そ の 回 答 にお いて も、 今 後 ま だ業 界 と

しては高 い売上 成 長 が望 め る とい う意 見 は少数 あ る もの の、 大部 分 は

余 り伸 び な い とい うこ と を前提 にい ろい ろ の方法 論 が述 べ られて い る。

とす る とこ こにお い て も、 前 節 の 人件 費 と原価 の と ころ で述 べ た よ
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うな、 シ ビア な経営 管理 の方 法 論(技 術 問題 に負 うところが 多 い)の

研 究 とそ の実 践 に帰 結 を一 つ にす る よ うで ある。

4.25合 併 及 び業 務 提 携

「我 々の業 界 が ス ケール ・メリッ トの働 く産 業 で ある 」とい うこ とは 、

さ き に発 表 され た通 産 省 の 「産 業 構 造 の 長期 ビジ ョ ン 」に よっ て もい

わ れ て い る と ころで ある し、 今 回 のア ンケ ー ト調 査 に よって もそ の回

答 の 約8割 が そ れ を是 としてい る ことは前 述 の とteり で ある。 ま た

「産業 構 造 の長 期 ビ ジ ョン 」で は、 そ の 中 で、 「我 が国 の情 報 処理 サ

ー ビス業 の大 部 分 が 巨大外 資系 企 業 に 対抗 し得 る レベ ルに企 業規 模 を

拡 大 す る こ とは 不可 能 で あ る。 こ のた め典 型 的 な知 識 集 約産 業 と して

この 産 業 が 発 展 す る ため には、 産 業全 体 の水 準 を高 め る必要 が あ る こ

とは もち ろん で ある が、国 際 競 争 力 を備 え た りーデ ィン グ企 業 の育成

も重 要 な課 題 とな って く る 」と述 べ てい る。 そ こで一 挙 に早 く企業 規

模 を拡 大 す る方 法 の一つ とレて合併、 あるいはその前の段階 として業 務 提

携 が 考 え られ る。 この辺 に つい て どん な意 見 を もっ て い るか をア ン ケ

ー ト調 査 の質 問項 目 と した ところ、 「合 併 の経 験 及 び将 来 に対 す る考

え 」につ い て は 表4-47の 回答 が あ った。

表4-47合 併 の経験 ・計画 の有 無

売上高ランク 経験 有 り 計画有 り 経験無 し 計画無 し

5億 円以下 1件 2件 5件 1件

5億 ～10億 1 0 6 4

10億 ～20億 1 0 7 6

20億 ～40億 ・ 2 0 3 0

40億 ～60億 3 1 1 2

60億 以 上 0 0 4 2

計 8 3 26 15

(無 回答は除いた)
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回 答 につ い て マ ルチ ア ンサー を され てい る関係 上 、合 計 が回 答社 数

48以 上に な るの で48に 対 す る割合 で表 わ して み ると、

経 験 有 り16.6%

計 画有 り6.2%

で 両 方 あわせ る と約23%と な り歴 史 の浅 い業 界 、企業 で ある割 に は

多 く合 併 が行 わ れ 、 あ る い は 計 画 さ れ て企 業規 模 の拡 大 化 がは か ら

れ て い る よ うな感 じがす る。

ま た合 併 に は至 らない が規 模 拡 大 の1ス テ ップの 効果 の あ る とさ れ

る 業 務 提携 につ い て、 「同業 者 との業 務 提 携 の経 験 及 び将 来 に対 す る

考 え 」を質問 した と ころ、 表4-48の 回 答 を得 た。 これ も合 併 に つ

い て の質問 同様 に して割 合 をみ る と、

経 験 あ り56.2%

計 画 中20.8%

で 両 方合 わせ る と実 に77%の 会 社 が行 っ た り計 画 した り してい る こ

とが わ か るo

表4-48合 併 の経 験 の有無

売上高ラン 経験 あ り 計 画 あり 経験な し 計画 な し

5億 円以下 5件 2件 2件 0件

5億 ～10億 7 2 2 0

10億 ～20億 3 4 4 3

20億 ～40億 5 0 1 0

40億 ～60億 4 0 1 1

60億 以上 3 2 1 1

→

計 27 10 11 5

続 い て 「今 後、 合 併 な どの業 界 再 編成 が 行 われ る と した ら、 どの よ

うな契 機 で、 ま た どの よ うな形 で行 わ れ る と思 い ま す か 」 とい う記

述 式 質 問 に対 して は 、 次 の よ うな 回答 が寄 せ られ た。
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① 社 ・海 外 の巨 大会 社 が何 社 か進 出 して くる と予 想 さ れ る時期 。

② 社 ・業者 法 が 制定 され施行 され る時期 が 契機 となる可能性 あり。

③社 ・資 本、技 術 、 設 備、 人 材 、 得 意 の分 野 市場 な どの 面 で 吸

収 合併 ま た は 自発 的 に相互 補完 の 形 で、 外 因 的 には行 政

指 導 も考 え られ る。

④ 社 ・監 督官庁 の指 導強 化 が あ る とき、 また ス ケー ル ・メ リッ

トの あ る業 務 が増 加 して くる とき、 形 と して は同性 格 の

企 業 合併 、 メ ー カ系 列 の合 併。

⑤ 社 ・経営 上 存 立 の 危ぶ ま れ て い る ところか ら整 理 され て い く

で あ ろ う し、 そ の最 大 の 原 因 は価 格 の異 常 な ダ ン ピ ン グ

に よる もの で あろ うo

⑥社 ・業務 提携 等 の 発 展 に よる。

・オ ン ライ ン ・ネ ッ トワー ク'

⑦社 ・自由公正 な競 争 下 で の 自然 淘 汰 の 過 程 で 行 わ れ る で あ

ろ う し、 ま た そ うあ るべ き と思 う。

⑧ 社 ・メー カ の 関 連 企 業 が 独 自 の 特 色 ある技術 をお互 に利 用

し、 そ れ が企 業 の合理 化 に 多大 の効 果 を あげ る ときだ と

思 う。

⑨ 社 ・行 政 指 導 に よ り、 メ ー カ系 セ ン タの 系 列化 ・合 併 等 。

⑩ 社 ・自由競 争 原 理 に も とづ き、 弱 肉強食 が横 行 。

⑪ 社 ・経営 不振 に 陥っ た企 業 の系 列 化。

・コ ン ピュー タに よ る系 列化。

・大手 に よ る小 企 業 の 系 列化。

⑫ 社 ・協業 化、 業 務 提 携 等 を経 て

① 地 域 ② 取 引 ③ 資本 … … を通 じて集 約 さ れ る もの と考 え

るo

⑬ 社 ・安 全 対策 が基 準 通 り達成 可能 か ど うか。
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●

・全 国 型 の セ ン タが くま な く カ バ ーす るか ま た は外 国 セ

ン タ が 全 国 カ バ ー す る か の よ うな契 機 が考 え られ、 形

と して は合 併 とな るだ ろ う。

⑭社 ・外 資 系 情報 処 理 サ ー ビス業者 の本 格 的対 日進 出 に対抗 す

る た め、 資本 系列 オ ン ライ ン ・ネ ッ トワー ク化 に よっ て

再 編成 の可 能 性 が あ る。

⑮ 社 ・経 営 の弱 い と ころが淘 汰 され る形 で行 わ れ る。 ま たは市

場 占有 率 を高 め る 目的 で行 わ れ る。

⑯ 社 ・親会 社 の業 界再 編 成 の とき、 または関 連 グループ企 業 の再

編 を契 機 と して整 理 統合 は行 わ れ て も 、 独 立 系 の 合 併

は お こ りえ ず、10年 後 には 中型 以 下 が 可成 り淘 汰 さ れ

る と思 う。

⑰ 社 ・スケール ・メ リッ トが あ る業 界 で ある と確 認 さ れ た時 で、

ま だ ス ケール ・メ リットが ある とは思 え ない。 又合 併 とい

う よ り協業 化 ある いは 系列 化 の 方 向 と思 うρ

⑱ 社 ・吸収 合 併。

⑲ 社 ・使 用 電 算機 系列 に よる合 併。

・地 域 別企業 に よる合 併。

・傘下 企 業 との合 併 。

・営 業 不振 企 業 の吸収。

⑳ 社 ・同業 者 間の 業務 提 携 の 拡 大 につ れ て 官庁 指 導 型。

⑳ 社 ・資 本(資 金)、 技 術 力。

⑳ 社 ・競 争 力 の維 持 強 化 の た め の中小 セ ン タ間 の対 等 合 併。

・弱 体 な企 業 の強 い企 業 に よる 吸収。

⑳ 社 ・契 機 → 大規 模 外 国 資本 の進 出増 大、 業 界 の競 争 激 化(ス

ピ ンア ウ ト増、 技 術上 の イン パ ク ト)

・形 態→ コ ン ピュ ー タ ・メ ー カ系列 。
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⑭ 社 ・契機 → 企 業 格 差 の拡 大。

・形 態→ 寡 占化。

⑳ 社 ・競 争 の激 化→ 系 列 化→ 合 併。

⑳ 社 ・経 営 不 振 セ ン タの 吸収 合 併 。

⑳ 社 ・オ ン ライ ン ・シス テ ムの下 部 へ の浸 透 。

⑳ 社 ・再 編成 は行 わ れ な い と見 る。

⑳ 社 ・情 報 処 理事 業 者 法 の制 定施行 、 あ るい は コン ピュ ー タ ・

メ ー カ業 界 の 再 編成 。

以上 の よ うな回 答群 か ら感 じ られ る こ とは、 ど ち らか とい え ぱ、 差

し迫 っ た 問 題 とい うこ とで な く、 弱者 が 自然 に淘 汰 され て い くの は経

済 原 理 で あ り、 か つ規 模 拡 大 も企 業 の 自主 的 行 為 で合 併す る とい うこ

とで な く、 官 庁 指 導 型 で行 わ れ る で あ ろ う、 とい っ た意 見 の よ うに

印 象 づ け られ る。

一 方 さ きに述 べ た、 「合 併経 験 の有無 及 計画 の有 無 」の質問 にお け

る集 計 結 果 で は、 案 外 そ れ が 進 ん でい る よ うに思 え、 両者 の間 にひ ら

き が あ る よ うに感 じ られ るの は、 この質 問 の 出 し方 と回答者 の受 取 り

方 に よ る もの な のか 筆者 の解 釈 の 間 違 い に よる もの で あろ うか。

4.26人 材 の育 成

今 ま で論 じて きた ことは、 原 価 の 中に 占め る人 件 費 の ウエ ー トが高

い こ と、 特 に そ の 生 産 物 の 中 で の ソ フ トウ ェア の 生 産 に い た っ て

て は、 そ の殆 ん どが 人件 費 で あ る こ と、 従 ってそ の生 産 能 率 の 向上 が

課 題 で あ る こ とに帰 着 す る。 とす れ ば生産 能 率 の向上 を な す 人材 の確

保 ・育 成(教 育)が 問 題 とな る。

そ こで、 このこ とについて ア ン ケー ト調 査 は っ ぎの よ うな質 問 を用意

したo

「経 営 目的 達 成 の ため に は人 材 育 成 が最 重 要 の事 柄 で あ る と考 え ら
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れ ま す が、 人 材 育材 の ため の教 育(方 法、 あ るい は技 法)に つ い

て 貴 社 で実 施 中 また は計 画 中の もの を お聞 かせ 下 さい 」

これ に対 し回 答 は つ ぎの よ うな もの で あ っ た。

① 社 ・新 人 に は特 定 の先輩 が約1年 間 つ きOJT(オ ン ・ザ ・

ジ ョブ ・ トレーニ ン グ)を 行 う。

② 社 ・入 力部 門 での 初期 教 育 の成 果 を上 げ るた め の特 殊 教 育 を

実 施 して い る。

・特 殊教 育は テ ー プ レ コー ダ とテ キス トを併 用 した もの で

約3万 語 をオ リジナ ル に作成 した。

③社 ・オ ペ レー タ新 入社 員研 修 … … コ ンピ ュー タ基 礎 知 識 実 務

指 導。

・オ ペ レー タ研 修… … 社 内実 務 指 導。

・新 人 プ ロ グ ラマ研 修… … メー カの講 習 会 参加 実 務 指 導 。

・プ ロ グ ラ マ研 修 … … メー カの セ ミナー 、 親 会社 主 催 の研

修 参 加。

・管 理 者研 修 ……社 外講 習、 セ ミナ ー等 参 加。

④ 社 ・社 内研修 ……年 間60回 、120時 間 に全 員 が参 加 。

・社 外 研修 … …必 要 とす る講 座 に参加。

⑤ 社 ・職 務 、 職 位 別 の能 力、 技 術 、 知 識、 資格 基 準 を設 け、 各

部 門 にお い て年 次別 に個 人 単 位 の育成 計 画(OJT、 外

部 講 習、 そ の他)を た て る。

⑥ 社 ・外 部 研修(主 と して メ ー カ主 催 、 ユー ザ主 催 の もの)。

・管 理者 教 育(外 部 主 催 の セ ミナ ー参加)

⑦社 ・外 部 に出 して研 修 を受 け させ る方法 が社 内教 育 よ リベ タ

ーで ある と も考 え て い る
。

⑧ 社 ・専 門職 別集 合 教 育、 並 び に テス ト、 ス ライ ドに よ る集 合

教 育 、OJT。
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⑨ 社 ・学 校 教 育 を基 礎 にOJTに よ り教 育す るが、

・入社 年 次 層 別 の定 期研 修 。

・海外 留学 生 制 度。

・ジ ョブ ・ロー テ ー シ ョン。

・国 内各 種 研 修 へ参 加 。

・プ ロ ジェ ク トご との海 外 研 修 。

⑩ 社 ・ 日本電 気㈱ の計 画 す る教 育 に参 加 させ て社 内教育 用 とす

る。 ま た知 識 人 の講 習 に は積 極 的 に参 加 させ てい る。

⑪ 社 ・国 内留学 制 度(実 施 中)。

・公 的 有 資 格 取 得 の奨 励(実 施 中)o

・海外 渡 航 制度(実 施 中)。

・海 外 留学 制 度(将 来計 画)。

⑫ 社 ・社 内外 研 修 参 加。

・共 同開 発 等 に参 加 す る こ とで、 一 般 に 通 用す る実 践 的訓

練 を つ む。

⑬ 社 ・技 術 の他 に プロ グ ラマ 以 上 に は 会 計 の 教 育 を 行 っ て い

るo

・計 画 と して実 施 した い の は、

① モ ラー ル 向上 の教 育(特 にFMに い た って は絶 対 必要

の も の)。

② 管 理 者 の 人 の 使 い方 の 教 育 は なん とか してい きた い) 、

⑭ 社 ・ユ ー ザ部 門 へ の研 修 派遣 。

・情 報 処理 技 術 者 資 格 取得 奨 励 。

・外 部 セ ミナ ーへ の参 加。

・社 内 研 修。

・⑮ 社 ・VTRに よる教 育 シス テ ム を検討 中ま た広 く外 部 研 修 も

積 極 的 に利 用。
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⑯ 社 ・階層 別段 階別 教 育、 集 団研 修 、 通 信講座 、 講 習 会。

⑰ 社 ・外部 講 師 に よる社 員 教 育 を実 施 中、 意識 改 革 。

⑱ 社 ・電 算 機 メー カの講 習 会 及 自社 教 育。

⑲ 社 ・管 理者 教 育… …JST、 マネ ジメ ン トゲ ー ム。

・技 術 教 育… … メー カ講 習 、VTR、OJT。

⑳ 社 ・自己啓 発 を重視 しな が らも社 外 の教 育機 能 の活 用 をは か

るo

・技 術 の高 度 化 は社 内 に教 育 実施 機 能 を持 つ こ とを難 し く

し て い るo

・教 育 投 資 は積極 的 に行 い たい 。

⑳ 社 ・教 育 の必 要 性 を痛 感 しなが ら現在は 日本 リクル ー トセ ン タ

ー のLBP研 修 しか実 施 して い ない
o

⑳ 社 ・外 部 講習 の参 加 とテー マ別 の研 究。

⑳ 社 ・中堅 社 員 研修、 課 長研 修 、 部 長 研修 。

⑳ 社 ・計 画 中の もの と して は 育成 経路(キ ャ リア ・パ ス)を 設

定 し、 これ に あわ せ た教 育 の カ リキ ュ ラム を作 成 す る。

⑳ 社 ・外 部講 師招 へ い に よる内部 研 修 の実 施 及 び外 部 研 修 の受

講 。

⑳ 社 ・当社 は職 能 的 資 格制 度 を実 施 してお り階 層別 、 職 能 別 、

資 格 別 に体 系化 して実施 。

・プ ログ ラム と して はKJ法 、 ケーズ ・ス タデ ィ等 を実 施 、

講 義 式 は出来 る だけ さ け てい る。

⑳ 社 ・基 本 的 に はOJT。 た だ し、 新規JOBの 開 拓、 創造 が

要。

⑳ 社 ・海 外 研 修、 各種 セ ミナー 受講o

⑳ 社 ・同 資本 系列 会社 で実施 す る経 営管理 講 座 へ の参 加 お よび

グ ル ー プ活 動へ の 参 加。
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・通産 省及 び メー カ実施 の技 術 試験 受 験 の推 進 。

⑳ 社 ・自己啓 発 助成 の た め研 修、 外部 受 講 等 の 助成 金 の確立 を

計 画 中。

⑳社 ・社 内研 修(新 人研 修 、 管 理 職 研修、 営 業 マ ン研 修 、 技 術

研 修、 女 子 リー ダー 研 修)。

・海 外 研修 。

・自己啓 発 援 助制 度 。

⑫ 社 ・新 入 社 員 各種 教 育、 各種 自己研 修(語 学 等)、 技術 者育

成 教 育、 セー ルス マ ン教 育。

⑬ 社 ・教 育 の成 果 が個 人 に環 元 され る制度 を 計 画中。

⑭ 社 ・新 入 社 員教 育(5ヵ 月)。

・中堅 社 員 教 育(年 数 回)。

・管理 者 教 育(年1回)。

・海外 研 修 。

・情 報処 理技 術 者 講 習。

⑮ 社 ・OJT、 管理 者 訓 練(講 習 会 等)総 合 的 教 育 計 画 をつ く

り たい。

⑯ 社 ・一－Pt、 二 種 、 特 種 受 験 のた め の教 育o

⑰ 社 ・外 部 講 師 に よる定 期 講 義。

外 部 の専 門的 教 育機 構 での定 期 教 育 の受 講。

⑳ 社 ・(社 内&社 外)研 修 制度 実施 中。

・資格 制 度 の 導入 。

と以 上 の よ うに ア ンケ ー ト回収48社 の うち38社 が何 等 か の 回 答

を記 入 してい て、 他 の 記述 式 回答 欄 に比 べ 記 入 率 が高 い の は各社 共 関

心 が高 くま た 必 要 に せ ま られ てい る問 題 で あ る とい え る。 た だ質 問 の

出 しか た に も よる もの と思われるが、回答の記 述 に精 粗 が あ り、 も うひ

とつ 突 込 ん だ と ころが わ か らな い も どか しさが あ るが、 前述 の よ うに
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各社 な りに それ ぞ れ 工 夫 を こ ら してい る こ とが うか が え る。

欲 をい えば 各社 各 々 自社 教 育 もよいが、この ような人材 育成 ・教 育 の

分 野 にお い ては 各 社 共 通 の問 題 が 多い ので、0日 本 情 報 セ ン ター協

会 が独 自の 教育 カ リキ ュ ラム を編成 して各社 々員 を参加 させ て(通 信

教 育 が 出来 れ ば な お可)教 育 し、 業界 自体 の知 的水 準 の向 上 に資 す る

働 き をす べ き時 期 に 至 ってい る よ うに思 え るoな お、 既 存 の 教 育 機 関

(1.T.T.)等 を有 効 に活用す る と共 に、 将来的 には 教 育機 関 を 常置

(学 校)し て、常 に資 質 の あ る人 材 の供 給源 を確保 す る よ うな こ とは業

界 百 年 の大 計 を たて る上 に必 要 な こ とでは な かろ うか。
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5安 全対策への取 り組み

51は じ め に

日経 マ グ ロ ウ ヒル事 件 に端 を発 した機 密保 全 問題 は 、 社会 的 に も大 きな

課 題 と して と り上 げ られ て い る。 我 々情 報 処理 サー ビス 業 と して は 、 顧 客

の重 要 な 情報 を取 り扱 って い る以 上 、他 産 業 に 比較 して よ り真剣 にか つ 最

重 点 事 項 と して この問 題 に取 り組 ん で きた。

日本 情 報 セ ン ター 協 会 内に も、 安 全対 策 問 題 を検 討 す る専 問 委員 会 を組

織 し、 全 て の面 か ら この 問題 を研 究 した。 各 界 にお・け る この分 野 の 尋 問家

を講 師として 招 へ い した り、 各種 の 実 態調 査 を実 施 した。 そ の結果 と して、

業 界 内の 安 全 対策 に対 す る問 題 意識 は増 々高 ま り、現 況 の 安 全対 策 達成 レ

ベ ル を診 断 す る と同時 に 、将 来 目標値 を設 定 す る こ とを 目標 に協 会 独 自の

チ ェ ック基 準(チ ェ ック ・オ フ ・リス ト)を 作 成 す るにま で至 った。 現段

階 にお け る業 界 の安 全 対 策 に対 す る考 え方 は 、 次 第 に示 す とお りで あ るが、

ひ とこ とでい え ば、 よ り安 全性 の 高 い環 境 か ら、 よ り信 頼 され る サー ビス

を提 供 した い 、そ の為 に は 、最 大の 努 力 を惜 しまな い 、 とい うこ とで あ る。
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5・2ア ンケ ー ト、 面接 調 査 に つ い て の結 果報 告

5.21安 全 対策 に つ い て の考 え 方

(1}面接調 査 の結 果

セ ンタに対 して は 、 「質 問24(以 下 〔面Q24〕 と略記)安

全対 策 の 意 義 を ど う受 け とめ られ ます か 」 と い う質 問 が 行 わ れ

た。 これ に対 す る回 答 を要 約 す る と、 つ ぎの と お りで あ る。

面接 調 査 の結 果 で は 、 全 社 が 「当然 で ある 」 と受 け とめ て い る。

直 接 この点 に ふれ てい な い 会 社 もあ るが、 な ん らか の 対 策 を 実施

して い る状 態 か らみ て、「当然 で あ る」 と受け い れ てい る もの と考

え られ る。

そ の理 由 はつ ぎの3点 に集 約 され る。

① 情 報処 理 の社 会 的 影 響 が大 で あ り、 その こ とか ら必 然 的 に、 こ

の業 界は 安 全 対策 を実 施 しなけ れば な らな い。

社 会 的 使命 観

② 顧 客 の信 頼 を得 るた め に 欠 かせ な い。 …………商 取 引の本 質 論

③ 企 業(業 者)の 防衛 の た め に必 要 で あ る。

…………企 業 戦 略 ・営 業 戦 略

上記1,2の 積 極 的 受 け 入 れ 理 由 が、 「た て 前 」 で あ る か否 か

は 別 として 非 常 に多 い。 一 部 に は 上記 ③ の よ うに 「本 音 」 とも

「必 要 悪 」 と も とれ る類 の もの もあ る。

② 問 題 点

安 全 対策 を 実施 す るに あた って は さまざ まな 問題 が あ り、 要 約

す る と以 下 の3点 で あ る。

① 設 備基 準:貸 ビル又 は 既 設 の ビルで は安全 実施 が極 め て 困難 で

あ る。

② 運 用基 準:非 常 に 重 視 して お り、 人 間が根 幹で あ り、 如 何 に 運
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用 す るか が 問題 で あ る。

③ 設 備 ・運 用 コス ト:対 策 費用 を 顧 客 に転 嫁 す る こ とは まず 不 可

能 で あ る。

{3解 決 策 、 要望 事項

決 定 的 な解 決 策 は な く、 要望 は数 多 く あ る が 、 面 接 結 果 よ り

得 られ る代 表 的 な意 向を 列 記す れば 、 お お むね 次 の とお りで あ る。

① 解決 策

(イ)出来 る ことか ら順 次 実 施

(ロ)代替案 代 替 策 の積 極 的 適 用

② 要 望

(イ)税制 面 での 優 遇

(ロ)資金 面の 援 助

(・→コ ス トを顧 客 に 転 嫁 す るため の 政 策 面 の援 助

(司安 全 対 策 基準 の 実 際 的 検討 を望 む 。

(ホ)安全 対 策基 準達 成 セ ン タに対 す る社 会 的 メ リッ トの 付与 。

(4)そ の 他

す で にBラ ン ク程 度 は満 足 出 来 る とい う会 社 が1社 あ り、 また

運 用 面 で カバー 出来 るた め か 、 あ るい は最 重要 視 してか 、 入退 室

管理 は あ る程 度 実施 され て い る とい う印 象 を 受け る。

機 器 そ の もの の ダ ウン対 策 と して、 メー カに も安 全 対 策 を実 施

させ るべ きだ とい う、 一 見 ユ ニー クな意 見 もあ るが 、 一 考 に値 す

る。 現 実 の 問題 と して バ ック ・ア ップ体 制 に 種 々障 害 が あ り、 ハ

ー ドウ ェアの 信 頼性 向 上 も必 要 欠 くべ か ら ざ る もの で あ る。

⑤ ア ン ケー ト調 査 の結 果

会 員 を 対象 と した業 界 実 態 調 査 で は 、 安 全対 策 問題 につ い ては 、

特 に詳 細 な ア ンケ ー ト調 査 を行 った の で 、以下 に紹 介 しよ う。
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質 問51-(1)安 全対 策 につ い て関 心 を お持 ち です か 。

〈 回 答〉

① 大 い に関 心 が あ る。26社54.2%

② 関心 が あ る。21社43.8%

計47・ 社98.0%

③ 関心 が な い 。0社0%

回 答 な し1社2.1%

この結 果 か ら見 る と、 ほ とん どすべ て の 会社 が 安 全対 策 に 関心

を も って い る。

また 「大 い に 関 心 あ り」 と した 会社 は 、売 上高 、 資本 金 、 従 業

員 数 と も大 きい所 が 多い とい うこ とは一 般的 に うか が うこ とが 出

来 る。

売上げ第1位 の業種別 に見 る と、 官公 庁 相 手 の 会 社 に社 数 も多 く、

パー セ ンテ ー ジ も高 くな ってい る○

関 心 の 程 度 は以 上の とお りで あ るが、 具体 的 な 計画 とか 、 あ る

いは 費 用 とか は 、つ ま り関心 を 裏付 け る ことは ど うな って い るの

で あ ろ うか。

質 問51-一(2)貴 社 は 昭和55年 度末 まで に安 全対 策(B基 準)を

達 成 され る ご計 画 を お 持ち で す か。

〈 回 答 〉

① 計 画 が あ る。18社37.5%

② で き る範 囲 で計 画 中で あ る。24社50.%

計42社87.5%

③ 計 画 は な い。4社8.3%

回 答 な し2社4.2%

この 数 字 は 、 ほ とん どすべ て の会 社 が 、 何等 か の具体 的計 画 が

一206一



あ・る か 、 計 画 を し よ う と してい る こ とを示 して い る。 質 問51

一 ω に 対 す る回 答 よ りも 数字的には下が るけれ ども、多 くの セ ン タ

が 、 単 に 関 心 を 持 っ て い るだ け で は な く、 実 際 的、 具 体 的 に行

動 に移 そ うと し てい る ことが うか が え る。

売 上高 、 資 本 金 、 従業 員 数 な ど大規 模 セ ン タの 方 が計 画 率 が高

い とい え るが 、質 問51-(1)ほ どに は 顕 著 で な い。

関心 そ の もの は高 くて も、 い ざ実 行 に 移そ うとす る と、 建物

(自 社 ビルで 無 い場 合特 に)の 問 題 、 資 金 の問 題 等 い ろ いろ 制約

が あ らわ れ て、 制 約 され ざ るを得 な い とい う現 実 を現 わ して い る。

面 接調 査 で も、 同 様 の結 果 が現 わ れ て い る。

そ れ で は資 金 面 は ど うで あ ろ うか 。

質 問5t-(5)安 全 対 策 に 要す る費用 を53年 度～55年 度 の 間 に

どの位 見込 んで お られ ます か。

〈 回 答〉

① 見 込 ん で い な い。

②1,000万 円 以 下。

③1,000万 円 を 超 え3,000万 円以 下 。

④3,000万 円を 超 え5,000万 円以 下。

⑤5,000万 円を 超 え1億 円以 下。

⑥1億 円以 上。

回 答 な し

2社

13社

17社

1社

2社

10社

3社

4.2%

27.1%

35.4%

2.1%

4.2%

20.8%

6.3%

1,000万 円を 超 え3,000万 円以 下 の もの が17社 、35.4

%と 最 も多 く、1億 円以 上の もの が10社 と第3位 を 占め てい る

こ とに注 目す ぺ き で あ ろ う。

売 上 高、 資 本 金 、 従 業 員 数 な ど規 模 別 の 特 性や 傾 向 は、標 本 数

が 少 な く、 明確 な傾 向は 把 握 しがた い。

一207一



安 全対 策 につ い ての 関 心 度を 示す 別 の 角度 か らの 数字 、 つ ま り

安全対策基準や解説書を どの程度読ん でいるか とい うことについ

てみ てみ よ う。

'
質 問52-(f)電 子 計 算 機 シス テ ム安全 対 策基 準 及 び 同解 説 書 を 読

◆

まれ ま した か。

〈 回 答 〉
、

⑦ 電子計算機 システム安全対策基準を

③ 読 んだ。 46社 95.8%

② 読 ん で い な い。 1社 2.1%

回答 な し 1社 2.1%

④同解説書を

① 読 ん だ 。 39社 81.3%

② 読 ん で い な い。 7社 14.6%

回答 な し2社4.2%

安 全 対 策 基 準 の ほ うは よ く読 まれ て お り、 解 説 書 の ほ うも、

ま ず よ く読 まれ て い るが 、安 全 対 策 基 準ほ どで は な い。

③ ま と め

以 上 の 面 接 、 ア ンケー トの結 果 か らみ て、大 勢 と して 、各 セ ン

タは 、安 全 対 策 に深 い関 心 を もち 、正 面か ら受 け 止 め、 それ な り

に 計 画 し、 努 力 し、 悩 み も し、 か つ、 報 い られ る こ とを求 め て い

る とみ る こ とが で き よ う。

5.22安 全対 策 の コス トと 回収 の 方策

安 全対 策 につ い ては か な りの費 用 がか か る。 アQ51{3)の 結 果 を 見

て も、3年 間 に安 全 対 策 費 用 を見 込 ん で い ない会 社 は2社 に過 ぎな い 。

1,000万 円 を超 え 、3,000万 円以 下 の 費用 を見 込 ん で い る会 社 が
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17社 、1億 円以 上の 費用 を見 込 ん で い る会 社 が10社 あ る とい う こ

とは、 注 目に 値 す る。

しか らば 、 この 費 用 は どの よ うに 回収 され るの で あ ろ うか 。 一端 を

面接 調 査 の 結 果 か ら見 よ う。

(1)は、 面Q25「 顧 客 は、 セ ン タの 行 う安 全 対 策 につ い て 、 ど う

み て い るの か 、 また ど う理 解 してい るの か 」と顧 客側 の関 心 を さ ぐ

って い る。 も っ と も この質 問 は、 セ ン タ を 介 して の 質 問 で あ る の

で、 隔 靴 掻 痒の 感 は あ る。

① 関心 あ り

結 論 か らい って、 顧 客側 か ら見 た場 合 ほ とん どが

1.安 全対 策 は セ ンタ と して当 然 や るべ きだ 。

2.そ の た め の コス ト・ア ップ は 当然 セ ンタの経 営 努 力 で吸収 す

べ きだ 。

とな って い る。

特 に 関 心 の あ る顧 客 は、1と 考 えた も の の約 半 数 で、 セ ンタに

対 して 実 際 に安 全 対 策 を要 求 してい る。 さ らに現 実 に安 全 な体 制 、

状 況 を み て 安 心 して い る。

又 、2に 述 べ ら れ た とお り、 「当然 」 と考 えてい る ことか ら、

今 更 コ ス ト・ア ップ の顧 客 転 嫁 な ど論 外 と して い る。

② 関 心 な し

顧 客 は 「関 心 が 深 くな い」 と してい る会 社 も若 干 あ るが 、そ れ

以 上 の コ メ ン トが な い ので 明確 で な い。

顧 客 が 安 全 性 に つ い て 、 目覚 め て い ない の か 、 セ ンタ側 が安 全

対 策 に つ きPRし て い な いの か は不 明で あ るが 、 コ ス トが 上 昇 し

てそ れ を 顧 客 に 請求 した場 合 、 拒 否 され る可 能 性 は極 め て大 で あ

ろ う。
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③ 特 殊 な 例

1社 の み、 コス ト ・ア ップ は顧 客 に転 嫁 す る 旨の理 解 を得 て い

る とい う回答 が あ る。 但 し この場 合 、 業者 側 も グルー プで セ ン タ

の 共 同 利 用 を して い る とい う特 殊 な状 態 で、 顧 客 に対す る足 並

みが 揃 って い るた め か も知 れ な い。

④ セ ン タ側 の コメ ン ト

安 全 対 策 に よ る コス ト・ア ップが 可能 で あ るの は極 め て特 殊 な

例 で あ り、 公 共 性 の あ る もの(電 気、 ガ ス、水 道 の類)以 外 に は

ない。 い ずれ に せ よ、 セ ン タ側 の努 力 で 、 「事 実上 安 全 で ある 」

と い う状 態 を作 り出 さね ば な らな い。

「当然 」 と して 要求 され 、 かつ コス ト・ア ップ は経 営努 力 で 吸

収 しな け れば な らな いの で 、 安全 対策 の 実施 に は55年 を区 切 り

とす るが、 更 に3カ 年の 猶 予 期が 欲 しい。 この こ とを セ ン タ協 会

と して 各 機 関 に強 く交渉 して欲 しい 旨の要 望 が あ る。

② コン ピュー タを利 用 してい る顧客 に対 す るア ンケ ー ト結果 か ら顧

客 の考 え方 を推 測 し てみ よ う。

質 問 貴 社(貴 団 体)で は シ ス テムや 情 報 の安 全 対 策`二つ い て、 既

に何 か 具体 的 な措 置を と ってい ますか 。

〈 回

① は い

② いいえ

回答な し

計

答〉

433社

660社

61社

1,154社

37.5%

57.2%

5.3%

100.0%
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質 問 コ ン ピュー タ利 用 の 拡大 に併 い、 システ ムや 情 報(デ ー タ)

の安 全 性 に 対す る議 論 が 出て きてお り ます が 、 貴社(貴 団体)で は 、

安 全 対 策 とい う ことに つ い て どの よ うに 考 えて い ます か。

〈回 答〉

①今す ぐにで も具体 的な措 置を とってい くべ き時期 に きてい る。

275社23.8%

② 今後 の課 題 として 検 討 を は じめ る時期 に きて い る。

520社45.1%

③ 当面 は まだ それ 程 急 いで検 討 す る こ とも ない。

252社21.8%

④ 分 ら ない 。 .34社2.9%

⑤ そ の 他35社3.0%

回答 な し .38社3.3%

計1,154社 100.0%

この数 字 か らみ る限 りで は、 顧 客側 も安 全対 策 に無 関 心 で は な

い と考 え られ る。 しか し協 会 メ ン バー に対 して 発せ られ た ア ン ケ

ー ト 「アQ51{1)」 に 対 す る回答 か らみ る と、 比率 は低 い。

協 会 メ ン バー が98%も 関心 を しめ し、87.5%が 何 が しか の

計 画 を 持 ち、8'9.5%が 実 際 に費 用 を投 じ よ う と して い るの に も

拘 らず 、顧 客側 は 具 体 策 を と ってい る会社(団 体)は37.5%、

今 す ぐに で も 具体 的 措 置を と るべ き と して い るの は 、23.8%で

あ る。

5.23ま と め

セ ン タ 側 と し て は 、 か な りの 費 用を投 じ よ う とし てい るが 、 顧 客

側 の 考 え(セ ン タ と顧 客 との 考 え方の ギ ャ ップ)か らみ て、 コ ス ト ・

ア ップ を顧 客 へ転 嫁す る ことは 、 実 際 問題 と してか な り難 しい こ と と

考 え ら れ る。
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5.3安 全 対 策 の認 定 制度

5.3.1面 接調 査 の結 果

(1}セ ン タ に 対 して は 、rQ26(以 下 〔面Q26〕 と略記 す る)

認 定 制 度 につ い ては 、 ア ン ケー トで もご 意見 をお 聞 き し ま した が 何

か あれ ば 重ね てお 伺 い いた しま す 」とい う質問 が 行 わ れ た。

認 定 制 度 につ い ては 賛 否 相半 ば してお り、業 界 の コ ン セ ンサス の

必 要 な問題 で あ るに も拘 らず、 そ の意 見統 一 の作 業 は 全 く困難 な 状

態 と いえ る。

た だ 、賛 成 ・反 対 両 者 に 共通 してい る事 柄 と して、B基 準 を 達 成

す る 対 策 は 当 然 行 う し、 ま た基 準以前 の 問題 と して もセ ン タの 責

任 あ る体 制作 りはす る とい うこ とで あ る。

賛否それぞれ の理 由としては打算的なもの、道 義 的 な も の様 々 な意 見

が あ り、 中 に は 同一 事 項 に 関 してそ の評 価が 全 く逆 な もの も あ る。

賛 成 、 反対 両 派の 代 表 的 な意 見 を列 記 す る。

②認 定 制度 は必 要 で あ る とす る意 見

1.仕 事 上 の メ リ ッ トあ り。 認定 され た 企業 に仕 事が 集 る。

2.顧 客 に対 す る信用 を高 め る。

3.セ ン タの 乱立 防 止 とな る。

セ ン タ の 質 の 向 上 の た め に 必要 で あ り、 そ の 為 の 陶汰 は 止 む

を得 ない 。

4.協 会員 で あれ ば 認 定 され る よ うにせ よ。 協 会 の 権威 向 上、 加 盟

審 査 の厳 格 化 を併 せ て 希望 す る。

5.直 ちに 実 施 す るの で は な く、何 段階 かに分 け て実 施 す る とい う

経 過 措 置 が あ る と よい。

(3)認定 制 度 は 不必 要 で あ る とす る意見

1.仕 事 上の メ リ ッ トが な い。
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2.認 定 制 度 に よ って 自然 陶 汰 が あ るとは 考 え な い。

3.自 由 主 義経 済 で は 望 ま し くな い。 特 別 の制 度 は 不 要 であ る。

4.小 規 模 売 上 セ ンタ除去 方法 と して採 用 す るの は よ くない 。

5.「 弱 い セ ン タを消 して しま え 」は暴 論 で あ る。

6.小規 模 売 上 セ ンタ も社 会 的 に寄 与 して い る。

7.認 定 は顧 客 が セ ン タ を 信 用 す る か 否 か の 、 いわ ば顧 客側 の選

択 の 問題 で あ る。 ど う して も認 定 が必 要 な らば 、 顧 客 が認 め て い

れ ば 受 け られ る制 度 で あれ ば よい。

(4)その 他 の 意 見

1.認 定 制 度 は非 常 に む ずか し く回答 出来 ない。

2.地 震 対 策 の基 準 を早 急に 決 め て 欲 しい。

3.開 銀 資 金 は安 くない。

5.3.2ア ンケ ー ト調 査 の結果

(1}セ ン タ に 対 し てQ53(以 下 「アQ53」 と略 記 す る)に よ り

質 問 が行 わ れ た。

アQ53(1)の 質 問及 び 回答 状 況 は つ ぎ の とお りで あ る。

質問 認定制度 は必要 と思わ れ ますか。

〈 回 答 〉

① 必 要 で あ る。31社64.6%

② 不 必 要 で あ る。15社31.3%

回 答 な し2社4.2%

約8分 の2弱 の回答者が 認 定 制度 は必 要 で あ る と回 答 して い る。

面 接 調 査 の結 果 と も関 連 して い る。

大 勢 と して は 認定 制 度 を 認 め て い る と解 して よい か と思 うが 、

また 標 本 数 が少ない ので確言は 出来 ぬが 、 資 本 金5億 円以 上 の セ ン

一213一



タで は 、 要 否 各2社 で 要 否 の態 度 が 半 々 に な って い る ことが 注

目 され る。 また安 全 対 策の 関 心 につ い て は、 アQ51(1)の 回 答 に

示 され る とお り、 圧 倒 的多 数が 関心 を も って い るの に対 し、 認 定

制 度に つ い て は 批判 が 多 い こ とが窺 わ れ る。

アQ53{2)は 、認 定 制度 を必 要 と認 め た 回 答者 に対 し、 その 理

由 を質 問 した もので あ る。 そ の質 問及 び 回答 状況 は次 の とお りで

あ る。 な お、 回答 は 復答 も差 し支えない ことにな って い る。

質 問 認定制度 を必要 とする理由をお答 え下 さい。

〈 回 答 〉

① 情 報処 理 サ ー ビス業 と して安 全対 策 を 確 立す る ことは顧 客 に対 す

る当然 の義務 で あ り、 そ の状 況 を公 的に 確 認 して も ら うため。

30社96.8%

②PRの た め10社32.3%

③ そ の 他5社16.1%

認 定制 度 を必 要 と答 えた31社 の うち30社 つ ま り殆 ど全部 が 、

売 上 高 資本 金 な どに 関係 な く、 安 全対 策 を確 立 す る ことは顧 客 に

対 す る義務 で あ り、 その 状況 を 公 的 に 確 認 し て も ら うた めに は 認

定 制 度が 必 要 と考 えてい る。

そ の他 の理 由 と して は、 お おむ ね次 の とお りで あ る。

1.業 界 の ボ トム ・ア ップにつ なが る。

2.社 業の 認 識 ・自覚 ・生 存 のた め 。

3.顧 客 の信 用 を深 め る ため。

4.顧 客 に対 す るサー ビスだけ で な く、 従 業員 の 生命 の 安 全か ら考

えて も安 全対策を実施すべ きで あ り、 そ の結 果 を公 に 確 認 して も

ら うた め。

5.業 者 の 乱 立 、 過 当競 争 に よ る質 の低 下 を防 ぐた めに 必要 。(但
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し安全対策だけでは不十分 で は あ るが)な ど

アQ53(3)は 、認 定 制 度 を不 必 要 と回答 した 会社 に対 し、 そ の

理 由を 質 問 した もの で あ'る。 その 質 問及 び 回答 の状 況 は次 の とお

りで あ る。 なお、 回答 は アQ53(2)同 様 復答 式 で あ る。

質問 認定制度を不必要 とす る理由をお答え下 さい。

〈 回 答 〉

① 安 全対 策 を実 施 す るか 否か は 顧客 と情 報 処 理サー ビス業 者 との 間

の 問題 で あ る。 この 件 に官 が 介 入 す るの は本 来 筋違 い で あ るか ら。

8社53.3%

② 安 全対 策 を確 立す る には非 常 に 経 費 がか か るの で、 一 方 的 に認 定

で 強 制(結 果 的 に)さ れ てはか なわ な い か ら。

11社73.3%

③ そ の 他1社6.7%

認 定 制 度 が 不必 要 と答 えた15社 の うち約4分 の8は 費用 の点 で

結 果 的 強制 につ な が る認 定 制 度 を不必 要 と考 え てい る。 筋 違 い で

あ る と真 向 か ら反対 してい る もの も決 して 少な くは ない 。

そ の他 の理 由 と して は、 お お むね 次 の とお りで あ る。

1,安 全 対策 は どん な 業種 に も必 要 で あ る。 情 報 処 理 サー ビス業 で

も当然安全対策は必要 であ る。 す べ て の 業種 に認 定 制 度が あ るわ

けでは ない。情報処理 サー ビス業 の安 全 対 策 を と りあげ、 これ に

ついての認定制度 を設け る必 要 は ない 。

2.安 全 対 策は 、顧 客が セ ン タ を選 択 す る基 準 の ひ とつ で あ る。 顧

客 側 の問 題 であ る。

3.認 定 制 度 は 強 者 救 済制 度 に な りかね な い。

4.顧 客 と業 者 との 間 の 問題 で あ る。 契 約 時 に あつか えば よい。

アQ53(4}認 定 の 段階 につ い て の質 問 及 び回 答 の状 況 は 次 の と

お りで あ る。
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質 問 認定 の段 階 に つ い て どの よ うにお考 えで しよ うか。

〈 回 答 〉

①2段 階式 が よい。(認 定 ・非 認 定)17社35.49・

② 多 段 階式 が よい。(秀 ・優 ・良 ・可 ・不 可)

25社52.1%

回 答 な し'6社12.5%

2段 階式:多 段 階 式=17社:25社 は決 定 的 な差 とは い え な

い が、 認定 す るか しな いか とい う2段 階 式 よ りも、 秀 ・優 ・良 ・

可 ・不 可 な どの多 段 階式 の ほ うを、 よ り多 くの セ ン タが望 ん でい

る といえ そ うで ある。

・認 定 の 単位 につ い て は
、 アQ53(5)に よ り質 問 した 。そ の状 況

は 次 の とお りで あ る。

質 問 認 定 の 単 位 は次 の いず れが よいで し ょうか。

〈 回 答 〉

① 会 社 単 位 が よい。17社35.4%

② 事 業 所 単 位 が よい。26社54.2%

回答 な し5社10.4%

この 回 答 も決 定 的 な差 とは い えな いが 、 よ り多 くの セ ン タが 、

事 業 所 単 位 の 認 定 を望 ん でい るもの とい え よ う。

認 定 を 一 律 に 行 うべ きか否 か に つ い て は アQ53(6}に よ り質

問 した。 そ の 状況 は次 の とお りで あ る。

質 問 認 定 はす べ ての認 定 単位 に 一律 に行 うべ きで し ょ うか。

〈 回 答 〉

① は い。 す べ て の認定 単 位 に一律 に行 うべ きで あ る。

20社41.7%
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② い い え。 認定 を希 望 す る認定 単 位 に対 しての み行 え ば 足 りる。

21社43.8%

回答 な し7社14.6%

回答 は、 美 事 に 可否 相 半ば し てい る。

検 査者 につ い て は、 アQ53{7)に よ り質 問 した。 そ の状 況 は 次

の とお りで あ る。

質 問 認 定 の た め に は検 査 者 が必 要 で す が検 査 者 は つ ぎの うち どれ

が も っと も よい と思 わ れ ますか。 どれ か1つ を選 んで くだ さい。

〈 回 答 〉

① 官(通 産省 又 は通 産 局 の立 入検 査 を 認 め る)21社43.8%

② 自 己(社 内 に責 任 者 を お き、 そ の もの に 検 査 させ る。

10社20.8%

③ そ の 他11社22.9%

回答 な し6社12.5%

自己 とそ の他 とを合わせれば、官 と官以外 とは ち ょうど同数 とな る。

そ の 他 の 回 答 の 中 に は、 不 明 確 な記 述 が あ るが 、 そ れを 除 い て

み て9つ の具 体 的 記 述 が あ る。そ の うち5つ は セ ン タ協 会 と明

記 して い る。 団 体 名 を明記 して ない が 「業 界 団 体 」 と書 い てあ る

の を、 セ ン タ協 会 と 読 み か え れ ば 、6記 述 は セ ン タ協 会 を 検

査 者 に 選 ぶ べ きで あ る として い る。 これ は 注 目す べ きで あ ろ う。

な お、 自 己検 査 を 希 望 す る回答 は予想 外 に少 なか った 。

安 全 対 策 ない しは認定制度のひ とつ の メ リ ッ トとも考 え られ る

「公 表 」 につ い て は、 アQ53(8}及 び(9}に よ り質 問 した。 その 状

況 は次 の とお りで あ る。
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アQ53(8)

質 問 認 定結 果 の公 表 につ き、 どの よ うに 思わ れ ます か

〈 回 答 〉

① 認 定 され た もの のみ 公 表 す べ きで あ る。32社66.7%

② 認定 され た もの、 認定 され なか った もの も公表 す べ きで あ る。

3社6.3%

③ 一 切 公 表 すべ きで な い。8社16.7%

回 答 な し5社10.4%

アQ53(9)

質 問 公表の方法 として次の どれが よい と思われ ますか

〈 回 答〉

① 官(通 産 省)か ら関 係各 部 に通 知 して もら う。

1社2.1%

② 台 帳 に記 入 す る。(例 ・情 報 処 理 サー ビス企 業 等台 帳総覧)

21社43.8%

③ 官 報 に掲 載 す る。4社8.3%

④ 上記 の2つ 以 上を 組 合 わ せ て公 表 す る。12社25.0%

回答 な し10社20.8%

昨 年 度か らの 引 き続 き作業 としての認定 制度 関係 作 業 の うち 、 チ

ェ ック ・オ フ ・リス ト案 作 成作 業 に は特 に努 力 してい るの で、 こ

の必 要 性 につ い て、 アQ53ao)に よ って質 問 した。 その状 況 は 次

の とお りで あ る。

質 問 チ ェ ッ ク ・オ フ ・ リ ス トは 必 要 で し よ う か。

〈回 答〉

①必要である。

②不必要であ る。

40社

3社

83.3%

6.3%
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回答 な し5社10.4%

予想 され る こ とで は あ るが 、 売 上、 資 本金 、 従 業 員 数の 大 な る

所 は 、 全部必 要 と答 えて い る。

で は 、必 要 とす る理 由 は どん な もので あ ろ うか 。 アQ53al}t:

よ り質 問 した。 状 況 は次 の とお りで あ る。 な お 回答 は 復答 式 で あ

る。

質 問 チ ェ ック ・オ フ ・リス トを必 要 とす る理 由 を お答 え下 さい。

〈 回 答 〉

① 自己 の安 全対 策 実 施 状 況 を 確 認す る・た め。37社'92.5%

② 認定 のた め の 評価 作 業 を公 平 に させ る 為。23社57.5%

③ 安 全対 策 基 準や 解 説 書 を読 む の は 面倒 で あ り、 チ ェ ック ・オ フ ・

リス トの方 が 手 っ とb早 い か ら。6社15.0%

④ そ の 他'oo%

回答 な し00%

予 想 外 に面倒 だ か ら とい う回答 は少 なかった。 売上、資 本 金、 従

業員 数 大 な る所 すべ て 自己の 安 全 対 策 実施 状 況 確 認 の た め と答 え

て い る。健 全 とい うべ きか 。

アQ53U2)に よ り、 認 定 制 度 に つ いて の意 見 を 「何 で も よい か

ら」 とい うこ とで 求 め た。 そ の 回 答 の要 旨を以 下 に摘 記 す る。

1.認定 制 度 は不 要 。 安 全確 保 に 必 要 な設 備 に 関 す る指 導 が あれば

よい。

2親 会社 の 事 業 所 を 利 用 して い るの で 安全 対 策 の 実施 は不 可能。

3.時 期 を延 ば せ。

情 報化 社 会 の風 土 づ くり、 育 成 が 成 され てい な い。

世 論 を盛 り上げ 国 民 の コ ンセ ンサ スが必 要 。

4.安 全 対策 面 だ け で 認 定 制 度 を考 え るの は まず い。
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5.認 定 に替わ る方 法が あ る。

6認 定 基 準 の慎 重 な検 討 を 。 大 企業 集 約 のた め の 認定 制 度に しな

い よ うに。

7.安 全 対 策 に は金 がか か る。 顧 客側 は 契 約す る毎 にAラ ン ク、C

ランク等 の要 望 す れば よい 。

8.認 定 制 度 の意 味 が 不 明。

9,策 定 、 実 施 に は慎 重 な配 慮 が 必要 。

10,実 現 の可 能性 に留 意、 時 間 的 余 裕 を もつ こ と。

11.安 全 対策 の 基本 は人為 的災 害 を 防 止す る もの で あ り、 チ ェ ック ・

オ フ ・リス ト程度 では 解 決 出来 ない 。

12.地 震 国 の実 状 に 沿 った 安全 対 策 基 準 に な って い な い。

13.安 全 対策 基 準 は 認定 基 準 と して不 十 分。 適 用 業 務 の 区 分 を 行

い 、 そ れぞ れ に対 す る具 体 策 を示 さねば な らない 。

14.安 全 対 策 につ いて の認 定 制 度 で あ って も、 通 産省 が公表 す れ ば

安 全 対 策認 定企 業 を、情 法 処 理 サ ー ビス業 と して認 定 され た か

の よ うに 、一般 的 に受 け取 られ るで あろ う。

経 営 内 容、 設 備 、要 員 等 を 含 ん だ総 合 的 認定 制 度 を実施 す るか

否 か は 、今後 の検 討 と し、安 全 対 策 面 だけ で の認 定 制度 は時 期

旬 早 の感 じが す る。

15.認 定 制 度 実施 は 、 そ れに 見 合 う補助 対 策 が 行 わ れ て か ら開 始

す べ きで あ る。

補 助 対 策 は経 営 に 不安 を もた せ な い よ うな もの で 、現 実 に は 長

期 低 利 の 融 資で あ る。

5.3.3ま と め

安 全対 策 に つ い ての 考 え方 、或 いはその具 体的な計画、 また 費用 計 画

に つ い て は、大 方 の考 え 方 が まと ま っ てい る とい うか、 ス ッキ リとや
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る気 に な ってい る とい うか、 い うなれ ば 明確 で あ るの に対 し、 認定 制

度 につ い て はそ れ が な い。 アン ケー トの方 が、 面 接 調 査 よ り、 よ り是

認 的 と数 字 の 上だ け で は い え るか も しれぬ が、 実 態 は 必ず しも断 言 出

来 まい。 協 会 メ ン バー の コ ンセ ンサ ス未 だ し とい うべ きか 。

5.4バ ック ・ア ップ体 制 及び リカ バ リー対 策 に つい て

既 述(従 来 の経 緯1.3.2.4.の6参 照)の とお り、 現 在 の 安全 対策 基 準 に

は バ ック ・ア ップ体 制 、 リカバ リー 対 策 につ いて 述べ られ て い な い。 そ こ

で不十分なが ら今回のア ン ケー ト項 目の 中に この関係 の 質 問を 入 れ た。 .その

質 問及 び 回答 の状 況 は次 の とお りで あ る。

5.4.1アQ54(1)

質 問 バ ック ・ア ップ体 制 を と って お られ ますか。

〈 回 答 〉

① 全 面 的 に と っ て い る。11社22.9%

② 一 部 と っ て い る。32社66・7%

③ と って い な い 。1社2.1%

回 答 な し.4社8.3%

回 答48社 中43社89.6%は 何 等 の体 制 を と との え て い る。

5.4.2アQ54(2)

ハー ドウエ アの バ ック ア ップ体 制 に つ い てお伺 い い た し ます 。

(ア)質 問 地域 的 に(同 一地 域 内 で の バ ック ・ア ップ体 制 、 他 地 域

にわ た るバ ック ・ア ップ体 制)対 策 を と ってお られ ます か 。

〈回 答〉

① は い 28社58.3%
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② い い え14社29.2'%

回 答 な し6社12.5%

(イ)質 問 型式 別 ピ(た と えば 同一機 種 シ リー ズに よ るバ ック ・ア

ップ体 制 な ど)対 策 を と って お られ ます か。

〈 回 答 〉

① は い36社75.0%

② い い え6社12.5%

回 答 な し6社12.5%

5.4.3アQ54(5)

質 問 ソフ トウ ェア及 び デー タにつ い て、 た とえぽ コ ピー を と り別

場 所 に保 管す る な どの対 策 を と ってお られ ます か。

〈回 答〉

③ は い

② いいえ

回答 なし

32社66.7%

10社20.8%

6社12.5%

5.4.4アQ54(4)

質 問 バ ック ・ア ップ体 制 に つ い て の具 体 的 問題 点 をお 答 え 下 さ い。

〈 回 答 〉

要 点:機 種 構 成 やOSの 差、2シ ス テ ム併 設 す る こ とに よる費 用 増 、

殊 に オ ン ラ イ ン ・ シス テ ム の バ ック ・ア ップ体 制 の費用 問 題 な ど、

形 式 的 に体 制 を と との え て も実際 的 に は 困 難 な点 を指摘 してい る。

また、 他 社 の機 械 や メー カの 機械 を利用 す る～二との 諒解 を 、事 前 に

と りつ け て あ った と して も、 相 手 が あ る こ とであ るの で実 際 に 必 要

が 起 きた 場 合 の 問題 もあ る。
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5.4.5 アQ5h(5)

リカバ リー 対策 に つ い て お伺 い します。

(ア)質 問 リカバ リー 対 策 考 と って お られ ます か。

〈 回 答〉

① 全面 的 に とっ てい る。14社

② 部 分 的 に と って い る。26社

③ と ってい な い。1社

回 答 な し7社

仔)リ カバ リー 対 策 と して

(a)質 問

すか 。

,〈回 答 〉

① は い16社

② い い え25社

回 答 な し7社

(b)

〈 回 答〉

① 行 って い な い21社

② 毎 週.1社

③ 毎 月5社

④ 毎 四半 期1社

⑤ 毎半 年5社

⑥ 毎 年6社

回答 な し9社

29.2%

54.2%

2.1%

14.6%

標 準 的 な リカ バ リー ・マニ ュア ルを作 成 してお られ ま

33.3%

52.1%

14.6%

質 問 具体 的 な訓 練 は どの程 度 の 周 期 で 行 っ て い ます か 。

43、8%

2.1%

10.4%

2.1%

10.4%

12.5%

18.7%

具 体 的 な リ カ バ リー 対 策 に つ い て は 、 アQ54[5)ウ に て 質 問 し

た 。 そ の 回 答 の 主 な る も の は 、CEに よ る 復 旧 、PM重 視 か ら は

じ ま り、 フ ァイ ル の コ ピー 、 リ ス ター ト、 ポ イ ン ト設 定 、 シ ス テ
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ム設計及び運用時の配慮等通常 考えるものが数多 く記述 されてい

た。
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6業 界構 造 の 変遷 と現 状

業 界構造に関す る問題 については、極め て多角的 な検 討を必要 とす る。しか

し、 この項にお・いては主 として企業規模、地域分布、業態、需給関係、 流通状

況等の面か ら、通商産業省編 「特定サ ー ビス業実態調査」を基礎 に過去5年 間

(昭 和48年 ～52年)の 期間 を とb、 その傾向の分析 を試みた。

つ ぎに、そ の結果 をふまえ、産業 構造 審議会情報産業部会の 「昭和60年 度

にお・け る我 が国の情 報化及 び情報産業 の計 量予測結果 」の内容 を念頭 に置いて、

業 界構造の検討 をした。

6.1変 遷 と 現 状

61.1企 業規模 、業態等か らみた構造の変遷

最初 に、業 界の変遷 を総合的にみる と、次に示す表6-1の とお り

である。都道府県別 の資料 は、 「巻末付表1」 を参 照)

表・一・48-52年 醗 璽耀 曙 ㌶ 罐;醸

年度
事 業 所 売 上 高 1事 業 所当 り

総 数 前年比% 総額 百万円 前年比% 売上高百万円前年比%

48 1,105 16肌162 151

49 1,322 119.6 245,262 146.7 186 128.2

50 1,276 96.5 275,090 112.2 216 116.1

51 1,276 100.0 306,966 11L6 241 111.6

52 L640 128.5 412,580 134.4 252 104.6

年度
従 業 員 1事 業 所当 り 従業員1人 当り

総数 人 前年比% 従業員数 人 前年比% 売上高苗 田 前年比%

48 4τ675 48 3.5

49 58,723 123.2 44 102.3 4.2 120.0

50 57164 973 45 102.3 4.8 114.3

51 59,025 108.3 46 102.2 5.2 108.3

52 71,641 12L4 44 95.7 5.7 109.6
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表6-2昭 和48～52年 従業員規 模 別情 報 処 理 サ ー ビス業 の事 業 所数 、 売上高 、 従 業 員数 の推 移及 び構 成 比

(売 上高単位:百 万円)

年 1～4人 5～9人 10～29人 30～49人 50人 以 上 合 計

度 総 数 前年比 構成比 総 数 前年比 構成比 総 数 前年比 構成比 総 数 前年比 構成比 総 数 前年比 構成比 総 数

事 業 所 数 125 113 164 14.8 385 34.8 159 14.4 272 24.6 1,105

売 上 高 1,184 0マ 4,045 2.4 23,658 14.2 20,293 12.1 117,982 70.6 16τ162

1事業所当 り売上高 10 25 61 128 434 151
48
従 業 員 数 378 0.8 1,118 2.3 6,842 14.4 6,085 12.8 33,252 69.7 47675

1事業所当り従業員数 3 7 18 38 122 43

1従 業員当 り売上高 3.1 88.6 3.6 102.g 3.5 100.0 3.3 94.3 3.5 100.0 3.5

事 業 所 数 165 132.0 12.5 218 132.9 16.5 417 108.3 31.5 229 144.0 173 293 10τ7 222 L322 119.6

売 上 高 2,097 1771 0.9 5,699 140.9 2.3 28,768 12L6 11.7 36,998 182.3 15.1 171,701 145.5 70〔0 245,264 146.7

1事 業所当り売上高 13 130.0 26 104.0 69 113.1 162 126.6 586 135.0 186 1232
49

従 業 員 数 484 128.0 0.8 1,473 131.8 2.5 7,253 106.0 12.4 8,898 146.2 15.2 40,615 122.1 69.2 58,723 1232

1事業所当り従業員数 3 100.0 7 100.0 17 94.4 39 102.6 139 113.9 44 102.3

1従 業員当 り売上高 4.3 138.7 102.4 3.9 1083 92.9 4.0 114.3 95.2 4.2 127.3 100.0 4.2 120.0 100.0 4.2 120.0
'

事 業 所 数 155 939 12.1 213 977 16.7 404 96.9 3L7 196 85.6 15.4 308 105.1 24.1 1,276 96.5

売 上 高 2,121 10L1 0.8 7016 123.1 2.6 33,808 117.5 12.3 29・976 81.0 10.9 202,176 117.7 73.5 275,091 112.2

50

1事業所当 り売上高 14 1077 33 126.9 84 1217 153 94.4 656 11輻9 216 116.1

従 業 員 数 474 979 0.8 1,455 98.8 2.5 7017 96.7 12.3 7500 843 13.1 40,718 100.3 71.2 57,164 97.3

1事業所当り従業員数 3 100.0 7 100.0 17 100.0 38 97.4 132 95.0 45 102.3

1従 業員当 り売上高 4.5 104.7 93.8 4.8 123.1 100.0 4.8 120.0 100.0 4.0 952 83.3 5.0 119.0 104.2 4.8 114.3

事 業 所 数 142 91.6 ll.1 205 96.2 16.1 407 100.7 31.9 196 100.0 15.4 326 105.8 25.5 1,276 100.0

売 上 高 2,726 128.5 0.9 τ689 109.6 2.5 39,026 115.5 12.7 37,005 123.4 12口 220,521 109.1 7L8 806,966 11輻6

51

1事業所当 り売上高 19 135.7 38 115.1 96 114.3 189 123.5 676 103.0 241 111.6

従 業 員 数 413 871 0.7 1,382 95.0 2.3 τ080 100.9 12.0 7522 100.3 12.7 42,628 104.7 722 59,025 103.3

1事業所当り従業員数 3 100.0 7 100.0 17 100.0 38 100.0 131 99.2 46 102.2

1従業員当り売上高 6.6 146.7 126.9 5.6 116.7 1077 5.5 114.6 105.8 4.9 122.5 94.2 5.2 104.0 100.0 5.2 1083

事 業 所 数 178 125.4 10.9 273 133.2 16.6 545 1339 33.2 222 113.3 135 422 129.4 25.7 1,640 128.5

売 上 高 4,124 151.3 1.0 12,464 162.1 3.0 55,865 143.1 13.5 46,018 124.4 11.2 294,110 13a4 71.3 412,581 134.4

1事業所当り売上高 23 121.1 46 121.1 103 1073 207 109.5 697 103.1 252 104.6
52
従 業 員 数 528 1278 07 L860 134.6 2.6 gβ37 138.9 13.7 8,451 112.4 11.8 50,965 119.6 71ユ 71,641 121.4

1事業所当り従業員数 3 100.0 7 100.0 18 105.9 38 100.0 121 92.4 43 935

1従業員当り売上高 7.8 118.2 134.5 6.7 119.6 115.5 5.7 103.6 983 5.4 110.2 93.1 5.8 111.5 100.0 5.8 11輻5
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業界 において、昭和50年 度 と、51年 度は事業 所数 も売 上 高 も低 下 し、

進展 度 合 か らす る とや や 鎮静 化 の傾 向 に あ った もの の 、52年 度 には

た ちな お りの よ'うす をみ せ てい る。 これは 従業員数 、従 業 員1人 当 り

の売 上 高 を みて も同様で あ る 。

つ ぎに 、従 業 員規 模 別 にと らえたの が表6-2で あ る。 ・

50人 以 上 の事業 所 数 、 従業 員数 は 、 率 の 大小 こそ あ れ 伸 び てい る

が 、50人 未 満 の 事業 所 数、 従業 員 数 と も昭和48年 に起 こ った オ イ

ル ・シ ョ ック が当業 界 に反 映 した昭 和50、51年 度 は 急 激 な 減少 、

また は横 ば い に な り、 昭和52年 度 には 再 び伸 び を 示 して いる 。

従 業 員 規模 別 構成 比 をみ る と、50人 以 上 の事 業 所 数 が わず か では

あ る が増 加 す る傾 向 に あ るが、 経済 社 会 環 境 に 大 き く左 右 さ れ 易 い

50人 未満の 小 規模 事 業 所 が 約75%も 占 め てk・り、 極 めて 脆 弱 な体

質 を も った業 界 であ る こ とが わか る。

売上 高 規 模 別 に と らえた の が表6-3で あ る。

従 業 員 規 模別 と同様 、1億 円未 満 の小 規 模事 業 所数 、 従業 員 数 は

昭和50年 度 と・51年 度 に急激 に減 少 し、52年 度 に は再 び 上向 き

の傾 向 を示 して い る。

事 業所 数 ・ 売上 高 ・従業 員 数 と も、年 々上 位 ラ ンクへ 移行 す る傾 向

を み せて い るが 、経 済 成長 率 に よる上 位 ラン クへの 移 行 を差 引 くと 、

各 ラ ンク と もほ ぼ横 ば い とい う ことが で きる。

この 表 で 注 目した い のは 、 従業員1人 当 りの売 上 高 で あ る 。 各規 模

と も着 実 に伸 びてお り、 傾 向 としては 良化 してい る とい え る。 しか し、

大 規模 企 業 と小 規 模 企 業 とで は 約2.5倍 とい う大 きな差 を示 してお り、

実 質額 は年 々そ の差 を拡 げ て い る。

こ の こ とは 、 多種 少量 の業 務 を遂 行 す る よ り少種 多量 の業 務 を 遂行

した方 が生 産性 が高 い と いえ、大規模企業ほ ど1種 類 の業 務 が 多量 で あ

る こ とが わ か る。
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表6-3 昭和48～52年 売上高規模別情報処理サー ビス業 の事業 所数 、売上 高、従業員数 の推移及び構成比
(売上高単位:百 万円)

年 1億 円 未 満 1億 円以上10億 円未満 10億 円 以 上 合 計

度 総 数 前年比 構成比 総 数 前年比 構成比 総 数 前年比 構成比 総 数 前年比 構成比

事 業 所 数 725 65.6 856 32.2 24 2.2 1,105

売 上 高 26,142 15.6 98,548 56.0 4τ473 28.4 167162

48
1事業 所当 り売上高

従 業 員 数

36

11,950 251

263

2Z674 58.0

1,978

8,051 16.9

151

47675

1事業所当り従業員数 16 78 835
43

1従 業員当 り売上高 2.2 62.9 8.4 971 5.9 168.6 3.5

事 業 所 数 829 114.3 62.7 452 1270 342 41 1708 3.1 1,322 119.6

売 上 高 31,071 118.9 12.7 125,189 133.8 51.0 89,053 1876 86.3 245263 146.7

49
1事 業 所当り売上高

従 業 員 数

37

12,246

102.8

102.5 20.9

277

33,327

105.3

120.4 56.8

2,172

18,150

109.8

163.8 22.4

186

58,723

123.2

123.2

頃業所当り従業員数 15 98.8 74 94.9 321 95.8 44 102.3

1従業員当り売上高 2.5 118.6 59.5 8.8 111.8 90.5 6.8 115.2 161.9 4.2 120.0

事 業 所 数 738 89.0 578 481 106.4 377 57 139.0 4.5 1,276 96.5

売 上 高 2τ966 90.0 102 13ZO84 109.5 498 110,040 128.6 40.0 275,090 112.2

50
1事業 所当 り売上高

従 業 員 数

38

9,787

102.7

79.9 171

285

31,031

102.9

93.1 54.3

1,931

16β46

88⑨

124.3 28.6

216

57,164

116ユ

973

1事業所当り従業員数 13 86.7 65 878 287 89.4 45 102.3

1従業 員当 り売上高 2.9 116.0 604 44 115.8 91.7 6.7 98.5 139.6 4.8 114.3

事 業 所 数 685 92.8 53.7 529} 110.0 41.5 62 1088 4⑨ 1,276 100.0

売 上 高 2τ578 98.6 9.0 155.5591 113.5 50.7 123,829 112.5 40.3 306,966 111.6

51
1事業 所当り売上高

従 業 員 数

40

8,649

105.3

884 14.7

294

33,204

103.2

1070 56.3

1,997

17172

108.4

105.1 29.1

241

59,025

111.6

103.3

1事業所当り従業員数

1従 業員当り売上高

13

3.2

100.0

110.3 61.5

63

4.7
一

96.9
'106
.8 904

277

72

96.5

1075 138.5

46

5.2

102.2

1.08.3

事 業 所 数 841 122.8 513 720 136.1 48.9 79 127.4 4.8 1,640 1285

売 上 高 35,493 1287 86 20τ910 13a7 50.4 169,177 136.6 41.0 412,580 134.4

52
1事業 所当り売上高

従 業 員 数

42

10,120

105.0

117.0 14.1

289

411372

98.3

124.6 57.7

2,141

20,149

1072

1173 28.1

252

71,641

104.6

121.4

1事業所当り蝶 員数

1従業員当 り売上高

12

3.5

92.3

109.4 61.4

57

5.0

90.5

106.4 877

255

8.4

92.1

116.7 1474

44

5.7

95.7

109.6



また 、 ソ フ ト開発 ・プ ログ ラム作 成等 開 発 コス トを下 げ るため 、当

初 セ ッ ト期 間 を短 縮 す るた め業 界の 一部 で 実施 され て い るソ フ トの 流

通 を充 実 して い けば 、 さ らに 生 産性 を あげ る ことが で きる であ ろ う。

表6-4、 表6-5は 都道 府 県別 にみた 従業 員 規 模別 事業 所 数 、 売

上 高 の 推移 と全 国 の分 布状 況で あ る。(た だ し、都 道 府 県 別 の資料 は ・

巻末 付 表2、 同3を 参 照)。
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表6-4 {-52年 謄響 麟 認劉鰹醤語 裁 琵

年度
1～4人 5～9人 10～29人

事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比

48 125 164 885

49 165 218 417

50 155 213 404

51 142 205 407

52' 178 100.0 273 100.0 545 100.0

年度
80～49人 50人 以 上 合 計

事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比

48 159 272 1,105 100.0

49 229 293 1,322 100.0

50 196 308 1,276 100.0

51 196 326 1,276 100.0

52 222 100.0 422 100.0 1,640 100.0

表6-5昭 和48～52年
都道府県別従業員規模別情報処理サービス業
の 売 上高 の 推移 及 び 全 国 での 構 成 比

年度
1～4人 5～9人 10～29人

売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比

48 L184 4,045 23,658

49 2,097 5,699 28,768

50 2,121 τOl6 33β03

51 2,726 ア689 39,026

52 4,124 100.0 12,464 100.0 55,865 100.0

年度
30～49人

　 　

50人 以 上 合 計

売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比

48 20,293 117,982 16τ162 100.0

49 36,998 171,701 245264 100.0

5れ 29,976 202,176 275,091 100.0

51 3τ005 220,521 306,966 100.0

52 46,018 100.0 294,110 100.0 412,581 100.0
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昭 和52年 度 にお け る上位 割合 をみ る と、事 業 所 数 構 成 比 、 売 上高

構成 比 と も東京 都が そ れ ぞ れ47.0%、57.2%と 群 を抜 いて い る。

つづ い て 、事 業 所数 構 成 比 では 大 阪府(9.8%)、 愛知 県(6.0%)、
ク

神 奈 川県(4.3%)、 広 島、 福 岡 両県C2.6%)と な り、売 上 高 構成

比 で は大 阪 府(9.6%)、 神 奈 川県(4.8%)、 愛 知県(4.6%)、

兵庫 県(1.6%)と な って いる 。そ れ以 下 をみて も大都 市 の あ る 道府

県 が 続 いて お り、大 都 市 集 中の 実 態 が 明 らか で あ る。

我が国 の現 状 か らすれ ば 、地 域の 中心地 ほ ど需 要 が集 中す るこ とは

やむ を得 ない と い える が 、他 産 業 におい て は、地 域 分 散 化 が行 わ れて

い る現在 、地域 情報 を 支 え る地 域 セ ンタ の 発 展 に つ い て 、 デ ータ 通

信 へ と進展 して い る今 日、 あ らため て検 討 を要 す る問 題 とい い そ うで

あ る。

表6-6昭 和48～52年 情 報処理サー ビス業 の業 態別事業 所数の推移

都道

府県
年度

ソフ トウェア 業
情報処理サー
ビス業

情報提 供サー
ビス業

その他の情 報

サー ビス業
合 計

事業
所数
前年比
事業
所数 前年比

事業
所数
前年比 事業
所数
前年比
事業
所数 前年比

合

計

48 1,105

49 93 887 153 189 1,322 119.6

50 84 90.3 865 975 163 106.5 164 86.8 1,276 96.5

51 83 98.8 891 103.0 133 81.6 169 1030 1,276 100.0

52 139 1675 1,099 123.3 147 110.5 255 150.9 1,640 128.5
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表6-6は 業態 別 事 業 数 を示 した ものであ るが 、昭 和50年 度 には

お・お・む ね減 少傾 向 にあ った が 、昭 和51年 度 には情 報 処 理 サ ー ビス 業

は そ の他 の情 報 サー ビス 業 と と もに伸 び の傾 向 をみ せ た。

ま た 、 昭和52年 度 に は ソフ トウ ェア業 とそ の他 の情 報 サ ー ビス 業

が急 激 な増 加 をみ せ て い る 。

6.L2需 給 構 造

情 報 処 理 サ ー ビス業 の 需 要 構造 の 変遷 を示 した のが 、 つ ぎの 表6-

7で あ る。

一232一



ー

N
Q。
◎。
ー

, ●

表6-7昭 和48～52年 情 報処理サ ー ビス業 の業 務種類別 ・契 約先産業 別売上高の推移 (単 位:百 万円)

種

類
年度

農林 ・水産業 鉱業 ・製造業 卸 ・小売業 建設 ・不動産業 金融保険・運輸・電気・水道 サ ー ビス業

売 上 高 前年比 売 上 高 前年比 売 上 高 前年比 売 上 高 前年比 売 上 高 前年比 売 上 高 前年比

事

務

計

算

48 734 9,725 13,945 1,040 16,147 3,914

49 1,587 216.2 12,876 132.4 23,283 167.0 2,293 220.5 20,902 129.4 4,762 121.7

50 1,868 117.7 14,052 109ユ 18,677 80.2 2,134 93.1 18,410 88.1 6,581 138.2

51 1,903 101.9 16,173 115.1 19,133 102.4 1,374 64.4 24,312 132.1 10,359 157.4

52 2,355 123.8 18,218 112.6 25,033 130.8 1,735 126.3 29,619 12L8 11,277 108.9

そ
の
他
の
計
算

48' 28 2,815 556 908

「

1,185 908

49 105 375.0 3,615 128.4 1,813 326.1 674 70.6 1,418 119.7 918 101.1

50 44 41.9 2,897 80ユ 1,712 94.4 600 89.0 4,769 336.3 892 97.2

51 25 56.8 2,954 102.0 1,433 83.7 545 90.8 2,751 57:7 964 108ユ

52 44 176.0 3,648 123.5 L626 113.5 601 110.3 2,827 102.8 1,685 174.8

.

ソ フ

フ ロ

トグ

ウ ラ

エ ム

ア作
開成
発

48 281 6,797 2,035 541 6,299 1,039

49 387 137.7 11,676 171.8 3,517 172.8 879 162.5 7,631 12L1 1,583 152.4

50 1,136 2g3.5 13,256 113.5 5,891 167.5 715 81.3 6,607 86.6 1,641 103.7

51 705 62.1 15,084 113.8 4,041 68.6 799 111.7 9,633 145.8 2,491 151.8

52 773 109.6 25β21 171.2 6,33g 156.9 850 106.4 11,441 118.8 3,865 155.2

カ

1

ド

ノく

ン

チ

48 380 5,029 2,503 201 4,438 1,989

49 268 70.5 7,546 159・0 4βg3 175.5 470 233.8 6,741 151.9 2,784 140.0

50 577 215.3 8,161 108.2 5,853 133.2 412 87.7 10,840 160.8 2,679 96.2

'

51 468 81.1 8,986 llO.1 4,685 80.0 468 113.6 9,923 9L5 3,833 143.1

52 5.54 118.4 11,359 126.4 7,425 158.5 554 118.4 13,021 131.2 4,322 112.8
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種

類

年度
公 務 個人(一 般消費者) そ の 他 同 業 者 本社 ・支社 合 計

売 上 高 前年比 売 上 高 前年比 売 上 高 前年比 売 上 高 前年比 売 上 高 前年比 売 上 高 前年比

事

務

計

算

48 10,642 122 2,630 L835 489 61,162

49 14,816 139.2 88 72.1 4,674 177.7

㊨

1,764 96ユ 1,146 234.4 88,192 144.2

50 18,410 124.3 89 101.1 5,425 116.1 1,779 100.9 1,512 131.9 88,936 100.8

51 21,775 118.3 106 119.1 6,236 114.9 2,431 136.6 1,903 125.9 105,705 118.9

52 23,298 107.0 248 234.0 6,940 1113 2,726 112.1 2,479 130.3 123,927 117.2

そ
の
他
の
計
算

48 2,047 9 435
.

324 37 9,261

49 2,034 99.4 12 133.3 628 144.4 198 61.1 186 50 .2.7 11,623 125.5

50 2,487 122.3 819 130.4 293 148.0 117

.
62.9 14,629 125.9

51 2,599 104.5 761 92.9 558 190.4 89 76.1 12,678 86.7

52 2,491 95.8 15 1,275 167.5 293 52.5 147 1652
114
,650 115.6

・

ソ フ

フ ロ

トグ

ウ ラ

ェム

ア作
開成
発

48 2,403 866 1β20 43 21,647

49 6,436 267.8 1,055 12L8 1.82'9 138.6 106
●

246.5 35,168 162.5

50 9,048 140.6 L515 143.6 2,104 115.0 168 158.5 42,082 119.7

51 9,210 101.8 47 2303 152.0 2,256 107.2 423 251.8 46,991 111.7

52 10,668 115.8 2,706 ll7.5 4,561 2022 10,205 2,412.5 77,307 164.5

カ

1

ド

ノく

ン

チ

48 3β97 22 1,140 2,481 447 22,349

49 4,762 140.2 1,845 161.8 3β90 156.8 872 195.1 33,538 150.1

50 5,523 116.0 2,308 125.1 3β80 86.9 1,484 170.2 4L215 122.9

51 5,920 107.2 43 2,087 90.4 4,600 136.1 1,576 106.2 42,590 103.3

52 6,8.15 115.1 166 386.0 2,881 138.0 6,316 137.3 2,106 133.6
-
55,410 130.1

■ ■
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種

類

年度
農林 ・水産業 鉱業 ・製造業 卸 ・小売業 建設 ・不動産業 鍬 保険運輸・電気水道 サー ビス業

売 上 高 前年比 売 上 高 前年比 売 上 高 前年比 売 上 高 前年比 売 上 高 前年比 売 上 高 前年比

マ

シ

ン

タ

イ

ム

販

売

48 35 2,632 791 366 2,325 1,086

49
127 362.9 3,167 120.3 1,286 162.6 580 158.5 3,563 .1532 1,244 114.5

50 41 32.3 3,337 105.4 1,600 124.4 758 130.7 2289 64.2 1,062 854

51 179 436.6 4,438 133.0 1,697 106.1 800 105.5 3,312 144.7 L583 149.1

52 243 135.8 6,020 135.6 1,509 88.9 885 110.6 2,446 73.9 1,197 75.6

要

員

派

遣

48 36 4,144 1β53 145 2,199 906

49 260 722.2 6,833 164.9 2,210 163.3 31』6 217.9 3,305 150.3 1,374 151.7

50 171 65.8 8,413 123.1 2,519 114.0 245
一

77.`5 5,087 153.9 1,785 129.9

51 195 1,14.0 10,780 128.1 3,182 126.3 357 145.7 τ046 138.5 2,533 141.9

52 263 134.9 15,874 147.3 4,047 127.2 631 176.8 8,778 124.6 3,417 134.g

情

報

提

供
サ

|

ビ

ス

48 37 852 233 149 286 275

49 248 670.3 2,844 333.8 991 425.3 600 402.7 2,009 702.4 978 355.6

50 259 104.4 3,680 129.4 1,423 143.6 776 129.3 1,380 68.7 2,803 286.6

51 253 97.7 2,640 71.7 1,085 76.2 615 79.3 2,604 188.7 1,422 50.7

52 333 131.6 4,048 153.3 1,953 180.0 762 123.9 4,953 190.2 2,881 202.6

各

種

調

査

48 96 3,963 1,046 385 1,693 2,229

49 112 116.7 6,192 156.2 1,954 186.8 494 128.3 4,614 272.5 2,825 126.7

50 89 79.5 5,915 95.5 1,757 89.9 311 63.0 5β37 115.7 2,935 103.9

51 126 141.6 7,612 128.7 1,432 81.5 251 80.7 4,748 89.0 3,668 125.0

52 249 197.6 9,344 122.8 3,021 21LO 748 298.0 5,887 124.0 4,049 110.4
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種

類
年度

公 務 個人(一 般消費者) そ の 他 同 業 者 本社 ・支社 合 計

売 上 高 前年比 売 上 高 前年比 売 上 高 前年比 売 上 高 前年比 売 上 高 前年比 売 上 高 前年比

マ

シ

ン

タ

イ
ム

販

売

48 2,609 12 413 543 992 11,804

49 2,106 80.7 14 116.7 792 191.8 184 33.9 1,103 11輻2 14,137 119.8

50 2,413 114.6 827 104.4 207 112.5 1,255 113.8 13,790 97.5

51 1,746 72.4 620 75.0 620 299.5 1,322 105.3 16,317 118.3

52 1,665 95.4 677 109.2 538 86.8 2,134 161.4 17,348 106. .3

要

員

派

遣

48 1,317 435 1,450 97 12,082

49 1,894 143.8 631 145.1 1,634 112.7 111 1144 18,569 153.7

50 2,568 135.6 1,223 193.8 2,372 145.2 73 65.8 24,457 131.7

51 3β77 13t5 1,429 116.8 3,409 143.7 162 221.9 32,469 132.8

52 4,783 141.6 53 2,471 172.9 7,306 214.3 4,888 3,Ol7.3 52,564 161.9

情

報

提
供

サ

1

ビ

ス

48 417 118 152 71 29 2,62`0

49 861 206.5 444 376.3 1,057 695.4 35・2 495.8 2,648 9,131.0 13,046 497.9

50 1481 172.0 302 68.0 1,639 155.1 532 151.3 101 3.8 14,376 110.2

51 1,471 99.3 313 103.6 1,109 67.7 494 92.9 36 35.6 12,055 83.9

52 2,000 136.0 381 121.7 6,096 549.7 262 53.0 167 463.9 23,811 197.5

各

種

調

査

48 2,422 55 1,307 427 138 13,761

49 3,814 157.5 71 129.1 2,754 210.7 518 121.3 188 136.2 23,542 171.1

50 3,g14 102.6 200 281.7 956 34.7 578 111.6 245 1303 22,237 94.5

51 4,648 118.8 100 50.0 L683 176.0 678 117.3 176 71.8 25,123 113.0

52 4,7.03 101.2 249 249.0 1β08 77.1 1,433 211.4 125 71.0 31,148 124.0

8



ー

N
◎。
ベ
ー

種

類
年度

農林 ・水産業 鉱業 ・製造業 卸 ・小売業 建設 ・不動産業 金 融 ・保険 ・運輸 ・電気
・水道業

サ ー ビス業

売 上 高 前年比 売 上 高 前年比 売 上 高 前年比 売 上 高 前年比 売 上 高 前年比 売 上 高 前年比

そ

の

他

48 60 2,424 494 217 1,967 501

49 149 248.3 1,557 64.2 894 181.0 201 92.6 1,938 98.5 946 188.8

50 348 233.6 2,581 165.8 4,600 514.5 762 379.1 1,163 60.0 642 67.9

51 183 52.6 3,730 144.5 1,943 42.2 365 47.9 1,682 144.6 1,174 182.9

52 148 80.9 4,498 120.6 2,167 111.5 443 121.4 2,676 159.1 1,691 144.0

合

計

48 1,775 40,033 23,397 4,224 3τ381 13β61

49 3,230 182.0 56β16 140.7 40,312 172.3 6,505 154.0 52,147 139.5 1Z452 130.6

50 4,510 139.6 62,282 110.6 44,074 109.3 6,694 102.9 55β72 107.1 20,978 120.2

51 4,059 90.0 72,431 116.3 38,653 87.7 5,564 83ユ 65,951 118.0 27,984 133.4

52 4,954 122.0 98790 136.4 53,215 13τ7 7270 130.7 81,657 123.8 34,460 123.1
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種

類
年度

公 務 個人(一 般消費者) そ の 他 同 業 者 本社 ・支社 合 計

売 上 高 前年比 売 上 高 前年比 売 上 高 前年比 売 上 高 前年比 売 上 高 前年比 売 上 高 前年比

そ

の

他

48 898 7 277 486 165 7480

49 1,006 112.0 15 214.3 462 166.8 231 475 60 36.4 驚452 99.6

50 1,859 184.8 67 466.7 896 193.9 227 98.3 227 378.3 13,371 179.4

51 1,695 91.2 130 194.0 1,174 131.0 626 275.8 339 149.3 13,042 975

52 2,265 133.6 16 12.3 1,412 120.3 772 123.3 328 96.8 16,415 125.9

合

計

48 26,977 591 7915 9,044 2,465 167163

49 37719 139.8 678 114.7 13,908 175.7 10,630 11τ5 6,369 2584 245,264 146.7

50 4τ706 126.5 669 98.7 15β87 112.8 11,499 108.2 5,119 80.4 275,090 112.2

51 52,473 110.0 728 108.8 1τ379 110.8 15,725 136.8 6,019 1176 306,967 111.6

52 58,637 111.7 1,155 158.7 25,667 147.7 24,136 153.5 22,642 376.2 412,582 134.4



業務 種 類 別 に は各 種類 と も、昭和50、51年 度 は小 幅 の伸 び に止

まb、 昭和52年 度 には再 び伸 び の傾 向 をみせ てい る。

そ の 中で 、要 員 派 遣 は年30%以 上の伸びをみせ、昭和52年 度 には さ

らに大 きな伸 び とな ってい る。

ま た、 昭和52年 度 に非 常 に大 きく伸 びて い る もの にソ フ トウ ェア

開発 ・プ ロ グ ラム作 成 が ある 。

この こ とは 、 自 社 導入 企業 の増 加及 び 低 成長 下 にお・け る人員 の再 配

置 等 に起 因 して い るの で は な いか と思わ れ る。

つ ぎに産 業 別 の状 況 をみ る と、年 々増加 の傾 向 を た どってい るのが

鉱業 、製 造業 、金 融業 、保 険 業 、 サ ービス 業、 公務 、そ の 他お よび 同

業 者 で あ る。 特 に サ ー ビス業 は20%以 上 の伸 び率 をみせ てい る。

また、昭和52年 度 にお け る 需 要 構 成 比 の 大 きい 産 業 は 鉱 業 ・製

造 業(23.9%)、 金 融 ・保 険 業(19.8%)、 公 務(14.2'

%)、 卸 ・小 売業(12・9%)で 、 年 平 均伸 び率20%を 保 ち、情 報

処 理サ ー ビス業 を支 え てい る。

ちな み に、全 国市 町 村3,279団 体の62%に 当 る2,033団 体 が

当業 界 を利 用 して い るが 、 公務 が14・20/oで 伸 び率 も年 々鈍化 レてい

るの は 自己導 入処 理 の 増 加 に伴 う もの と思 われ 、業 界発 展の1つ の 歯

止 め に もな って い る。 公務 需 要 の増 大 が業 界発 展 の大 きな 要素 で ある

こ とは否 定 で きな い 。

では、上記需要 を遂行す る供 給 構 造 は ど うな って い る のだ ろ うか 。
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昭 和50年 度 の管 理 部 門、 研究員 、 キーパ ンチャ、お・よび昭和50、

51年 度 のそ の 他 の 職 種 は前 年 比減 に な ってい るが、 そ れ以 外は 伸 び

を みせ てい る。

特 に システム ・エンジニアは、 年平 均1.15倍 で最 も大 きな伸 び率 と
'

な って い る。

職 種別 の構 成比 で は 、 キ ーパ ンチ ャが 大 きな ウ エー トを 占 めて い

る が、年 々構 成比 率 が 減 少 し、 代 っ て シス テ ム ・エン ジ ニ ア、 プロ グ

ラマお よび オ ペ レー タが構 成 比 率 を増 加 させ てい る。

これ には2つ の大 き な要 因 が あ る。1つ はOCR、 カセ ッ ト等 の採

用 に よる入 力媒 体 の 変 化 に よる もので あ り、業 種 別 の 売 上 高構 成 比 を

み て も明 らか で あ る。 も う1つ の要 因 は コ ン ピュ ー タ利 用 が 高度 化 へ

と向か うに したが って 、 そ の推 進 の担 い手 と しての要 員 の 増 加 と考 え

られ る。

6.1.3流 通 構 造の 実 態

情 報 処理 サ ー ビス 業 も他 産 業 と同様 、1都 道府 県 で発 生 した需要 が

そ の 都 道府 県 で供 給 され ると は限 らな い 。

つ ぎの表6-8は 、 業 界 に お いて 、 他県 の 情 報 処 理 セ ン タへ 流 出

して いる売上けが どの程度 あ るか とい う観点 を も ってお・り、 図6-1は

そ の 第1位 、 第2位 の 流 出先 を示 した もの であ る(FACOMセ ン タ ー

協 議会 編 の 資料 よ り引 用)。
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表6-8昭 和52年 都道府県別契約先流出状況 (単 位:百 万円)

都道府県 総市場額A 地元売上額 流出額B B/A(%) 流 出 先 と 流 出 願

北 海 道 6,462 5,876 586 9.1 東京551 富山18 大阪12 他5

青 森 624 603 21 3.4 東京13 北海道4 宮城4

岩 手 955 913 42 4.4 宮城33 秋田3 他6

宮 城 5,353 4,039 1,314 24.5 東京456 福 島189 山形175 秋 田145 他349

秋 田 959 823 136 14.2 宮城30 東京29 埼玉7 他70

山 形 923 888 35 3.8 宮城17 新潟13 東京4 他1

福 島 1,765 1,443 322 18.2 東京291 茨城16 宮城14 他1

仙台通産局計 10,579 8,709 1,870 17.7

茨 城 1,725 1,455 270 15.7 東京164 栃木83 千葉23

栃 木 1,040 966 74 7.1 茨城69 東京5

群 馬 3,071 2,124 947 30.8 東京459 埼 玉174 栃木148 長野50 他116

埼 玉 2,966 1,584 1,382 46.6 東 京1,025 栃木168 千葉144 茨城38 他7

千 葉 2,467 1,529 938 38.0 東京841 茨城35 福島3 埼玉2 他57

東 京 232,008 19τ486 34,522 14.9 欄ll1⑰520 大 阪4,616 千葉2490 愛 知L678 他15,218

神 奈 川 37661 8,778 28,883 76.7 東京2τ139 愛 知1,124 大阪99 千葉61 他460

新 潟 2,946 2,457 489 16.6 東京454 山形8 長野7 千葉7 他13

山 梨 673 389 284 42.2 東京283 他1
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都道府県 総市場額A 地元売上額 流出額B B/A(%) 流 出 先 と 流 出 願

長 野 3,205 1,706 1,499 46.8 東 京1,101 新 潟256 愛知46 大阪21 他75

静 岡 2,501 2,304 197 79 東京143 栃木21 大阪13 愛知11 他9

東京通産局計 290,263 220,778 69,485 23.9

富 山 2,225 1,876 349 15.7 東京156 石川61 大阪49 愛知40 他43

石 川 2,071 1,392 679 32.8 東京310 富 山229 大阪49 兵庫39 他52

岐 阜 1,102 991 111 10.1 愛知69 東京15 京都11 他16

愛 知 18,631 15,450 3,181 171 東 京1,061 岐阜687 三重657 静 岡411 他365

三 重 821 79 .5 26 32 愛知14 和歌山5 岐阜2 他5

名握 通産局計 24,850 20,504 4,346 17.5

福 井 1,641 1,175 466 28.4 愛知130 東京106 大阪105 富山26 他99

滋 賀 751 241 510 679 大阪385 京都75 東京42 兵庫8

京 都 3,221 1,928 1,2g3 40.1 大阪652 滋賀439 高知28 石川23 他151

大 阪 42,501 31,122 11,379 26.8 東 京3,409 兵 庫2,957 京都924 奈良559 他3,530

兵 庫 5,487 3β23 2,164 39.4 大 阪2,015 奈良38 東京29 京都26 他56

奈 良

和 歌 山

大阪通産局計 53,601 37789 15,812 29.5
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都道府県 総市場額A 地元売」=額 流出額B B/A(%) 流 出 先 と 流 出 願

鳥 取 476 428 48 10.1 島根29 大阪14 岡山3 兵庫2

島 根 502 457 45 9.0 鳥取16 岡山13 広島8 東京7 他1

岡 山 3,181 2,454 727 22.9 大阪158 広 島157 東 京129 島根116 他167

広 島 5,882 5,144 738 12.5 山 口207 岡 山167 島根142 東京62 他160

山 口 1,710 1,651 59 3.5 東京15 広島14 福岡12 愛媛5 他13

広島通産局計 11,751 10,134 L617 138

徳 島 376 368 8 2.1 香川8

香 川 1,024 906 118 11.5 東京25 徳島24 愛媛24 大阪17 他28

愛 媛 1,219 1,198 21 L7 香川11 他10

高 知 826 .658 168 20.3 大 阪ll5 香川15 東京ll 徳島8 他19

四国通産局計 3,445 3,130 315 9.1

福 岡 6,842 5428 1,414 20.7 東京174 山 口173 佐 賀111 長崎94 他862

佐 賀

長 崎

熊 本 1,266 1,042 224 177 東京113 福岡40 鹿児島17 佐賀15 他39

大 分 619 615 4 0.6 福岡4
一

宮 崎 892 867 25 2.8 鹿児島13
、

熊本7 大阪3 大分2



都道府県 総市場額A 地元売上額 流出額B B/A(%) 流 出 先'と 流 出 願

鹿 児 島 690 637 53 77 福岡40 東京13

福岡通産局計 10,309 8,589 1,720 16.7

沖 縄 495 448 47 9.5 東京45 大阪1 他1

合 計 412,581 315,957 96,798 23.5
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図6-1 都道府 県別契 約先流出状況図

(昭 和52年 度)
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これ を み る と、全 国 的 に東 京 都 に流 出 して いる こと がわか り、 また 、

地 域 別 にみ る と、各 地 区 ブ ロ ック の中 心 都府 県 に流 出 して い る こ とが

わ か る。

この こ とは 、地 域 分 布 状況 と関連 して 、 中心 地 ほ ど、 多 種の 供 給 が

で きる状 態 にあ り、種 々の供 給 を求 め て 自然 に あ る系 列 的 な流 れ を す

で に してい る とい えそ うで あ る 。

今後 、 もし業 界 内の 統 合 が行 わ れる とす れ ば、 自然 に 起 きてい る系

列 的 な流 れが 事実 上 の 動機 とな る 可能 性は つ よ い。

6.2業 界 構 造 の 将 来 の 推 定

62.1今 後の市場見通 しにたい して、現状の まま推 移 した場合の 想定

今後の市場 見通 しについては諸説 があ る。その内容はおおむね、昭和

60年 の総市場量にたいして8,000億 円か ら2兆 円 ぐらいの幅 で論

じられてい るが 、そのな かで、 いま か りに産業構造審議会 情報産業部

会 の 「昭和60年 度 にお・け る我が国 の情報化及 び情報 産業 の計量 予測

結果 」(昭 和51年7月)で い う1兆3,000億 円の規模 を一つの条件 と

して設定す ると、この業 界が現状 のままで推移 した らど うなるのだろ

うか 。

デ ータが十分でないきらい もあ るが、前項 の資料 を基礎 に、 きわめ

て単 純に直線的 に事業所数 、要員数、 コ ン ピュー タ設置台数 等市場 を

支え る基 本的 なものにつ いて試算 してみ る と、つ ぎのとお りで ある。

(1)事 業所数に つい て

事業 所数 の規模 の試算 として前項の資料の数種 から想定す る とし

て、 まず 事業所数 の増 加傾 向か らた どってみ ると、
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昭和48年 ～52年

売 上 げ
1事 業所当 り

平 均 売上げ
事業所数

2.5倍 1.7倍 L5倍

とな って い る。そ こで、 昭和60年 を同 じ傾 向値 でみ る と、

昭 和52年 ～60年

売 上 げ
1事業所当 り

平 均 売上 げ
事業所数

3.2倍 2.2倍 L9倍

と な る。 すなわ ち、 約3,100事 業 所 と い うこ とに な るの だ が、 この

推計 方 法 ではや や 粗 放 に 過 ぎる。

そ こで、売上け を基礎に して1事 業 所当 りの平均売上げが ど う伸びて き

た か をみ ると、

年
内容

48 49 50 51 52

1事 業 所当 り

平 均 売 上 け

百万 円

151 186 216 241 252

前 年 比 一 %

1232 116.1 111.6 104.6

で あb、 年 平 均14%伸 びて きた こ とがわ か る。そ して 、昭 和52年

～60年 ま でかbに 同 じよ うに伸 び た とす る と、昭和60年 には 昭 和

52年 の2.9倍 、 す なわ ち1事 業 所 当bの 平 均売 上げ が7億3 ,100万

円 と な り、脱落 が ない とす れば1,640事 業所 であるか ら、総売上げで

1兆1,988億4,000万 円 とな る。

つ ま り、 昭和60年 の1兆3,000億 円 の うち、1兆1,988億
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4,000万 円は 既存 の 事業 所 が売 上 げ 、残 り1,011億6,000万 円

は 、 新 しい 事 業 所 が売 上 げ る とい うこと に な る が、 そ れ を1事 業 所 平

均 売 上げ7億3,100万 円 で除 す と、138事 業 所 と なb、 総 数 で

1,640か ら1,780事 業 所 に増 え る とい う ことにな る。

しか し、 実 際 には 事業 所 の規 模 の 大 小 と数 とのか か わ りあい は無 視

で きない ので 、 これ を 前項 の 資料 を も とに さ ぐる と、

ランク

年度

1億 円未満 1億 円～10億 円 10億 円以上

計
売 上 げ 構成比 売 上 げ 構成比 売 上 げ 構成比

48
百 万

26,142

%
15.6

93,548 56.0 47,473 28.4 百万 円
16τ162

52 35A93 8.6 207910 50.4 169,177 41.0 412,580

60 26,000 2.0 395,200 30.4 878,800 676 1β00,000

注)昭 和60年 の構成比は各 ランクの構成比の平均伸び率、すなわちそれぞれ小 さ

い方 か ら0.86、O.97、1.10を もって算 出 した。

上 記 の表 の通 りとなb、 ま た、各 ラン ク別 の1事 業 所 の売 上 の伸 び を

み る と、以 下 の表 の通 り とな る 。

ランク

鞍

1億 円未満
1億 円 ～

10億 円
10億 円以上

48
百 万

36
263 1,978

52 42 289 2,141

60 57 339 2,504

注)60年 の 数 値 は 各 ラ ン ク 平 均 伸 び 率 、 そ れ ぞ れLO4、1.02、

1.02を も っ て 算 出 した 。
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そ こで 、各 ラ ンク別 の昭 和60年 売上げを各 ランク別の60年1事

業 所 売上 で除 す と、 各 ラ ンク別 事業 所数 は売上規 模 の 小 さい方 か ら、

そ れぞ れ456、1,165、350、 全体 で1,971事 業 所 とな り、

昭和52年 に くらべ て 約20%増 え ると想 定 さ れ る。

(2)要 員数 につ い て

要 員 数 につ い ての 規模 を売 上 げか ら推計 す る と、

昭 和48年
～52年

売 上 げ
1人 当 りの

売 上 げ
総要員数

1事業所当り

平均要員数

25倍 1.6倍 L5倍 44人

とな って い る。 これ を昭 和60年 ま で 、生 産性 が年 平 均10%づ っ

あが ってい くと仮 定 して 試 算 す る と、

昭和52年
～60年

売 上 げ 1人当り売上け 総要員数
1事業所当り

平均要員数

3・2倍 2.1倍 1.5倍 56人

とな る。 こ の場 合 総 要 員 数 は 約11万 人 で あ るが、1人 当 りの 売 上げ

は1,200万 円 となb、 一 方 、1事 業 所当bの 平 均要 員 数 は27%増

え る と想 定 され る。

(3)コ ン ピュー タの 設 置 台数 につ い て

コ ン ピュー タの 設 置 台 数 につい ての想定 には 適 当 な 資料 が な い 。

そ こで、 昭 和53年8月 通 商産 業 省 線 「我が 国 情報 処 理 の現 状一 情

報 処理 実 態調 査 」(昭 和51年 度)の 表1-2(コ ン ピ ュータ を利

用 してい る 企業 の経 営 及 び 情 報 処理 の 状況)か ら内容 を ひ ろ うと、

情 報 処理 サ ー ビス業 の うち、1社 当 り平 均 売上げ5億4,600万 円の
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255社 が516台 の コン ピュー タを保 有 し、1社 当 りの平 均 が

2台 とな って い る。

一 方 、 昭 和52年7月 通 商産 業 大 臣 官房 調査 統計 部 「特 定 サ ー ビ

ス 業 実態 調 査報 告 書 」(昭 和51年)の うち、 統計 編 ・情 報 サ ー ビ

ス業 第13表 専業 割 合 別、 従業 者 規 模 の ア ンケ ー ト項 目別 事業 所数

に よる と、 電 算機 利 用 状 況別 の調 査 で 、 集 計事 業所 数1,256に た

い して電 算 機 装置一式 を保有 してい る事 業 所 が565(約45%)と

な って い る。

そ こで、 この二 つ の 資料 を組 み合 せ1企 業 当 りの 台数 か ら1事 業

所当bの 台数を推定 し、昭和51年 度 と しては1事 業所 当b台 数 を仮 り

に1.3台 として 、そ れ を565事 業 所 に乗 ず る と、 約730台 を保

有 して い る こ ととな る。 その 数 値 か ら 昭和60年 を推計 してみ ると・

年度

集 計
事業所数

電算機装置一
式をもっている

構成比 台数 備 考

48 1,069 493
%46
.1 昭和48年 ～52

年 の平 均 構 成

比

43.7%

49 1283 558 43.5

50 1236 541 438

51 1256 565 45⑩ 730

52 1β09 648 40.3 840

60 1,971 861 43.7 1,119

とな り、 昭和52年 の約1.3倍 とな る。

これまでの推計 を昭和52年 と比較 して整 理 す る と、 つ ぎの とお りで

あ る。
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ぎ 売 上 げ 事業所数 要員数
コン ピ ュー タ

台 数
1人当り売上げ

1事業所当

り売上げ

52
百 万 円

412,580 1,640

人

71,641 840

万円

570

百万円

252

60
1,300,000 1,971 110,000 1,119 1,200 731

倍率
3.2 1.2 1.5 1.3

`

2.1 2.9

以 上、 昭和60年 の 市場 規模 を1兆3,000億 円 と想定 した うえ

で、 極 めて 大 雑 把 に、現 状 のま ま推移 した 場合 を類 推 して みた わ け

で あ る。 そ の推 計 方法 につ い ては 批判 もあろ うが、現 状 の ま ま 推移

すれ ば 上 述 の よ うな 図式 とな ろ う。

しか し、 多 くの 与 件 が こ こ数年 大 き く変 化す るで あろ うこ とが 予

想 され る 。た とえ ば 、 デー タ通 信 の進 展 、 コン ピュー タの技 術 革 新

海 外企 業の 上 陸、 分散 型 へ 向か う シス テ ム指 向の変 化 、機 密 保護 、

安 全 対策 、従業 員 の高齢 化 問 題 等業 界 に 直接影 響 を与 え る もの が 多

い 。 加え て一 般経 済 社 会 の動 向 も考 え併 せ る と重 要 な転換 期 に至 っ

て い る感 が深 い。 マ イペー スで、 しか も他力本 願 では 、 望 ま しい 方

向 へ向 わ ないで あ ろ うと い うこと だけは 間 違 い の ない と ころで あ ろ

う。

6.2.2業 界構 造 に つい ての 検 討

(1)ア ン ケー ト調査 にみ る 一つ の傾 向

今 回 の ア ンケ ー ト調査 結果 の 利用 につ い ては い ろい ろ問 題 が あ る

で あ ろ う。 しか し、調 査 結果 の 主 要 部分 を よ く分析 して み る と、そ

こに は、一定 の 方 向性 と問題 点 が うか ん で くる。

1)売 上 高に つ いて

Q5.6.は 売 上 高 に つい て の 設問 で あ る(次 表 参 照)。Q5で は
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昭和49年 ～52年 まで 、 回 答各 社 の 平均成 長 率 は20%と な っ

て お り、Q6で は昭和60年 に か け て の平 均成 長 率 は14%と 答

え て い る。

こ こで、 売 上 高に 関 して の 実 績 、ア ンケ ー ト調 査 、産業 構 造審

議 会 予測 の3つ の 資料 を整 理 して み る。

49年 ～52年 52年 ～60年 備 考

24% 24% 49年 ～52年 平 均 伸率24

実 績 (52年 一 (60年 一 %を52年 から直線的に伸ば
4,000億 円) 2兆2000億 円) し た 。

20% 14% アンケー ト調査結果 か ら52

アン ケー ト調査 (52年 一 (60年 一 年～60年 を14%で 伸 ばし

4,000億 円) 1兆1,400億 円) た 。

20% 20% 49年 当時の産構審の予測値

産 構 審 予 測 (52年 一 (60年 一 をそのまま表 示 した。

3,500億 円) 1兆3,000億 円)

-

上 記 の表 か らみ る と、 昭和52年 ～60年 の ア ン ケ ー ト調 査 に

よ る予想 の 低 さが 目に つ くが、 その他 の 調査 も含 め て売 上 規 模 の

比 較 的 大 きい企 業 が高 い成 長率 とな って い るの は、1%の 重 み を

考 え た と き、何 を意 味 して い るの だ ろ うか 。産 構 審 予 測 、 実績 に

つ い て は ど うな るか と い うこ とで いい として も、 ア ンケ ー ト調査

の場 合 は どの くらい の と ころ に 目標 をお・い てい る の かと い う意 味

がつ よい はず であ って 、大 小 の 意 識 の差 が大 き くあ らわれ て い る

の では な いか と思 われ る 。
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Q5情 報 処理 サ ー ビス業 の 総売 上高 は 、49年 度 か ら52年 度 へ の4年 間 で年 平 均24・4%の 伸率 を示 しま し

た が 、貴 社 の 売 上 高 の 実 績は 如何 だ った で し ょうか 。

ー

》。

O
◎。
ー

(%)
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2511社

(22,9%)
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6社6社

5社(12.5%)(12.5%)
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25%22%

以 ～
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19%

～

21%

16%

～

18%

回答社の 年平 均伸び率20%

3社

(6.3%)

13%10%

～ ～

15%12%

5社

(10.4%)

7%

～

9%

2社2社

(4.2%)(42%)

%

%

セ
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Q6貴 社の売上高は ↓昭和60年 度 にかけて 、平均、年率 どれ くらいの 伸率 になる と予想されますか。

ー

N
O

《
ー

(%)
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20
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5

5社5社

4社(10.4%)(10.4%)

(83%)

%2
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2 19%

～
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16%

～

18%

10社10社

(20.8%)(20.8%)

13%10%

～ ～

15%12%

7社

(14.6%)

7%

～

9%

2社

(4.2%)

4%

～

6%

0%

～

3%



2)企 業 数 、分布 、 規模 等 につ い て

企業 数 に関 して はQ35、43(別 表 参照)の と お りで あ るが、

Q35で 企 業数 の 調整 が 必要 、 ーまた、条 件付 きな ら必 要 と答 えて

い る社が48社 中3'0社 と63%を 占め てい る。一 方 、業 界再 編

成 につ い て は過半 数 が 時期 尚早 と答 え てい る。

次 に分 布 、規 模 等 に つ い て で ある。Qlo、11、12、39、

41(別 表参 照)が 関連 す る内容 で あ るが、Qloの 分 布 形 態 を

過去 、 現 在 、未 来の 三 世 にわ た って み ると全 国型 、 広 域 圏 型 が 伸

びて 単一県 型が 縮少 とい う傾 向 をみせて い る。ま た 、Q12で は

業 の タイ プ をきい て い る が、48社 中時 化専 門 型25%、MSV

型75%と 答 えてい るが 、Qloと 同 じよ うに両 タイ プ と も広 域

圏型 、 全国 型 を 指向 して い る。

ま た、Q39で は リーデ ィング企 業 の育 成 を62.5%が 必 要で

あ る と し、Q41で 階 層 分化 の考 え 方 も58.3%が 必 要 と して い

る。

以 上の 傾 向は、いずれに して もその大 枠で 産 構 審の 予測 とそ う変

る もの では ない。
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Q35約1,300社 が存 在 す る産業体 制 の 整備 に つ いて企 業 数 の調 整 は 必要

だ と思 い ますか 。'

必 要 で あ る 23社 479%

不 必 要 で あ る 15社 31.3%

条件 付 きなら必要で ある 7社 14.6%

無 回 答 3社 6.3%

Q43い わ ゆ る"業 界再 編 成nに つ いてお 伺 い します 。

現在の業務事情か らみて

必要な時期にきている

現在はまだ

時期尚早 と考えられる
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Qlo営 業 地 域 の分 布 形 態(商 圏)を 下記 の3種 に分 類 した 場合 、貴 社は どの

タ イ プで し ょうか 。 また 、将 来 は ど う なる で し ょ うか 。

全国型2%

広域圏型 単一県型

37%
61%

設立当初

全国型

19%

広域圏型

45%

単一県型

36%

53年

全国型 単一県型

24%24%

広域圏型

52%

57年

単一県型

15%
全 国型

33%

広域 圏型

52%

60年
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Q11支 社 、支 店 、 営 業 所 等 の 発展 経 緯及 び計画 につ いて お・答 え下 さ い 。

1社 平均

設立当初 53年 57年 60年

本社の属する都道府県 1.3個 所 1.6個 所 1.8個 所 2.1個 所

そ の 他 の 地 域 0.2個 所 1.9個 所 3.1個 所 4.7個 所

合 計

ト

1.5個 所 3.5個 所 4.9個 所 6.8個 所

Q12貴 社は将来、 どの ようなタイプの情報処理サ ービス業 を指向 されて

お・りますか。'

商 圏

サ ー ビス 内容
単一県型 広域圏型 全国型

特定分野のサー ビスを行 う特化専

門型

4社

(33.3%)

7社

(58%)

1社

(8.3%)

あ らゆ る分 野 、 形態 のサ ー ビス を

行 う総 合情 報 処 理 サ ー ビス 型

5社

(13.8%)

18社

(50%)

13社

(36%)
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Q39国 際競 争 力 をそな えた リーデ ィン グ企業 の育成 に つい て 、 どの よ うに

お 考 え です か 。

Q41全 国 型 、 地 方 中核型 、地 方 中小 企 業対 象型 の3つ の 分 化 の 方 向 につ いて、

今後 の振興 策 を よ りきめ 細 か い もの に してい くた め には 、 この よ うな

lt階層分 化"の 考 え 方 を と る こ とが必 要 と考 え られ ま す か
。

無 回 答

10.4%

不 必要 で あ る

31.3%
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3)業 界再 編成 へ の 胎動 につ い て

業 界再 編 成 に つ い ては 前項 で タイ ミン グ につ い ての 調 査 内容 が

あ っ たが 、関 連 す る 設 問 にQ24、25が あ る(別 表 参 照)。Q

24で は合併 の経験、も し くは 合 併 を しよ う と考 えてい る社 が、 回

答53社 中11社(21%)あ り、Q25で は業 務 提 携 に つ いて、

経 験あb、 もしくは提 携 しよう と考 えて いる社 が ご 回 答54社 中

38社(70%)あ る。

ま た、 関連 した 事項 にQ16が ある 。 この 内容 を み る と支 出構

成 の うち 、外 注 費 が人件 費、 機 器 レ ン タ ル 料 に つ い で 第3位

15.7%と な って お・り、(別 表 参 照)前 項1-3流 通構 造 の実 態

と あわ せ て み る と、再 編成 へ の胎 動は 既 に進 行 し始 め た とみ る の

が妥 当 の よ うで ある。

ち な み に、Q29で は1兆3000億 円の 市場 に対 して わ れ

わ れ は何 を なすべ きか を 、 問 うて い るが 、別 表 の如 き回 答 が寄 せ

られ て い る 。
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Q24貴 社 は 、今 ま で に合 併 の経験 をお 持 ち ですか 。 また ・近 い将 来 に し よ う

とお 考 えで す か。

o

経 験 あ り 8社 1
.6.6%

し よ う と 考 え て い る 3社 6.2%

経 験 な し 26社 54.2%

し よ う と考 え て い な ら 16社 33.3%

Q25貴 社は、 今までに同業者 との業務提携の経験 をお 持 ちです か。また・

近い将来 に提携を しようとお考えですか。

経 験 あ り 28社 58.3%

し よ う と 考 え て い る 10社 20.8%

経 験 な し 11社 22.9%

し よ う と 考 え て い な い 5社 10.4%
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Q29昭 和60年 度 の情 報 処理 サー ビス業 の マー ケ ッ トは 、13,070億 円

(現 状 の3～4倍)に な る と予 想 され て い ま す。(座 構 審 ・情 報 産 業

部 会 の見 通 し)。

この 市場 を確 保 す る た め に、 われ わ れは 何 をすべ きだ とお考えですか。

1位 2位 3位

技 術 力 の 強 化 45% 技 術 力 の 強 化 34% 経営基盤の安 定 26%

経営基盤の安 定 43 設 備 の 強 化 23 自主的な研究開発 26

政府施策の強 化 7 経 営基盤の安 定 15 設 備 の 強 化 21

設 備 の 強 化 4 業 界 の 安 定 11 技 術 力 の 強 化 15

業 界 の 安 定 2 自主的な研究開発 9 政府 施策の強化 9

自主的な研究開発 一 政府施策 の強 化 6 業 界 の 安 定 4

そ の 他 一 そ の 他 2 そ の 他 一
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(2)望 ま しい 方 向の模 索

この 章 の1か ら前 項 ま で をた どって きて 、ま た 、 経済 社 会、 業 界

を と りま く背 景 をふ ま え て 、い ま確 実に いえ る こ とが一 つ あ る。 そ

れは 、将 来 を め ぐって 百 家争 鳴 の 現況 に つい て は そ れは そ れ と して

業界 自身 が いま や個 々の 企業 と国 との 関連にお・いて、ある仮 設 の もと

に 目標 を具 体的 に 設定 し、 試行検 討 の段 階へ 進 む 必 要 が ある とい う

こ とで あ る。

業 界構 造 が将 来 ど うあ るべ きか とい うこ とに つ いて 、企 業 の数 や

規 模 、 分布 、業 態 等 が どんな状 態 に あれ ば適 当か と 考え るこ とはむ

つ かし い 。 しか し、 この 問題 を極 めて 簡 潔 に、 本質 的 に考 え れば 、

業 と して 需要 は 拡 大 へ 、供 給 は凝 縮へ の1企 業 が 求 め る方 向 を、業

界 とい う単 位 で ど う追 求 して いけ ば よい か を模 索す れ ば い いわ け で、

この よ うな発 想 をす る方 が よ り具体 的 、 よ り実 質 的 に 問題 に対 処 で

きると考え られ る ので あ る。

そ こで まず 、 この 業 界の 業 の 性格が 、 国 や地 方 公 共 団 体 、企 業 等

の情報 処 理 を行 っ て い るとい う意 味 で公 共性 の 高い 性 格 を もっ て い

る こと、 ま た 、持 続 性 な い しは継続 性 を もつ とい う業 務の 性 質か ら、

高い 信 頼 度 が要 求 され る こ と、 つ ぎに こ れ らの基 本 的 な責 任 を負 い 、

か つ コン ピュー タ の もつ 特性 と情報 処理 とい う不 可視 的 な商 品媒 体

を もっ て業 とす る企 業 体質 であ る こと は 、大 きな 資金 力 と高 度 な知

識集 約 、 高 い 生産 性 、 安定 した経 営 が 必要で あ り 、 この こ とは 議 論

しつ くされ た 感 す ら あ る。

以 上 の よ うな認 識 の うえに た って現 在 の業 界 を考 えた と きに、い

ま一 体 何 が 問題 か とい え ぱ、 これ も語 りつ くされ た とい え る 零細 企

業 の集 り とい う業 界構 造 で あ る。この 構 造 か らの 脱 出 につ い て は、

個 々の企 業 に と っては人 材 の 育成 、技 術 力 ・生産 力 の向 上 、 マネ ジ

メン ト能 力の 酒 蓑 笠 が必要 で あ る。 これ を促 進 す るため の 業 界 団体
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の役 割 と し て は、 マー ケ ッ トシ ェアの拡 大、 ソ フ トウ ェア 流通 の 促

進 等 を 基 礎 とした 協業 化 、更 には業 務 提 携、 合 併 、 系列 化 等 に ょ っ

て全 体 の 体 質 を強 化 す る具 体的 方 向へ 歩 み 出す べ きであ ろ う。 その

うえで 個 々 の企 業 が な すべ きこと、業 界 と して 活 動す べ き こと、 国

が政 策 と して展 開す べ き ことを具 現 す べ き時期 で あ り、業 界構 造 は

どうあ るべ きか とい う段 階か ら、業 界構 造 を形 成 して い く実践 が 望

ま し い段 階 に至 った と考 え る。

業界 として考えれば、例え ば産 構 審予 測 の よ うに 、 昭和60年 の マ

ー ケ ッ トが1兆3 ,000億 円 で あ るとす れば 、 け っ して 大 きな市場

では ない か もしれ な い。 しか し、一 定 の 量 が なけ れば質 へ は転 化で

きな い 。

2-1で 試算 した如 く、年 平 均14%の 伸 びで(た ま たま ア ンケ

ー トの結 果 も14%で あ った。)他 か らの 参入 を必 要 とす る よ うで

は 、6年 後 も現状 と大 差 ない とい うこ とで あ ろ う。少 な くと も、20

%以 上 は最 低 の 目標 と して1兆3,000億 円 を上 回 る体 質 へ ど うす

れば もって い くこ とが で きるの か、 と い うこ とで あ らた めて業 界構

造 を検 討 し たい もの で あ る。
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付表 一1昭 和48年 ～52年 都 道府県別情報処理 サービス業の事業所数、売上高、従業員数等 の推移

都道

府県
年度

事 業 所 売 上 高 1事 業 所当 り 従 業 員
・

1事 業 所当 り 従業員1人 当り

総 数 前年比% 総額 百万円 前年比% 売上高百万円前年比% 総数 人 前年比% 従業員数 人 前年比% 売」塙 百別 前年比%

合

計

48 L105 167,162 151 47,675 43 3.5

49 1,322 119.6 245,262 146.7 186 123.2 58,723 123.2 44 102.3 4.2 120.0

50 L276 96.5 275,090 112.2 216 116.1 57,164 97.3 45 102.3 4.8 114.3

51 1,276 100.0 306,966 11輻6 241 111.6 59,025 103.3 46 102.2 5.2 108.3

52 1,640 12&5 412,580 134.4 252 104.6 71,641 121.4 44 95.7 5.7 109.6

北

海

道

48 19 2,000 105 713 38 2.8

49 25 13L6 2,874 143.7 115 109.5 924 129.6 37 97.4 3.1 110.7

50 22 88.0

51 20 90.9 4,040 202 781 39 52

52 35 175.0 6,462 160.0 185 91.6 1,261 16L5 36 92.3 5.1 98.1

青

森

48 4 179 45 116 29 1.6

49 3 75.0 274 153.1 91 202.2 109 94.0 36 124.1 2.5 156.3

50 3 100.0 403 147.1 134 147.3 108 99.1 36 100.0 3.7 148.0

51 3 100.0 566 140.4 189 141.0 102 99.4 34 94.4 5.6 151.4

52 3 100.0 624 110.2 208 110」 104 102.0 35 97.2 。5
.9 105.4

岩

手

48 5 618 124 189 38 3.3

49 5 100.0 547 88.5 109 87.9 191 101.1 38 100.0 2.9 87.9

50 5 100.0 635 116.1 127 116.5 189 99.0 38 100.0 33 113.8

51 5 100.0 818 128.2 164 129.1 199 105.3 40 105.3 4.1 124.2

52 5 100.0 955 116.7 191 116.5 224 112.3 45 112.5 4.2 102.4
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都道

府県
年度

事 業 所 売 上 高 1事業所当り 従 業 員. 1事業所当り 従業員1当 り

総 数 前年比% 総額 百万円 前年比% 売上高百万円 前年比% 総数 人 前年比% 従業員数 人 前年比% 売上高 莇 円前年比%

宮

城

48 22 .2,003 91 630 29 3.1

4 .9 25 113.6 2,729 136.2
「

109 119.8 733 116.3 29 100.0 3.8 122.6

50
'
23 92.0 3,370 123.5 147 134.9 713 97.3 31 106.9 4.7 123.7

51 23 100.0 4,602 136.6 200 136.1 764 107.2 33 106.5
'6 .1 129.8

52 27 117.4 5,353 ll6.3 198 99.0 . 957 125.3 35 106.1 5.7 93.4

秋

田

48 4 331 83 83 21 4.0

49 4 100.0 396 119.6 99 119.3 118 142.2 30

'
142.9 3.3 82.5

50 7 175.0 666 168.2 95
.

96.0 165 139.8 24 80.0 4.0 121.2

51 7 100.0 998 1498 143 150.1 226 137.0 32
「

133.3 4.5 112.5

52 6 85.7 959 96.1 160 11L9 170 75.2 28 87.5 5.7 126.7

山

形

48 6 409 61 158 26 2.3

49 6 100.0 549 134.2 92 150.8 174 110.1 29 11L5 32 139.1

50 6 100.0 665 121.2 110 119.6 198 113.8 33 113.8 3.3 103.1

51 7 116.7 860 129.3 123 111.8 199 100.5 28 84.8 4.4 133.3
.

52 7 100.0 923 107.3 132 107.3 222 11L6 32 114.3 4.1 932

福

島

48 9 664 74 314 35 2.1

49 9 100.0 891 134.2 99 133.8 374 119.1 42 120.0 2.4 114.3

50 9 100.0 1,040 1138 116 117.2 363 97.1 40 95.2 2.9 120.8

51 10 111.1 1,386 133.3 139 119.8 385
も

106.1 39 97.5 3.6 124.1

52 15 150.0 1,765 127.3 118 84.9 472 122.6 31 79.5 3.8 105.6

,
、

、
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都道

府県
年度

事 業 所 売 上 高 1事 業 所当 り 従 業 員 1事 業 所当 り 従業員1人 当り

総 数 前年比% 総額 百万円 前年比% 売⊥高 百万円揃年比% 総数 人 前年比% 従業員数 人 前年比% 売上高百万円 前年比%

茨

城

一48 』 679 85 302 38 22

49 9 112.5 805 118.6 89 104.7 354 117.2 39 102.6 2.3 104.5

50 7 77.8 1,002 124.5 143 160.7 270 76.3 39 100.0 3.7 160.9

51 9 128.6 1,424 142.1 158 110.5 321 118.9 36 92.3 4.4 118.9

52 8 88.9 L725 121.1 216 136.7 336 104.7 42 116.7 5.1 115.9

栃

木

48 4 129 32 89 22 1.5

49 5 125.0 506 392.2 101 315.6 163 183.1 33 150.0 3.1 206.7

5・0 5 100.0 589 116.4 118 116.8 129 79.1 26 78.8 4.5 145.2

51 4 80.0 673 114.3 168 142.4 151 117.1 38 105.6 4.4 97.8
.

52 7 175.0 1,040 154.5 149 88.7 221 146.4 32 84.2 4.7 106.8

群

馬

48 9 1,079 120 425 4』7 2.6'

49 8 88.9 1,570 145.5 196 163.3 500 11τ6 63 134.0 3.1 ll9.2

50 12 150.0 2,077 132.3 173 88.3 583 116.6 49 77.8 3.5 112.9

51 12 100.0 2,423 116.7 202・ 116.8 624 107.0 52 83.9 3.9 111.4

52 12 100.0 3,071 126.7 256 126.7 744 119.2 62 119.2 4.i 105.1

埼

玉

48 12 617 51 306 26 2.0

49 14 116.7 5β83 872.4 385 754.9 840 274.5 60 230.8 6.4 320.0

50 13 92.9 3,490 64.8 268 69.6 524 624 40 66.7 6.7 104.7

51 13 100.0 3,442 98.6 265
・

98.9 660 126.0 51 127.5 5.2 77.6

52 22 169.2 2,966 86.2 135 50.9 774 117.3 35 68.6 3.9 75.0
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都道

府県
年度

事 業 所 売 上 高 1事 業所当 り 従 業 員 1事業所当り 従業員1人 当 り

総 数 前年比% 総額 百万円 前年比% 売上高 百万円前年比% 総数 人 前年比% 従業員数 人 前年比% 売上高 百耳弓前年比%

千

葉

48 11 816 74 416 38 1.9

49 21
190.9

1,251 153.3 60 81.1 532 127.9 25 65.8 2.4 1263

50 17
8LO

1,425 113.9 84 140.0 524 98.5 31 124.0 2.7 112.5

51 18
105.9

1,783 125.1 99 117.9 554 105.7 31 100.0 82 118.5

52 22
122.2

2,467 138.4 112 113.1 586 105.8 27 87.1 4.1 128.2

東

京

48 485 94,649 19'5 24,673 51 3.8

49 571 117.7 139,671 147.6 245 125.6 30,233 122.5 53 103.9 4.6 121.1

50 517 90.5 153,446 109.9 297 1212 27,903 92.3 54 10L9 5.5 119.6

51 501 96.9 161,337 105.1 322 108.4 28,643 102.7 57 105.6 5.6 101.8

52 770 153.7 232,008 143.8 301 93.5 37,963 132.5 49 86.0 6.1 108.9

神

奈

川

48 43 9,103 212 3,627 84 2.5

49 65 151.2 14,975 164.5 230 108.5 4,301 118.6 66 78.6 3.5 140.0

50 72 110.8 16,975 113.3 236 102.6 4,663 1084 65 98.5 3.6 102.g

51 65 90.3 19,599 115.5 302 128.0 4,885 104.8 75 115.4 4.0 11L1

52 71 109.2 3τ661 192.2 530 1755 5,501 112.6 77 102.7 6.9 172.5

新

潟

48 17 1,520 89 633 37 2.4

49 19 111.8 2,219
.

146.0 117 131.5 790 124.8 42 113.5 2.8 116.7

50 22 115.8 2β34
r

127.7 129 110.3 829 104g 38 90.5 3.4 1214

51 21 95.5 2,885 101.8 137 106.2 720 86.9 34 89.5 4.0 117.6

52 21 100.0 2,946 102.1 140 102.2 732 101.7 35 102.9 4.0 100.0

■
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都道

府県
年度

事 業 所
'売 上 高

1事 業所当 り 従 業 員 1事 業 所当 り 従業員1人 当り

総 数 前年比% 総額 百万円 前年比% 売上高 百万円 前年比% 総数 人 前年比% 従業員数 人 前年比% 売上高 百万円 前角比%

山

梨

48
3

206 69 92 31 22

49 5 166.7 327 158.7 65 94.2 138 150.0 28 90.3 2.3 104.5

50 4 80.0 454 138.8 114 175.4 137 99.3 34 121.4 3.4 147.8

51 4 100.0 505 11L2 126 110.5 150 109.5 38 111.8 3.3 97.1

52 7 175.0 673 133.3 96 76.2 195 130.0 28 73.7 3.4 103.0

長

野

48 14 864 62 . 541 39 1.6

49 20
142.9 1,801 208.4 90

1145
.2 745 . 137.7 37 94.9 2.4 150.0

50 22 110.0 2,187、 121.4- 99 110.0 821 110.2 37 100.0 2.7 112.5

51 17 77.3 2,746 125.6 162 163.6 871 106.1 51 137.8 3.2 118.5

52 16 94.1 3,205 116.0 200 123.5 826 94.8 52 102.0 3.8 .118.8

静

岡

48 15 1,981 132 378 25 5.3

49 20 1333 1,172 59.2 59 44.5 443 117.2 22 88.0 2.7 50.9

50 21 105.0 1,604 136.g 76 128.8 480 108.4 23 104.5 3.3 122.2

51 19 90.5 1,654 103.1 87 ll4.5 527 109.8 28 121.7 3.1 939

52 27 142.1 2,501 151.2 93 106.9 660 125.2 24 85.7 3.9 125.8

富

山

48 5 721 144 283 57 2.5

49 7 140.0 1,265 175.5 181 125.7 411 145.2 59 103.5 3.1 124.0

50 10 142.g 1,473 116.4 144 79.・6 445 1083 45 76.3 3.2 103.2

51 12 120.0 1,725 117.1 144 100.0 455 102.2 38 84.4 3.8 ll8.8

52 12 100.0 2,225 129.0 185 128.5 475 104.4 40 105.3 4.6 121.1
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都道

府県
年度

事 業 所 売 上 高 1事 業 所 当 り 従 業 員 1事業所当り 従業員1入 当り

総 数 前年比% 総額 百万円 前年比% 売上高百万円 前年比% 総数 人 前年比% 徒業員数 人 前年比% 売上高 百万円 前年比%

石

川

48 8 921 115 399 50 2.3

49 7 87.5 1,243
135.0 178 154.8 352 88.2 50 100.0 316 156.5

50 11 157.1 1,867 150.2 170 95.5 429 12L9 39 78.0. 4.4 122.2

51 10 90.9 2,028 108.6 203 119.4 413 963 41 105.1 5.0 113.6

52 10 100.0 2,071 102.1 207 102.0 499 120.8 50 122.0 4.1 82.0

岐

、

阜

48 3 286 95 121 40 2.4

49 6 200.0 456 159.4 76 80.0 166 137〔2 28 70.0 2.7 112.5

50 6 100.0 630 138.2 105 138.2 196 118.1 33 117.9 3.2 118.5

51 13 216.7 835 132.5 64 61.0 240 122.4
'18

54.5 3.6 ll2.5

52 14 107.7 1,102 132.0 79 123.4 255 106.3 18 100.0 4.4 122.2

愛

知

48 70 9,346 134 2β24 33 4.1

49 82 117.1 10.89'0 116.5 133 99.3 2,481. 106.8 30 90.9 4.4 107.3

50 87 106.1 13,361 122.7 154 115.8 2,677 107.g 31 103.3 5.0 113.6

51 100 ll4.9 19,754 147.8 198 128.6
㌣

3,172 118.5 32 103.2 6.2 124.0

52 99 99.0 18,631 94.3 188 94.9 3,171 100.0 32 100.0 5.9 95.2

三

重

48 3 364 121 135 45 2.7

49 5 166.7 509 139.8 102 84.3 144 106.7 29 64.4 3.5 129.6

50
'4

80.0 671 131.8 168 164.7 149 103.5 37 127.6 4.5 128.6

51 4 100.0 725 108.0 181 107.7 146 98.0 37 100.0 4.9 108.9

52 4 100.0 821 113.2 205 113.3 157 107.5 39 105.4 5.3 108.2

句

〆
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都道

府県
年度

事 業 所 売 上 高 1事 業 所当 り 従 業 員 1事 業所当り 従業員1人 当り

総 数 前年比% 総額 百万円 前年比% 売上高.百万円 前年比% 総数 人 前年比% 従業員数 人 前年比% 売上高 百石円 前年比%

福

井

48 9 709 79 274 30 2.6

49 9 100.0 882 124.4 98 124.1 24,7 . 90.1 27 90.0 3.6 138.5

50 7 77.8 1,196 135.6 171 174.5 332 1'34.4= 47 174.1 3.6 100.0

51 9 128.6 1,381 115.5 153 89.5 351 105.7 39 83.0 39 108.3

52 10 111.1 1,641 118.8 164 107.2 373 106.3 37 94.9 4.4 112.8

滋

賀

48 6 247 41 108 18 2.3

49 8 133.3 501 202.8 63 153.7 251 232.4 31 172.2 2.0 87.0

50 7 87.5 599 119.6 86 1365 233 92.8 33 106.5 2.6 130.0

51 8 114.3 722 120.5 90 104.7 250 107.3 31 93.9 2.9 111.5

52 8 100.0 751 104.0 94・ 104.4 249 99.6 31 100.0 3.0 1034

京

都

48 6 679 113 264 44 2.6

49 9 150.0 917 133.6 101 89.4 348 131.8 39
1

88.6 2.6 100.0

50 9 100.0 1,213 133.7 135 133.7 302 86.8 34 87.2 4.0 153.8

51 13 144.4 2,017 166.3 155 114.8 390 129.1 30 88.2 5.2 130.0

52 16 123.1 3,220 159.6 201 129.7 773 198.2 48 160.0 4.2 80.8

大

阪

48 146 20,593 141 5,112 35 4.0

49
・170

, ll6.4 29,874 145.1 176 124.8 6,916 1353 41 117:1 4.3 107.5

50 160 94.1 33,803 113.2 211 119.9 7,138 103.2 45 109.8 4.7 109.3

51 151 94.4 39,341 116.4・ 261 123.7 6,821 95.6 45 100.0 58 123.4

52 1.60 106.0 42,501 108.0 266 101.9 .6,843 100.3 43 95.6 6.2 106.g
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都道

府県
年度

事 業 所 売 上 高 1事 業所当り 従 業 員 1事業所当り
『従業員

1人 当 り

総 数 前年比% 総額 百万円 前年比% 売」塙 百万円 前年比% 総数 人 前年比% 従業員数 人 前年比% 売上高百万円 前年比%

兵

庫

48 20 2,788 139 866 49 3.2

49 21 105.0 3,519 126.2 168 120.9 882 101.8 42 977 4.0 125.0

50 21 100.0 4,375 124.3 208 123.8 934 105.9 45 1071 4.6 115.0

51 21 !00・0
4,809 109.9 229 110.1 973 104.2 46 1022 5.0 1087

52 26 123.8 5,487 114.1 211 92.1 1,057 108.6 41 89.1 5.1 102.0

奈

良

48 1
.

49 1 100.0

50 1 100.0

51 1 100.0

52 1 100.0

1

和

歌

山

48 6

49 6 100.0

50 5 83.3

51 4 80.0

52 4 100.0

、、

鳥

取

48 3 159 53 59 20 27

49 3' 100.0 164 103.1 55 103.8 51 86.4 17 85.0 3.2 118.5

50 3 100.0 245 149.4 82 149.1 50 98.0 17 100.0 4.8 150.0

51 5 166.7 292 1192 58 70.7 75 150.0 15 88.2 .3.9 81.3

52 4 80.0 476 163.0 119 2'05.2 111 148.0 28 186.7' 4.3 110.3

,
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都道

府県
年度

事 業 所 売 上 高
、

1事 業所当り 従 業 員 1事 業 所当 り 従業員1人 当り

総 数 前年比% 総額 百万円 前年比% 売上高莇 円 前年比% 総数 人 前年比% 従業員数 人 前年比% 売上高百万円 前年比%

島

根

48 4 80 20 '
52 13 1.5

49 5 125.0 238 297.5 48 240.0 93 178.8 19 146.2 2.5 166.7

50 5 100.0 322 135.3 64 1333 95 102.2 19 100.0 3.4 136.0

51 7 140.0 500 155.3 71 110.9 125 131.6 18 94.7 3.9 114.7

52 7 100.0 502 100.4 72 10t4 127 101.6 18 100.0 4.0 102.6

岡

山

48 12 1,319 110 519 43. 2.6

49 14 116.7 2,127 161.3 152 138.2 634 122.2 45 104.7 34 130.8

50 17 121.4 3,402 159.9 200 133.3 757 119.4 45 100.0 4.4 129.4

51 17 100.0 3,183 93.6 187 93.5 693 91.5 41 9L1 4.6 104.5

52 17 100.0 3,181 99.9 187 100.0 705 101.7 41 ioO.0 4.6 100.0

広

島

48 34 2,618 77 899 26 3.0

49 34 100.0 5,998 229.1 176 228.6 982 109.2 29 llL5 6.1 203.3

50 32 94.1 3,965 66.1 124 705 984 100.2 31 106.9 4.0 65.6

51 36 ll2.5 4,972 125.4 138 1113 1,135 1153 32 103.2 4.3 107.5

52 42 116.7 5,882 118.3 140 101.4 1,260 111.0 30 93.8 47 109.3

山

口

48 12 723 60 324 27 2.2

49 14 116.7 926 126.5 66 110.0 357 、 110.2 26 96.3 2.5 li3.6

50 12 85.7 1,138 122.9 95 143.9 328 91.9 27 103.8 35 140.0

51 14 116.7 1,543 135.6 110 1158 370 112.8 26 96.3 4.2 120.0

52 14 100.0 1,710 110.8 122 110.9 372 100.5 27 103.8 4.5 107.1
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部道

府県
年度

事 業 所 売 上 高 1事 業 所当 り 従 業 員 1事業所当 り 従業員1人 当 り

総 数 前年比% 総額 百万円 前年比% 売上高百万円前年比% 総数 人 前年比% 従業員数 人 前年比% 売上高百万円 前年比%

徳

島

48 4 162 41' 55 14 2.9

49 4 100.0 176 108.6 44 107.3 51 92.7 13 92.9 3.4 117.2

50 5 125.0 225 127.8 45 102.3 58 113.7 12 92.3 3.8 111.8

51 5 100.0 242 107.6 48 106.7 60 103.4 12 100.0 4.0 105.3

52 5 100.0 376 155.4 75 156.3 80 133.3 16 133.3 4.7 117.5

香

川

48 8 455 57 184 23 2.5

49 7 87.5 590 129.7 84 147.4 178 96.7 25 108.7 3.4 136.0

50 5 71.4 578 98.0 116 138.1 159 893 32 128.0 3.6 1059

51 5 100.0 884 152.9 177 152.6 171 107.5 34 106.3 5.2 144.4

52 7 140.0 1ρ24 115.8 146 82.5 228 1333 33 97.1 4.4、 84.6

'

愛

媛

48 6 395 60 152 25 24

49 7 116.7 499 126.3 71 118.5 203 133.6 29 116.0 2.4 100.0

50 7 100.0 779 156.1 111 156.3 242 119.2 35 120.7 3.2 133.3

51 8 114.3 997 128.0 125 112.6 257' 106.2 31 88.6 4.0 125.0

52 8 100.0 1,219 122.3 152 121.6 281 109.3 35 112.9 4.3 107.5

高

知

48 7 328 47
,

112 16 2.9

49 10 142.9 428 130.5 43 91.5 172 153.6 17 106.3 2.5 86.2

50 14 140.0 642 150.0 46 107.0 202 117.4 14 82.4 33 132.0

51 13 92.9 713 111.1 55 119.6 209 1035 16 114.3 3.4 103.0

52 13 100.0 826 115.8 64 116.4 219 104.8 17 106.3 3.8 111.8

7

●
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都道

府県
年度

事 業 所 売 上 高 1事 業 所当 り 従 業 員 1事 業 所当 り 従業員1人 当 り

総 数 前年比% 総額百万円 前年比% 売上高百万円前年比% 総数 人 前年比% 従業員数 人 前年比% 売上高百万弓 前年比%

福

岡

48 24 4,809 200 LO98 46 4.3

49 27 112.5 3β14 75.2 134 670 1,161 105.7

・

43 93.5 3.1 72.1

50 25 92.6 4,179 115.6 167 124.6 918 79.1 37 86.0 4.5 145.2

51 26 104.0 4,528 1084 174 104.2 920 100.2 35 94.6 50 111.1

52 42 161.5 6,842 151.1 163 93.7 1,336 145.2 27 7τ1 6.0 120.0

佐

賀

48 2

49 3 150.0 77 26 49 16 1.6

50 2 66.7

51 2 100.0

52 2 100.0

長

崎

48 4 312 78 124 31 2.5

49 4 100.0 316 101.3 79 101.3 122 98.4 31 100.0 23 92.0

50 4 100.0

51 4 100.0 411 103 145 36 2.9

52 4 100.0

48 3 267 89 124 41 2.2

49 10 333.3 516 193.3 52 58.4 234 188.7 23 56.1 2.7 122.7

50 15 150.0 960 186.0 64 71.9 293 125.2 20 87.0 3.2 118.5

51 14 93.3 1,104 115.0 79 1234 292 99.7 21 105.0 38 118.8

52 14 100.0 1,266 114.7 90 113.9 313 1072 22 104.8 4.1 1079
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都道

府県
年度

事 業 所 売 上 高 1事業所当 り 従 業 員 1事業所当り 従業員1人 当り

総 数 前年比% 総額 百万円 前年比% 売上高百万円前年比% 総数 入 前年比% 従業員数 人 前年比% 売上高百耳弓前年比%

大

分

48 3 218 73 88 29 2.5

49 4 133.3 296 1358 74 101.4 117 133.0 29 100.0 2.6 104.0

50 5 125.0 497 167.9 99 1338 124 106.0 25 86.2 4.0 153.8

51 4 80.0 538 1082 135 136.4 121 98.4 30 120.0 4.5 112.5

52 4 100.0 619 115.1 155 114.8 141 116.5 35 116.7 4.4 97.8

宮

崎

48 2

49 4 200.0 396 99 121 30 33

50 4 100.0 656 165.7 164 165.7 119 98.3 30 100.0 5.5 166.7

51 5 125.0 773 117.8 155 94.5 130 109.2 26 86.7 6.0 109.1

52 5 100.0 892 1154 166 167.1 160 123.1 32 123.1 5.2 86.7

鹿

児

島

48 4 278 70 121 30 2.3

49 4 100.0 341 122.7 85 1214 129 106.6 32 106.7 2.7 ll7.4

50 4 100.0 496 145.5 124 145.9 145 112.4 36 112.5 3.4 125.9

51 4 100.0

52 4 100.0 690 173 157 39 4.4

沖

縄

48

49 3 351 117 115 38 3.1

50 2 66.7

51 3 150.0 360 120 102 34 3.5

52 3 100.0 495 137.5 165 137.5 116 113.7 39 114.7 4.2 120.0

禽
●

` ,
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付表一2昭 和4パ2年 都道府県別従業員規模別情報処理サービス業の事業所数の推移及び全国での構成比

都道

府県
年度

1～4人 5～9人 10～29人 30～49人 50人 以 上 合 計

事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比

合

計

48 125 164 385 159 272 1,105 100.0

49 165 218 417 229 293 1,322 100.0

50 155 213 404 196 308 1,276 100.0

51 142 205 407 196 326 1,276 100.0

52 178 100.0 273 100.0 545 100.0 222 100.0 422 100.0 1,640 100.0

北

海

道

48 1 4 5 6 3 19 1.7

49 3 5 8 5 4 25 1.8

50 2 5 6 5 4 22 17

51 2 4 4 6 4 20 1.6

52 4 9 33 9 1.7 4 1.8 9 2.1 35 2.1

青

森

48 1 2.2 1 1 1 4 03

49 1 2 3 02

50 1 2 3 0.2

51 1 2 3 0.2

52 1 0.2 2 0.9 3 02

岩

手

48 3 1 1 5 0.5

49 1 1 2 1 5 0.4

50 2 2 1 5 04

51 2 2 1 5 0.4

52 1 0.4 2 0.4 1 0.5 1 0.2 5 0.3
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部道

府県
年度

1～4人 5～9人 10～29人 30～49人 50人 以 上 合 計

事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比

宮

城

48 5 4 7 2 4 22 2.0

49 4 2 12 3 4 25 L9

50 4 1 11 3 4 23 輻8

51 4 1 10 2 6 23 1.8

52 5 2.8 2 0.7 10 1.8 3 1.4 7 1.7 27 1.6

秋

田

48 1 2 1 4 04

49 2 1 1 4 0.3

50 1 1 2 3 7 0.5

51 1 2 2 2 7 0.5

52 1 04 2 04 2 0.9 1 0.2 6 04

山

形

48 1 2 3 0.2

49
4 2 6 0.5

50
4 2 6 0.5

51 1 4 2 7 0.5

52 2 0.7 3 0.6
2 0.5 7 04

福

島

48 1 2 2 4 9 08

49 1 3 1 4 9 0.7

50 1 3 1 4 9 0.7

51 1 5 4 10 0β

52 6 2.2 5 0.9 4 0.9 15 0.9
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都道

府県
年度

1～4人 5～9人 10～29人 30～49人 50人 以 上 合 計

事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比

茨

城

48 1 1 3 1 2 8 0.7

49 5 1 1 2 9 0.7

50 1 3 3 7 0.5

51 2 1 3 3 9 0.7

52 2 1.1 2 0.7 1 0.5 3 0.7 8 0.5

栃

木

48 1 2 1 4 0.4

49 1 2 1 1 5 0.4

50 2 2 1 5 0.4

51 1 2 1 4 0.3

52 1 0.6 1 0.4 2 0.4 1 0.5 2 0.5 7 0.4

群

馬

48 2 2 2 3 9 0.8

49 1 1 2 4 8 0.6

50 3 3 6 12 0.9

51 2 4 6 12 0.9

52 2 0.7 3 0.6 1 0.5 6 1.4 12 0.7

埼

玉

48 1 8 1 2 12 1ユ

49 1 2 5 1 5 14 11

50 2 5 4 2 13 1.0

51 2 4 4 3 13 10

52 1 0.6 4 1.5 8 1・5
.

'5 2.3 4 0.9 221131
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都道

府県
年度

1～4人 5～9人 10～29人 30～49入 50入 以 上 合 計

事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比

千

葉

48 2 1 1 4 3 11 1.0

49 3 6 4 5 3 21 L6

50 3 2 4 3 5 17 L3

51 2 2 7 2 5 18 L4

52 6 3.4 1 0.4 9 1.7 1 0.5 5 L2 22 1.3

東

京

48 49 68 177 57 134 485 43.9

49 79 76 182 97 137 571 43.2

50 59 81 159 74 144 517 40.5

51 50 73 155 74 149 501 39.3

52 73 41.0 118 43.2 260 477 104 468 ・215 50.9 770 470

神

奈

川

48 3 5 11 10 14 43 38

49 6 9 22 11 17 65 4.9

50 5 10 26 13 18 72 5.6

51 2 11 21 13 18 65 5ユ

52 3 L7 9 3.3 21 3.9 11 5.0 27 6.4 71 43

新

潟

48 3 2 6 2 4 17 1.5

49 1 4 5 6 3 19 1.4

50 2 4 7 5 4 22 1.7

51 1 5 7 5 3 21 1.6

52 2 1.1 4 1.5 7 13 5 2.3 3 0.7 21 13
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都道

府県
年度

1～4人 5～9人 10～29人 30～49人 50人 以 上 合 計

事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比

山

梨

48 1 1 1 3 03

49 4 1 5 0.4

50 2 1 1 4 03

51 2 1 1 4 0.3

52 5 0.9 2 0.5 7 04

長

野

48 3 2 5 2 2 14 1.3

49 3
、

5 9 1 2 20 L5

50 5 2 11 2 2 22 1.7

51 5 2 5 2 3 17 1.3

52 3 L7 1 0.4 7 13 2 0.9 3 0.7 16 1.0

静

岡

48 3 1 6 3 2 15 1.4

49 2 4 9 3 2 20 1.5

50 2 4 11 2 2 21 1.6

51 2 4 8 2 3 19 1.5

52 2 1.1 8 2.9 11 2.0 3 1.4 3 0.7 27 1.6

富

山

48 1 2 2 5 0.5

49 1 1 3 2 7 0.5

50 1 1 3 3 2 10 0.8

51 1 2 4 3 2 12 0.9

52 1 0.6 2 0.7 3 0.6 3 1.4 3 0.7 12 07
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都道

府県
年度

1～4人 5～9人 10～29人 30～49人 50人 以 上 合 計

事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比

石

川

48 1 3 1 3 8 0.7

49 1 2 1 3 7 0.5

50 1 5 2 3 11 0.9

51 1 3 2 4 10 0.8

52 1 0.4 3 0.6 2 0.9 4 0.9 10 0.6

岐

阜

48 1 2 3 0.2

49 2 1 1 2 6 0.5

50 2 1 1 2 6 0.5

51 4 2 5 2 13 LO

52 5. 2.8 1 0.4 6 1.1 2 0.5 14 0.9

愛

知

48 7 14 22 10 17 70 53

49 13 17 20 15 17 82 6.2

50 16 18 21 14 18 87 6.8

51 14 20 32 15 19 100 7.8

52 ll 6.2 22 8.1 35 6.4 8 3.6 23 55 99 6.0

三

重

48 1 1 1 3 02

49 1 2 1 1 5 0.4

50 2 1 1 4 0.3

51 2 1 1 4 0.3

52 2 0.4 1 0.5 1 02 4 0.2

φ
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都道

府県
年度

1～4人 5～9人 10～29人 30～49人 50人 以 上 合 計

事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比

福

井

48 3 2 1 3 9 0.8

49 5 1 3 9 0.7

50 2 2 3 7 0.5

51 3 1 1 4 9 0.7

52 2 1.1 2 0.7 1 0.2 1 0.5 4 0.9 10 0.6

滋

賀

48 1 1 3 1 6 0.5

49 1 1 1 3 2 8 "

50 1 3 1 2 7 0.5

51 1 2 3 2 8 0.6

52 1 0.6 1 0.4 1 0.2 3 1.4 2 0.5 8 0.5

京

都

48 1 1 2 2 6 0.5

49 2 4 1 2 9 07

50 2 1 3 1 2 9 07

51 3 2 3 3 2 13 1.0

52 2 1.1 3 11 5 0.9 1 0.5 5 1.2 16 1.0

大

阪

48 24 24 46 20 32 146 13.2

49 25 31 54 23 37 170 12.9

50 28 30 48 18 36 160 12.5

51 23 23 48 20 37 151 11.8

52 22 12.4 32 11.7 48 88 19 8.6 39 9.2 160
、
9.8

'
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都道

府県
年度

1～4人 5～9人 10～29人 30～49人 50人 以 上 合 計

事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比

兵

庫

48 2 3 8 2 5 20 1.8

49 3 10 4 4 21 16

50 1 2 10 4 4 21 1.6

51 1 3 9 3 5 21 1.6

52 5 2.8 3 1.1 9 1.7 4 1.8 5 12 26 L6

奈

良

48 1 1 0.1

49 1 1 0.1

50 1 1 0.1

51 1 1 0.1

52 1 0.2 1 0.1

和

歌

山

48 3 1 1 1 6 0.5

49 1 3 1 1 6 0.5

50 1 3 1 5 04

51 1 2 1 4 0.3

52 1 0.6 2 0.7 1 0.2 4 0.2

鳥

取

48 1 1 1 3 0.3

49 1 1 1 3 02

50 1 1 1 3 02

51 1 1 2 1 5 0.4

52 1 0.6 1 0.2 1 0.5 1 0.2 4 0.2
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都道

府県
年度

1～4人 5～9人 10～2臥 人 30～49人 50人 以 上 合 計

事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比

島

根

48 1 1 2 4 0.4

49 2 2 1 5 0.4

50 4 1 5 04

51 6 1 7 05

52 2 0.7 4 0.7 1 0.5 7 0.4

岡

山

48 1 4 4 3 12 L1

49 1 2 4 4 3 14 1.1

50 2 2 4 5 4 17 L3

51 1 4 6 2 4 17 13

52 1 0.6 5 1.8 4 0.7 3 1.4 4 17 1.0

広

島

48 3 8 10 8 5 34 3.1

49 3 6 11 8 6 34 2.6

50 2 6 11 4 9 32 2.5

51 6 7 9 3 11 36 2.8

52 6 3.4 7 2.6 14 2.6 6 2.7 9 42 2.6

山

口

48 2 6 3 1 12 1.1

49 1 3 4 5 1 14 L1

50 1 6 3 2 12 0.9

51 1 1 6 4 2 14 1.1

52 1 0.6 1 0.4 7 1.3 3 1.4 2 14 09
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都道

府県
年度

1～4人 5～9人 10～29人 30～49人 50人 以 上 合 計

事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比

徳

島

48 1 2 1 4 0.4

49 1 2 1 4 0.3

50 2 2 1 5 04

51 1 2 1 1 5 0.4

52 1 0.6 3 1.1 1 0.5 5 03

香

川

48 1 2 2 3 8 0.7

49 1 1 2. 2 1 7 0.5

50 1 2 1 1 5 04

51 1 1 2 1 5 04

52 1 0.4 4 0.7 2 7 0.4

愛

媛

48 5 1 6 0.5

49 1 4 1 1 7 0.5

50 1 3 1 2 7 0.4

51 1 2 2 1 2 8 0.6

52 1 0.6 2 0.7 2 0.4 1 0.5 2 8 0.5

高

知

48 1 1 4 1 7 0.6

49 2 3 2 3 10 0.8

50 2 8 1 2 1 14 1.1

51 2 5 3 2 1 13 LO

52 1 0.6 5 1.8 4 0.7 2 0.9 1 13 0.8
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都道

府県
年度

1～4入 5～9人 10～29人 30～49人 50入 以 上 合 計

事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比

福

岡

48 3 10 3 8 24 22

49 1 4 10 4 8 27 2.0

50 2 3 9 4 7 25 2.0

51 3 2 11 4 6 26 2.0

52 8 4.5 4 1.5 12 2.2 9 4.1 9 42 2.6

佐

賀

48 1 1 2 0.2

49 1 2 3 02

50 2 2 02

51 1 1 2 0.2

52 1 0.2 1 0.5 2 0.1

長

崎

48 2 1 1 4 0.4

49 2 2 4 03

50 2 1 1 4 0.3

51 2 1 1 4 0.3

52 1 0.6 1 0.2 1 0.5 1 4 0.2

48 1 2 3 0.3

49 2 3 4 1 10 0.8

50 4 4 1 5 1 15 1.2

51 4 2 3 3 2 14 L1

52 3 L7 3 1.1 3一 0.6 3 1.4 2 14 0.9



ー

N
o。
o。
ー

都道

府県
年度

1～4人 5～9人 10～29人 30～49人 50人 以 上 合 計

事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比

大

分

48 1 1 1 3 0.3

49 1 2 1 4 0.3

50 1
3 1 5 0.4

51 1 1 1 1 4 0.3

52 1 04 2 0.4 1 4 02

宮

崎

48 1 1 2 0.2

49 1 1 1 1 4 0.3

50 1 1 1 1 4 0.3

51 1 3 1 5 0.4

52 1 0.6 1 0.2 2 0.9 1 5 0.3

鹿

児

島

48 1 1 1 1 4 04

49 1 2 1 4 0.3

50 1 2 1 4 0.3

51 1 2 1 4 0.3

52 1 0.4 2 0.4 1 4 02

沖

縄

48

49 1 1 1 3 02

50 1 1 2 02

51 1 1 1 3 0.2

52 1 0.6 1 0.4 1 3 0.2
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付表一3昭 和48～52年 都道府県別従業員規模別情報処理サービス業の売上高の推移及び全国での構成比 (単 位:百 万円)

都道

府県
年度

1～4入 5～9人 10～29人 30～49人 50人 以 上 合 計

売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比

合

計

48 1,184 4,045 23,658 20,293 117,982 167,162 100.0

49 2,097 5,699 28,768 36,998 171,701 245,264 100.0

50 2,121 7,016 33,803 29,976 202,176 275,091 100.0

51 2,726 7,689 39,026 37,005 220,521 306,966 100.0

52 4,124 100.0 12464 100.0 55,865 100.0 46,018 100.0 294,110 100.0 412,581 100.0

北

海

道

48 8 179 301 593 920 2,001 1.2

49 57 193 558 584 2,166 3,558 1.5

50 9 369 391 736 2,610 4,116 1.5

51 7 249 406 955 2,548 4,165 1.4

52 82 2.0 374 3.0 815 輻5 778 1.7 4,229 1.4 6,278 1.5

青

森

48 2 50 35 161 247 0.2

49 57 254 17 329 0.1

50 80 401 19 500 0.2

51 1 104 560 665 0.2

52 3 0.1 3 131 0.2 591 13 728 0.2

岩

手

48 7 364 27 245 643 0.4

49 9 9 140 132 302 593 0.2

50 3 2 99 170 389 663 0.2

51 3 5 174 210 526 918 0.3

52 7 02 7 0.1 284 0.5 167 0.4 685 0.2 1,149 0.3
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都道

府県
年度

1～4人 5～9人 10～29人 30～49人 50人 以 上 合 計

売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比

宮

城

48 21 34 243 217 1261 1,776 1■

49 12 29 395 249 1,623 2,308 OO

50 21 6 540 357 1,999 2,924 1.1

51 22 11 659 494 2,584 3770 1.2

52 30 0.7 24 0.2 753 1.3 443 1.0 3,138 1.1 4,389 1ユ

秋

田

48 7 1 74 261 28 370 0.2

49 20 162 71 285 539 0.2

50 2 19 134 513 2 670 0.2

51 23 181 118 538 860 0.3

52 2 1 238 0.4 671 1.5 72 975 0.2

山

形

48 2 135 112 194 442 0.3

49 205 0 389 595 0.2

50 2 219 7 482 710 0.3

51 24 272 31 644 971 0.3

52 5 0.1 81 0.6 265 0.5 29 0.1 692 0.2 1,071 0.3

福

島

48 12 24 49 559 644 0.4

49 4 42 143 9 715 913 04

50 7 65 75 23 889 1ρ59 0.4

51 3 112 116 55 1,136 1,422 0.5

52 2 136 1.1 234 0.4 41 0.1 1282 0.4 1,695 04
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都道

府県
年度

1～4人 5～9人 10～29人 30～49人 50入 以 上 合 計

売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上.高 構成比

茨

城

48 4 2 89 24 787 905 0.5

49 1 86 30 ll2 1202 1,431 0.6

50 6 72 36 5 1,668 L788 0.6

51 34 72 180 26 2,079 2,392 08

52 48 L2 73 0.6 161 0.3 139 0.3 2,459 0.8 2,879 0.7

栃

木

48 6 9 35 106 253 409 0.2

49 6 21 39 225 597 887 0.4

50 1 26 207 19 843 1ρ97 04

51 1 38 78 284 829 1,230 0.4

52 96 2.3 55 0.4 216 0.4 123 0.3 1226 0.4 1,716 0.4

群

馬

48 20 0 87 188 522 817 0.5

49 1 5 43 236 940 L225 0.5

50 52 197 8 1,188 1,444 0.5

51 34 281 1β97 L712 0.6

52 0 37 0.3 248 0.4 109 0.2 L828 0.6 2,223 0.5

埼

玉

48 4 27 317 34 524 907 0.5

49 22 41 361 237 1,420 2,081 0.8

50 34 94 490 116 1,675 2,409 0.9

51 2 129 509 290 1,744 2,674 0.9

52 10 0.2 248 2.0 945 1.7 313 0.7 1,782 0.6 3,298 0.8
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部道

府県
年度

1～4人 5～9人 10～29人 30～49人 50人 以 上 合 計

売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比

千

葉

48 13 10 78 295 894 1,289 0.8

49 10 40 145 474 1,281 1,950 0.8

50 20 62 205 260 1,635 2,182 0.8

51 4 33 287 325 2,200 2,849 0.9

52 179 4.3 39 0.3 535 1.0 377 0.8 3,142 1.1 4,272 1.0

東

京

48 421 1,703 11,432 6,869 67,957 88,382 52.9

49 1,042 2,257 13,225 16,893 100,890 134β07 54.8

50 816 2,665 13,874 13,167 117,959 148,481 54.0

51 1,437 2β93 14,180 16,055 125,633 159,698 52.0

52
F

2,061 50.0 5β16 42.7 27,061 48.4 22,934 49.8 178,808 60.8 236,181 57.2

神

奈

川

48 48 178 1,099 1,397 5,213 7,934 4.7

49 29 181 1,469 1,153 6,812 9,644 3.9

50 50 343 1,588 1,255 8,742 11,978 4.4

51 46 392 1,474 1,849 10,459 14219 4.6

52 83 2.0 494 4.0 2,13g 3.8 2,120 4.6 14,972 5.1 19,808 48

新

潟

48 14 28 208 101 1,161 1,512 0.9

49 6 50 268 391 1,373 2,088 0.9

50 16 59 236 491 L825 2,627 1.0

51 40 79 371 524 1,965 2,978 LO

52 25 0.6 68 0.5 444 0.8 611 1.3 L748 0.6 2,894 0.7

、
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都道

府県
年度

1～4人 5～9人 10～29人 30～49人 50人 以 上 合 計

売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比

山

梨

48 32 136 167 0ユ

49 1 46 186 233 0.1

50 51 4 310 365 0.1

51 1 53 6 303 363 0.1

52 0 0.0 122 0.2 15 316 0.1 453 0.1

長

野

48 11 27 55 51 443 588 0.4

49 17 79 169 52 580 897 0.4

50 34 . 68 277 77 984 1,440 0.5

51 42 107 161 86 1,061 .1,457 0.5

52 20 0.5 45 0.4 259 0.5 165 0.4 1376 0.5 1,866 0.5

岡

48 12 10 300 336 2,057 2,715 1.6

49 14 89 453 297 734 1,587 0.6

50 29 183 720 177 836 1,945 0.7

51 26 187 575 358 1,047 2,192 0.7

52 21 0.5 459 3.7 763 1.4 659 1.4 1β73 0.5 3,276 0.8

富

山

48 1 14 21 235 480 751 04

49 1 49 73 468 702 1,292 0.5

50 8 19 115 461 900 1,503 0.5

51 5 34 221 596 988 1β43 0.6

52 5 0.1 42 0.3 118 0.2 558 L2 1466 0.5 2,189 0.5
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都道

府県
年度

1～4人 5～9人 10～29人 30～49人 50人 以 上 合 計

売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比

石

川

48 15 93 133 419 660 0.4

49 83 111 196 659 1,040 0.4

50 61 260 305 628 1,255 0.5

51 75 164 353 817 1,408 0.5

52 97 0.8 115 0.2 497 1.1 840 0.3 1,549 0.4

岐

阜

48 8
、

5 44 32 825 914 0.5

49 16 40 79 132 614 881 0.4

50 30 41 165 77 789 1,102 0.4

51 35 71 1,119 130 938 2,292 0.7

52 56
.

1.4 66 0.5 452 0.8 49 0.1 1,061 0.4 1,684 0.4

愛

知

48 57 309 1,448 740 6,717 9,270 5.5

49 202 385 1,194 1,888 7,625 11,294 4.6

50 211 465 2,594 2,179 9,000 14,448 53

51 177 594 4,812 2,637 10,654 18β73 6.1

52 124 3.0 699 5.6 4,249 7.6 1,712 3.7 12,285 42 19,069 4.6

三

重

48 5 2 146 109 678 942 0.6

49 3 21 87 289 553 954 0.4

50 18 41 126 256 764 1,205 0.4

51 8 25 873 305 897 2,107 0.7

52 5 0.1 50 0.4 182 0.3 283 0.6 1,076 0.4 1,595 0.4

、
■

.' ■
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都道

府県
年度

1～4人 5～9人 10～29入 30～49人 50人 以 上 合 計.

売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比

福

井

48 18 25 49 43 818 954 0.6

49 88 12 323 401 824 0.3

50 51 33 406 533 1,023 0.4

51 59 69 179 916 1,223 0.4

52 52 1.3 47 0.4 40 0.1 77 0.2 1.0'52 0.4 1,268 0.3

滋

賀

48 20 8 116 38 101 283 02

49 18 15 30 177 178 418 0.2

50 2 21 152 115
'

208 498 0.2

51 5 10 88' 91 517 711 0.2

52 22 0.5 25 0.2 90 0.2 66 0.1 621 0.2 824 0.2

京

都

48 52 67 135 173 487 9.13 0.5

49 58 59 278 334
』
815 1,543 0.6

50 67 36 321 331 827 1,581 0.6

51 77 73 343
・

923 1,172 2,589 0.8

52 83 2.0 138 1.1 5'99 1.1 311 0.7 2,069 0.7 3,2 .00 0.8

大

阪

,

48 206 621 2,648 2,537 14,563 20,575 123

49 287 900 3,989 5,787 22,022
ー へ・

32,985 134

50 337 1,072 4,414 3,022 23,298
.「

32ユ44 11.7

51 323 1,431 4,441 4,174
,

25,310 35,678

52 480 11.6
「

1,929 15.5 5,549 9.9 .4,225 9.2 .27,514 9.4 39,696 9.6
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都道

府県
年度

1～4入 5～9人 10～29人 30～49人 50人 以 上 合 計

売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比

兵

庫

48 48 112 703 248 1,664 2,776 L7

49 28 97 846 771 2,444 4,186 1.7

50 26 190 1,024 889 2,990 5,119 1.9

51 ・87
192 812 964 3,487 5542 1.8

52
、64

1.6 443 3.6 872 1.6 822 L8 4,446 1.5 6,646 1.6

奈

良

48 1 11 40 17 85 154 0.1

49 0 8 58 18 275 359 0.1

50 0 2 67 31 485 584 0.2

51 15 7 87 22 634 766 0.2

52 4 119 0.2 12 584 0.2 719 0.2

和

歌

山

48 26 12 46 65 34 184 0.1

49 1 33 19 193 246 493 02

50 1 34 171 91 229 525 02

51 3 18 192 139 205 557 0.2

52 2 16 0.1 222 0.4 9 322 0.1 570 0.1

鳥

取

48 4 28 37 157 226 0.1

49 3 19 17 162 137 338 0.1

50 4 25 226 38 292 0.1

51 4 86 39 220 64 412 0.1

52 18 0.4 5 0.0 52 0.1 290 0.6 216 0.1 582 0.1
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都道

府県
年度

1～4入 5～9人 10～29人 30～49入 50人 以 上 合 計

売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比

島

根

48 11 12 52 84 3 161 0.1

49 0 31 94 136 261 0.1

50 6 163. 203 19 391 0.1

51 4 306 273 59 641 0.2

52 8 0.2 65 0.5 269 0.5 281 0.6 121 744 0.2

岡

山

48 11 175 335 882 1,403 0β

49 2 42 215 333 1,217 1,808 0マ

50 13 22 198 391 2,450 3,075 1.1

51 10 145 469
」

151 2,211『 2,985 LO

52 8 0.2 136 L1 467 0.8 285 0.6 1,986 0.7 2,882 0.7

広

島

48 16 217 535 677 872 2,317 L4

49 33, 190 786 1,094 1,292 3,395 L4

50 30 233 874 374 2ほ78 3,890 1.4

51 106 285 895 334 2,911 4,531 L5

52 123 aO 334 2.7 1,278 2.3 759 1.6 3,030 1.0 5,524 1.3

山

口

48 1 49 324 248 355 978 0.6

49 2 28 239 451 344 1,065 0.4

50 1 34 309 549 431 1,324 0.5

51 7 30 468 713 483 1,702 0.6

52 15 0.4 82 0.7 708 1.3 614 1.3 712 0.2 2,131 0.5
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都道

府県
年度

1～4入 5～9人 10～29人 30～49人 50人 以 上 合 計

売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比

徳

島

48 4 70 224 15 313 02

49 6 48 148 8 209 0.1

50 7 67 6 154 30 264 0.1

51 7 31 56 166 51 311 0.1

52 6 0.1 0 0.0 148 α3 226 0.5 20 400 0.1

香

川

48 17 24 115 277 39 472 0.3

49 24 7 138 240 3'82 791 0.3

50 30 5 2'01 196
"307

739 03

51 23 3 216 322 508 1,073 03

52 7 0.2 2.6 0.2 385 0.7 24 0.1 630 0.2 1,072 0.3

愛

媛

48 0 8 160 15 260 442 0.3

49 2 160 155 204 521 0.2

50 89 11 128 93 566 886 0.3

51 9 64 111 130 733 1,046 0.3

52 19 0.5 56 0.4 124 0.2 147 0.3 951 0.3 1,298 0.3

高

知

48 11 20 153 154 338 0.2

49 3 47 112 214 376 0.2

50 11 83 70 60 256 479 0.2

51 12 57 132 101 287 588 0.2

52 2 96
1

0.8 139 0.2 98 0.2 360 0.1 695 0.2
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都道

府県
年度

1～4人 5～9人 10～29人 30～49人 50人 以 上 合 計

売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比

福

岡

48 56 459 2,293 L502 4,310 2.6

49 3 65 798 544 1,820 3,230 13

50 14 81 971 770 2,566 4,402 1.6

51 8 64 1,162 825 2,170 4,229 14

52 80 1.9 85 0.7 1,497 2.7 994 2.2 3,598 1.2 6254 15

佐

賀

48 8 30 68 106 0.1

49 14 45 10 124 193 0.1

50 75 78 153 0.1

51 74 54 68 196 0.1

52 1 63 0.1 79 0.2 93 235 0.1

長

崎

48 120 82 217 419 0.3

49 24 26 57 354 460 0.2

50 28 42 81 328 478 0.2

51 34 52 75 353 515 0.2

52 10 0.2 3 103 0.2 81 0.2 399 0.1 595 0.1

熊

本

48 10 66 10 276 361 0.2

49 12 21 28 249 218 529 0.2

50 23 53 47 446 296 864 0.3

51 25 34 142 318 530 1,049 0.3

52 20 0.5 60 0.5 153 0.3 375 0.8 580 0.2 1,188 03
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都道

府県
年度

1～4人 5～9人 10～29人 30～49人 50人 以 上 合 計

売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比

大

分

48 3 56 17 170 246 0.1

49 4 72 5 218 299 0.1

50 4 0 142 3 368 517 0.2

51 4 60 90 427 581 0.2

52 3 0.1 4 i88 0.3 2 532 0.2 729 0.2

宮

崎

48 0 28
'8

233 269 0.2

49 1 0 84 41 336 462 02

50 2 84 78 507 670 02

51 1 180 585 766 0.2

52 1 45 0.1 197 0.4 683 0.2 926 0.2

鹿

児

島

48 10 35 47 180 272 0.2

49 12. 150 7 203 372 0.2

50 26 183 8 359 575 0.2

51 20 144 383 547 0.2

52 25 0.2 210 0.4 23 523 0.2 780 0.2

沖

縄

48 50 2 52 0.0

49 4 125 39 263 430 0.2

50 1 3 13 3 437 456 0.2

51 3 17 20 3 375 418 0.1

52 3 0.1 26 0.2 40 0.1 419 0.1 488 0.1

■
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付表 一4昭 和4&-52年 都道府県別情報処理 サー ビス業 の.職種別従業 者数 の推移及 び構成比
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都道

府県
罐
管 理 部 門 研 究 員 システムエンジニア プ ロ グ ラ マ オ ペ レ ー タ ・

●

キ ー パ ン チ ャ そ の 他 合 計

従業者数
構成比
従業者数
靴 、

従業者数 蹴 従業者数 靴 従業者数
靴
従業者数
靴
従業者数
靴 = 靴

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

合

計

48 5,625
11.8 1,588 3.3

5β53
112

8,650
18.1

5,720
12.0

14,108
29.6

6,631
13.9 47,675 100.0

49 7,190
12

127

2

8
2,005 3

126

4

3
6,433

11

120

0

2
10,533

17

121

9

8
7,275

12

127

4

2
17,553

29.9

124.4
7,734

13

116

2

6
58,723

100.0
.12.32

50 7,133
12

99

5

2
1,844

3

92

2

0
6,572

11

102

5

2
10,849

19

103

0

0
7,394

12

101

9

6 15,772
27.6

89.9
7,6.00

13

98

3

3
57,164

100

97

0

3

51 7,520
12

105

7

4
L864

3

101

2

1
7,031

11

107

9

0
11,493

19

105

5

9
7,826

13

105

3

8
16,313

27.6

103.4
6,978

11

91

8

8
59,025 100

103

0.

3

52 9,444
13.2

125.6
1,976

2

106

8

0
9,397

13

133

1

7 13,94.0
19
121

5

3
9,281

13

118

0
6 18,655

26.0

114.4
8,948 12

128

5

2
71,641

100

121

0
4

北

海

道

48

49 ・

50

51 123 90 148 101 244 75 781

52 165 15 147 172 116 400 246 1,261

青

森

48

49

50 9 9 13 14 51 12 108

51 13 9 14 12 46 8 102

52 15 9 19 14 39 8 104

岩

手

48

49

50 23 16 23 16 100 11 189

51 30 12 11 36 105 5 199

52 19 14 35 22 122 12 224
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都道

府県
罐
管 理 部 門 研 究 員 システムエンジニア プ ロ グ ラ マ オ ペ レ ー タ キ ー パ ン チ ャ そ の 他 合 計

従業者数
構成比
従業者数

=
従業者数
蹴
従業者数
靴
従業者数
靴
前年比 =

撒
従業者数

=
=
鋤

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

宮

城

48

49

50 88 11 50 73 89 310 92 713

51 99 12 66 80 98 302 107 764

52 132 14 85 125 117 323 161 957

秋

田

48

49

50 18 13 23 14 83 14 165

51 30 15 23 17 125 16 226

52 16 14 19 15 100 6 170

山

形

48

49

50 14 28 34 34 81 7 198

51 18 5 28 29 30 83 6 199

52 30 5 32 27 30 93 5 222

福

島

48

49

50 42 27 40 30 206 18 363

51 44 21 52 34 214 20 385

52 52 27 52 37 267 37 472

♂
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府県
鞭
管 理 部 門 研 究 員 システムエンジニア プ ロ グ ラ マ ・オ ペ レ ー タ キ ー パ ン チ ャ そ の 他 .合 計

従業者数
構成比
従業者数

構成比
従業者数
靴
従業者数 靴 従業者数 構成比 従業者数 蹴 従業者数

靴
=
繊
前年比前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

茨

城

48

49

50 37 3 25 35 40 97 33 270

51 49 28 61 23 128 32 321

52 47 2 31 52 42 137 25 336

栃

木

48

49

50 11 15 18 21 38 26 129

51 23 7 18 15 63 25 151

52 37 17 22 23 92 30 221

群

馬

48

49

50 54 47 50 70 314 48 583

51 93 62 63 84 273 49 624

52 98 4 37 93 102 344 66 744

埼

玉

48

49

50 94 3 8 29 24 337 29 524

51 90 15 69 22 51 333 80 660

52 68 3 92 24 45 449 93 774
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管 理 部 門 研 究 員 システムエンジニア プ ロ.グ ラ マ オ ペ レ ー タ キ ー パ ン チ ャ そ の 他 合 計

従業者数 従業者数 従業者数 従業者数
構成比 繊

前年比
蹴
前年比

靴 従業者数 構成比
前年比 従業者数

徽
前年比 =

=
= 徽前年比 前年比 前年比 前年比

千

葉

48

49

50 39 11 39 26 376 33 524

51 45 2 17 50 29 363 48 554

52 64 1 24 47 34 364 52 586

東

京

48

49

50 3,723 1,263 3,798 6,653 3,688 4,882 3,896 27,903

51 3,802 1,287 3,918 6,866 3,946 5,350 3,474 28,643

52 5,218 1,516 5,610 8,564 4,961 7,005 5,089 37,963

神

奈

川

48

49

50 811 261 631 1,201 335 999 425 4,663

51 778 262 715 1,265 386 1,020 459 4,885

52 884 150 943 1,542 457 1,075 446 5,501

新

潟

48

49

50 112 11 108 73 86 347 92 829

51 106 7 106 77 84 268 72 720

52 104 7 106 86 76 272 81 732

'
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管 理 部 門 研 究 員 システムエンジニア プ ロ グ ラ マ オ ペ レ ー タ キ ー パ ン チ ャ そ の 他 合 計

従業者数 構成比 従業者数
構成比 従業者数 撒 従業者数 靴 従業者数 構成比 従業者数

靴
従業者数

構成比
従業者数

構成比
前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

山

梨

48

49

50 7 3 6 15 30 73 3 137

51 15 10 11 9 84 21 150

52 24 15 14 20 111 11 195

長

野

48

49

50 64 2 33 81 68 534 39 821

51 92 2 51 95 46 524 61 871

52 125 3 32 139 23 485 19 826

静

岡

48

49

50 41 8 35 61 65 215 55 480

51 45 6 30 56 63 264 63 527

52 80 2 31 67 72 326 82 660

富

山

48

49

50 29 25 56 47 220 68 445

51 34 25 56 60 209 72 455

52 35 1 61 30 .67 223 58 475
、
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管 理 部 門 研 究 員 シス テムエンジニア プ ロ グ ラ マ オ ペ レ ー タ キ ー パ ン チ ャ そ の 他 合 計

従業者数
構成比
従業者数

構成比
従業者数
轍
従業者数
靴
従業者数

構成比
= 靴 =

撒
=

構成比
前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

石

・

川

48

49

50 45 54 54 43
■

182 51 429

51 39 47 73 40 164 50 413

52 44 57 86 35 205 72 499

岐

阜

48

49

50 29 8 44 15 94 6 196

51 31 1 15 31 22 134 6 240

52 36 16 39 27 124 13 255

愛

知

48

49

50 317 31 219 284 505 950 371 2,677

51 372 28 329 451 490 990 512 3,172

52 340 36 331 414 538 1,033 479 3,171

三

重

48

49

50 24 9 28 17 65 6 149

51 24 9 29 ` 26 52 6 146

52 18 13 27 34 49 16 157
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管 理 部 門 研 究 員 システ ムエンジニア プ ロ グ ラ マ オ ペ レ ー タ キ ー パ ン チ ャ そ の 他 合 計

従業者数
構成比
従業者数
靴
従業者数
撒
従業者数
撒
従業者数
撒
=
靴
前年比 従業者数

靴 =
構成比
前年比前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

福

井

48

49

50 28 2 41 61 30 158 12 332

51 32 4 45 63 33 153 21 351

52 42 4 50 60 39 153 25 373

滋

賀

48

49

50 15 4 1 1 207 5 233

51 22 11 13 4 197 3 250

52 20 10 8 6 197 8 249

京

都

48

49

50 36 20 40 27 63 45 71 302

51 68 27 43 52 64 63 73 390

52 78 14 68 61 171 272 109 773

大

阪

48

49

50 721 175 663 927 1,169 2,062 1,421 7138

51 733 152 694 953 1,201 2,148 940 6,821

52 908 160 843 1,207 1,306 1,465 954 6,843
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管 理 部 門 研 究 員 システムエンジニア プ ロ グ ラ マ オ ペ レ ー タ キ ー パ ン チ ャ そ の 他 合 計

従業者数
構成比
従業者数
靴
従業者数 靴 =

鰍
従業者数

構成比 ⊇ 徽 従業者数 靴 蹴 櫛
前年比前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

兵

庫

48

49

50 105 3 52 82 179 429 84 934

51 113 9 60 98 180 451 62 973

52 104 12 86 97 185 479 94 1,057

奈

良

48

49

50

51

52

和

歌

山

48

49

50

51

52

鳥

取

48

49

50 3 12 5 16 14 50

51 7 12 5 32 19 75

52 13 12 19 14 45 8 111

K'
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鞭
管 理 部 門 研 究 員 システ ムエンジニア プ ロ グ ラ マ オ ペ レ ー タ キ ー パ ン チ ャ そ の 他 合 計

従業者数 構成比 従業者数
靴
従業者数

構成比
従業者数 撒 従業者数 構成比 徽 靴 従業者数

村域比 ⊇ 靴前年比 前年比 ξ 比 前年比 前年比 前年比 ξ 比 前年比

島

根

48

49

50 6 8 10 6 59 6 95

51 7 8 16 8 78 8 125

52 12 6 19 4 84 2 12?

岡

山

48

49

50 69 6 116 108 89 318 51 757

51 63 13 104 119 89 254 51 693

52 85 3 111 121 72 274 39 705

広

島

48

49

50 89 3 84 111 135 444 118 984

51 131 2 84 140 179 441 158 1,135

52 122 2 134 156 177 553 116 1,260

山

口

48

49 、

50 31 24 54 43 126 50 328

51 49 27 60 51 139 44 370

52 33 2 24 61 58 124 60 372
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府県
罐
管 理 部 門 研 究 員 システムエンジニア プ ロ グ ラ マ オ ペ レ ー タ キ ー パ ン チ ャ そ の 他 合 計

従業者数 構成比 従業者数
撒
前年比 従業者数

蹴
従業者数
靴
=
靴
=
靴
=
徽 ㈱ 轍前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

徳

島

48 '

49

50 7 10 10 4 22 5 58

51 7 9 13 6 22 3 60

52 10 9 17 9 26 9 80

香

川

48

49

50 21 9 22 20 68 19 159

51 30 20 19 19 58 25 171

52 26 21 25 33 88 35 228

愛

媛

48

49

50 29 2 18 27 32 120 14 242

51 26 2 22 37 40 107 23 257

52 33 3 25 43 33 121 23 281

高

知

48

49

50 22 16 28 7 104 25 202

51 26 1 12 26 17 101 26 209

52 29 4 17 31 13 96 29 219
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管 理 部 門 研 究 員 システムエンジ=ア .プ ロ グ ラ マ . オ ペ レ ー タ キ ー パ ン チ ャ そ の 他 合 計

従業者数 構成比 従業者数
馴
従業者数
靴
従業者数 靴 従業者数 構成比 従業者数

撒
従業者数
撒
=
靴

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

福

岡

48

49

50 101 30 119 163 101 296 108 918

51, 83 27 125 147 108 310 120 920

52 142 13 149 160 117 587 168 1,336

佐

賀

48

49

50

51

52

長

崎

48
.

49
.

50 15 6 9 39 55 20 144

51 16 5 13 32 55 24 145

52

48

49

50 32 4 14 28 26 133 56 293

51 44 25 31 16 138 38 292

52 41 26 32 28 154 32 313
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罐
管 理 部 門 研 究 員 システムエンジニア プ ロ グ ラ マ オ ペ レ ー タ キ ー パ ン チ ャ そ の 他 合 計

従業者数 構成比 従業者数 靴 従業者数 靴 従業者数 蹴 従業者数
構成比
=
靴
=
靴
=
轍

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

大

分

48

49

50 11 8 15 12 66 12 124

51 6 16 16 12 65 6 121

52 8 16 16 17 68 16 141

宮

崎

48

49

50 7 10 19 14 56 13 119

51 11 10 26 11 61 11 130

52 18 9 26 13 77 17 160

鹿

児

島

48

49

50

51

52 15 17 30 24 54 17 157

沖

縄

48

49

50

51 17 11 19 11 17 27 102

52 13 7 22 13 11 50 116

★."

声
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7振 興 政 策 の 推 移 と 提 言

7.1産 業 と し て の 情 報 処 理 サ ー ビ ス 業

7.1.1岐 路 に立 つ 産業 政 策

明治 維 新 以 後 の 日本は 、先 進 国 へ の キ ャ ッチア ップ(追 つ き)を 旗

印に 、 国家 の強 力 な指 導 の も とに 、産 業 の発 展 を図 り、今 日あ る よ う

に世 界 第二 の 経 済大 国 に成長 した。 第二 次 世界大 戦後 の壊 滅 した 日本

の産 業 を復 興 させ た 原動 力 も、石 炭 の傾 斜 生産 方 式に 典型 的 に 見 られ

る よ うに 、 国家 の経 済 力 を高 め るの に も最 も必 要 な産業 を選 び 、 税制

・金 融 とい った面 か ら資材 ・エネ ル ギー の 割 当て 、 あ るい は人 的投 資

に至 るま で、 そ の産 業 を育 成 す るた め に 必要 な あ らゆ る施 策 を 導入 し、

そ の後 、 そ の育 成 した産 業 の果実 を 、 さ らに他 の 産業 に振 り向 け る こ

と を繰 り返 し、計 画的 に産 業 の発 展 を図 って きた、 とい うの が 日本 の

産 業政 策 の 特 徴 で あ る。

こ うい った 日本 の産業 政 策 が成 功 したの は、産 業 の発 展が 国 家 の 繁

栄 につ なが り、 ひい て は 個人 の生 活 が豊 か に な る、 とい うコ ンセ ン サ

ス が結果 として 国民 の 間 に で きて い たか らこそ可能 で あ った。

しか し、 日本 が 世 界第 二の 経 済大 国に な り、国 民 の 生 活が 以 前 と比

べ て、 格 段 に 向上 し、 自分 の 身の 周 りを振 り返 って み る余 裕 が 生 ま れ

た 昭和40年 代後 半 か ら、 国民 は産 業 発 展優 先 の陰 で埋 没 して いた 環

境 ・公 害 問題 、 消費者 問題 に鋭い 目を向 け 始 め、心 の=豊さ、 生 活環境

の 充 実 を求 め るため に、 国家 の産 業 政 策 に 対 して も積 極 的 な 発 言 をす

る よ うに な って きた。 国 民の政 策 に対 す る 二二 ズの 多様 化 と呼 び 替 え

て もい いが 、要 す る に従 来 の 国家 の施 策 と現 実の 国民の 意 識 ・要 求 と

の 間 に ギ ャ ップが 表面 化 して きたの で あ る。

加 え て、 中進 国 は明治 以来 の 日本 が と って きた産 業 政 策 を手 本 に、

急 速 に産 業 を発 展 させ、 軽 工 業の 分 野 では 既 陥数 年以 上前 か ら、 日本

一313一



の 商 品 よ り も国際競 争 力 は 強 くな って お り、機 械 工 業、 電子 工業 の 分

野 で も、 日本 を脅 かす ま で技 術 を蓄 積 し、 あ と10年 以 内 には 半導 体 、

通 信 機 器 、 腕 時計 な どの 分 野 は 日本の 水準 に追 い つ くだ ろ う と予 測 さ

れ 、 これ ま で以 上 に 国際 分業 、 協 業 を一層 進 め なけ れば な らない情 況

に至 って い る。

こ う した 国内 で は産 業優 先 策へ の 国民 の 反省 、 あ るい は省 資源 、 省

エ ネ ル ギーへ の 要 求 が ます ます 強 くな り、 一 方、 国外 で は 中進 国 の追

い上 げ に あ っ て、 い ま 日本の産 業 政 策 は 、 二重 、三 重 の壁 を 突破 しな

け れ ば な らない とい う重 大 な岐路 に 立 た さ れて い る。 次の 時代 に向 っ

て、 どん な産 業 政策 を 選択 し、 ど う実行 して い った らい いの か 、通 産

省 をは じめ とす る政 策 当局 は苦 慮 し てい る とい うの が実 情 で は ない だ

ろ うか。

そ うした 通産 省 の苦 慮 と、 日本 の産 業 が置 か れて い る情況 を、 「新

し い経 営 力 指 標 」(通 産 省産 業政 策 局 企 業行動 課 編、53年 版)は 、

そ の 冒頭 で つ ぎの よ うに 分析 して い る。

「高度 成 長 時代 に は、 基礎 生 産 財、 耐 久 消 費材 を 中心 に した 資本 集

約産 業 が 産業 構 造の 中核 とな って 日本 経済 を リー ドして きたが 、 安 定

成 長期 に な る と、一 般 企 業 の設 備 投 資 意 欲 の低 下 、 消 費の停 滞 、輸 出

の 鈍 化 な どに よ って 、 そ れ らの産 業 の成 長 が 急 速 に鈍 化 し、 日本 経 済

を停 滞 させ て きた。 そ の結 果 、概 括 的 には 資 本 集 約 か ら知 識 集的 化 へ

の 変化 とは 一応 予測 しえて も、産 業構 造全 体 の変 化の 方 向 は 予測 しに

く く.ま た 日本経 済 全 体 の リー ド役 に なる 中核 産 業は 、 次第 に不 明確

に な っ て き た 」

,

ψ

7・1・2産 業政 策の概念

経済学 でい う産業政策は、通常二大別 され、 「国民経済 にお・け る産

業間の構造 にかかわ る産業構造政策 と、産業 内の企業間構造 にかかわ

一814一
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る産 業 組織 政 策 とに区 別 され る」(宮 沢健 一 「日本 産 業 教 室」)。 つ

ま り、 産 業 構 造政 策 は、 国民経 済活 動 を構成 す る各 種 の産 業 の うち、

裾 野 の 広 い 、波 及効 果 の大 きい産 業 を選 択 し、 資源 や労 働 力 の配 分 を

ど うす るか 、 ど うい うイ ンパ ク トを与 え れば そ の産 業 が発 展 し、 日本

経 済 の発 展 に つな が るか とい うこ とを、 長期 的 な展 望 に立 って行 う政

策 で あ る 。

そ して 、産 業 構 造 政策 は、 「単 に将 来 の ビ ジ ョン を示 し、 投 資基

準 を指 示的 に設 定 す るに と どまる最 も弱 い性格 の もの か ら、 そ の 投 資

基 準 に そ った産 業構 造 実 現 の ため に 、租 税 、財政 支 出な どの 財政 政策 、

金 融 政 策 お よび労 働 力 配分 政 策(た とえば 雇用 税)を も伴 った最 も強

い もの ま で あ る」(新 野 幸 次郎 「産 業 と政 府 の経 済 政 策」 加 藤 寛 他

編)。

これ に対 して産 業 組織 政 策 は 、同 一 の産 業内 部 に あ る企 業 間の 競争

が 公 正 に な されて い る か、 市場 メ カニズ ムが有 効 に機 能 してい るか 、

そ の 結果 、資 源が 国民 経 済 の た めに 適 切 に配 分 され てい るか等 を 検討

し、 必 要 な施 策 を講 じる政 策 で あ る。 従 ってそ こに は 、 あ る産 業 を確

立 す るた め の企 業 再編 成 は ど うあ るべ きか 、 産 業 内 の 公 正 競 争 を行

うた めに 、 経 済 憲法 ともい われ る独 占禁止 法 の精 神 を ど う生 か す か と

い った 政策 も含 まれ る。

産 業政 策は 、 上 記の よ うに二大 別 され るが、 通 常、 産業 政 策 とい う

場 合、 前 者の 産業 構 造 政 策 で あ るこ とが多 く、 しか もそ の 内容 は 、特

定 産業 の保 護 ・育 成策 と同 一 視 され が ちで あ り、極 論 す れば 、 産 業 政

策 とは どの 産 業 を、 どの よ うに保 護 ・育成 す るか とい う観点 か ら捉 え

られ て い る。

昭和53年7月 に 制定 さPtk特 定 機械 情 報 産業 臨 時 措 置法 は 、 プ ロ

グ ラム開発 の 合 理 化 の 目標 、事 業 の 共 同化;合 理化 に 必要 な 資金 な ど

を盛 り込 ん だ 高 度化 計 画 を通産 大 臣 が定 め る とい う もの で、 こ う した
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立法措置が講 じられ、 さ らに同一産 業の企業が事業 の共同化に同調 し

ない場 合は、通産大 臣が、その企業が従 うよ うに勧告す る権限を有し、

また他の産業か ら機情 法の対 象業種に該当す る産業 に進 出する場合は、

規 制措置を講ずる こ とがで きる。そ うなれば、その特定産業の将来の

発展は約束 された も同然の効果が期待 され る。 この ように、法律 ある

い は行 政指導の 内容 によっては、一つの産業の消長を決定つげるよ う

な強力 な ものまで ある。

●

■

7.1.3通 産 省 の機 構 の 変 遷

日本 の 産 業 政策 の 多 くの 部 門 を担 当 して きた 通産 省は 、 そ の前 身 で

あ る商工 省 が 昭和14年 以 来築 いて きた 物資 別 ・産 業 別 と もい え る縦

割 り原 局 制 を も とに 、 各産 業 界に対 して 法律 あ るい は行 政 指導 とい う

形 で、産 業 の振 興 ・育 成 を 図 り、産 業 界へ の発 言 力 を強化 して きた。

しか し、 昭 和40年 代 の 初 め 頃か ら、 多 くの産 業 が 欧 米 先進 国 と肩

を並べ るま で に成 長す る と、 そ れ ま での ように 先 進 国 か らの技 術 導 入

が思 う よ うに い か な くな り、 各企 業 は 自力 で新技 術 の 開発 を迫 られ る

よ う にな った。

同 時 に、 高 度 経 済 成 長へ の反 省 が 国 民 の 間に 生 ま れ 、 国民 の福 祉 と

産 業 との 調 和 を求 め る新 しい産 業 政 策 が 望 まれ る よ うに な り、 通 産 省

は 新 しい産 業 政 策 立 案 の た め 腐 心 レて い た。

昭 和42年11月 、産 業 構 造 審議 会 は 情 報産 業部 会 を設 置 し、情 報

産 業 が 円滑 に発 展 す る ため の 施 策 を 検討 し始 め 、そ れ に呼 応 す るか の

よ うに 、43年2月 重 工業 局に 情報 産業 室 が 設 置 さPtfz。

44年5月 に 、情 報 産 業 部 会 は 、 「総 合答 申 」を行 い 、情 報 化 の 進

展 を強 く要 望 した 。 これ を 受け て 、44年7月 、電子 工業 課、 電 気 通

信機 課 、 情報 産 業 室 の 三 者 を再 編成 して 、 電子 政 策 課 と電子 機 器 電機

課 が新 設 され た。

電 子 政 策課 は情 報 処理全 般 に 関 す る施策 及 び 電子 計算 機 の普 及、 利

一一316一

`



プ ・

`

用 な どを担 当 し、 電子 機器 電 機 課は 電子 計 算機 及 び周 辺 機 器、 電気機

械、 電気 器 具 な ど全般 に 関す る施策 を担 当 した 。

45年7月 、 電子 政 策課 か ら情 報 処理 の振 興 を担 当 す る部 門が独 立

し、情 報 処理 振興 課 が誕 生 す る。情 報処 理 産 業 の 振興 が や っ と必 要 だ

と認 知 され た時 で あ った。そ れ と時を 同 じ くして 、 わ れわ れ の業 界 団

体 で あ る(社)日 本 情報 セ ン ター協 会 が 発足 した 。

続 い て同 年10月 、通産 省 は情報 処理 振 興事 業 協 会(以 下 、IPA

とい う)を 設 立 し、 ブ ・グ ラム開発 の 合理 化 、 ソフ トウェア業 、情 報

処理 サー ビス 業 の 振 興 ・育 成 のた めの 活動 を強 化 した。

そ の 頃の通 産 省 は、 次代 の 中核産 業 を育 成す る ため に模 索 を続 け な

が らも、 情報 処理 産 業 の振 興 に は着 々 と手 を打 ってい た感 が あ る。

46年5月 に発 表 され た 「70年 代 の通産 政 策 は い かに あるべ きか」

とい う産 業 構造 審 議 会の 中 間答 申は 、知 識集 約化 産 業 こそ 次 代 の 日本

の産 業 を リー ドす る もの で あ る こ とを、 強調 して い る。

この 答 申を 受 け て48年7月 、 通産 省 は大規 模 な 機構 改革 を行 い ・

昭 和24年 に 同省 発 足以 来の 組 織 で あ る物 資別 ・産 業別 に な ってい た

重工 業 局、 化 学 工 業 局、 繊維 雑 貨 局 を機 能 別 ・目的別 に再 編 成 し、 機

械情 報産 業 局 、 基 礎 産 業局、 生 活産 業 局 の三 局を 発 足 させ た 。

さ らに従 来 の 通 商 局 は通 商 政策 局 に、 貿 易振 興 局 は 貿 易 局 に、 企業

局 は産 業政 策 局 に、公 害保 安 局は 立 地公 害 局 に、 鉱 山石 炭 局 と公 益事

業 局 を 併せ て 資 源 エ ネ ルギ ー庁 に と名 称 を変更 す る と共 に、 新 しい 時

代 に マ ッチ した産 業 政 策 を推進 しよ うとす る体 制 を 固め た 。

産 業 政 策 は、 国 民 の ニー ズ の変化 、産 業 を取 り巻 く環 境 の 変化 に 応

じて 新 た な 目標 が設 定 され る もの で あ り、 そ の 意 味 か ら、 通産 省の 柔

軟 性 を示 した もの と評 価す る こ とが で きる。

この機 構 改革 で、 情 報処 理 振興 課 は機 械 情 報産 業 用 に 組み 込 まれ る

が、機 械 情報 産 業 局の 目的 は、 次 の よ うに 説 明さ れ て い る。
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「(原 子 力、 航 空 機 、 コ ンピ ュー タ等 の)技 術 先 端 分野 にお い て米

国 との間 に著 しい技 術 格差 が 存 在す る と共 に、 資 金 力 、 業 界間 の連 携

な どの 面 が 依然 として 脆弱 で ある」(安 田 佳三 ・機 械 情 報産 業 局総 務

課長 「機 械情 報 産 業 の 時 代 構築 力 」通 産 ジ ャー ナ ル53年1月 号)か

ら育成 ・指 導す る、 と説 明 し、 「そ の際 、 今 後 の機 器 、 シス テ ムの 開

発 、 品 質 ・性 能 の 向上 を図 る うえで 、 ソフ トエ ン ジ ニア リングな どの

・ソフ ト機能'が 中 核 的 役 割 を果た し
、従 来 か らの機 械 に電子技 術 を

組 み込 ん だ 、 いわ ゆ る'機 電一 体化'か ら'ソ フ ト機 能 ロを も組 み 込

ん だ'機 械 ・電 子 ・ソ フ トの一 体化 日が重 要 と な る と考 え られ るの で 、

この よ うな'ソ フ ト機 能'の 向上 の ための 人 材 養成 、 技 術 開発 に努 め

て い く ことが 必 要で あ る」(同 上)と 、新 し い構 想 か らの新 しい組 織

で あ る こ と を述 べて い る。

'
Lヤ

7.1.4情 報 処理 サ ー ビス業 の 特 殊性

現 代 の 産 業 の いず れ もが業 界 の過 当競 争 、 新 技術 開 発 の 困難 さ、従

業 員 の 高 齢化 等 とい った、 そ れ ぞ れ個 有 の 問 題 を 背 負 って い るこ とは

い うまで もな く、 決 して わ れわ れの情 報処 理 サー ビス業 界 だけ が問 題

を数 多 く抱 え てい るわ け で はな い 。

が 、 これ ま で の各 車 で 分析 した情 報処 理 サー ビス 業 の特 徴 をま とめ

れ ば、 次 の よ うな点 で あ ろ う。

(1)知 識集 約 産 業

② 省資 源 ・省 エネ ル ギー産 業

㈲ 技 術先 端 産業

(4)他 企 業 及 び行 政 機 関の機 密 を扱 う産 業

(5)他 人 の プ ラ イバ シー に 関わ る産 業

(6)発 展 途 上 産 業

以 上 あ げ た 特 徴 の 中で、 情 報処 理 サー ビス業 の 際 立 った特 徴 と い う

、
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の は(4)、(5)に あけた よう に、業 務 の対 象 が公 共 的な もの で あ り、 か つ

他企 業 及 び個 人の 機 密、 プ ライバ シーに係 わる情 報 を扱 う点 に あ る。

「産 業構 造 の長 期 ビジ、ヨン」(昭 和53年 版)で も、 その 点 を指 摘

して 「この産 業 が 発 展 して い く段階 で 他 人 の情報 を扱 う産 業 として の

性格 か ら、 安 全 対 策 を 推 進す る こ とが社会 的要請 として ます ま す 強 く

求 め られ る と思 われ 、 こ の要 請 に こた え て い くこ とが 情 報処 理 サー ビ

ス 業 の発 展 の た め に は不 可欠 で あ る」 と、以 上 の よ うに 述べ 、 安 全 対

策 の 必要 性 を強 調 して い る。

そ れ よ り早 く、 昭 和49年9月 に発 表 されfc産 業 構造 審 議 会情 報 産

業 部 会の 中 間答 申で は、 もっ と直 接 的 に、 「情 報化 に伴 う副次的 マイ

ナ ス効果 の除 去 」 に つい て の項 目を設け 、情 報化 の 日光"の 部 分 を評

価 しなが らも、情 報化 の'影"の 部 分 に警告 して い る の は注 目 され る。

昭和52年4月 に、 通産 省 が 「電 子 計算 機 シス テ ムの安 全対 策 基 準」

を発 表 し、情 報処 理 サ ー ビス業界 にB基 準 達成 を要 望 した のは 、情 報

処 理 サー ビス業 界 が 公共 機 関 及 び他 企 業 の情報 、 個人 の プ ラ イバ シー

に関 す る情 報 を扱 うの を慎 重 に しなけ れば な らない とい う考 え 方 か ら

であ る 。 も し、 コ ン ピュー タあ るい は 磁 気 テー プ等 のデ ー タが 災 害 、

事故 な どで破壊 され たb、 盗 難iにあえ ぱ 、社会 的 に大 きい混 乱 が 発 生

す る恐 れ が あ る のは 目に見 え て い る 。

ま た、 昭 和51年1月 に、 自治大 臣官 房 長通知 「電 子 計算 機 処理 に

係 るデ ー タ保 護 につ いて 」 を 各都道 府県 知 事 に通 知 しftこ と、50年

4月 に、 行 政 管理 委 員 会が 「行 政機 関等 にお け る電 子 計 算 機 利 用に 伴

うプラ イバ シー保 護 に 関す る制度 の あ り方に つい て の 中間 報 告 」 を発

表 した こ と。 これ は いず れ も、情 報 処理 サ ー ビス 業 が 公共 機 関及 び他

企 業 の 機 密、 個 人 の プ ライバ シー と深 く係 わ って い る こ とを示 して い

る。
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これ まで 述べ て きた よ うに、 情 報処 理 サー ビス業に 身 を置 く企 業 に

と って 、 産 業 に 寄せ られ た社会 的 使 命 を 自覚 しな が らも、 業 界 内部 で

の 自 助 努 力 の 検 討 、 ある いは 一企 業 だ げの 経 営 努力 に は限 界 もあ る

の で 、業 界 高 度化 の ため の 国家 の振 興策 を切 に願 って い る。 そ して 、

それ に伴 う措置 や行 政 指 導 には 最大 限 の 努力 を払 い、 わ れ われ の 情報

処 理 サ ー ビス業 が 、産 業 と して の 真 の成 熟 を望 む と共 に、業 界に 向け

られ た 社 会 の期 待 に 背 くこ とな く、 使 命 を果 た して い きた い 、 とい う

の が 業 界 の 総意 で あ る とい えよ う。
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7.2通 産 省 の 情 報 産業 政 策

7.Z1情 報 産 業政 策 の 変遷

「電 子 計算 機 の 分 野 で独 り立 ちの 力 を もつ 努力 を しは じめ ない 限 り、

い か な る産 業 部 門 も決 して 独 立 で きな くな る。 未 来の ため の 戦争 が あ

る とす れ ば 、そ れ は電 子 計算 機 戦 争 で あ る とい って も さしつ か え ない 」

フ ランス の 著名 な ジャー ナ リス トで あ る セルパ ン ・シ ュレペ ー ルは 、

昭和42年(1967年)に 刊 行 しfC「 ア メリ カの挑 戦」(林 信 太 郎

・吉 崎英 男訳)の 中で以 上の よ うに述 べ
、 コ ン ピュー タ産業 の 育成 を

怠 り、IBMを 始 め とす るア メ リカの コ ン ピュ ー タ ・メ ー カの 進 出

を許 した ヨー ロ ッパ各 国に 警 告 を発 し、世 界的 な大 きい 反 響 を巻 き起

こ した。

幸 い な こ とに 日本 で は 、通産 省 が 昭和30年 前後 か ら、 コ ン ピ ューー

タの重 要 性 と将 来 性 を見通 し、 コン ピュー タ ・メー カに 種 々の振 興 策

を と って きた ため に、量 、 質共に大 きく発展 し、ア メ リカを除 く世 界で 、

ア メ リカの コ ン ピュー タ ・メー カの進 出をお さえ 、 国産 の コ ン ピ ュー

タの シェアが50%を 超 え る 唯一 の 国 に な って い る。

日本 の情 報産 業 振 興 の始 ま りは、 昭和31年 に制定 さ れた機 械 工 業

振 興 臨時 措置 法(機 振法)、 及 び 翌32年 に 制定 され た電 子 工 業 振 興

臨時 措 置法(電 振 法)の 二 法 に よ って 、 ハー ドウ ェア産 業 が 育成 さ れ

たの が最 初 であ る。

そ の後 、 図7-1に もあ る よ うに、機 振 法 は5年 間 の時 限 立法 で あ

っ た ものが2回 延 長 され 、電 振 法 は7年 間 の 時限 立 法 で あ った の が1

回 延 長 さ れ、 昭 和46年 に至 って 両法は 特 定電 子 工 業お よび特 定 機 械

工 業振 興 臨 時 措 置法(機 電 法)と い う7年 間 の時 限立 法 に統 合 さ れ た。

この機 電 法 に よ って対 象 とな っfz機twは 電 子工 業 で37種 、機 械 工

業 で58種 の 合計95種(昭 和53年1月 現在)に 及 び、 この た め投
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機械工業振興臨時措置法

(機 根法)

(三'

特定電子工業および

特定機械工業

振興臨時措置法

)(機 電法)

特定機械情報

産業振興臨時

措置法

(機 構法)

E===]〔=====コ

(一 次)

電子工業振興臨時措置法

(電振法)

〔特定電子工業
振興〕

〔特定機械工業∫
振興〕

〔特定電子工業振興 〕

〔特定機械 工業振興〕

〔ソフトウェ

情報処理振興事業協会等に対する法律〔一 コ
〔シフトウェア開発 促進 〕

〔1情報処理サ ービス菜箸育成 〕

「コンピュータ白書」78年 版

図7-1情 報 産 業 振興 法 の系譜

じられた補助金の主 な ものは、重要技術研究開発補助金 が116億 円

電子 計醐 醗 醍 醐 金 が7∵ 億耶 も激 て いる(「'ン ピ・

一 夕白書 」78年 版)。

昭和53年3月 、 機 電法 の期 限切 れ に伴い 、 通産 省 は引 き続 き コ ン

‥ 一夕産 業の振興 と共噺 たに ・フ トウ・ア産業の育成 を決め、特

定機械情 報産業振興臨 時措置法(機 構法)と い う7年 間 の時限立法 を

7月 に制定 した。

この機 情 法 に は 、 わ れ わ れ の情 報 処 理 サ ー ビス 業 が含 ま れ る予定 で

`
あ ったが 、 次節 で述 べ る よ うな理 由で適 用除 外 され た こ とは、 周知 の

事 実 で あ る○ 、

、
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7.2.2ハ ー ドの 振 興か らソ フ トの振 興 へ

日本 の情 報産 業 に対 す る振 興 索は、 先 に述 べ た 通産 省 の法 律 に基 づ

く振 興 と、昭 和45年 に特 殊 法 人 として 設立 され たIPAに よ る振興

との 二 本 立 で 行 われ て きた 。 ハー ドウ ェア産 業 の振 興 は 、前 者 が担 当

し、 ソ フ トウ ェア産 業 の 振 興は 後 者 が担 当 して い る。

昭 和45年 にIPAが 設立 さPtる 前、 通産 省 はIPA法 を情法 処 理

産 業 に 関す る基 本法 と して位 置づ け、 こ のIPA法 に よ って 日本 の情

報 処理 に 関す る部 門 を一 元化 し、振 興 策 を講 じて い こ う とい う方 針 で

あ った 。

IPA法 第1条 の 目的は 次 の よ うに規 定 され て い る。

「この法 律 は 、 電子 計 算機 の利 用 及 び ブ ・グ ラ ムの 開発 を促 進 し、

プ ログ ラムの 流 通 を円滑 に し、並 びに情 報処 理 サ ー ビス業 等 の 育成 の

た めの 措 置 を講 ず る こ と等 に よ って 、情 報化 社 会 の 要請 に こた え、 も

って 国 民生 活 の 向上 及 び 国民 経済 の 健全 な発 展 に 寄 与す る」

しか し、諸 般 の事情 か らIPA法 は 、本 来 の 目的 を縮 少 し運 用 され

る よ うに な っ た 。

IPAの 事 業 内 容 は次 の 通 りで ある。

(1)民 間 では 開発 す る こ との 困難 な先進 的 ・汎用 的 プ ログ ラ ムの委託

開 発

② 民 間 で 開発 され た先 進 的 ・汎用 プ ログ ラムの買 上げ

(3)委 託 開発 ま た は買 上げ に よ り協 会が 取 得 しfCプ ログ ラムの 販 売お

よび 貸 付け

(4)情 報 処理 サー ビス業者 、 ソ フ トウ ェア業者が 借 入れ る業 務 高度 化

資 金 に つ いて の債 務保 証

(5)一 般 企業 等 が 借 入Ptる プ ログ ラ ム開発 資金 につ い て の債 務保証

(6)情 報 処理 に 関す る調 査 とそ の成 果 の 普 及

い うまで もな く、情 報産 業 は コ ン ピュー タ産 業 と情 報 処理 産 業 に大
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別 され、 情 報 処理 産 業 は ソ フ トウェア業、 情 報処 理 サー ビス業 、 情 報

提 供 サー ビス業 等 に 分 け られ る。

昭 和45年 に 通産 省情 報 処理 振 興 課 とIPAが 誕 生 し、 ソ フ トウ ェ

アに対 す る振 興 が な さ れ る ようにな った もの の、 まだ まだ十 分 では な

く、 日米 の コン ピュー タの利 用技 術 の ギ ャ ップが5年 と も10年 と も

い わ れ てお り、 これ を埋め る には、 さ らに強 力 な振 興 策 が 必要 で あ る。

ハ ー ドウ ェ ア の コ ス ト ・パ フ ォー マ ンスは10年 ご とに 約100

倍 ず つ 向 上 し、 今 後10年 間 は この傾 向が 続 くだ ろ う とい うの が定 説

に 近 いが 、 これに 比 べ て 、 「ソ フbウ ェアの生産 性 が 年間3%ず つ し

か 向 上 せ ず 、 今後 もこの 傾 向 が変わ らな い な ら、1985年 年まで に情

報 処 理 費用全 体 の うち、90%以 上 が機 械 の 周辺 に 配置 され た 人間 の

費用 即 ち人 件 費 に な って しま うの であ ろ う」(リ チ ャー ド ・1・ 田 中

「週 刊 コ ン ピ ュー タ」 昭 和52年9月5日 号)と い う予測 が ある ほ ど、

ソ フ トウ ェアの情 報 処 理全 体 に対 す る比重 が大 き くな りつ つ あ る。

昭和53年 度 の通 産 省 の情 報産 業 関 連 の予 算 は表7-1の ご と くで

あ るが 、 これ をみ て も、情 報処 理 サー ビス業 に対 して 、種 々 の振 興 策

が と られ て は い るが 、 よ り適切 な ものを業 界 と して も要 望 して い くべ

きで あ ろ う。

ま た 、 一 口に ソ フ トウェ アの 振 興 策 とい って も、 こ れま で は ソ フ ト

ウ ェア業 が 主 とす る ベ ー シ ック ・ソフ トウ ェアの振 興 に 主 眼が 置 かれ

て い たが 、情 報処 理 サ ー ビス 業 が主 とす る ア プ リケー シ ョン ・ソフ ト

ウ ェ アの 振 興 に も力 を注 ぐよ う、認 識 を新 た に して 欲 しい とい うの が

わ れわ れ情 報 処理 サ ー ビス業 界 の要 望 で あ る。
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表7-1昭 和53年 度 情 報処 理 関 連予 算 の一覧

1

53年 渡 業界に頂接 業界に闘妾
項 目 効果あるも 的効果のあ

予 算 案 の るもの

(予算)

(1)次 世 代電子計算 機用超1・Slの 開発計画の推進 10,052 ○

(2}ソ フ トウェア生産技術開発計画の推進 1,112 ○ ○

(3)情 報処理振興事業協会運営費補助((2)を含む) 2279 ○ ○

(4}パ タ ー ン情 報 処 理 シス テ ム の 研 究 開 発(大 型 プ ロ ジ ェ ク ト)2,514 ○

(5)ヘ ル ス ケ ア ・ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム の開 発 192 ○

(6)生 活 映像情報 システムの開発 39 ○

(7}省 エ ネルギー都市機械 シス テムの開発(新 規) 9 ○

(8)貿 易 情報 システ ムの開発 33 ○

(9)情 報化進推進標準モデルシステム設計研究(新 規) 5 ○

加}シ ステ ム監査士制度創設のための調査研究 5 ○

(1D情 報処理技術者試験の実施 57 ○

(12情 報処理技術者問題の総合調査(新 規) 2 ○

03}商 工会議所等への電子計算機導入の促進 105 ○

α4省 内情報処理の推進 3,956 ○

(15)政 府共通の電子計算機利用技術の開発 63 ○

(財 投)

(1}電 子計算機振興のための開銀等融資 56,000 ○
の うち① 国産電子計算機振興のための日本電子計算機㈱への開銀融資 ○

② 電子計算機産業構造改善のための開銀融資 ○
・

③ 情報処理振興対策 ○

(イ}情 報 処理 システム化促進 のための開銀 融資 ○

(ロ}ソ フ トウェア開発促進 のための開銀融資(中 小公庫 ○ ○

(・→ 電子計算機システム安全対策促進のための貸付制度 2.500〕 ○ ○
(新 規)(2}情報 処 理 振 興 金 融 措 置

8,000 ○ ○

(税 制)

(1}重 要複合機械特別償去肺ll度 ○

(2}電 子計算機買戻 し損失準備金制度(実 績率) ○

(3)電 子計算機の固定資産税の軽減措置 ○

(4}プ ログ ラム保証準備金制度 の処理(2年 間 実 績率) ○

(5}情 報処堕技術の研修に要する費用に係る税額控除制度の延長(2年 間)○ ○

「コン ピュート ピア」 誌(78年3月 号)を 参考 にして作成
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7.2.31PAの 施 策

唯 一 の国 家機 関 として の、IPAが 果 た して きた 役 割 は 、 日本 の情

報 処 理 産 業 の発 展 に は 意義 が あ った。

こ こでは、IPAが これ まで 行 って きた施 策 を 、振 り返 って みfCV>。

そ の前 に 、IPAの 事 業の 原 資が ど う構 成 され て い るの か を示 した の

が表7-2で ある。

表7-21PAの 基金 及 び 補助 金 単位 百万 円

度内訳 45 46 47 48 49 50 51 52 53

政府 出資金 200 400 450

民 間 出 資 金 149 314 262

民 間 出 損 金 66 106 133

基 金 合 計 415 820 845
(合 計)

(2ρ80)

政府補助金 300 400 370 785 996 1β22 1名33 1,198 1,167

IPA「 組織 と事業」:「 コン ピュー タ白書 」

78年 版 より作成

(注)1・ 基 金 は47年 度以 降変化 はない。

2.こ の ほか、基金充当以外の目的 の民間出 指金 が4,500万 円'ある6

δ

(1)プ ログ ラ ムの 開 発 、 買 上 げ 及 び普 及事 業

① プ ログ ラムの 開 発 事業

開発 期 間が 長 期 に 及ぶ、 あ るいは 開発 コス トが 多大 とい う理 由

で、 民 間 企業 で の 開発 促 進 が 期待 で きない よ うな先 進 的で 汎 用性

の あ る プ ・グ ラムにつ い て は 、IPAが 資 金 を負担 し、 民間 に委

託 して 開発 して い る。

この事 業 は、 わ が 国の プ ログ ラム開 発 の技 術水 準 を向 上 さ せ る
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と共 に 、 開発 され た プ ログ ラムの普及 に よ り、 コン ピ ュー タの 利

用水 準 の 向上 、利 用形 態 の高 度化 と流 通 市場 の形 成 を図 る とい う

狙 い が ある。52年5月 末 現在 でIPAが 委 託 して完 成 した プ ロ

グ ラ ムは57件 で 、 開発 中の プ ログ ラムが16件 で あ る。

② プ ログ ラム の買上 事 業

この事 業 は 、 民 間 で 自主 的 に開発 され た プ ログ ラ ムで 、開 発企

業 だ け が保 有 す るの で な ぐ、 広 く一般 に利 用 して もらい たい プ ロ

グ ラ ムをIPAが 買上 げ て、利 用 を希 望す る企 業 、 団体 に貸 付 を

行 う も の で あ る 。、が、52年5月 現 在 、 とれ に 該 当す る プ ログ

ラムは な い。

② 信 用保 証 事 業

IPAの 行 っ て い る 債務保 証 は 、IPAの 出資 金 及 び 出損金 の

合 計 を信 用基 金 とし、 この基 金の10倍 以 内の範 囲 で 、 日本 興 業 銀

行 、 日本 長期 信 用 銀行 、 日本 債券 信 用銀 行 とい った政 府 系 の 金融 機

関 か ら、企 業 が無 担 保 で 融 資 され た資 金 の債 務保 証 を行 って い る。

債 務 保証 の 仕 組は 図7-2の 通 りで あ る。

◎

択
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た だ し、 融 資 を受け られ る企 業 は、 情 報 処理 サ ー ビス業 の場 合 は 、

① 業 務 の高 度化 、 プ ログ ラム開 発 に必 要 な資 金

② 情報 処理 技 術 者の 教 育 ・研 修 に必 要 な資 金

③ オ ン ライ ン情 報 処理 サ ー ビスの 開始 に 必要 な資 金

以 上 の よ うな 用途 に限 られて い る。 ま た債 務保 証 の 条 件は 、期 間 は

3年 以 内、 保証 料 率 は 保証 額 残 高に 対 し年0.7%、 保 証 額 は融 資 額 の

95%、 融 資 限 度 は所要 資 金 の80%と な って い る。

こPtま で の 債務 保 証 状況 の 推移 は 表7-3の 通 りで あ る。

(3)ソ フ トウェ ア生 産技 術 開発 計画

ソ フ トウ ェアの 自由化対 策 と して、 昭 和48年 度 か ら50年 度 ま

で実 施 して きた情 報 処理 産 業振 興対 策 補 助金(3カ 年、30億 円)

の成 果 をふ ま えて 、51年 度 か ら発足 した制 度 で、 日米 間 の ソフ ト

ウェ ア ・ギ ャ ッ プを埋 め るの を狙 い とし て創設 され た。

計画 の内 容 は 、 ソフ トウ ェア生 産 が これ ま で、手 作 業 で行 わ れて

い た もの を、 自動 生 産方 式 に し、 ま た 品質 の安 定 した、 保 守 の容 易

な言 語 を新 た に 開発 す るこ とを 目指 して い る。

計 画 推 進 の体 制 は、IPAに 特 別委 託 開 発 制度 を設け 、 情 報処 理

業17社 及 び銀 行13行 の 出資 に よ り協 同 シス テ ム開発 株 式 会社 を

設 立 し、IPAが 政府 か ら受 け た 補助 金 で 同社 に業 務 を委 託 して い

る 。 同社 で は 、 出 資 を行 ってい る情 報処 理 業 の株 主17社 に業 務 を

再 委託 して 開 発 を行 って い る。

政 府 か ら ソ フ トウェア生 産 技 術 開 発 計 画 の た めに行 われ た補 助

金 は 、次 の通 り であ る。

年度 51 52 53

金額 500 850 1,112
(単 位:百 万円)
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表7-3債 務 保 証 状 況 推 移 表
昭和54年3月31日 現 在

(単 位:百 万 円)

申請時期
申 請 状 況

推 せ ん 状 況

情 報 処 理 サ ー ビ
ス 業 者 等

そ の 他 計

件数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

45年 度 107 5,642 53 2,129 10 234 63 2,363

46年 度 103 6,969 78 3,914 9 524 87 4,438

47年 度 91 3,140 77 2,255 3 237 80 2,492

48年 度 130 6,627 94 4,305 11 538 105 4β43

49年 度 151 8,311 116 4,345 17 1β93 133 6,338

50年 度 168 8,903 129 5,192 23 3ρ90 152 8,282

51年 度 148
一

8,157 113 5,084 12 2,061 125 7,145

52年 度 78 3,993 58 2,895 2 150 60 3,045

53年 度 82 2,974 68 2,466 1 23 69 2,489

合 計 1,058 54,716 786 32,585 88 8,850 874 41,435

申請時期

実 行 状 況

債務保証残高
ス
情報処理 サー ピ

老 等 そ の 他 計

件数 金 額 件数 金 額 件 数 金 額 社 数 金 額

45年 度 43 1,998 8 194 51 2,192 45 2,083

46年 度 95 3,305 15 564 110 3β69 76 4,839

47年 度 81 2,740 3 237 84 2,977 98 5,309

48年 度 97 3,735 6 461 103 4,196 116 6,099

49年 度 116 4,224 19 1,979 135 6,203 129 8,409

50年 度 130 4,890 22 3,012 152 7,902 149 11,500

51年 度 122 5,125 11 1,942 133 7,067 155 12,093

52年 度 ,63 3ρ42 6 269 69 3,311 131 8,266

53年 度 64 2,528 3 83 67 2,611 101 5β69

合 計 811 31,587 93 8,741 904 40328

注1.

注2.

注3.

本表記載の金額(債 務保証残高 を除 く)は いずれも融資ベー スの金額であ り、 この95%

相 当額 を保証 してい る。

「情報処理サー ビス業者等」 とは、情報処理 サー ビス業 または ソフ トウエア業 を営 む会社

または個人 をい う。(法 第28条 第1項 第4号)

「その他」 とは、情報処理 サー ビス業者等以外の者 をい う。(法 第28条 第1項 第5号)
ノ
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7.3期 待 され る業 界 像 と業 界 の 実態

7.3.1期 待 され る業 界 像

日本 に情 報 処 理 サー ビス 業が初 め て誕 生 したの は 昭 和29年 の こ と

で あ り、 現 在 あ る企業 の大 半が40年 代 の前半 に設立 され た の をみ て

もわかる ように・非常嘩 い麟 であ り・鱗 と してイ肪 劇 であ る

こ とは 業 界内 部 の 見 方 も、外 部の 見 方 も一 致 して い る。

これ ま で各 車 に わ た り、 当該 業 界の 実 態、 内容 を分析 して きた が 、

ここ では 、 情 報処 理 サ ー ビス業 界 が ど う評 価 され 期 待 され て き た か を、

産 業 構 造 審議 会 の 答 申等 に よって ま とめ てみ たい 。

産 業構 造 審 議 会 は 、 昭 和39年3月 に 制定 さ れ た産 業 構 造 審議 会 令

に ょ って 設置 さ れ 、通産 省 の担 当す る産 業 政 策 の重 要 な問題 は 、ほ と

ん ど この 審 議 会 で 審 議 さ れ てい る。

42年11月 、通産 大 臣は産 業 構造 審 議会 に対 し 「わ が国 の 情報 処

理 お よび情 報処 理 産 業 の 円 滑 な発 展の だ め に と るべ き施 策 い か ん」 と

い う諮 問 を 行 っ た 。,こ れ が、 情 報処理 産 業 が政 策 課 題 と して登 場 し

た最 初 で あ る。

この 諮 問 を受 け た産 業 構 造審 議会 は 情報 産 業部 会 を設 け 、 新 しい課

題 に精 力的 に 取 り組 ん だ。

43年9月 、 情 報産 業 部 会 は10ヵ 月に わた る 検討 結 果 をま とめ、

「 中 間 答 申 」を 行 い 、 そ の後4年2月 に 「情 報 処理 施 策 の 基本 方

向」 を発 表 し、 さ らに 同 年5月 に 「総 合答 申」 を行 っ た 。

この答 申は 二 部 に分 れ、 「第 一 部 情 報化 へ の 課題 」 では 、 情 報化

の 必 要性 、 情 報 化 の現 状 と展 望、 当 面す る課題 に つ い て述 べ て い る。

この 中で 「情 報産 業 の 概 念規 定 そ の もの が い まだ不 明確 」 とし なが ら

も、 「コ ン ピュー テ ィング パ ワーを 用い て情 報を処 理 し、 ま た は情 報

を提 供す る産 業 を情 報産 業 と して捉 え る」 と規定 し、情 報産 業 には 精
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報 処理 サ ー ビス業 と情 報 提 供 サー ビス業 に 分類 して い る。

「第二 部 政 府 の とるべ き施 策」 で は 次 の よ うな項 目をあ げて い る。

(1)情 報 処理 に 関 す る教 育 訓練

② 情 報 処理 技 術 の 開発

(3)各 種 標 準化 の 推 進

(4)遠 隔 情 報処 理 の た め の基 盤 の整 備

(5)情 報 産 業 の 育成

(6)官 庁 に お け る情 報 処理 の 拡 充 と高度 化

(7)そ の他 、

この 中 の(5)で 、 情報 処理 サー ビス 業 と情 報提 供 サー ビス 業 の経 営 特性

につ い て 、 次 の よ うな項 目を あげ て い る。

(1)競 争 原 理 とL－ ザ 選択 の 原 理 を十 分導 入す る こ とが 、 この 新 し

い産 業 の発 展 の基 礎 で あ り、 競 争 に伴 う ロスは 、 他の 既 存の 諸 産 業

と比 較 して 、む しろ 少 ない実 態 を持 つ 。

(2)他 の産 業 分野 と比 較 して、 最 も多 くの企 業 の 創意 に そ の将 来 を負

うもの で あ り、 ま た ベ ー ス と な る資 本 の投 資額 も比較 的 少 ない 。

㈲ 技 術 革 新 の テ ン ポの早 さ と将 来 の 成 長性 が高 い。

④ 以 上 の 結果 か ら、 絶 え ざる新規 参 入 を容認 し 、 また 発展 のた めに

そ れ を必 要 とす る。

査た、注 目される ととは、 情 報 の漏 洩、 誤 処 理、 誤情 報 の提 供等 か ら

顧 客 を保 護 す るた め、 競 争原 理 を 阻害 しない範 囲で 、 情 報産 業 に 対す

る秩 序 づ け を考 え 、例 として 「政 府 に よるゆ るや か な登 録制 度 と登 録

事 業 者 に 対 す る遵 守基 準 の設定 な どの 措 置 を とる」 として い る こ とで

ある 。

そ の後 、48年10月 に 「情 報 化 及び情 報 産 業 の あ り方、 並 び に こ

れ らに対 す る施策 の あ り方 如 何 」 とい う諮 問に 対 し、情 報産 業部 会 は

49年9月 に 「中 間 答 申」を行 っ た。

一332一



この 答 申で は 、 「情 報産 業 は 、知 識集 約 型、 省資 源 ・省 エネ ル ギー

型 、 無 公 害 型産 業 の 典 型 で あ り、 か つ、 強 い 成長 能 力 を有 してお り、

ま さに 今後 わ が 国産 業 の 中核 と して要請 され る特 質 をほ とん ど有 して

い る」 と情 報 産 業 を 高 く評価 して い る。 が、 一方 、 国民 の 価 値観 の 変

化 か ら、情 報 化 を 一方 的 に 推進 す るの で な く、 「産 業 と社 会 の 調和 の

とれ た情 報 化 の あ り方 を追求 す る」 こ とが 強調 さ れ て い る。そ して 、

「情 報 化 に お け る'光'と 日影 胃」 とい う一 項 を設 け 、注 意 を喚起 し、

(1)プ ライバ シー の侵 害 の危険

② 管理 社 会 化 の 幣害

(3)安 全 対 策 の 必 要 性

以 上 の よ うな 「情 報 化 に伴 う副 次的 マイ ナス効果 の 除去 」 につ い て

の提 案 を行 って い る こ とは 、注 目され る こ とで あ る。 しか し、前 回 の

答 申に あ った、 情 報 処 理 サ ー ビス業 な どの 登録 制 度 の考 え 方 は 姿 を消

して い ない 。

この 「中間 答 申」 で は、 これま で不 明確 で あ った 「情 報化 」 及 び

「情 報 産 業 」 の 範 囲 を 明確 に規定 し、 「冑情報 処理 サ ー ビス 業'と

"情 報提 供 サ ー ビス業 冒は 各 々情 報 の加工 、流 通 を業 とす る産 業 で あ

るが 、 いず れ も コン ピ ュー タ ・パ ワーの 高度 利 用 に ょ り、 マー ケ ッ ト

を創造 しつ つ 、n情 報化"を 推進 す る もの で あ り、典 型 的 な情 報産 業

で ある 」 と述 べ て い る。

ま た、 「情 報 処 理産 業 」 とい う概 念 を提 起 し、そ の 中に は、 ソ フ ト

ウ ェア業 、情 報 処 理 サ ー ビス 業 、情 報 提供 サー ビス 業、 シン ク タ ンク

業 に 分 け られ る、 と規定 して い る。

そ して 、 「情 報処 理 産業 の 現状 と問 題 点」 とい う項 の 中で 、

(1)企 業 規模 の 過少

(2)業 務 内 容が い まだ 低 水 準

(3)過 当競 争
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以 上 の3点 が 問 題 点 で あ る と指 摘 し、 そ の 原 因は 次の よ うな もので あ

る と述 べ て い る。

(1)情 報 の価 値 意 識 が確 立 して い ない。

② ハ ー ドウ ェア 価格 と ソ フ トウ ェア価 格 の 区分 が 明 確 で ない。

(3)情 報 処理 技 術 者 が 不 足 して い る。

(4)市 場 が 不 確定 で あ る。

(5)副 業的 性格 の 企 業 多 い。

(6)官 業 との調 整 が未 解 決 で あ る。

こ うい った 問題 点 を 抱え る情 報処 理産 業 を発 展 さ せ るには 、

(1)情 報処 理 産 業 の強 化

② 情報 処 理 業 者 に よる ネ ッ トワー クの形 成

(3)技 術発 展 力 の 強化

(4)社 会 的 大 型 プ ロ ジ ェク トへ の参 加

以 上の よ うな4点 が必要 だ と述べ て い る。

昭 和51年7月 、 情報 産 業 部 会 は 「昭 和60年 に お・け る我 が 国 の情

報 化 及 び情 報 産 業 の 計 量 予測 」 を 発表 した 。 これ は 、先 の48年10

月 の 中 間答 申が 「定 性的 な議 論 検討 の 上 で な され た もの で あ り、 将来

の情 報化 、 情 報 処 理 業 の 姿 を 明確 に し、そ れ を具体 的政 策 に反 映 させ

て い くため に は 、 さ らに定 量 的 な把 握 を行 う必 要 が あ る」 とい う観点

か らな され た もの で あ る。

この計量 予 測 は 、 政 府 が 適切 な施 策 を講 ず る こ とを前 提 としな が ら、

次 の予 測 を行 って い る。

(1)コ ン ピュー タ の設 置 予 測

② 情 報 処 理技 術 者 の 予 測

(3)情 報 シス テ ムの 規 模 予測

④ コン ピ ュー タ産 業の 予測

(5)情 報 処理産 業 の予 測
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この 予 測に よれば 、 昭 和60年 度 に は、 コン ピュー タ産 業 が49年 度

か ら年 率14.1%で 伸 び 、生産 額 が5,『810億 円か ら2兆4,882億 円

に達するのに対 し、情 報処 理産 業 は 年率16 .4%の 伸 び で 、生 産 額 は

2,453億 円か ら1兆3,070億 円 に急 成長 す ると し て い る。

ま た、 業務 別 の売 上 高 構成 比 では 、 売上げ の約43%を 占め て い た パ

ッチ 処理 が 約35%ま で低 下 し、 オ ン ライ ン処 理が 約3%か ら約16%

に伸 び る と予測 して い る。

昭 和52年11月 に 、 産 業構造 審議 会 は 「今 後の機 械 情 報 産 業 の進 む

べ き方 向及 び これ に 対す る施 策 の あ り方 」 とい う中間答 申を発 表 し た
。

こ の 中間 答 申は 機械 産 業部 会 と情 報産 業部 会 の 合同会 議 で と りま とめ ら

れ た もので 、機 械 情 報産 業 全体 をめ ぐる 環境 の変 化 が急 激 に な って きて

お り、 この よ う な事 態が 続 け ば産 業 全 体 の活 力 の低 下 、 ひい て は 国 民生

活 の 向上 自体 が 困 難 にな る、 とい う危機 感 か らであ った 。

この 中間 答 申で は、 情 報 処理 サー ビス業 につ いて は 特 に触 れ て な いが 、

機 械情 報産 業 の 重大 な使 命 を 指 摘 し、電子 技 術 の機 械 へ の応 用 とい う機

電一 体化 、 あ る い は情 報 産 業 を 中核 と した経 済 社会 の広 範 な分野 に お け

る シス テ ム化 の 進 展 を ふ ま え、今後 の機械情報産業 の進 む べ き方 向、 及 び

そ れに対 す る施 策 の あ り方 に つ い て提 言 を行 って い る 。

レ

7.3.2業 界 の と リ組み 方

(1)業 者 法 問題

(社)日 本 情 報 セ ン ター協会 の 昭 和51年 度 の 活 動方 針 を うけ て 、

「情 報 処 理産 業 の 社 会 的位 置づ け、資 格 制度 諸 基 準 の 設定 な ど緊急 か

つ 自主的に検討 し、併 せ て、 保 護 助成 策 へ の要 望 をま とめ る」 こ と を 目

的 とした 「業務 対 策特 別 委 員 会」 が討 議、 分析 作業 の成 果 として ま

とめ た 「中間 報 告 」が 、 い わ ゆ る 「業者 法 」 また は 「情 報 処理 事 業

者 法」 とい われ る もの に対 す る業 界 の 試案 で あ る。 こ のね らい は、

一335一



「情 報 処 理 業 者 の 社会 的 地 位 の 確 立」 と 「業 界 自身 の たゆ まぬ 努 力

とこれ に対 応 す る行 政 当局 の 構 造的 施 策 」 を眼 目 としだ'た た き台"

としての 性 格 を もって い た。

この 中 間報 告 を 出 した い きさつ は 、検 討 着手 の 背景 に も述べ られ

て い る よ うに情 報 処 理産 業 の 利 用者 側 か らの事情 と業 界側 か らの事

情 、 及 び行 政 面 か らの 事 情 が背 景 に あ った 。 昭和50年 頃 は 、 プ ラ

イバ シー問 題 、 デ ー タ保 護 問 題 、安 全 対 策 問題 な どが とみ に 政 治 的

色 彩 を帯 び て ク ロー ズア ップ され た時 期 で あ り、 業者 法 制 定 の 気 運

が 盛 り上 ってい た。 従 って 、 当時 は 、 通産 省 にお い て も安 全 対 策 あ

るい は 、 機 密保 護 対 策 状 況 、一 定 の 情 報 処理 技術 者 を置 い て い る こ

と を要 件 とす る登 録 制度 に つ い て も検 討 が行 わ れ た よ うで あ る。

翌51年1月25日 付 朝 日新 聞は 、 自民 党情 報産 業 議 員連 盟 デ ー

タ保 護 委 員 会(中 山太 郎委 員 長)が 「デー タ保 護 管理 法案 」 をま と

め 、 野 党 と共 同 提 案 の か た ちで 議員 立 法 と して提 出す る予定 で ある

と報 じた 。

これ らの報 道 は 、結 果 的 に は実 現 され なか った もの の、 業 者法 を

手 掛 け る大 きな 動機 とな った こ とは 疑 い ない 事 実 で あ る。

この と き出 さ れ た 「中 間報 告 」は 「事 業者 法 問題 を め ぐる 業界 の

認 識 」 、 「検 討の 姿勢 と 目標 づけ 」 、 「検 討 の プロセス」 、 「情 報

処 理産 業 の国 家 経済 、 社 会活 動 で の重 要 性 とそ の存 在意 義」 、 「現

状 の 分析 」 、 「現 状 の情 報 処理 産 業 の 構造 」、 「将 来 の情 報 処 理産

業 の 構 造 変化 」 、 「情報 処理産 業 界 の将 来 あ るべ き姿 」 とい う、

n外 堀nに つい て 分析 と考 察 を重 ねた 結 果 「期待 され る情 報 処理 事

業 法 」 の基 本 要 件 を結 論 づ け た もの で あ った。

この情 報処 理 事 業 法の 基 本 目的 は 、 国民的 な情 報 化 と情 報 処理 業

者 の健 全 な進 展 に あ る。 そ れ に ーまつ わ る諸 問題 の解 決 に は、 情報 処

理 産 業 の 自立 的 発 展、 強 化 が 望'ま しい こ とで あ り、 そ れ ゆえ情 報 処
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理 専 業 者 とし て の 地位 は 、総 体 として 不安定 要 素を は らん でい るが 、

内 部 的 には 自立 的発 展方 向 を だ どる もの と逆 の もの との 「二 極 分化」

傾 向 が あ らわ れ てい る。 した が って この 産業 に対 しては 、 構造 的性

格 を も った 指導 育 成 施策 が 期 待 され る こ となどが 重 要な ポ イ ン トで

あ る としてお り、基 本 的 性格 と、そ れ に よ る 「規 制」 と 「振 興」 の

対 象 と して つ ぎの6点 を弁 別 方針 として い る。

① この 法 律の 施 策 目標 として は、 情報 処 理産 業 の社 会的 地 位確 立

を 第一 義 とす る。

② 制度 お よび 施 策の 整備 に あた って は 、現に こ の業 を営 む 者 の う

ち 、望 ま しい 発 展 方 向 を た どろ うと して いる もの と、そ うで ない

者 を弁 別 し、振 興 制度、 施策 は、 前 者 に 重点 的 に傾 斜 性 を帯 び さ

せ る。

③ 前 者 につ い て は、 デー タ保 護、 安 全 対 策な どに つい て は比 較 的

重 い義務 を 負 わせ 、情 報 処 理業 務 の うち、 と くに 高度 で 厳 重 なデ

ー タ保 護、 安全対 策 を要 求 す る もの、 国家 お よび社 会活 動 の 円 滑

な運 営 に重 要 な か かわ り合 いの あ る 「特 定 業務 」 は 、 前者 の 資格

要 件 を具備 した もの のみ に限 って 従事 で きる もの とす る。

④ 「特 定 業 務 」 を遂行 す る者 に は、特 別 の手 厚 い育 成 措 置を 享受

さ せ る。

⑤ この よ うな業 者 の弁 別 は、 あ らか じめ定 め られ た一 定 の基 準 項

目に よる もの とす る。

⑥ これ ま で の 制度 、 施策 の 効果 を確 実 にす る た め、 過 当 競 争 や 副

業 的参 入 の抑制 策 を講 ず るが 、 そ れ らの条 件の もとで の 自由競 争 、

自由 参 入は 保証 す る。

こ の 業者 法 構想 では 、業 者を二 分 して 、将 来 、業 界 自立 の 中核 的 存

在 とな り得 る業者 を、仮 に「特作 情報処理事業者 」(仮 称)と 称 して・所轄

官 庁 に よる 「認 可 業 者 」 と規定 し、 その 他 の業者 は、 「一 般 情 報 処
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理 事業 者](仮 称)と して 、 所轄 官 庁 へ の届 出に よる 「登 録 業 者1

と した 。

つ ぎに 、 「特定 情 報 処 理事 業 者 」 と 「一般 情 報 処 理事 業 者1と を

そ の 特 質 に よ って 区 別 し 「特 定 」事 業 者は 、

① 相当 の規 模 を有 し、規 模の 利 益 に よ り高 度 な 総 合的情 報 処理 サ

ー ビス を提供 し得 る もの。

② 特 殊 分野 に専 門化 し、 当該 分野 で きわめ て 高 い技 術 水 準 とそ れ

に よる専 門サ ー ビス を提 供 し得 る もの 。

③ 特定 の地 域 に お・い て、 当 刻 地 域 の情 報化 に寄 与 し得 る よ う、 一

定 水 準以 上 の サ ー ビス を提 供 し得 る もの。

の3つ の 特質 を持 ってい る こ とを認 可 の基 準 とす る。

これ に対 して 「一般 」事 業 者 は、

① 情 報処 理 を業 とす る 独立 法 人 で あ り、

② 安全 対 策 基 準 の 中間基 準 を 満た し

③ 所 管 官 庁 に届 出 て登 録 され る。

等 の要件 で 足 りる と して い る。

「特定 情 報 処 理 事 業 者 」 と 「一 般情 報処 理 事 業 者1の 取 扱 い の相

異 につ い て は、 と くに 「特 定 事業 者」 を中 心 に従 事 で きる業務 とし

なけ れば な らない 業 務 、認 可 ・登 録基 準 お・よび 義務 、特 定 事 業 者の

た め の特 別 優 遇 な い し育成 措 置 と行 政 当局 側の 配 慮事 項 な ど 目安 と

な る項 目は と りあ げ られ て はい るが、 つ ぎの 段 階 での 検討 事 項 とし

て残 さ れて い る問 題 は ある。 これ らの点 に つ いて は 、 「来 年度 の検

討 内容 」 に も述 べ られて い る よ うに、総 論 的 な討議 が 中 心で あ った

中間 報告 か ら、 さ らに 進 め て 、 次 年度 に は各 論 につ い て の検 討 が 中

心 に な る であ ろ うと想 定 して い る。

「業 者 法 」 問 題 の そ の後 の経 緯 は、 昭和52年 度 の協 会活 動 の 重 点

施 策 の一 つ とし て引 きつが 脈.す なわ ち 「振 興 政 策 に対 す る積 極
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的提 言.小 を担 当 す る政 策 第一 委 員 会 の メ イ ン ・テー マは 「業 者法 を

前 提 と した振興 と規 制 の 検討]で あ り、 活 動の 目標 として 、 「情 報

処理 サ ー ビス業 の社 会的 位 置 づ け 、 資格 制度 等 を明確 に し、 振 興 助

成 策の 実 現 に向 けて 業 界意 見の 集約 を行 うこと 」 と し、 まず 「業 者

法 」の 考 え 方 に対 す る会 員 の コン セ ン サスを得 るこ とが 第 一 の 主要

問 題 とした。 そ の ために は 、総 論 と もい え る 「中間報 告 」 を ベー ス

に 、会 員 相 互 の 意 見 交 換 を 行 い 、各 論 に つい ての 審議 、 検討 は 、

総 論 に 対す る合 意 の 上 で進 め る とい う方針 が と られ た。 全 体 的 に み

れ ば 、 この問 題 に対 す る関 心度 は 高 く、 と くに 「特 定 情 報 処理 事 業

者 」 に対 す る基 本 的 な考 え 方 につ い て の意 見が 百 出 した と もい え る。

同 時 に 、 こ の中 間 報告 に 対 して の基 本 思 想が、 十 分 に理 解 され に く

か った 点 も多 く、 いわ ゆる小 規 模 企 業 の ロス ソ切 り論'的 な受 け と

め 方 もさ れて い た こ とは事 実で あ る。 しか し、 この 「業 者 法 」は 、

そ の 背景 が どん な もので あ った にせ よ、 わ れわ れ業 界の 進 む べ き一

方 向 と して 検 討 され ま とめ られ た こ とで大 きな意義 が あ っだ と共 に

こ の 中間報 告 が 、 業 界 団体 とし て創 立 以来 歩 ん で来 だ諸 活 動 の 中の

一 つの 区切 りと しての役 割 を果 して い る と もい え る
。急 激 に成 長 し

た情 報 処理 サ ー ビス業 は、 そ の急 成 長 の背 景 とな った 社会 的 動 向 と

ひ ず み を秘 め て 発 展 して きた 企業 内 部 の問 題 をか かえ、 め ま ぐる し

く、変 化 す る企業 環 境 の 中 で生 き抜 い て い るとい う現 実 が あ る。 こ

れ らの 問題 を解 決す べ く、 業 者 団 体 として営 々と と り くんで きた諸

問 題 が、 この 中 間報 告 に 凝 縮 され て い る と もみ られ る 。

そ の后 、 この問 題 は 一 時保 留 と な ってい るが、 なん ら か の 形 で 、

この業 者 法 問題 は 再 び検討 され な くては な らない 時期 に 来 て い るの

では ない か と考 え る。

(2)機 構法 問題 た 動 きが この 業 者法 に と って変 わ り、業 界 内 部 の意 見

「機 電 法 」が52年 度 末 に 期 限 切 れ に な り、 どの よ う な形 で

一339一
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延 長 す る か とい う問 題 に つ い て は 、 協 会 内 部 で もい ち早 く検討

が 進 め られ 、 情 報 処 理 サ ー ビ ス業 の 高 度 化 計 画 の 素 案 が 協 会 の

メ ン バ ー に よ っ て52年11月 に は 作 成 さ れ て い た 。 一 方 、 マ

ス コ ミ もU情 報 処 理 産 業 「 育 成 業 種 」の お・墨 付 き、 機 情 報 に盛

り込 み 確 定n(日 経 産 業 新 聞)と か 、O育 成 産 業 と な る 情報 処

理"(日 刊 工 業 新 聞)と か 華 々 しい タ イ トル で 、 機 情 法 に情 報

処 理 サ ー ビ ス 業 と ソ フ ト ウ ェ ア 業 が 加 え られ る こ と に な った と

報 じ た 。53年1月4日 付 の 日刊 工 業 新 聞は 、fi「 機 情法 」背 景 と

ね らい'と 題 した 記事 の 中で 「機構 法 は 機 械情 報 産 業 の 高度 化 は も

ち論 の こ と、 新 た な時 代 に 即応 して 省資 源、 省エネルギー機器の開発・

供 給、 総 合 的 な シス テ ムの 研 究 開 発及 び情 報 処 理 業の 育 成、 強 化 を

図 ろ う とい うの が 大 きな柱 とな って い る。 経 済 環 境の 変 化 と と もに、

これ ま で の行 政 を衣替 え し、 新時 代 に備 え た 思想 で対 策 を講 じ よ う

とい う通 産 省 の意 気込 み が うかが え る 」 と機 情 法 に 対 す る 通 産 省

の機 械情 報産 業 の方 向 を展 望 して い る。

協 会 ニ ュー ス で も52年11・12月 合 併号 で 、機情 法 の概 要 と、

現 行 「機 電 法 」 との 主 な相 異 点 を と りあげ 、 そ の内容 を紹介 して い

る。

この よ うに、 機情 法の 対 象業 種 として 、特 定 機械 工 業 と情 報処 理

業 、 と くに情 報 処理 業 は 、 情 報処 理 サー ビス 業 と ソフ トウ ェア業 と

が 対 象 とな る もの との 見 方 も強 か った し、 協 会 とし て も、53年 度

の補 助金 事 業 と して、 業 界 の今後 の 高度 化 の 方 向 を調 査 研 究す る こ

と とした 申請 を 出 してお り、 これ が機 構 法 で の 「高 度 化 計 画 の策 定 」

に 反 映 す る こと を期待 してい た の であ る。

こ こで、 振 り返 って法 の概 要 をみ る と、

① 新法 に よ って 高度 化 を図 る べ き対 象 業 種

② 高 度 化 計 画 の策 定 公 表
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③ 重要複合(シ ステム)機 械の共同研究開発事業計画 の承認 と課

税 の特例

④ 資金の確保

⑤ 規格 の統一 などの共 同行為の実施に関する指示等

⑥ 大規模事業の開始 な どに関する勧告

⑦ 指導または勧奨

⑧ その他

がその柱 である。

機 情法 が実現 した場合の情報処理 サー ビス業の受け る意義について

この概略か ら強 く期待 された こととして、以下の事項が ある。

① その業の高度化 計 画が策定され、産業の将来 像が明 らかにされ

るこ と。

② 国が高度化計画達成 のために必要な資金の確保 に努め る こと。

③ 技 術面での必要に応 じた共同行 為が可能となること。

④ 高度化計画を達成 し ようとして いる業界に 巨大企業が 進出しよ

うとす る場 合は、 大臣が適切な勧告を行 うことが で きること。

な どの 法律 上 の配 慮 が払 われ ることになる。 また、 こうした対象

業 種 にな る こ とに よ り、 業界の社会的地位が明確にな り、 高度化計

画策定 を通じて、業界の進むべ き方 向が明 らかにさ れる。

53年1月 中は、情報処理産業が機情法の対象業種 に確定 した かに

報 じていた マス コ ミも、2月 に入 ると様相の変化が深刻さを増 し始め

た記事 にな り、日波乱含 みの機構法案 一 関係者の思惑複雑 ロ(日 刊工

業新聞)ロ 通産 、郵政 省 「機情法」で スパー ク ロ(読 売新聞)、 逐に

「「権限争いの犠牲一 はず され た情 報処理サー ビス業U(日 刊工業 新聞)

'「 機情法」積み残 しに当惑 一情報 処理業界"(日 経産業新聞)と い

った結末 を告げた。
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(3)高 度 化計 画

機 情 法 問 題 が わ れ われ の 意 図 と反 す る結果 に終 った こ とは 、 前章

で述 べ た 通 りであ るが 、機 情 法問 題 が もち上 った と同 時 に着 手 され

た 高 度 化 計 画 は 、53年 度 の 最 重 点活 動 と して協 会 活 動 の重 点 施 策

に と りあ げ られ 、 補 助 金事 業 と して 、改 めて 独 自の 立 場 か ら 自 らの

進 む べ き 方 向 、業 界 ビ ジ ョンの 策 定 へ と引 き継 が れ"情 報 処理 サー

ビス 業 の 将 来 予測 と業 界 高度 化 に関 す る調 査"が 外 部 コ ンサ ル タ ン

トも ま じ え て、政 策委 員 会 の ビジ ョ ン部 会 で正 式 に 発 足 した。 既 に

中間 報 告 と して そ の概 要 は公 表 さ れ、53年 度 の 情 報化 週 間 の 記念

行事 の 中 で 検 討 され 、 ま た本 年度 よ り開催 され て い る社 長 会のテー

マ と して も とりあげ られ 、熱 心 な議 論 が た たか わ されて い る。

この 中間 報告 の 骨子 は 、主 に内 外 の諸 デー タを分 析 、 比較 し、 需

要 予 測 、経 営指 標 目標 値 、 経 営規 模 、適 正 分布等 を定量 的 に と らえ、

昭 和60年 度 の 予 測 を して い る。 中 間報 告 の 段階 で これ らの 計数 的

把握 は 大半 が終 って お・り、 定 性 的 な 問題 を解 明 して行 く作業 が 残 さ

れ て い る とい った 段階 で あ る。

ま た、技 術 的 な 面 か ら も、 情 報 ネ ッ トワー クの形 成状 態 の 推定 、

技 術 、 人材 の 高 度化 の 問題 に も触 れ て お り、 完 成 も間近 に迫 って い

る。
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